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ฤूํ਑

　本統合報告ॻは、阪急阪神ホールディングスの2024年度をৼり返るとともに、経営方針やES(への取組についてご説明していま

す。株主や投資家のօ様をはじめとした෯޿い読者のօ様に、当社についてのご理ղを深めていただく一ॿとなれば幸いです。

2024年4月ʙ2025年3月（2024年度）を原ଇとしていますが、
一部当֘期間の前後の活動に関するه述も含まれます。

報告期ؒ

本統合報告ॻにおける当社の計画や、戦略、業੷に関する༧
想及ͼ見通しに関するه述は、当社が現在入手可能な情報か
ら得られた判断及ͼ2025年9月までに対外発表した༧想数
値に基づいています。実際の業੷等はリスクや不確定な事ฑ
により、当社の見ࠐみとは異なる可能性があります。

見通しにؔする஫意߲ࣄ

*'3S財団の「国際統合報告フレームϫーク」及ͼ経済産業ল
「価値ڠ創ガイダンス」を参考にしています。また、ES( 情報

については、(3*（(MoCBM 3FQoSUJOH *OJUJBUJWF）の「(3*ス
タンダード」を参考にしています。

রガイドラインࢀ

෺のҐஔ෇けߦץ֤

෺ߦץ ಺༰

౷߹報ࠂॻʢຊࢠ࡭ʣ 。は目次のとおりですࡉৄ

グループΨΠυ 当社グループの֓要を୺的にご理ղいただくため、グループの֓要や事業内容、グループ会社一ཡ等をࡌܝしています。

༗Ձূ݊報ࠂॻ
金融商඼取引法ୈ24৚1߲に基づき࡞成し、関東財務局長への提出を義務付けられている報告ॻです。
財務状況に関するৄࡉな情報をࡌهしています。

ίーϙϨーτɾ
Ψόφϯε報ࠂॻ

「コーポレートガバナンス・コード」に従い、東京証券取引所への提出を義務付けられている報告ॻです。
当社のコーポレート・ガバナンス（企業統治）に対する考え方や体制等をࡌهしています。

αεςφϏϦςΟ
σーλϒοΫ

当社グループのES(関連の非財務情報（ES(戦略の۩体的な内容・統合報告ॻの補଍情報）をࡌهしています。

҆શ報ࠂॻ
鉄道事業法ୈ19৚の4にଇり、༌ૹの安全確保のための取組等を޿くご理ղいただくために公表している報告ॻです。
鉄道各社（阪急電鉄、阪神電気鉄道、๺大阪急行電鉄、能੎電鉄）の安全に関する情報を体ܥ的にࡌهしています。
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αεςφϏϦςΟσーλϒοΫ

本統合報告ॻで使用する「阪急・阪神沿線」の定義ɿ

阪急電鉄、阪神電気鉄道のӺのある次の地域（ୈ2 छ鉄道事業を含む）

大阪෎ɿ大阪市（24 ۠のうち、福島۠、ࠑՖ۠、西۠、࿘速۠、西ཎ઒۠、

　　　   東ཎ઒۠、ཎ઒۠、๺۠、中ԝ۠）、豊中市、஑田市、ਧ田市、

　　　   高௬市、Ἒ木市、ຳ面市、ઁ ௡市、島本ொ

ฌݝݿɿ神戸市（9 ۠のうち、東ṗ۠、ṗ۠、ฌ۠ݿ、長田۠、中ԝ۠）、

　　　   ೌ ࡚市、西宮市、Ἑ԰市、ҏ୮市、宝塚市、઒西市

京都෎ɿ京都市（11 ۠のうち、中京۠、Լ京۠、ӈ京۠、西京۠）、

　　　   向日市、長Ԭ京市、大山࡚ொ

ES( に関する考え方・目標・取組・データ等については、「サステナビリティデータブック」で঺介しています。

社会　人ݖのଚ重ʗ地域社会への貢献ʗޏ用・࿑働への取組ʗ࿑働安全Ӵ生（健康と安全）

環境　環境マネジメントʗ気候変動ʗԚછと資源ʗ生物多様性ʗਫ資源

ガバナンスɹコーポレート・ガバナンスʗ企業ྙ理・コンプライアンス・෗ഊ防止のపఈʗリスクマネジメント

Hankyu Hanshin Holdings
Sustainability Databook 2025

阪急阪神ホールディングス  サステナビリティデータブック 2025
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価஋૑଄のي੻

https://www.hankyu.co.jp/company/approach/anzen/index.html
https://www.hanshin.co.jp/safety/report/
https://www.kita-kyu.co.jp/company/attempt/safety/
https://noseden.hankyu.co.jp/company/safety.html
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/materiality/corporate/governance/
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/ir/library/others/
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/report/
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/ir/library/secreports/
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民鉄企業の枠を超えたエクセレントカンパニーへの変革

価 値 創 造 ス ト ー リ ー

社会変化と次世代の暮らしを見据えて
「安心・快適」、そして「夢・感動」の提供を追求

阪急阪神ホールディングスの歴史の始まりは明治時代。

以来、100 年以上にわたり、祖業である鉄道事業の発展はもとより、

市場の開拓と事業フィールドの拡大を進め、着実な成長を実現してきました。

そして、現在。変化し続ける事業環境を踏まえ「長期経営構想」を策定。

「未来のありたい姿」を描き出し、グループ一体となった成長戦略を推進しています。

変わらないのは「安心・快適」、そして「夢・感動」をお届けするという使命。

社会変化と次世代の暮らしを見据えて、価値創造と成長スピードを加速させ、

民鉄企業の枠を超えたエクセレントカンパニーを目指します。

C
ha

pt
er

H I S TORY グループのあゆみ

1907
箕面有馬電気軌道

（現 阪急電鉄）を創立

1899
摂津電気鉄道

（現 阪神電気鉄道）を創立

1924
甲子園球場を開設

（後に阪神甲子園球場と改称）1909
土地建物賃貸事業を開始

（西宮停留場前に
 貸家30 戸完成）

1948
航空代理店業を開始

1910
鉄道の営業を開始

（宝塚本線[梅田－宝塚]、
箕面線[石橋－箕面]）
土地建物分譲事業を開始

（「池田室町住宅地」売出開始）

1948
航空代理店業を開始

（パン・アメリカン航空と
日本で初めて代理店契約を締結）
わが国初のIATA 航空貨物
取扱代理店の認可を取得

1913
宝塚唱歌隊

（後の宝塚歌劇団）を結成

1926
宝塚ホテルが開業

1905
鉄道の営業を開始

（神戸[ 三宮] －大阪[ 出入橋]）

1935
大阪野球倶楽部（大阪タイガース、
後の阪神タイガース）を設立
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グループ経営理೦

おݪ٬༷点

人のଚ重

たͪはࢲ 何 のためにूい 、何をめ͟すのか

たͪはࢲ 何をେ ੾に考えるのか

「 価 値 ؍ 」をकり、「 ࢖ ໋ 」を果たしていくために、
ߦたͪはどのようにࢲ ಈするのか

たͪはࢲ 何 のためにूい 、何をめ͟すのか
使命

たͪはࢲ 何をେ ੾に考えるのか
価値観

「 価 値 ؍ 」をकり、「 ࢖ ໋ 」を果たしていくために、

行動ن範

「҆৺・շద」、そして「ເ・感ಈ」をおಧけすることで、
お٬༷のتͼを実現し、社会にݙߩします。

すべてはお客様のために。これが私たちの原点です。

͸ɺग़ձ͍Λେ੾ʹ͠ɺ͓ͪͨࢲ �� ٬༷ͷ立৔ʹ立ͬͯ ળΛਚ͘͠࠷ ·͢ɻ

͸ɺ๏ྩ९क͸΋ͱΑΓɺ社ձత੹೚Λ֮ࣗͯͪͨ͠ࢲ �� ಈ͠·͢ɻߦ

ΓΛ࣋ͪɺਝ଎ʹ΍Γ਱͛·͢ɻތ੹೚ͱʹࣄ࢓͸ɺͪͨࢲ ��

ɻ͢·͑ߟ఺Ͱࢹతͳظ͸ɺ໨ઌͷ͜ͱͷΈʹͱΒΘΕͣɺத長ͪͨࢲ ��

ঢ়ʹຬ଍͢Δ͜ͱͳ͘ɺ࣌ݱ͸ɺͪͨࢲ �� 代ͷઌΛ見ਾ͑ͯ取Γ૊Έ·͢ɻ

΍Γͷ৺Λ࣋ͪɺ͓͍ࢥ͸ɺͪͨࢲ �� ΛೝΊ߹͍·͢ɻ͍ޓ

ɺ෩௨͠ͷΑ͍৬৔Λ͍ͭߦίϛϡχέーγϣϯΛʹൃ׆͸ɺͪͨࢲ �� Γ͘·͢ɻ

͸ɺグループશମͷൃలͷͨΊʹྗΛ߹Θͤ·͢ɻͪͨࢲ ��

ઌ見 ・ੑ૑଄ੑ 時代を先取りするਫ਼神とॊೈな発想が、
新たな価値を創ります。

੣実 ੣実であり続けることから、
私たちへの信頼が生まれます。

事業にたずさわる一人ひとりが、かけがえのない財産です。

2006
ࡕ ٸ ࡕ ਆϗールσィングス஀ ੜ

阪急西宮ガーデンζ 本ؗが開業

阪神なんば線（西۝৚ʵ大阪೉೾）の営業を開࢝

ക田阪急ビル
（現 大阪ക田ツインタϫーζ・ノース）が全体ॡ޻

大阪ക田ツインタϫーζ・サウスが全体ॡ޻

1950
*"T" 貨物取ѻ代理店の認可を取得ۭߤ

1952
阪急不動産（現 阪急阪神不動産）を設立

1960
阪急国際交通社（現 阪急交通社）を設立

2008

2009

2012

2022
1967
ホテル阪神（現 ホテル阪神大阪）の営業を開࢝

Towards the 
next 100 years

次 の１̌̌年に
向けて
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暮らしをつなぐ

ネットワーク
力

新たな
フィールドでの
挑戦

暮らしを支える

まちづくり
力

暮らしを彩る

コンテンツ
力

　100年以上の歴史を持つ阪急電鉄と
阪神電気鉄道。1900年代初頭から住
宅分譲やエンタテインメント・商業施設
等の開発に取り組み、沿線に人を呼び込
みながら、鉄道ネットワークを広げてき
ました。現在は、鉄道・バス・タクシー等
が連携し、京阪神を中心とした関西圏に
一大ネットワークを形成しています。当
社グループの最大の事業拠点「大阪梅
田エリア」においては、エリアで一体と
なって、エリアマネジメントを推進。同エ
リアの魅力向上に向けた地域一体の取
組を進めています。

　長い歴史の中で培ってきた経営資本は価値創造の源泉。効果的
な投入・配分により、提供価値の進化・拡大を図り、着実な成長につ
なげています。

　当社グループが誇る二大コンテンツ「阪神タイガース」と「宝塚歌

劇」。阪神タイガースは2025年に創設90周年を迎え、本拠地の阪神

甲子園球場とともに、幅広いファンから支持されています。一方、宝

塚歌劇の第一回公演は1914年。110年を超える歴史を継承し、現在

は、劇場公演に加え、ライブ配信等を実施し、多くのお客様を魅了し

続けています。また、旅行の総合ブランド「トラピックス」を中心とす

る多彩な旅行商品や様々なタイプのホテルを展開し、非日常を演出。

グループの強みである“コンテンツ力”に磨きをかけながら、夢と感

動をお届けしています。

　創業者の小林一三は、住宅開発に加えて、宝塚大劇場や阪急百貨店

など、沿線価値の向上に力を注ぎました。そして現在、グループの最大

の事業拠点「大阪梅田エリア」においては、駅を中心とした安全・安心・

快適な移動の実現とともに、駅直結のオフィスビルや複合施設等の大

型開発を進め、西日本最大のターミナルへと成長しています。また、マ

ンション及び戸建・宅地などの沿線で培った実績を活かし、沿線外や

首都圏・海外でも不動産事業を展開。長い歴史の中で積み重ねてきた

“まちづくり力”のもと、将来にわたり「住みたいまち」「訪れたいまち」

のブランドを形づくっています。

経営資本の蓄積・強化

120
価値創造力を高める6つの資本

2024年度実績

年

億
人約6.0
億
人約2.4

万㎡約 236

万人約 301

万人約 282

鉄道輸送人員

賃貸可能面積

宝塚歌劇 観劇人員数

阪神タイガース
主催試合入場人員数

阪 急 電 鉄

阪神電気鉄道

経営資本の効果的な投入・配分

P.82

住んでみたい街アンケート(関西圏)

当社グループの沿線

1位 西宮北口駅
2位 大阪梅田駅・大阪駅　
3位 夙川駅

※TOP3独占

人的資本
チャレンジ精神あふれる多様な人材

知的資本
時代の要請に応えるノウハウやブランド力

製造資本
安定的な収益を創出する豊富なアセット

財務資本
安定した財務基盤

社会関係資本
信頼・ブランド力に基づいたサービス

自然資本
良好な沿線環境

※ 出所:MAJOR７(住友不動産など7社)による調査(2025年9月30日)

価値創造の

原動力

成長スパイラルを
生み出す

P.44 P.49

P.35 P.54 P.59 P.44P.33 P.37 P.49

積み重ねてきた約120年の歴史、
そして培ってきた「3つの力」を原動力に、提供価値を拡大
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暮らしをつなぐ

ネットワーク
力

新たな
フィールドでの
挑戦

暮らしを支える

まちづくり
力

暮らしを彩る

コンテンツ
力

100年以上の歴史を持つ阪急電鉄と
阪神電気鉄道。1900年代初頭から住
宅分譲やエンタテインメント・商業施設
等の開発に取り組み、沿線に人を呼び込
みながら、鉄道ネットワークを広げてき
ました。現在は、鉄道・バス・タクシー等
が連携し、京阪神を中心とした関西圏に
一大ネットワークを形成しています。当
社グループの最大の事業拠点「大阪梅
田エリア」においては、エリアで一体と
なって、エリアマネジメントを推進。同エ
リアの魅力向上に向けた地域一体の取
組を進めています。

　長い歴史の中で培ってきた経営資本は価値創造の源泉。効果的
な投入・配分により、提供価値の進化・拡大を図り、着実な成長につ
なげています。

　当社グループが誇る二大コンテンツ「阪神タイガース」と「宝塚歌

劇」。阪神タイガースは2025年に創設90周年を迎え、本拠地の阪神

甲子園球場とともに、幅広いファンから支持されています。一方、宝

塚歌劇の第一回公演は1914年。110年を超える歴史を継承し、現在

は、劇場公演に加え、ライブ配信等を実施し、多くのお客様を魅了し

続けています。また、旅行の総合ブランド「トラピックス」を中心とす

る多彩な旅行商品や様々なタイプのホテルを展開し、非日常を演出。

グループの強みである“コンテンツ力”に磨きをかけながら、夢と感

動をお届けしています。

　創業者の小林一三は、住宅開発に加えて、宝塚大劇場や阪急百貨店

など、沿線価値の向上に力を注ぎました。そして現在、グループの最大

の事業拠点「大阪梅田エリア」においては、駅を中心とした安全・安心・

快適な移動の実現とともに、駅直結のオフィスビルや複合施設等の大

型開発を進め、西日本最大のターミナルへと成長しています。また、マ

ンション及び戸建・宅地などの沿線で培った実績を活かし、沿線外や

首都圏・海外でも不動産事業を展開。長い歴史の中で積み重ねてきた

“まちづくり力”のもと、将来にわたり「住みたいまち」「訪れたいまち」

のブランドを形づくっています。

経営資本の蓄積・強化

120
価値創造力を高める6つの資本

2024年度実績

年

億
人約6.0
億
人約2.4

万㎡約 236

万人約 301

万人約 282

鉄道輸送人員

賃貸可能面積

宝塚歌劇 観劇人員数

阪神タイガース
主催試合入場人員数

阪 急 電 鉄

阪神電気鉄道

経営資本の効果的な投入・配分

P.82

住んでみたい街アンケート(関西圏)

当社グループの沿線

1位 西宮北口駅
2位 大阪梅田駅・大阪駅　
3位 夙川駅

※TOP3独占

人的資本
チャレンジ精神あふれる多様な人材

知的資本
時代の要請に応えるノウハウやブランド力

製造資本
安定的な収益を創出する豊富なアセット

財務資本
安定した財務基盤

社会関係資本
信頼・ブランド力に基づいたサービス

自然資本
良好な沿線環境

※ 出所:MAJOR７(住友不動産など7社)による調査(2025年9月30日)

価値創造の

原動力

成長スパイラルを
生み出す

P.44 P.49

P.35 P.54 P.59 P.44P.33 P.37 P.49

　暮らしを「つなぐ」「支える」「彩る」。こうした視点から新しい価値を次々と創造し、ステークホルダーからの信頼を獲得してきた約

120年の歴史。その中で培ってきた独自の「ネットワーク力」「まちづくり力」「コンテンツ力」から成る「価値創造の原動力」を土台に、新

たなフィールドでの挑戦を続け、持続可能で豊かなライフスタイルを提案する企業グループへと成長してきました。蓄積してきた経営

資本を最大限に活かしながら、グループ一体となって提供価値の拡大に結び付けています。

積み重ねてきた約120年の歴史、
そして培ってきた「3つの力」を原動力に、提供価値を拡大

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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事業領域
6つのコア事業

長期経営構想

サステナビリティ宣言

グループ経営理念

事業展開エリア

未来のありたい姿

長期経営構想を通じて
私たちがなすべきこと

P.43P.13

P.15

P.9

P.26

P.65

P.4

お客様のニーズに寄り添った
商品・サービスを提供

社会課題を解決し
持続可能な社会に貢献

ー スローガン ー

安全・安心の
追求

豊かな
まちづくり

未来へつながる
暮らしの提案

一人ひとりの
活躍

環境保全の
推進

ガバナンスの
充実

深める沿線 拡げるフィールド ～未来へ、そして世界へ～ 

ー 基本方針 ー
暮らしを支える「安心・快適」、暮らしを彩る「夢・感動」を、未来へ

6つの重要テーマ（マテリアリティ）

持続可能な
社会の実現へ

取引先

地域
社会

持続的な企業価値の向上

未来
世代 株主

債権者

従業員

お客様

都市交通
不動産

エンタ
テインメント

情報・通信

旅行

国際輸送

国内

海外

・関西圏
・首都圏
ほか

・ASEAN
・先進国

●人口減少(少子高齢化の進展、労働人口の減少)　●仕事に対する価値観の変化
●コストの上昇　●技術の進展　●気候変動による自然災害の増加　●持続可能な社会への貢献　
●資本市場からの要請　●インバウンドの増加　●新興国の成長　●関西の国際化

当社グループに大きな影響を与える環境変化の要素

P.27事業戦略1

戦略の推進力を高める仕組みの整備

P.29財務戦略2 P.31人材戦略3

出会いとつながりの総量が増え、
幸せと活力で満たされたウェルビーイングな社会

　国内はもとより、海外も視野に入れ、「都市交通」「不動産」「エンタテインメント」をはじめとする6つのコア事業を展開。総合

力を活かして、事業環境の変化を機敏に捉え、時代を先取りしながら、持続可能で豊かなライフスタイルを支える商品・サービ

スを提供しています。その目指すべき方向性を示すものが「長期経営構想」。事業・財務・人材から成る3つの戦略を推進し、グルー

プ一体で価値創造に取り組み、成長スピードを加速させていきます。

6つのコア事業を通じたグループ総合力の発揮
「長期経営構想」のもと、価値創造と成長スピードを加速
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エンタ
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情報・通信

旅行

国際輸送

国内
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・首都圏
ほか

・ASEAN
・先進国

●人口減少(少子高齢化の進展、労働人口の減少)　●仕事に対する価値観の変化
●コストの上昇　●技術の進展　●気候変動による自然災害の増加　●持続可能な社会への貢献　
●資本市場からの要請　●インバウンドの増加　●新興国の成長　●関西の国際化

当社グループに大きな影響を与える環境変化の要素

P.27事業戦略1

戦略の推進力を高める仕組みの整備

P.29財務戦略2 P.31人材戦略3

出会いとつながりの総量が増え、
幸せと活力で満たされたウェルビーイングな社会

6つのコア事業を通じたグループ総合力の発揮
「長期経営構想」のもと、価値創造と成長スピードを加速

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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出会いとつながりの総量が増え、　  幸せと活力で満たされたウェルビーイングな社会未来のありたい姿（が実現しているさま）

私たちが描く未来の沿線の姿

持続可能な社会の実現に向けて

　当社グループの沿線エリアが、「住んでいて幸せ」「住んでみたい」と思える快適で魅力的な都市であり、「国内外から仕事や
観光で訪れたくなる、また住みたく、働きたくなる」ようなグローバルな国際都市でもあり、環境の観点でもウェルビーイング
の観点でも優れた持続性のある都市になっている。また、その「まちづくり」がグローバルに展開されている。

少子高齢化の時代にあっても、当社グループの沿線が、定住人
口・交流人口の増加や魅力の向上によりさらに活性化してお
り、また「阪急電車」「阪神電車」「阪神タイガース」「宝塚歌劇
団」といった、人々に愛されるブランド・文化を担っていることに
対し、従業員が責任感と誇りを持っている（従業員がグループ
の成長を通じて自己実現を果たしている）。
多様性を持つ従業員のつながりが、グループの成長力の源泉と
なっている。
グループ内だけでなく、他の企業ともつながり、変革・イノベー
ションを起こしている。
従業員の誰もが、心身ともに健康でいきいきと活躍している。

●

●

●

●

従業員の姿

●

●

●

●

●

地域性や歴史を大切にし、多様な価値観を理解し、リソース
を掛け合わせて、新たな価値を実現している。
多様性を力に、人と人がより良くつながる都市や事業を、地
球視点（グローバル＆SDGs）で展開している。
社会に多様な選択肢を提供しており、お客様が自分好みに
サービスを選んでいる。
誰もが参画しやすく共感できる、さまざまな活動を共創して
いく基盤を提供している。
AIをはじめとする新たな技術を活用することで、高い生産性
が実現できている。

当社グループの姿

お客様・社会の姿
お客様が当社グループに対し、強い安心感や絶対的な信
頼感を抱いている。
当社グループのサービスを利用するお客様が、日常で非
日常を味わい、暮らしに彩りを感じている。
当社グループの成長が関西の成長、ひいては日本の成長
を支えている（グループの成長が社会が豊かになること
につながっている）。

●

●

●

新たな技術も取り入れながら、
もっと快適で豊かな暮らしや、
持続可能な社会の実現に向けた
サービスを届ける

新しいアイデアが生まれる
空間を演出する
未来志向のライフスタイルを提案する

安心して暮らせる仕組みを作る

国際交流拠点化を通じた
住むにも訪れるにも魅力的な都市を作る

地域に根差した理想の沿線を
グローバルにデジタル技術の活用により
空間さえも越える

“良い”もの

共創できる仕組み
自然との融合

交わる

安心感 私好みに
選べる

未来への
貢献実感

選択肢の
多様性

一歩先の
先進性

共感・共創の
機会

これまでにない驚きを
新しく

学ぶ・働く

日常で非日常を
さらに大きな夢・感動を

ワクワク

暮らしに上質なひとときを

暮らす

心地よい暮らしを

安らぐ

今も未来も自分らしく
自分のための特別な瞬間を

私らしく

訪れる・遊ぶ

生み出す

守る

駅を中心とした利便性の高い
空間（都市）をつくる

つなぐ

深める 拡げる

　…お客様が感じる価値　
　…当社グループが提供する価値

駅を中心とした「利便性の高いまち」 「住むにも訪れるにも魅力的なまち」 「多様   な人や産業が交わる活力のあるまち」

ー 長期経営構想を通じて私たちがなすべきこと ー

サステナブルで良質な

商品・サービスを提供し、

お客様から選ばれ続けることで、

共感・共創の輪を広げていく

今も未来も
誰もが自分らしい生活を送れるように、お客様のニーズに寄り添った商品・

サービスを提供し続ける

事業活動を通じて社会課題を解決し
持続可能な社会に貢献する

お客様のベネフィット

当社グループの提供価値
サステナブルな行動を
自然と選択できる社会へ
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（注）�事業利益＝営業利益＋海外事業投資に伴う持分法投資損益（2022年度以前は海外事
業に係る持分法適用関連会社が存在していなかったため、「事業利益＝営業利益」）

 事業利益   営業収益事業利益率（右軸）

 ネット有利子負債   D/Eレシオ（右軸）   ネット有利子負債/EBITDA倍率（右軸）

■年間配当金総額 　■自己株式取得額 　 1株当たりの年間配当金(右軸)

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020 年3月31日）等を2021 年度の期首から適用し、2021 年度以降に係る主要な経営指標については、当該会計
基準等を適用しています。

財務ハイライト

主要財務指標（グラフ）
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（注）ROE = 親会社株主に帰属する当期純利益／自己資本の期首期末平均
 親会社株主に帰属する当期純利益   ROE（右軸）

（億円）
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0

3

6

9

12

△4.1

2.5

5.3
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（%）
ROE8%〜

達成へ

2030 年度

総資産／ROA

（注）ROA=経常利益／総資産の期首期末平均
 総資産   ROA（右軸）

（兆円）

0

1

2

3

（年度）20242023202220212020

2.62 2.72 2.87
3.05

3.28

△0.3

1.4

3.2 3.7 3.5

-2

0
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6
（%）

ネット有利子負債／ D/Eレシオ／ネット有利子負債／EBITDA倍率
（億円）
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（年度）20242023202220212020

10,355 10,646 10,635 11,146
12,217
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10.6

1.2 1.2
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1.3

0

5

10

15

20
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キャッシュ・フロー

 営業活動によるキャッシュ・フロー   投資活動によるキャッシュ・フロー
 フリー・キャッシュ・フロー

（億円）
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親会社株主に帰属する当期純利益／ROE
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財務・非財務ハイライト



非財務ハイライト

環境（Environmental）

社会（Social）

ガバナンス（Governance）

 都市交通
 情報・通信

 都市交通
 情報・通信

 不動産
 旅行

 不動産
 旅行

 エンタテインメント
 国際輸送　  その他

 エンタテインメント
 国際輸送　  その他

（t-CO2）

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

202420232022・・・2019 （年度）

457,142 △10.4%

367,788
419,194 409,515

　当社グループでは、2025年3月に策定した長期経営構想において、 
GHG排出量の削減目標を見直し、2035年度の中間目標として2019年度
比60％削減を新たに定めました。
　2024年度のGHG排出量は409,515t-CO2 （2019年度比10.4％減）とな
りました。前年度比では、再生可能エネルギーの導入促進等により2.3％減
少しました。

　2024年度のエネルギー使用量は1,399,070MWhで、前年度比で
は2.4%増、2019年度比では12.6％減となりました。

（MWh）

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

202420232022・・・2019 （年度）

1,600,201

1,367,937 1,365,950 1,399,070

鉄道事業の設備投資額

　当社グループは、公共インフラである鉄道事業者として、お客様の安全
確保を最優先することを経営の基本とし、鉄道事業における安全確保のた
めの投資を継続的に行っています。2024年度の安全関連設備投資額は、
車両の更新・改造等から前年度比で増加しており、阪急電鉄が279億円、
阪神電気鉄道が68億円となりました。主な内容は、車両の更新・改造、ホー
ム柵の設置、高架橋の耐震補強、踏切の安全対策等です。

（億円）

0

100

200

300

400

阪急阪急阪急阪急阪急
（年度）

64 69
41

126 122 115 155

279
53

60

20242023202220212020
阪神阪神阪神阪神阪神

35
6

48

17

31
16

41

22
68

26

（注）阪急電鉄 営業キロ数：143.6km、阪神電気鉄道 営業キロ数：48.9km
 安全関連設備投資額　■その他の設備投資額

女性管理職比率／女性新規採用者比率（対象会社：当社及び主要6社※）

　当社及び主要6社は、積極的な女性採用を継続的に実施するとともに、
多様なキャリアの促進や、仕事と家庭の両立支援施策の充実等により、従
業員が性別を問わずいきいきと活躍できる環境の整備に努めています。
2024年度は、女性管理職比率は6.4％、女性新規採用者比率は45.2％と
なりました。

0

2

4

6

8

10

（年度）20242023202220212020

（%）

4.7 5.1
5.6 5.9

6.4

0

10

20
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40

5044.5

36.8
34.6

43.3 45.2

（%）

※主要6社：�阪急電鉄・阪神電気鉄道・阪急阪神不動産・阪急交通社・阪急阪神エクスプレス・
阪急阪神ホテルズ

 女性管理職比率　  女性新規採用者比率（右軸）

社外取締役の比率

0

15

30

45

60

20252024202320222021

45.5 45.5
41.7

45.5
46.2

（%）

（各年定時株主総会終了後時点）

取締役会・監査等委員会への社外取締役の出席率

（注）�当社は、2020年6月開催の定時株主総会での承認を受け、監査等委員会設置会社に移
行しました。

0

60

80

100

20242023202220212020

97.898.0 100.0 100.0 100.0

100.0100.0100.0 100.0 100.0（%）

（年度）

社外取締役  取締役会　 社外取締役 監査等委員会

温室効果ガス（GHG）排出量（Scope1・2相当） エネルギー使用量（MWｈ単位）

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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　当社グループでは「都市交通」「不動産」「エンタテインメント」「情報・通信」「ཱྀ行」「国際༌ૹ」の6つの事業ྖ域をコア事業とҐ置

付けています。また、グループ経営機能を担う阪急阪神ホールディングスのもと、「阪急電鉄」「阪神電気鉄道」「阪急阪神不動産」「阪

急交通社」「阪急阪神エクスプレス」の5社を中核会社として、グループ全体の有機的な成長を目指しています。

阪急電鉄、阪神電気鉄道の2社を中心に、関西
圏で鉄道ネットϫークを形成

海外・国内ཱྀ行及ͼ๚日ཱྀ行（インバウンド）
の企画・ื ू・手配・サポート業務、出ு手配
等を行う業務౉ߤ等を実施。コールセンター
੥ෛ事業のほか、各ল庁や自治体からの各छ
受ୗ業務などのソリューション事業も展開

グローバルフォϫーダーとして、ੈ ք各地にڌ
点を構え、国際総合物ྲྀ事業を展開。૔ݿ・ロ
ジスティクスを࣠に、ۭߤ༌ૹ、海上༌ૹ、通関
業と合わせて、お客様のサプライチΣーン全体
の՝題をղܾする物ྲྀサービスを提供

大阪ക田エリアや阪急・阪神沿線を中心に、商業
施設・オフィスビルを保有。不動産開発にも஫力。
プロパティマネジメント・ビルメンテナンス事業
や、不動産フΝンド・リート事業等も展開

プロ野ٿチーム「阪神タイガース」及ͼ同ٿ団
のホームグランドであり高ߍ野ٿの෣୆でもあ
る「阪神ߕ子Ԃٿ場」の経営及ͼ関連事業の運
営。Իָ事業（ビルϘードライブ）や、࿡ߕ山上
で観ޫ事業も展開

バス・タクシーの運営。沿線地域のརศ性向上
のため、鉄道との連携も強化

マンションや୐地・戸ॅݐ୐の分ৡを、沿線や
首都圏を中心に展開

"SE"Nॾ国や先進国（アメリカ・オーストラリ
ア等）において、ॅ ୐分ৡや௞ି事業を展開

「宝塚歌劇」の公ԋに加え、オリジナルグッζの
ൢ売やө像・Իָの配信等の歌劇関連事業を
運営。また、ക田ܳज़劇場の運営及ͼԋ劇の制
行等を展開ڵ・࡞

阪急・阪神沿線のӺナカを中心に、小売サービ
スを運営

システム開発等の*Tを基൫とした多様なサー
ビスを提供する情報サービス事業、C"T7（多
チャンネル์ૹ、インターネット、固定電話等）
サービスを提供する์ૹ・通信事業に加え、登
Լߍメール等の見कりサービス「ϛマモルメ」や
ロϘットプログラϛング教室「プログラϘ」を運
営するあんしん・教育事業を展開

東京、大阪をはじめとする各地で、෯޿いタイ
プのホテルを展開

業֓要ࣄ

ίΞࣄ業の༗ػ的な༥߹から޿がるグループ一体となった成長

మಓࣄ業

౎ަࢢ通ࣄ業

ෆಈࣄ࢈業

Τンタテインメント
業ࣄ

৘報・通৴ࣄ業

業ࣄߦཱྀ

業ࣄ際༌ૹࠃ

ίΞࣄ業 中֩会社 業಺༰ࣄ

௞ିࣄ業౳

自ಈंࣄ業

ॅ୐ࣄ業

ւ外ෆಈ࢈
業ࣄ

৘報・通৴
業ࣄ

業ࣄߦཱྀ

際༌ૹࠃ
業ࣄ

スポーπ
業ࣄ

ステージ
業ࣄ

ྲྀ通ࣄ業

ϗテルࣄ業

P.44

P.49

P.54

P.57

P.59

P.61

※

※ ※

※

※

※不動産事業では、大阪ക田・沿線エリアにおいて、阪急電鉄及ͼ阪神電気鉄道が௞ି・開発用不動産を保有しながら、阪急阪神不動産とڠ働して、
　交通ネットϫークや地ݩ自治体等と連携したまちづくりを推進しています。
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　当社グループでは、グループで提供する様々なサービスの既存のސ客情報にԣ۲をࢗ
す形でグループ共通*D「)) DSoTT *D」を2021年からಋ入しました。これにより、お客
様は、当社グループの様々なサービスを１つの*Dでシームレスにごར用いただけるよう
になります。
　現在は、22ݸのサービスで)) DSoTT *Dをಋ入しており、໿145ສ人の会員数となっ
ていますが、今後も連携するサービスを拡大していくことで、2030年度には300ສ人の
会員数を目標にܝげています。)) DSoTT *Dを通じてグループԣ断的にސ客データを統
合し、当֘データの஝積・分ੳを行うことにより、OOF Uo OOFマーέティングや各事業
間の相ޓૹ客を実現し、ロイヤルカスタマーの拡大等をਤっていきます。

当社グループでは、2021年に「阪急阪神DXプロジΣクト」を࢝動させました。

阪急阪神DXプロジΣクトを通じて、お客様との઀点の多様化を進め、お客様一人ひとりに寄り添いながら、お客様のライフスタイ

ルのデジタルトランスフォーメーション（DX）を推進します。

۩体的には、デジタルのར点を活かした取組を進め、沿線におॅまいの方をはじめとする多くのお客様に対して、さらに「安心・快適」

な生活をおಧけするとともに、当社グループが有する多様なコンテンツを活用して、デジタルとリアルをうまく組み合わせながら、「実体験」

や「人とのふれ合い・コϛュニέーション」等の不変のニーζから得られる「夢・感動」の提供を拡大します。

この目指す姿を実現するために、当社グループはリアルのサービスとデジタルٕज़を組み合わせ、各事業を変革	トランスフォーム
 

していきます。

%9のج൫となるグループڞ通̞ 「̙̝̝ DSPTT *%」の現ࡏのঢ়گ

会員਺໿���ສ人
（����೥�݄຤時点）

����೥౓໨ඪ

���ສ人

ਆ%9プロジΣクトࡕٸࡕ 業を変ֵさせる取組ɿࣄ֤

クラウド (DXインフラ )
各ۀࣄγεςϜのڞ௨Խ・౷߹

アプリ (デジタルによる顧客接点の構築 )
各ۀࣄのαーϏεのσδλルԽ・ߴ౓Խ

データアナリティクス
σーλ෼ੳ、各ۀࣄの

ϚーέςΟϯグ・঎඼։ൃのߴ౓Խ

高度
デジタル化

各ۀࣄαーϏεの
͞Βなるߴ౓σδλルԽ

	 Ϋϩε෼ੳ・"*・
σーλαΠΤϯε 
 σジタルٕज़要ૉを組Έ߹Θせ

ることでグループの֤ࣄ業を変
ֵし、お٬༷のライϑスタイル
のσジタルトランスϑΥーメー
ションを推進します。

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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మిٸࡕ

143.6km

మಓؾਆిࡕ

48.9 km

神戸線 46.9km
（神戸本線、今௡線、ҏ୮線、ߕཅ線）

阪神線 43.9km
（阪神本線、阪神なんば線、෢ݿ઒線）

京都線 65.4km
（京都本線、ઍཬ線、ཛྷ山線）

宝塚線 28.5km
（宝塚本線、ຳ面線）

神戸高速線 2.8km

神戸高速線 5.0km

　大阪・ക田を核として、安心・快適な都市生活や夢・感動をもたらす体験など多様な価値を創଄・提供し続け、

沿線のまちづくりを深化させていきます。

（஫）੨文ࣈで表هしたӺは、「ॅんでみたい֗アンέート（関西圏）」の20Ґ以内にランクインしたӺを
示しています。（出所ɿ."JO37（ॅ༑不動産など7社）によるௐ査（2025年9月30日））

業ల։ΤリΞࣄ

ѹ౗的/P��のԊઢの実現を໨指して

宝塚େ劇৔ ৔ٿԂࢠߕਆࡕ

େࡕകా

ؔ੢ࠃ際ۭߓ

西日本最大のۭߓであり、
海外に向けた関西圏の
ゲートウΣイ

（参考 特ू①） P.33
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住んでみたい街アンケート（関西圏）

阪急電鉄・阪神電気鉄道　輸送人員の推移

出所ɿ஍Ҭ経ࡁ૯覧（東༸経ࡁ）͔ Β、ॅ ຽجຊ୆ாਓ2025、ޱ年1月1日現在
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・宝塚大劇場：343回（対前期+29回）
・東京宝塚劇場：398回（対前期+12回）公演回数

※1 全国各地のө画ؗでの有ྉライブ中継
※2 ネット回線をར用し、ご自୐でテレビやスマートフォン等で視ௌすることができる有ྉライブ配信（2020年度から開࢝）

　大阪ക田と神戸・宝塚・京都を結Ϳ阪急電鉄と、神戸から大阪ക田（キタ）と大阪೉೾（ϛナϛ）に৐り入れる阪神
電気鉄道。この2社を中心に、社会を支える鉄道インフラとして関西圏で鉄道ネットϫークを形成しています。鉄道༌
ૹ人員はコロナՒで大きな影響を受けましたが、回෮がみられています。

　創業当ॳから沿線各所でのまちづくりを続けてきた当社グループの沿線人ޱは、গ子高ྸ化が進む中でも堅ௐに
推Ҡしてきました。また、「ॅんでみたい֗アンέート（関西圏）」でも、上Ґ20Ґのうち16の֗に当社グループの沿線
が選ばれるなど、高い評価をいただいています。

　エンタテインメント事業で展開する「阪神タイガース」と「宝塚歌劇」は、෯޿いフΝンに支持され、長年の歴史を通
じて多くの人々に夢・感動をおಧけしています。

強ݻなަ通ネットϫーク

Ԋઢのັ力をߴめてきたまͪͮくりの成果

෯޿いϑΝンに࣋ࢧされるೋେίンテンπ

出所ɿ."JO3７（ॅ༑不動産など7社）によるௐ査（2025年9月30日）

ॱҐ ஍໊ ʢॴࡏʣ ॱҐ ஍໊ ʢॴࡏʣ

1 ੢ٶ๺ޱӺ （ฌݝݿ西宮市） 11 ఱԦࣉӺ （大阪市ఱԦ۠ࣉ）

� େࡕകాӺɾେࡕӺ （大阪市๺۠） 1� ઍཬதԝӺ （大阪෎豊中市）

� ॒઒Ӻ （ฌݝݿ西宮市） 1� ෱ౡӺ （大阪市福島۠）

� ԬຊӺ （神戸市東ṗ۠） 1� 本ொӺ （大阪市中ԝ۠）

� ੢ٶӺ （ฌݝݿ西宮市） 1� ๅ௩Ӻ （ฌݝݿ宝塚市）

� ɾߴ௬Ӻߴ ௬ࢢӺ （大阪෎高௬市） 1� த௡Ӻ （大阪市๺۠）

� Ἑ԰Ӻ （ฌݝݿἙ԰市） 1� Ӻࡔߐ （大阪෎ਧ田市）

� ਆٶࡾށӺɾࡾϊٶӺ（神戸市中ԝ۠） 1� ԂӺࢠߕ （ฌݝݿ西宮市）

� Ἑ԰઒Ӻ （ฌݝݿἙ԰市） 1� 神戸Ӻ （神戸市中ԝ۠）

1� ӨӺޚ （神戸市東ṗ۠） �� ਨਫӺ （神戸市ਨਫ۠）

※ランキング上Ґ20のうち、16が当社グループの沿線

（参考 特ू②） P.35

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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ΞϝϦΧ
賃貸住宅
物流倉庫

Χφμ
住宅分譲

ϑΟϦϐϯ

ॅ୐෼ৡ
ॅ୐෼ৡ
෺ྲྀ૔ݿ

෺ྲྀ૔ݿ

ॅ୐෼ৡ

ॅ୐෼ৡ
঎ࢪۀઃ
ΦϑΟε

ϗςル
෺ྲྀ૔ݿ

ΦϑΟε
঎ࢪۀઃ

෺ྲྀ૔ݿ
ॅ୐෼ৡ

ॅ୐෼ৡ
మ道ۀࣄ

λΠ ϕτφϜ

γϯΨϙール

ϚϨーγΞ

ΦーετϥϦΞ

ΠϯυωγΞ

沿線で展開してきた豊かなまちづくりを"SE"Nを中心とした海外や首都圏にも拡げています。

（参考 特ू③）ؔ੢ݍでの実੷を׆かし、ΤリΞを௒えたల։へ P.37

　海外では、沿線で培ったノウハウを活かして、持続的な成長が見ࠐまれる"SE"Nを中心としながら、アメリカ、カナダ、オー
ストラリアといった先進国においても不動産事業の展開を進め、ن໛の拡大を目指しています。また、2024年5月にはフィリピ
ンで鉄道事業に参画しました。

ւ外におけるࣄ業ల։

業ల։ΤリΞࣄ

17 Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2025
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　首都圏では、現在進行中の開発案݅を着実に推進するほか、ホテルやエンタテインメントの機能をまちづくりに活かしていきます。
また、多様な働き方に対応した中ن໛オフィスの提供や୹期回ऩܕ事業の取組を加速させながら、࠶開発やݐସ案݅も展開を拡大
します。

　当社グループが参画する本プロジΣクトでは、阪急阪神不動産が事務所床の۠
分所有ݖを取得。また、阪急電鉄が劇場床の۠分所有ݖを取得し、最新の設備を備
えた໿1
300੮の劇場を新設します。

ീॏऱ�ஸ໨த஍۠ୈ一छ֗ࢢ஍࠶։ൃۀࣄʢ����年1݄຤ॡ޻༧ఆʣ

ट౎ݍにおけるෆಈࣄ࢈業のల։

　2015年にベトナムのホーチϛン市でマンション分ৡ事業
を開࢝し、これまでにタイ・ベトナム・インドネシア・フィリピ
ン・オーストラリア・マレーシア・カナダの7か国で61プロジΣ
クト（7ສ戸超）を展開しています。

　「 働く場に、おもてなし
を。め͟すのはӬくѪされ
るオフィス。」をコンセプト
に中ن໛オフィスシリーζ

「S6*TE（ スイテ ）」を 首
都圏で積極的に展開してい
きます。

　୹期回ऩܕ事業として、投資家向けのऩӹ用௞
ିマンションや学生ྈ等の開発を首都圏を中心に
推進しています。

　"SE"N ॾ国で஫力してきたॅ୐分ৡ事業に加え、ストッ
クܕ事業（不動産௞ି事業）や回సܕ事業（୹期回ऩܕ事業）
にも取り組み、海外での不動産事業のऩӹ・རӹن໛を早
期に拡大・৳長させていきます。

˙ॅ୐分ৡ

˙中ن໛Φϑィスシリーζ「46*5E（スイテ）」 ˙௞ିマンションブランド「ジΦ Τント」

˙։ൃ・௞ି

進ग़ࠃ 分ৡށ਺プロジΣクト਺

37 プロジΣクト

7 プロジΣクト

1 プロジΣクト

61 プロジΣクト

໿ 30
530 戸

໿ 23
220 戸

໿ 140 戸

໿ 70
060 戸

タイ

ベトナム　

8 プロジΣクト ໿ 6
210 戸フィリピン

6 プロジΣクト ໿ 7
110 戸インドネシア

1 プロジΣクト ໿ 850 戸マレーシア

カナダ

1 プロジΣクト ໿ 2
000 戸オーストラリア

合計

ෑ஍໘ੵ ໿ 19
560N2

Ԇচ໘ੵ ໿ 389
290N2

໛ن 地上 43 ֊、地Լ 3 ֊

෺用్ݐ
事務所、店ฮ、劇場、サービスアパートメント、
インターナショナルスクール、バスターϛナル、றं場

（2025年3月31日時点）

スイテ日本橋人形ொ

外観イメージパース

௞ିマンションブランド「ジオ エント」

オーストラリア（メルϘルン）の物ྲྀ૔ݿ

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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Con ten t s

価 値 創 造 に 向 け た 成 長 戦 略

C
ha

pt
er

21 33

39

トップメッセージ 特集 －事業戦略の実践－

グループガバナンスの強化について /
宝塚歌劇における改革の取組について

43 セグメント別戦略

・特集1　圧倒的No.1の沿線の実現

・特集2　コンテンツの魅力の最大化

・特集3　エリアを超えた展開(海外)
・事業戦略

・財務戦略

・人材戦略

・財務責任者メッセージ

・2024年度業績の概要

・都市交通事業

鉄道事業における安全・安心の追求　

・不動産事業　

・エンタテインメント事業

・情報・通信事業　

・旅行事業　

・国際輸送事業

26 長期経営構想
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K e y  p o i n t s

民鉄企業の枠を超えたエクセレントカンパニーへの変革を加速させる「長期経営構想」の策定

バックキャスティングによる「長期経営構想」の策定。

「事業戦略」においては「圧倒的No.1の沿線の実現」「コンテンツの魅力の最大化と新コンテンツの開拓」
「エリアを超えた展開(首都圏・海外)」「ビジネスソリューションへの注力」の4つの方向性を設定。

「長期経営構想」に基づく各事業の取組を設定。

「未来のありたい姿」の実現に向けて、「事業」「財務」「人材」から成る3つの成長戦略を推進しています。

沿線を中心とした既存のフィールドの深掘りと同時に、新たなフィールドでの挑戦を継続しています。

6つのコア事業における着実な実行とともに、事業間シナジーを高め、グループ全体での継続的な成長を目指しています。

●

●

●
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Mes s a g e  f r om  CEO

阪急阪神ホールディングス株式会社
代表取締役社長 グループCEO
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「
K
a
n
s
a
i
」、そ
し
て
世
界
へ
。

人
々
が
豊
か
に
な
る
未
来
を
創
り
出
し
て
ま
い
り
ま
す
。

2025年は、関西で多くの大きな出来事がありました。

まず何と言っても「大阪・関西万博」の開催です。開幕までは

ネガティブな報道が多かったものの、日を追うごとに多くの方々

がご来場するようになり、大変な賑わいとなりました。入場の

予約すら取れないという状況になることを、誰が想像していた

でしょうか。大屋根リングからの景色は、これからも皆さんの

心の中にいつまでも残っていくと思います。万博が始まる前か

ら、関西にはインバウンドのお客さまを中心に多くの皆さんが

訪れていましたが、鉄道の定期外収入の動きなどを拝見して

いると、この万博をきっかけに、沿線にお住まいの、特にコロナ

禍以降外出を控えておられたご高齢の方などが「お出かけの

楽しさ」を思い出していただいたように思います。「皆さんのマ

インドを切り替えた」という点では、万博開催の意義は非常に

大きく、私たちもこの流れを一層加速していきたいと思います。

　二つ目は、今年３月の「グラングリーン大阪 南館」の開業

です。旧梅田貨物駅跡地「うめきた地区」の再開発は、Ⅰ期の

先行開発区域の都市計画決定から約20 年の歳月を経て、

いよいよ最終段階を迎えようとしています。「みどりとイノベー

ションの融合」という街づくりのコンセプトに沿って、大きな

芝生広場が誕生し、その周囲を豊かな「みどり」が彩っていま

す。ご家族連れの方をはじめとする多くの皆さんが、休日を中

心にこの街を訪れていますが、平日には周辺のオフィスワー

カーもここでリフレッシュして、新たなイノベーションを起こ

していくことでしょう。特に、世界をリードするイノベーション

の拠点である「JAM BASE」に加えて、関西を代表する企業の

最先端のオフィスが、このグラングリーン大阪に集積しますの

で、さまざまな交流が起こす化学反応が今から楽しみです。ま

た、既にバラエティに富んだお店の顔ぶれが並ぶ商業施設や

ホテルも多くのお客さまをお迎えしていますが、今後レジデ

ンスの整備も加速されますので、大阪梅田エリアの表情がさ

らに変わっていくことでしょう。

将来にわたって真に関西が世界に飛躍していくためには、ま

ず、万博をきっかけに大きく知名度が上がったこの「Kansai」

関西の飛躍に向けて

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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を核として、西日本全体を含めた޿域観ޫを強化していくこと

が非常に重要です。加えて、これらをベースにした観ޫ産業の

育成はもちろんですが、ສതのビジネスマッチングなどをきっ

かけとした、イノベーションによる新産業の創出などを起രࡎ

としていかなければなりません。その中で、大阪ക田エリアを

中心とした当社沿線に、人材や情報が自વにूまるような持

続的なエコシステムを構築し、それを通じて地域の発展に貢

献していきたいと考えています。これからまさに当社グループ

の力ྔが問われますが、すばらしい未来を形にすべく、グルー

プ一ؙとなって全力をਚくしてまいります。

当社では、2025年̏月に長期経営構想を発表いたしました。

コロナによるパンデϛックの厳しい時期を৐りӽえてऩӹ

構଄の強ਟ化を進め、おかげさまでॱௐに回෮基ௐに৐せる

ことができています。海外不動産事業をはじめとする新たなऩ

ӹ源の開୓にも取り組み、଍ݩの業੷は堅ௐに推Ҡしています。

しかしここ数年、取りרく環境の不確実性はさらに૿してい

ます。コロナՒは言うまでもありませんが、その後の現Լの国

際情੎の変化、"*をはじめとするٕज़の発展などは、10年は

おろか、̑ 年前でさえ୭も想像できなかったのではないでしょ

うか。これからは、ますます何が起こってもおかしくない時代に

なると思います。一方で、2024年には出生数が70ສ人を割り

最গを更新するなど、গ子高ྸ化というڈみ、9年連続で過ࠐ

現実は想定以上のスピードで加速しています。

今、当社グループは、沿線を中心に多くの方々の日常を支え

る商඼・サービスを提供していますが、ສが一、これから起こ

るさま͟まな変化に私たちが対応できなければ、օさんの「日常」

に大きな影響を与えてしまうことになりかねません。

お客さまに「安心・快適」そして「夢・感動」という価値をベー

スとした、より良い฻らしのスタイルを提供し続けていくことは、

これからも当社グループの最大の੹務です。そのためにも、当

社グループがこれまで社会に提供してきた価値や、それを着実

におಧけする੹任の重さを改めて認識し、環境の変化に合わ

せて自らを変革していかなければなりません。

今まで当社グループは、それぞれの事業が自立して強いブ

ランド力を持ち、「強いݸ々の事業の総和がグループの力であ

る」と考え、ऩӹ力の最大化をਤってきました。しかし、গ子高

ྸ化をはじめとするさま͟まな変化には、そのスタンスで対応

するだけではかなり೉しいのではないかと思うにࢸりました。

長期経営構想のৄࡉは、本ॻ26ϖージから32ϖージにه

のとおりですが、当社グループが関わるあらゆるフィールドࡌ

において、「出会いとつながりの総ྔが૿え、幸せと活力でຬ

たされたウΣルビーイングな社会」の実現を目指して、「未来の

姿」を描き出し、グローバルな展開も視野に入れながら、グルー

プ一体での価値創଄を一層加速してまいります。特に、沿線を

中心とした既存のフィールドの深۷りと新たな௅戦を継続す

るとともに、資金や人材といった経営資源を可能な限り最適

に配分することによって成長投資の拡大と資本効཰の向上を

྆立させ、まずは̧ＯＥ̔ ˋ以上の達成を目指します。

そしてまさしくこれから、大阪ക田エリアを中心とした沿線

では、大ن໛なプロジΣクトを推進する時期をܴえます。これ

らのプロジΣクトを׬਱させることにより、ຽ鉄企業の࿮を超

えたエクセレントカンパニーへと変๴を਱げ、持続的な成長を

継続していく所存です。

この長期経営構想を発表後、多くの投資家やアナリストの

օさまとコϛュニέーションを取らせていただきました。成長

戦略と資本効཰の྆立をਤりながら、ক来にわたってお客様

に新たなتͼと価値を提供するという長期経営構想が目指す

方向性は、֓ ねご理ղいただいたと思っています。

その中で一部の方から、2030年度に想定する指標の実現

に向けた戦略の۩体性についてご意見を௖ଷしましたが、今

回の長期経営構想では、2030年度の「あるべき姿」を最ॳに

設定しています。海外不動産事業や情報サービス事業の成長

など、一部に関して進むべき方向感は見えているものの、今回

投資家のօさまとの対話を経て

長期経営構想ʙຽమ企業の࿮を௒えた
ΤクセϨントΧンパニーへ
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の目標は、従来の事業のԆ長線上の発想だけでは達成が೉し

いと考えており、ストーリーをどう۩体化していくか、どこに資

金と人材を投入するかという方針に関してはまさしく議論を

進めているところです。そして私自身としては、この議論のプロ

セスにおいて、グループの中で、これからܴえる大きな環境変

化に対して、機動的かつアグレッシブに立ち向かっていかなけ

ればならないという意識変革が加速しつつあるという手応え

を感じています。適切な時期が来れば、その道ےについてお話

させていただければと思います。

また、目標とする3OE8ˋのਫ४についてもご意見をいただ

きましたが、この数ࣈは最低限のਫ४であり、ΰールだとは全

く思っていません。当社グループのありようが変わっていけば、

自ずとこのਫ४はクリアできると思っていますし、ٯにそうし

なければならないと考えています。

当社グループは、沿線のօ様に、ক来にわたって、いつまでも

沿線にॅみ続けたいと思われるような、豊かな฻らしを提供す

る੹務があります。そしてこれからのগ子高ྸ化の時代にあっ

ても、教育・文化の豊かなまちづくりを着実に進めてまいります。

そうした中で現在、大阪新阪急ホテル・阪急ターϛナルビル

のݐସ、阪急三൪֗の全面改मと、阪急大阪ക田Ӻの大ن໛

リニューアルに同時に取り組む「ࣳ田１ஸ目計画」のৄࡉを検

౼しており、大阪ക田エリアを「国際交ྲྀڌ点」とすべく、最後

の一等地とも言えるこの地で、地域のݰ関ޱにふさわしい開発

を進めてまいります。গしଉの長い開発になりますが、本計画

を通じて大阪ക田エリアや当社グループ沿線の価値を高める

と同時に、変わりゆく大阪ക田の、そして発展する関西のシン

ϘルとなるようなプロジΣクトにできればと考えています。これ

だけの大きなプロジΣクトは、当社୯独で実現できるものでは

ありませんので、関܎各所とӶ意ڠ議を進めています。現時点

ではৄࡉを申し上げられませんが、օさんがক来に向けて明る

い未来が感じられるようなプランをଧち出したいと思っています。

େࡕകాΤリΞの未来に向けて、
৺༂るプランをଧͪग़したい

海外不動産事業については、スタートしてほぼ10年が経過

しようとしています。当ॳはリスクを低減するためにॅ୐分ৡ

事業からスタートしましたが、海外展開を進めるにつれてさま

͟まな情報が入るようになり、2024年度にはオーストラリア

において物ྲྀ不動産事業やॅ୐事業に参画するなど、着実に

成長しています。私たちは、現地の信頼できるパートナーとڠ

働し、事業の成長はもちろんのこと、今まで長く国内で培って

きた知見やノウハウを活かし、海外におけるまちづくりに貢献

できることに何よりのتͼを感じています。特に一部の国にお

いては、今まで日本で展開してきた֨نを取り入れた商඼が

地域のօさんに高く評価され、その提供を通じて豊かな฻ら

しのご提案ができていることを実感しています。もちろん、カン

トリーリスクをはじめとした各छのリスクはありますが、それ

を着実にコントロールしながら事業展開を進め、2030年度に

は250ԯԁਫ४の事業རӹを目指します。

ۙ年、グループの業容が拡大し、また、各事業分野における

専門性も高まっています。そこで当社グループでは、本年度から、

経営の透明性を確保しながら、より適切かつ効果的に事業を

運営していくために、一部の中核事業会社において新たに社

成長をଓけるւ外ෆಈࣄ࢈業

グループガバナンスの強化ʙক来にΘたって
lເzとl感ಈzをおಧけするために

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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トし、新たな非財務,P*も設定して取組をさらに加速しています。

特に、୤୸ૉに向けた取組については、2025年̏月に阪神タ

イガース新フΝーム施設「θロカーϘンベースϘールパーク」を

開業したほか、̐ 月からは、阪急・阪神の鉄道全線でカーϘン

ニュートラル運行を࢝めています。

さらに、「生物多様性」についても、TN'D（自વ関連財務情

報開示タスクフォース）のフレームϫークにଇり、当社グループ

の自વへのґ存・影響や自વ関連のリスク・機会のほか、当社

グループの事業ڌ点と、そのपลの自વの状ଶや当社の生物

多様性に関する取組の効果について分ੳし、本統合報告ॻで

開示しています。引き続き分ੳを進め、開示内容の拡充をਤる

とともに、みどりの豊かな沿線の実現を目指して、྘化や自વ

保護を進めてまいります。

また、「ビジネスと人ݖ」に向けた取組として、2024年度に特

定した重要な人ݖリスクについて、༧防・低減に向けた対策を

ॱ次実行しています。

サステナブル経営の推進は、当社グループの持続的な成長の

ためにはܽかすことができません。これからも積極的に取組を

進め、社会՝題のղܾに౒めてまいります。

当社グループの創業者である小林一三は、今から໿120年前

に当時の田Ԃ地ଳに線࿏をෑき、ॅ ୐や商業・エンタテインメ

ント施設等を開発することで新たな需要を創出しました。どん

なに環境が変わっても、私たちはこのਫ਼神を受け継͗、一า先

のニーζを先取りしたັ力ある商඼・サービスを開発・提供す

ることにより、沿線のօさま、そして海外を含めた沿線外のօさ

まに、「安心・快適」そして「夢・感動」をおಧけしてまいります。

当社グループの目指す方向性が正しければ、成長と資本効཰

の向上の྆立という形で、株式市場からの期待にも応えられる

と考えています。

օさまにおかれましては、引き続きご支ԉをࣀりますようよろ

しくおئい申し上げます。

外出身の取締役・監査役を選任し、グループ全体のガバナンス

体制を強化することと併せて、事業会社へのݖ限Ҡৡを進め、

意思ܾ定を迅速化いたしました。そして当社の取締役会も、事

業会社のモニタリングと、中長期的視点に立った議論がさら

に進められるよう、機能の強化を加速しております。

また、宝塚歌劇団においても、その改革の実効性をさらに高

めるべく、2025年7月に法人化（株式会社化）し、取締役会の

構成員のうち、過൒を社外出身者としました。併せて、ԋٕ者

とのܖ໿をޏ用ܖ໿にҠ行し、࿑働時間の管理方法を変更す

るとともに、ԋ出ॿ手等に適用する࿑働時間管理も見直しま

した。これらの取組を通じて、全ての劇団員が心身とも健全な

状ଶで最大限に力を発揮しながら、持続的に成長し活躍でき

る環境を構築すべく、さま͟まな取組を進めます。これからも

宝塚歌劇を新しい時代に相応しい形へとઈえず進化させ、ক

来にわたってl 夢”とl 感動”を提供し続けられるよう、全力で

改革に取り組んでまいります。

当社は、2020年に「阪急阪神ホールディングスグループ サス

テナビリティએ言」を公表し、持続的な成長の基൫となるサス

テナブル経営に取り組んでまいりました。環境分野は、「୤୸ૉ」

「生物多様性」「資源॥環」に関する方向性を改めて示すととも

に、Թ室効果ガスഉ出ྔの࡟減཰を2035年度目標にアップデー

これから΋時代をઌ取りし、
ध要を૑ग़していく

サステナブル経営の推進は、
࣋ଓ的な成長のલ提
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「未来のありたい姿」の実現に向けて
のଆ໘から成長戦略を推進「ࡐ人」「財務」「業ࣄ」

「未来のありたい姿」の実現に向けた長期的な経営ํ਑

　積み重ねてきた強みや提供価値をベースに、事業環境の変化などを踏まえ、「未来のありたい姿」の実現に向けた「長期経営構想」

を策定。2030年度までに3OE8ˋを持続的に達成できる企業になることはもちろん、グループ一体となって価値創଄の޷॥環を生み

出し、あらゆるフィールドにおいて、新しい「お客様のتͼ」を次 と々形にしていきます。その推進力となるのが「事業」「財務」「人材」か

ら成る3つの成長戦略。従来のԆ長線上にはない変革と成長を目指します。

　「未来のありたい姿」の実現に向けて、持続的に成長していくために当社グループの進むべき方向性を定め、その推進にあたり、資

金配分と人材の࠶配置を実施すべく、①から③の戦略を取りまとめました。

ੑ޲ΔͨΊͷ取૊ͷํ͢ݱతͳ成長Λ࣮ظઓུɿத長ۀࣄ
഑෼ͷํ਑ۚࢿ͚ͨ޲ʹ上޲本ޮ཰ͷࢿ຿ઓུɿ成長ͱࡒ
ਓࡐઓུɿ成長ྗͷݯઘͰ͋Δਓతࢿ本ͷ֬อɾ充࣮ͱ有๬ྖҬ΁ͷ౤ೖͷํ਑

͜ΕΒͷઓུͷਪਐྗΛߴΊΔ΂͘ɺグループΨόφϯε等ͷ࢓૊Έ΋見直͢ɻ

長期経営構想ɹ

ઓུͷਪਐྗΛߴΊΔ࢓૊Έͷ੔උ

຿ઓུ2ࡒ ਓࡐઓུ3

ઓུ1ۀࣄ

1

2

3

࣋ଓతͳ
上޲Ձ஋ͷۀا

࣋ଓՄ能ͳ
社ձͷ࣮ݱ

未来の
ありたい姿

P.9

長 期 経 営 構 想
ਂめるԊઢ ֦げるϑィールド ʙ未来へ、そしてੈքへʙ

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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　先人たちの౒力の積み重ねと沿線へのू中的な投資のもと、沿線でのѹ౗的なڝ૪༏Ґの確立とキャッシュの創出を྆立してき

た当社グループ。ただ、গ子高ྸ化による、沿線からのキャッシュの創出力の低Լを見ਾえ、ここ数年は海外不動産をはじめとする投

資先の多様化をਤるとともに、沿線にも相応の投資を行い、そのڝ૪力の向上に౒めてきました。今後、さらに事業環境が厳しくなる

ことが༧想される中で、先手をଧつ事業戦略として、「ѹ౗的No�1 の沿線の実現」「コンテンツのັ力の最大化と新コンテンツの開୓」

「エリアを超えた展開	首都圏・海外
」「ビジネスソリューションへの஫力」の4つの取組の方向性を設定。グループ全体で成長を促

進し、ステークホルダーのօ様の期待に応えていきます。

˔当社グループが強みを持つ沿線ではڝ૪༏Ґを確立しつつ、既存ސ客の深۷りと沿線にグローバルな活力を呼ͼࠐむ取組により、
　ѹ౗的No�1の沿線を実現します。

˔沿線で培ったノウハウの活用や、リソースの最適配置、ݸの力とチーム力の向上を実現しながら、成長市場にଧって出ることにより、
　お客様・ੈ の中の期待に応えていきます。

中長期的な成長を実現するための取組のํ向ੑ
�つのํ向ੑ

業戦略のશ体૾ࣄ

1

ѹ౗త/P�1ͷԊઢͷ࣮ݱ

ΤϦΞΛ௒͑ͨల։ 	ट౎ݍɾւ֎


ϏδωειϦϡーγϣϯ΁ͷ஫ྗ

都市交通 ௞ି・開発 ॅ୐

ホテル ཱྀ行 新事業ྖ域

์ૹ・通信

不動産 	 グローバル 
 ॅ୐

都市交通 国際༌ૹ

情報サービス ཱྀ行

国際༌ૹ 新事業ྖ域

w طଘࣄ業のڝ૪༏Ґのཱ֬ʗԊઢ価値の向上
（都市交通、不動産 	 ホテル含む。
、์ૹ・通信 


ࣳ田1ஸ目計画、新線計画
w それらをよりߴめるためのେن໛プロジΣクトの推進

w ٬ސのਂ۷り

w ίンテンπࣄ業のΤリΞ外へのల։

w グローバルな׆力をݺͼࠐむ取組 w グループ૯߹力を׆かした新たなιリϡーションの։ൃ

w 新ίンテンπの։୓

2030年度のརӹ目標達成に向けて特に஫力する施策

w طଘࣄ業におけるιリϡーション提ڙ力の強化

w まͪͮくりのグローバルల։

（情報サービス（.�" 含む。）、޿告、国際༌ૹ）

r 不動産 	既存事業の拡大、ノンアセットܕ）　r 海外鉄道 O＆.

r 既存事業の拡大
r ୹期回ऩܕ
r ノンアセットܕ

w ෆಈࣄ࢈業のट౎ݍల։

w ࠃ際༌ૹのڝ૪力強化

རӹۀࣄ

ԯ ԁ ʙ
350

རӹۀࣄ

ԯ ԁ ʙ
150

グループリιースのల։

w ֤ 戦略をՃ଎させるσジタルへの取組 � %9プロジΣクト
̲ ((客を知るためのlސ SoTT *D”
客に伝えるためのメディア戦略ސ

ίϯςϯπͷັྗͷ࠷େԽͱ৽ίϯςϯπͷ։୓

スポーツ ステージ ཱྀ行 新事業ྖ域

w طଘίンテンπのັ力向上ʗ٬ސのਂ۷り

རӹۀࣄ

ԯ ԁ ʙ
150

ਫฏల։

（スポーツ、ステージ、 ࿡ߕ山 、 ཱྀ行 ）

རӹۀࣄ

ԯ ԁ ʙ
750

業戦略ࣄ

�ͭͷํੑ޲ͷ΋ͱɺグループશମͰͷ੒௕Λଅਐ

ѹ౗的/P�� のԊઢの実現

ΤリΞを௒えたల։
	ट౎ݍ・ւ外
 Ϗジネスιリϡーションへの஫力

ίンテンπのັ力の࠷େ化と
新ίンテンπの։୓
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　事業戦略を؏く考え方は、「沿線の価値を高め、沿線でのڝ૪༏Ґ性をさらに高める取組」と「成長市場を開୓し、投資を重

点的に配分することによりキャッシュ創出力をより高める取組」を同時に進めること。経営資源を効果的に配分し、沿線を中

心とした既存のフィールドの深۷りと、成長が見ࠐまれる新たなフィールドでの௅戦を続けることで、グループ全体での中長

期的な成長を実現します。

沿線への࠶投資は、ڝ૪༏Ґの一層の向上とキャッシュ

創出力を維持拡大するために、これからも着実に実施

大ن໛プロジΣクトへの投資を通じて、特に沿線の価

値や沿線のグローバルなڝ૪力をさらに向上

海外など成長する市場へもキャッシュをৼり向け、新た

な活躍のフィールドを創出

新たなフィールドでの成果は、沿線を中心とした既存

のフィールドにもフィードバックし、さらなる沿線価値

の向上と当社グループのڝ૪༏Ґの確立へ

˔

˔

˔

˔

考えํとํ਑

ѹ౗త/P�1ͷԊઢͷ࣮ݱ

ΤϦΞΛ௒͑ͨల։ 	ट౎ݍɾւ֎


ϏδωειϦϡーγϣϯ΁ͷ஫ྗ

都市交通 ௞ି・開発 ॅ୐

ホテル ཱྀ行 新事業ྖ域

์ૹ・通信

不動産 	 グローバル 
 ॅ୐

都市交通 国際༌ૹ

情報サービス ཱྀ行

国際༌ૹ 新事業ྖ域

w طଘࣄ業のڝ૪༏Ґのཱ֬ʗԊઢ価値の向上
（都市交通、不動産 	 ホテル含む。
、์ૹ・通信 


ࣳ田1ஸ目計画、新線計画
w それらをよりߴめるためのେن໛プロジΣクトの推進

w ٬ސのਂ۷り

w ίンテンπࣄ業のΤリΞ外へのల։

w グローバルな׆力をݺͼࠐむ取組 w グループ૯߹力を׆かした新たなιリϡーションの։ൃ

w 新ίンテンπの։୓

2030年度のརӹ目標達成に向けて特に஫力する施策

w طଘࣄ業におけるιリϡーション提ڙ力の強化

w まͪͮくりのグローバルల։

（情報サービス（.�" 含む。）、޿告、国際༌ૹ）

r 不動産 	既存事業の拡大、ノンアセットܕ）　r 海外鉄道 O＆.

r 既存事業の拡大
r ୹期回ऩܕ
r ノンアセットܕ

w ෆಈࣄ࢈業のट౎ݍల։

w ࠃ際༌ૹのڝ૪力強化

རӹۀࣄ

ԯ ԁ ʙ
350

རӹۀࣄ

ԯ ԁ ʙ
150

グループリιースのల։

w ֤ 戦略をՃ଎させるσジタルへの取組 � %9プロジΣクト
̲ ((客を知るためのlސ SoTT *D”
客に伝えるためのメディア戦略ސ

ίϯςϯπͷັྗͷ࠷େԽͱ৽ίϯςϯπͷ։୓

スポーツ ステージ ཱྀ行 新事業ྖ域

w طଘίンテンπのັ力向上ʗ٬ސのਂ۷り

རӹۀࣄ

ԯ ԁ ʙ
150

ਫฏల։

（スポーツ、ステージ、 ࿡ߕ山 、 ཱྀ行 ）

རӹۀࣄ

ԯ ԁ ʙ
750

Ԋઢを中৺とした
ଘのϑィールドのਂ۷りط 新たな௅戦の継ଓ

Ԋઢでのϊ΢ϋ΢を׆かして
新たなϑィールドへ進ग़

新たなϑィールドでの成果を
Ԋઢにϑィードバック

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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εςーδ

์ૹ・௨৴

ߦཱྀ

৘ใαーϏε

ϗςルࡍࠃ༌ૹ

εϙーπ ճసܕ

採算性・競争力が低下した事業 成長が望めない事業

ॅ୐ ετοΫܕ

ෆಈ （グϩーόル）࢈

৽ྖۀࣄҬ

ॅ୐

௞ି・։ൃ
౎ަࢢ௨

ʴେن໛プϩδΣΫτ
社会のมԽに対Ԡすべ͘、৽ྖۀࣄҬはܧଓతに։ൃ

ɿ૑出しͨΩϟογϡの഑෼のํ޲性

ɿ੒௕に͚޲て特に஫力するྖҬ

RO
IC

EB ITDA（ઈ対ֹ）

ߴ

େ小
௿

利回りの向上

規模拡大・高利回りの実現に向け育成 創出したキャッシュを成長事業に供給

撤退・売却

高ROIC事業の規模拡大・グループの成長の牽引規模拡大と利回りの追求

成長投資の利回りの向上と規模拡大を通じて
資本効率を向上しつつ成長を牽引

今後の大幅な成長は難しいが、大規模プロジェクトの
成果も含めて、安定的かつ潤沢にキャッシュを創出

ࣳా1ஸ໨ܭը౳

εςーδ

์ૹ・௨৴

資産売却によって捻出した資金　｜　借入等による資金調達

ߦཱྀ

৘ใαーϏε

ϗςルࡍࠃ༌ૹ

৘ใαーϏε .�"

εϙーπ
ճసܕ ॅ୐ ετοΫܕ

ෆಈ （グϩーόル）࢈

৽ྖۀࣄҬ

ॅ୐

௞ି・։ൃ

౎ަࢢ௨社会のมԽを౿ま͑、৽ٕज़も取りೖれながΒ
৽ͨなྖۀࣄҬを։ൃ

௿ࢉ࠾・௿੒௕のۀࣄ΍Ϧιーεがॏෳしている
౼ݕにͭいてはఫୀ・見௚しをۀࣄ

ɿ૑出しͨΩϟογϡの഑෼のํ޲性

ɿ੒௕に͚޲て特に஫力するྖҬ

支払利息・税金費用等　｜　株主還元

RO
IC

EB ITDA（ઈ対ֹ）

ߴ

େ小
௿

戦略的な資金配分により、
市場からの信頼に応える
最低限の目標としての

ROE8%達成

　前述の事業戦略	P27-28
を推進し、中長期的な成長の実現と資本効཰の向上に向けて、全社視点で資金を配分します。そのため

に改めてグループポートフォリオを整理した上で、必要な投資とバランスシートのコントロールを྆立させていきます。

རճりとキϟッシϡ૑ग़力を踏まえたグループポートϑΥリΦの੔理

財務戦略

఺ͷ財務ઓུΛల։ࢹɺશ社͚޲ʹ্޲ຊޮ཰ͷࢿ

˙ক来的にありたい姿

˔都市交通、௞ି・開発は、低ར回りながら、大きなキャッシュ創出力を有しているので、その創出したキャッシュをऩӹ基൫維持
　投資や成長投資	ࣳ田1ஸ目計画等
に配分

˔都市交通、௞ି・開発は、大෯な成長は೉しいが、大ن໛プロジΣクトの成果も含めて安定的に資金を創出し、
　新事業ྖ域を含むক来の高3O*Cが期待される事業に資金を供څ

˔成長性とن໛の拡ு性が見ࠐまれる不動産（グローバル）、ॅ ୐、ཱྀ 行、情報サービス、ホテルについては、
ٻ໛の拡大とར回りを௥ن　

˔高3O*C・E#*TD"小のྖ域に֘当する事業は、ن໛の拡大をࢤ向するとともに、ར回りの一層の向上を௥ٻ
　情報サービス分野では、大ن໛な.＆"も検౼

˔不動産	グローバル
とॅ୐は、事業ن໛の一層の拡大とར回りの向上を௥ٻ

˔新事業ྖ域は、ن໛の拡大と高ར回りの実現に貢献できるよう育成して、グループの成長を促進

˔スポーツ、ステージ、์ ૹ・通信、国際༌ૹは、グループ全体のར回りの向上に貢献

˙����೥౓まで

2
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2025-2030年度のキャッシュアロケーション（イメージ）

事
業
に
よ
る
資
金
創
出

事
業
継
続
投
資

Ｂ
／
Ｓ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
・

資
本
政
策

減価償却費

キャッシュイン
事業から創出したキャッシュを基に事業・収益基盤の維持に必要な投資を実施

事業継続投資

キャッシュアウト

事業利益

5,500億円 維持更新投資

5,700億円

資産売却

収益基盤維持投資

成
長
投
資

短期

7,500億円

長期

支払利息・税金費用等

株主還元

2,400億円

借入

D/Eレシオ
1.3倍

総還元性向
50％目安

8,000億円

戦略の着実な遂行で、
創出資金を最大化

• 維持更新投資：事業継続のため恒常的に必要な投資
　- インフレ下においても減価償却費の範囲内で対応
• 収益基盤維持投資：駅の機能改善等、付加価値向上に必要な投資
　- 事業利益からの創出資金を充当

資金を重点投入し、成長を実現

短期：2030年度までに利益寄与する案件への投資により成長を推進

成長投資

• 不動産（グローバル）をはじめとする成長が期待できる事業の拡大

長期：長期視点で資金回収を図るプロジェクトへの投資に加え、
　　　従来の延長線上にはない成長の実現に向けた大規模な投資機会も模索
• 芝田 1丁目計画などの大規模開発案件、情報サービスでのＭ＆Ａ等

低利回り資産の売却によって資産の圧縮を進め、効率を向上

バランスシートマネジメント・資本政策

• 不動産ポートフォリオの見直し等

資本政策面では、財務規律を意識した資金調達の実施と、株主還元を強化
• 成長投資機会には外部借入を活用
　2030年度において、D/Eレシオは1.3倍を想定
• 業績推移や投資機会を見極めつつ、総還元性向50％を目安に株主還元を強化

199

2017年度 2018年度 2019年度

総還元性向50％(目安)

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

197 165
122 121 141

204 202
100

40 40 50 50 50 50 55 60
（༧定）

当ͨりのג̍
年ؒ഑当ۚは
100 ԁとなる
༧定

の取ಘはࣜגݾࣗ
Ωϟογϡϑϩーの
ঢ়گを౿ま͑஄力తに
取り૊Ή総還元額（億円）

総還元性向の算出方法 （ߟࢀ） n年度の総還元性向（％） 100
（n年度の年間配当金総額） （n+1年度の自己株式取得額）

（n年度の親会社株主に帰属する当期純利益）
= ×

+

年間配当金総額

（༧定）

総還元性向 30％

自己株式取得額 1株当たり年間配当金(円)

成長と資本効཰の向上に向けた資ۚ഑分のํ਑

資本੓ࡦ（גओؐݩの強化）

˔経営基൫の一層の強化に౒めながら、総ؐݩ性向を30ˋ
　とすることで、安定的な配当の実施と自ݾ株式の取得に取
　り組む。

˔財務の健全性を踏まえた上で、中長期的な成長を目指した
　成長投資と、資本効཰の向上を意識した株主ؐݩに౒めて
　いく。

˔自ݾ株式については、保有の上限を発行済株式総数の5ˋ
　とし、上限を超過した場合はফ٫する。

˔年間配当金のԼ限を１株当たり100ԁとする安定的な配
　当の実施と、総ؐݩ性向50ˋを目安にキャッシュフローの
　状況を踏まえた஄力的な自ݾ株式の取得に取り組む。

˔自ݾ株式については、保有の上限を発行済株式総数の5ˋ
　とし、上限を超過した場合はফ٫する。

　投資効果の最大化に向けて、持株会社である阪急阪神ホールディングスが全社視点で投資資金の配分と人材の࠶配置を実施し、
リソースの適切な投Լにより長期経営構想を形にしていきます。

　株主ؐݩは、2025年度から、年間配当金のԼ限をג�あたり���ԁとする҆ఆ的な഑当の実施と、૯ؐੑݩ向��ˋを目安にキャッ
シュフローの状況を踏まえた஄力的な自ݾ株式の取得に取り組む方針とします。

の推Ҡݩओؐג

方針�変更前ݩ後株主ؐߋ਑�変ํݩओؐג

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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■成長に向けた人的資本の配分と人材育成

■人的資本に対する投資の継続

　長期経営構想の実現に向けて、人的資本を確保・充実させ、多様な人材を育成し、成長分野をはじめとした有望領域に積極的
に投入するとともに、従業員が能力を十分に発揮できる環境を整備します。

意欲の高い人材を「新事業領域の開拓を含むコアの垣根を超えた取組」などに積極的に投入することで、会社と人材双方の成長を実現しつつ、
将来の当社グループの経営者を計画的に育成します。

・

　人材戦略の実現に向けて、以下3つの戦略を通じて、一人ひとりが活躍しやすい環境を整えます。詳しくは「人的資本（

▲

P.82 ～）」をご覧ください。

・
・

資本効率の向上を図る中で生み出された利益を、成長投資や株主還元に加えて、従業員の処遇の向上にも振り向けます。
併せて、計画的な人材育成や従業員のロイヤリティの向上に向けた施策を実施するなど、人的資本への投資を継続し、長期経営構想を実現できる人材を確保します。

人材戦略
成長力の源泉である人的資本の確保・充実と有望領域への投入

3

長 期 経 営 構 想 の 実 現を目指してグル ープ が 一 体となって変 革を推 進

一人ひとりの活躍

戦 略 2 新たな価値創造に資する多様な人材の確保・育成 具体的な施策

当社グループの将来を担う、多様な価値観・知識・スキル・
経験を有する人材を確保・育成するため、戦略的な採用活動

（新卒・キャリアの両軸）や育成施策の実施、自律的なキャ
リア形成を支援する制度の導入・整備を行っています。

2.1 戦略的な採用活動の実践
2.2 計画的なジョブローテーション
2.3 教育メニューの拡充
2.4 キャリア支援施策の拡充
2.5 ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

戦 略 3 当社グループのDXを牽引・推進する人材の育成 具体的な施策
当社グループとして、急速なビジネス環境の変化に対応し、
データとデジタル技術を活用して新たな価値創造や生産性
向上の実現を牽引する人材（DX専門部署）・推進する人材

（全社員）を育成するため、当社グループ社員に対するDX
研修の実施等を通じた教育を行っています。

3.1 DX推進基盤の強化
3.2 DX人材の採用・育成

戦 略 1 エンゲージメントを高める組織づくり 具体的な施策

従業員一人ひとりがやりがいと安心感を持っていきいきと
働ける組織環境づくりのため、組織への信頼感・帰属意識
や働きやすさの向上に資する制度の導入・環境の整備を
行っています。

1.1 人事制度の見直し
1.2 エンゲージメント向上施策の導入
1.3 多様な働き方・職場環境の整備
1.4 育児・介護・治療の両立
1.5 健康経営の推進
1.6 ハラスメントへの対応

GROW TH
継 続 的な継 続 的な

企 業 価 値 の 向 上企 業 価 値 の 向 上

長期経営構想における人材戦略のポイント

人材戦略の実現に向けた「一人ひとりの活躍」の基本的な考え方

DX

Characteristics

Work
engagement

DX

Characteristics

Work
engagement

DX

Characteristics

Work
engagement
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今回発表した長期経営構想は、フォアキャストで策定して
きた従来とは発想を転換し、バックキャストで策定しており、
財務指標についても、2030年度以降ROE8％以上を継続し
ていくために、事業利益1,600億円規模の達成を目指してい
ます。ただ、この水準は、既存事業の延長、すなわち現時
点の状況に将来予測を積み上げていくだけで達成できる水
準ではなく、そこにはギャップが存在します。当社としては、
とてもチャレンジングな目標ではありますが、グループの総
合力を生かして、このギャップを埋めるべく、成長戦略を実
行していきます。

当社グループの持続的な企業価値向上を目指す長期経営
構想では、中長期的な成長と資本効率の向上の両立を重視
し、限りある経営資源を有効に配分するべく、2025年度から
2030年度までのキャッシュアロケーションを定めています。

キャッシュアロケーションでは、必要となるキャッシュアウ
ト、中でも成長投資を中心に据えています。成長投資には、
2030年度までに利益貢献するものだけでなく、長期的視点
で資金回収を図るプロジェクトへの投資や、従来の延長線上
にはない非連続な成長の実現に向けた投資も織り込んでいま
すが、いずれも当社グループの企業価値を持続的に向上させ
ていくためには不可欠なものです。このほか、キャッシュアウ
トでは、減価償却費の範囲内で対応する維持更新投資に加え、
戦略的に収益基盤を維持するために必要な投資、そして拡充
した株主還元等が含まれています。

一方、これに対応するキャッシュインでは、EBITDAのほか、
財務健全性を維持する範囲内でのレバレッジの活用を企図す
るとともに、資産効率の向上も見据えて低利回り資産の売却
なども計画しており、BSマネジメントも意識して取り組んでい
きます。

なお、現時点では、具体的な内容を検討中のものもありま
すが、上記のように、成長と資本効率の向上を両立させるべ
く、長期経営構想の実現に向けて検討を加速させてブラッシュ
アップし、固まったものから速やかに着手してまいります。

　2025年度の通期業績予想については、大阪・関西万博の影響等により各事業が非常に堅調に推移したことを踏まえて、
第1四半期決算発表時に、通期業績予想を上方修正しました。

2025年度通期業績予想

グループ一丸となって長期経営構想を実現する

財務責任者メッセージ
長期経営構想の全体像について

上田 靖

成長と資本効率を両立しながら成長戦略を実行し、
長期経営構想を実現する。

取締役

成長と資本効率の両立を目指す

2024年度
（実績）

2025年度
（予想）

1,121

1,240

＋119億円

△18

△7
＋111 ＋9 ＋21 ＋30

都市交通 不動産 情報・通信 旅行 国際輸送 その他・
調整

エンタ
テインメント

2024実績 2025計画
合計 1,121 1,240
都市交通 351 333
不動産 589 700
エンタテインメント 114 107
情報・通信 69 78
旅行 53 53
国際輸送 △13 8

顧客の深掘りと
沿線への
活力の取込みで
各事業が成長

・既存事業の伸長に加え、成長投資の効果を最大化
・グループの総合力も活かし、新たな収益源を開拓

事業利益
（億円）

2024年度
（実績）財務指標

ROE 6.7%

1,121 1,240
1,600

2025年度
（予想）

2030年度
（目標）

7.4% 8%～

（単位：億円）コア事業別 事業利益コア事業別 事業利益

ありたい姿の実現に向けた事業利益の成長イメージありたい姿の実現に向けた事業利益の成長イメージ

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報

32Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2025



圧 倒 的 N o . 1 の 沿 線 の 実 現
特 集 1

長期経営構想：事業戦略の実践

　西日本最大の交通結節点であり、当社グループの最大の事業拠点である「大阪梅田エリア」。
同エリアの価値向上に向けた「梅田ビジョン」のもと、大型開発等を進め、
長期経営構想の事業戦略で掲げた、圧倒的No.1の沿線を実現していきます。

当社グループの最大の事業拠点「大阪梅田エリア」
　大阪梅田エリアが、国際的な競争力を高め、世界と関西をつなぐ「国際交流拠点」となることを目指して策定した「梅田ビジョン」。
その実現に向けて、うめきた2期地区開発事業「グラングリーン大阪」をはじめ、当社グループが同エリアに保有する資産のリノベーショ
ン(ビル等の建替、改修、導入する機能の見直し等)を連続的に行うことで、都市空間の魅力を相乗的に向上させていきます。

　大阪市北区に位置する大阪梅田は、西日本最大のターミナルです。近年、当社グループが手掛けた「大阪梅田ツインタワーズ・ノー
ス/サウス」などの高機能オフィスが数多く建設され、ビジネス拠点として大きく成長しています。同エリアは、7つの鉄道駅を中心に、
オフィス・商業施設・ホテル・エンタテインメント・住宅等がコンパクトに集積。こうした利便性の高いまちの中で、2025年3月に「グ
ラングリーン大阪 南館」が開業したほか、「芝田1丁目計画」や「曽根崎2丁目計画」の検討が進んでおり、まちとしての賑わいの向上と
多機能化・高効率化がさらに期待されます。

大阪梅田エリアのまちづくりの状況

大阪梅田
ツインタワーズ・

サウス

大阪梅田
ツインタワーズ・

サウス

梅田セントラルビル
大阪日興ビル
梅田OSビル

梅田セントラルビル
大阪日興ビル
梅田OSビル

「梅田ビジョン」
6 つの基本方針

国際的な都市間競争を勝ち抜くための“独自価値”
1. 共創で新しい価値を生み出すまちづくり
2. 出会いと交流を促すまちづくり
3. 多様な人々と企業が集うまちづくり

ニューノーマル時代の都市として必要な“基本価値” 4. 最先端技術で快適に過ごせるまちづくり
5. 持続可能なまちづくり

都市の魅力を世界に向けて発信 6. 世界に向けた戦略的な情報発信

芝田1丁目計画
〈竣工時期未定〉

うめきた2期地区開発事業
「グラングリーン大阪」

〈2025年3月南館開業〉

大阪梅田
ツインタワーズ・サウス
〈2022年2月竣工済み〉

曽根崎2丁目計画
〈竣工時期未定〉

3,000,000

2,000,000

1,000,000
2005年
3月

2015年
3月

2025年
3月

（m2）

大阪梅田エリアのオフィス面積の推移

出所：調査月報　大阪の最新オフィス市況（三鬼商事㈱）

大阪梅田なにわ筋連絡線

新大阪連絡線

リニア中央新幹線

なにわ筋線

新大阪
十三

阪急神戸線
阪急宝塚線
阪急京都線
阪神線 至 関西国際空港

山陽新
幹線

山陽
電鉄

本線

京都

新神戸

N

大阪梅田エリアは西日本最大の交通結節点
凡例

当社グループが保有又は共有する
資産等（賃借物件を含む。）

https://umeda-vision.hhp.co.jp/梅田ビジョンの詳細はウェブサイトをご覧ください :
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南館からのうめきた公園・北館の景色
©Akira Ito.aifoto

国 土 交 通 省 により創
設 さ れ た 優 良 緑 地
確 保 計 画 認 定 制 度
(TSUNAG)において、
グラングリーン大阪に
おける良質な緑地の整
備・マネジメント計画
が最高評価「トリプル・
スター」を取得

■ショップ＆レストラン
■ホテル
■JAM BASE
■オフィス

南館開業範囲

大阪梅田エリア周辺での開発動向

　当社グループは、同エリアにおいて、多数のビル・施設を保有しており、
その総賃貸可能面積は約1,020千㎡に及びます。これからも大規模プ
ロジェクトをはじめまちの魅力を高める活動を推進し、確かなプレゼン
スを発揮し続けます。

次代を見据え、大阪新阪急ホテル、阪急ターミナルビルの建替や
阪急三番街の全面改修を行うとともに、ターミナル駅としての機能を
強化していきます。

これらを通じて、大阪梅田エリアの玄関口にふさわしい複合機能拠
点を開発し、大阪梅田エリアのさらなるバリューアップを目指します。

当社グループの阪急電鉄を含む9社が共同開発事業者として選定さ
れ、2027年の全体まちびらきに向けて開発を進める「グラングリーン
大阪」。約45,000㎡の都市公園「うめきた公園」を中心に、ホテルやオ
フィス、商業施設など、様々な施設で構成されており、2024年9月の
先行まちびらき以降、来訪者数は1,000万人を超えています。

2025年3月には「グラングリーン大阪 南館」がグランドオープン。関
西国際空港や新大阪駅にもつながる西日本最大のターミナル駅「JR大
阪駅」に直結するほか、55店舗のショップ&レストランをはじめ、ホテ
ルやオフィス、ウェルネス施設、MICE施設などの多彩な機能を兼ね
備えた複合施設です。

今後も、“Osaka MIDORI LIFE”の創造～「みどり」と「イノベーショ
ン」の融合～のコンセプトのもと、訪れる人々やパートナー企業等との
価値共創を図るとともに、世界をリードする高度な都市空間を創出し
ていきます。

大阪梅田エリアにおける
当社グループの確かなプレゼンス

うめきた2期地区開発事業「グラングリーン大阪」

「芝田１丁目計画」の推進

今後の開発

当社グループの主要賃貸施設
「大阪梅田ツインタワーズ・ノース/サウス」の概要及び賃貸可能面積

① 曽根崎２丁目計画
② 茶屋町B-2･B-3地区第一種市街地再開発事業

南館 オープニングセレモニーの様子

大阪梅田エリア周辺

概 要 竣工時期

大阪梅田ツインタワーズ・ノース
（阪急百貨店・オフィス） 地下2階 地上41階建 213千㎡ 2012年11月

大阪梅田ツインタワーズ・サウス
（阪神百貨店・オフィス） 地下3階 地上38階建 193千㎡ 2022年2月

グランフロント大阪

大阪梅田ツインタワーズ・ノース

JR大阪駅

阪神大阪梅田駅

大阪梅田ツインタワーズ・サウス

グラングリーン大阪

芝田1丁目計画(阪急大阪梅田駅)

（右地図参照）
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「ゼロカーボンベースボールパーク」では、メインとなる
「日鉄鋼板 SGLスタジアム 尼崎」のほか、室内練習場やクラ
ブハウス、サブグラウンドなどを設置。中でも「日鉄鋼板 SGL
スタジアム 尼崎」は、大きさ（両翼95ｍ・中堅118ｍ）・方角と
も、阪神甲子園球場と同じ仕様で作られ、グラウンドも同球
場と同じコンディションで整備されています。また、室内練習
場も12球団屈指の広さを誇り、最新鋭の機器も導入。ファー
ムの選手が練習に打ち込める環境が整備され、強いタイガー
スを支え続ける拠点が誕生しました。

さらに、選手が練習するサブグラウンドの周囲に遊歩道を
設置。ファンの方々が選手の練習を間近に見ることができ、お
子様も含めて多くの皆様にお越しいただいています。このよ
うに、「ゼロカーボンベー
スボールパーク」は野球
文化のさらなる浸透と
ファンの裾野の拡大に
向けても、大きな役割を
果たします。

コ ン テ ン ツ の 魅 力 の 最 大 化
特 集 2

長期経営構想：事業戦略の実践

長い歴史の中で培ってきた固有のコンテンツ力

スポーツ事業における取組

　1935年創立の大阪野球倶楽部（大阪タイガース）を前身とする「阪神タイガース」は、2025年に創設90周年を迎え、歴史と伝統を
誇る人気球団へと成長しています。阪神タイガースの本拠地であり、高校野球文化を継承する野球の聖地として100年以上の歴史
を持つ「阪神甲子園球場」を含め、日本における野球文化の発展に貢献してきました。また、「宝塚歌劇」の第一回公演は今から111
年前の1914年。宝塚新温泉の余興として、歌劇を上演したことから歴史が始まりました。1956年創業の梅田コマ劇場を源流とする

「梅田芸術劇場」は、大阪の中心地・梅田での劇場運営・自主制作に加え、2029年には JR東京駅前にオープンする新劇場の運営を
担うなど、芸術文化の発展において存在感を高めています。これら、当社グループが長い歴史の中で培ってきた固有のコンテンツに
は、他にはない独自の魅力を備え、競争力の源泉になっています。

2025年に創設 90周年を迎えた阪神タイガース。多くの
ファンの皆様にご声援を頂戴しながら成長し、今ではプロ野
球12球団屈指の人気を誇っています。

ファンの皆様からの応援に
応えるべく、球団一丸となって
強いチーム作りに邁進した結
果、2025年シーズンは、2年振
りに JERAセントラル・リーグ
で優勝を遂げました。これから、

「日本一」というさらなる高み
を目指して、最後まで全力で戦
います。

強いチーム作りには、選手の育成が不可欠であるという方
針のもと、2025年3月、尼崎市に「ゼロカーボンベースボール
パーク」が開業しました。

エンタテインメント事業を構成するスポーツ事業とステージ事業。当社グループの二大コンテンツ
「阪神タイガース」と「宝塚歌劇」を中心に、新たな「お客様の喜び」を追求し、“夢”と“感動”を提供する
高品質なコンテンツの創造・提供と、幅広いファン層の獲得を図ります。

強いタイガースの実現に向けて

「ゼロカーボンベースボールパーク」誕生！

日鉄鋼板 ＳＧＬスタジアム 尼崎

JERA セ・リーグ公式戦2025優勝

阪神タイガース 阪神甲子園球場 宝塚歌劇 梅田芸術劇場
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ステージ事業における取組

宝塚大劇場では、2024年11月から着手していた館内リ
ニューアルが完了し、2025年3月から営業を開始。対象エ
リアの内装デザインは、宝塚歌劇のモットー「清く 正し
く 美しく」をイメージした白を基調とする空間に、優美な曲
線やアーチ型のフレームを配したデザインで統一。すみれ
の花や5組のシンボルカラーをアクセントとして散りばめる
など、細部にまでこだわっています。また、分散していた店
舗やサービス機能の再配置により利便性を向上させると
ともに、カフェテリア「フルール」の内装・メニューを一新、
ギフトショップ「レビューショッ
プ」を統合・拡張するなど、長く
愛される劇場でありたいという
想いのもと、宝塚歌劇の世界観
や非日常感を味わえる空間づく
りを目指しています。

ＪＲ東京駅前の八重洲エリアで再開発が進められている大
規模複合ビルにおいて、阪急電鉄が最新の設備を備えた約
1,300席の劇場を新設し、梅田芸術劇場(阪急電鉄の100%
子会社)が本劇場の運営を担うことになりました。宝塚歌劇
や梅田芸術劇場で培った劇場運営と作品制作のノウハウや
ネットワーク等をベースに、ミュージカルや演劇、宝塚歌劇、
コンサート等、多彩なコンテンツを発信するとともに、ＪＲ東
京駅前という最高の立
地を活かして、国内外の
多くのお客様に夢と感
動をお届けし、世界と日
本を結ぶ新たなエンタ
テインメントの拠点とな
ることを目指します。

宝塚歌劇は、2024年の110周年から2025年の111周年に
続く記念事業を展開。公式サイト内に「宝塚歌劇110-111周
年特設ページ」を開設したほか、2025年9月1日には宝塚大
劇場で宝塚歌劇111周年記念式典「One and only きら

「ゼロカーボンベースボールパーク」は、2022年に環境省
から第1回「脱炭素先行地域」に選定。脱炭素社会や循環型社
会の実現を目指した取組を進めています。
「日鉄鋼板 SGLスタジアム 尼崎」は、環境との共生に向け

た創エネ・省エネを徹底する施設設計により、野球施設とし
て初めてZEB Oriented認証※を取得しました。LED等を活
かした照明計画により、照明用エネルギー消費量を大幅に削
減すると同時に、高効率型の空調・換気機器を採用し、空調
換気用の消費エネルギーも大きく削減しています。

また、プラスチックカップやペットボトル等の回収率・リサ
イクル率の向上に向けた取組を推進するほか、クリーンセン
ター(ごみ焼却施設)で発電されたクリーンエネルギーを活
用。太陽光発電・蓄電池の導入と合わせて、すべての事業活
動を実質CO2排出量ゼロで行うことが可能になりました。
今後は、こうした取組を積極的に発信し、地域の方々やお客
様にも共感いただけるような取組を目指します。
※ ZEB Oriented 認証 : 延べ面積が 10,000㎡以上の建物で、基準一次エネルギー

消費量から 40% 又は 30%( 建物用途による。)以上のエネルギー消費量削減
に適合した建築物に与えられる認証

阪神甲子園球場は、1924年に「甲子園大運動場」として開
場。同年に開催された「第10回全国中等学校優勝野球大会」
以来、高校野球の聖地として高校球児の憧れの存在であり続
けています。また、阪神タイガースの本拠地としても、数々のド
ラマを生んできました。2024年8月に開場100周年を迎え、
今なお多くの人々に愛されている阪神甲子園球場は、当社グ
ループが誇る一大ブランド。多くのお客様によるご愛顧に感
謝し、次の100年に向けて、伝統を紡ぎながらも、新たな挑戦
を続けていきます。

宝塚大劇場館内の「ショップ＆レストランゾーン」
リニューアル

JR東京駅前に劇場を新設

宝塚歌劇110-111周年の取組

環境に配慮し、サステナブルな球場運営を目指す 阪神甲子園球場_ 感謝を、伝統を、次の100年へ

「劇場ホワイエ（外堀通り側）」イメージパース
開業時期：2029年度(予定)

カフェテリア「フルール」外観

阪神甲子園球場では、銀傘をアルプススタンドまで拡
張することを決定。観戦環境の改善とともに、太陽光パネ
ルの設置や外壁におけるリサイクル素材の活用等、サス
テナビリティの観点から環境負荷の低減を追求します。

なお、戦前にアルプススタンドまで覆っていた「大鉄
傘」は、太平洋戦争に伴う金属供出ですべて取り外され
ました。戦後「銀傘」として
復活し、その後徐々に拡張
を進めてきましたが、本計
画により「平和の象徴」とし
て完全復活します。

TOPIC  銀傘を拡張

完成イメージ

めきの、その先へ──。」を開催。111
周年のビジュアルの公開やグッズの
販売、宝塚歌劇公式アプリ「宝塚歌劇
Pocket」と連動したキャンペーンの実
施等、ファンやOGとのつながりを育
む多彩な取組を推進しています。

111周年ビジュアル

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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アメリカ
賃貸住宅
物流倉庫

カナダ
住宅分譲

フィリピン

住宅分譲
住宅分譲
物流倉庫

物流倉庫

住宅分譲

住宅分譲
商業施設
オフィス

ホテル
物流倉庫

オフィス
商業施設

物流倉庫
住宅分譲

住宅分譲
鉄道事業

タイ ベトナム

シンガポール

マレーシア

オーストラリア

インドネシア

エ リ ア を 超 え た 展 開 ( 海 外 )
特 集 3

長期経営構想：事業戦略の実践

注力エリア「ASEAN」における取組

　持続的な成長が見込まれるASEANを中心に、先進国でも沿線で培った実績やノウハウ等を活かし、
海外不動産事業を推進。現地の信頼できるパートナーとの連携を強化しながら、収益の拡大と同時に、
まちづくりのグローバル展開を加速させていきます。

　豊富な人口に支えられた消費市場の拡大を背景に、経済
成長を続けているインドネシアにおいて、新たに戸建分譲事業

「ヴィレヤプロジェクト」 に参画。同国における最大手デベロッ
パー・Sinarmas Land 社の子会社であるBumi Serpong 
Damai社(以下「BSD」)と共同で取り組みます。
　本プロジェクトは、ジャカルタ中心部から南西約15kmの
ところに位置しており、BSD社がマスターデベロッパーとし
て約6,000haの大規模タウンシップ開発を進めているBSD
地区内タウンハウスとショップハウス合わせて約3,000戸を
供給する計画です。BSD地区のタウンシップ開発はインドネ
シア最大の規模であり、住宅をはじめ、大型商業施設・オフィ
ス・教育施設等の都市機能が順次開発・整備されているこ
とから、住宅需要が十分に見込まれるエリアです。
　一方で、賃貸事業にも注力し、ジャカルタ都市圏において

インドネシアにおける不動産事業の拡大 は、2022年に取得した商業施設「セントラルパークモール」
に続き、2023年には隣接する商業施設「ネオソーホーモール」

（2025年11月に「セントラルパークモール２」に改称予定）を
取得し、海外不動産事
業における収益のベース
の一つとなっています。
　こうした取組を続け、
収益の拡大につなげて
いきます。

プロジェクト名称 ： 
❶ザ ゾラ ❷オーパスパーク ❸スプリングヒル ユメ ラグーン
❹スプリングヒル ユメ グリーン 
❺ケマン エミネンス フェーズ2 ❻ヴィレヤ

会社名
資本金
売上高
事業内容

： PT. Bumi Serpong Damai Tbk
： 約2兆インドネシアルピア(約190億円※) 
： 約12兆インドネシアルピア(約1,140億円※) (2023年実績)
： 戸建・タウンハウスなどの分譲及び管理、
　オフィス・商業開発及び所有・管理

※100インドネシアルピア＝0.95円で換算

●は当社グループの住宅分譲プロジェクト
●が今回販売開始するプロジェクト

インドネシア・ジャカルタ周辺

© OpenStreetMap contributors
（opendatacommons.org）（一部加工）

ジャカルタ

バリ

セントラルパークモールとネオソーホーモール

ソーホー

ソーホー  キャピタルプルマンホテル

セントラルパークモール

ネオソーホーモール

APLタワー

セントラルパーク
レジデンス

現地パートナーの概要
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先進国における取組

　インドネシアを代表する観光地・バリは、同国のほか、 
ASEAN諸国やオーストラリアからの来訪者数が継続して増
加しており、これからもさらなる成長が見込まれる同地にお
いて、商業・ホテルの複合施設「ビーチウォークコンプレック
ス」の一部を取得しました。本施設は、ングラ・ライ国際空港
から車で約15分、バリの代表的な観光地であるクタに位置し
ており、夕陽の美しさなどで世界的に有名なクタビーチに面
しています。
　本施設内の「ビーチウォークショッピングセンター」は、フ 
ァッションや飲食店など約180店舗が入居する商業施設で、

初めての進出となるカナダにおいて、マンション分譲事業
「クレイストーンプロジェクト」 に参画。本プロジェクトは、
トロントの中心部から南西へ約40kmのところ(トロント都
市圏のオンタリオ州オークビル市)に位置しています。周辺
は商業施設・教育施設等が複数立地する生活利便性の高
い場所であると同時に、オンタリオ湖をはじめとする豊かな
自然を満喫できる住環境の良さから、トロント中心部や周
辺施設の勤務者等の住宅需要が見込まれます。

阪急阪神不動産では、現地法人“Hankyu Hanshin Properties
Canada Corp.”を 設 立し、同 国 の 不 動 産 デベロッパー・
Graywood Developments LPと共同で事業を推進します。
カナダでのプロジェクトが加わり、海外の不動産事業は
計9ヵ国となります。
現 地 の 信 頼 で き る
パートナーとの連携
強化を図りながら、エ
リアを超えた展開を
加速させていきます。

　圧倒的な市場規模を有するアメリカでは、現地法人“Hankyu 
Hanshin Properties USA LLC” を通じて、2024年12月に
テキサス州アービング市の賃貸住宅「801 LasCo」を取得し
たことに加えて、2025年6月にはジョージア州ビュフォード市
において物流不動産開発事業に参画しました。同国では、
2022年以降、賃貸住宅の取得を進めてきましたが、物流不
動産開発事業に参画するのは初めてです。今後も、多角的に
事業を展開することで、海外不動産事業の拡大を図ります。

インドネシア・バリでの初の不動産事業。
商業・ホテルの複合施設の一部を取得

初めてカナダにマンション分譲事業に参画 アメリカにおける事業拡大

会社名
資本金
売上高
事業内容
従業員数

： PT Indonesian Paradise Property Tbk
：約3.1兆インドネシアルピア(約304億円※)
： 約1.1兆インドネシアルピア(約108億円※) (2023年12月期)
： 不動産事業
： 約1,040名(2024年6月現在)(子会社等含む。)

会社名
事業内容

： Graywood Developments LP
： マンション・戸建などの分譲、ホテル・商業施設の開発

※100インドネシアルピア＝0.98円で換算

© OpenStreetMap contributors
（opendatacommons.org）（一部加工）

ビーチウォークコンプレックス（赤枠部分）

アトランタ都市圏の
物流不動産物件
外観(イメージ）

アービング市の賃貸住宅
「801 LasCo」

オークビル市の分譲住宅（マンション）
「クレイストーンプロジェクト」イメージパース

バリの広域図 本施設の周辺図

世界中から多くの人が訪れます。また、併設するホテルは、
「シェラトン・バリ・クタ・リゾート」などの4ホテルで構成さ
れており、幅広い顧客需要に応えています。一方、本施設の
運営・管理にも参画し、インドネシアの大手不動産開発会
社・PT Indonesian Paradise Property Tbkと共同で行っ
ています。

現地パートナーの概要

現地パートナーの概要

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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宝塚歌劇におけるվֵの取組について
　当社、阪急電鉄及ͼ宝塚歌劇団では、宝塚歌劇を新しい時代に相応しい形へઈえず進化させ、ক来にわたってl夢”とl感動”を

提供し続けられるよう、全力で改革に取り組んでおります。改革の֓要は、次のとおりです。

は、宝塚歌劇団ホームϖージをごཡください。IUUQT���LBHFLJ�IBOLZV�Do�KQ�OFXT�20250327@002�IUNMࡉৄ※

小林一三がܝげた「 ࿕らかに、ਗ਼く正しくඒしく 」の理念に立ち返り、お客様に夢・感動をおಧけするとともに、
事業を通じて関܎者の人間的成長と社会への貢献を目指していく。

宝塚歌劇の大切なਫ਼神やັ力の源ઘ	文化・伝統、様式ඒ等
は受け継͗ながらも、
時代の変化に合わせて変えるべきところは変えていく。

全ての劇団員が、健やかに安心してより良い෣୆づくりにਫ਼進できる環境を整える。վֵの
ํ਑

理念

目的

手ஈ

グループガバナンスの強化について
当社グループでは、ۙ 年、事業環境が急速に変化する中で、海外不動産をはじめ積極的に成長市場に進出するなど、各事業の業容が

拡大するとともに、専門性も高度化しています。
こうした中、経営の透明性を確保しながら、より適切かつ効果的に事業を運営していくためには、持株会社である阪急阪神ホール

ディングスのみではなく、より現場にۙい事業会社において、社外や専門家の視点からの気付きやॿ言を踏まえ、各事業の特性に応じ
て、適切にリスク管理を行いながら経営を行っていくことが必要となります。

そこで、主要な中核会社において、社外出身の取締役・監査役を選任し、グループ全体のガバナンス体制を強化しました。۩体的に
は、既に計3名の社外出身の取締役・監査役を選任している阪神電気鉄道株式会社はもとより、阪急電鉄株式会社では、社外出身の監
査役2名のほか、新たに社外出身の取締役を2名選任するとともに、阪急阪神不動産株式会社においても、社外出身の取締役3名、監査
役1名を新たに選任しました。

併せて、事業の進捗等をグループ経営会議等で定期的にモニタリングすることにより、グループ全体でリスクを適切に管理します。
こうしたグループのガバナンス体制の強化を前提に、事業会社へのݖ限委ৡを進め、事業戦略の推進スピードを加速させていきます。

・各छ基本方針、ن程等の整備
w 「企業ྙ理相談૭ޱ」
  （内部通報૭ޱ）の設置
w 各छௐ査の実施
  （人事࿑務関܎ௐ査、リスクௐ査等）
w 経営資源の配分

社外取締役　監査等委員	社外


取締役	社外出身


監査役	社外出身


グループ経営会議
グループ監査室

؂ࠪ෦໳

؅ཧ෦໳ۀࣄ෦໳

リスクマネジメント
推進室

ਆϗールσΟϯグεࡕٸࡕ

మిٸࡕ

子会社

取締役ձ

ओ要な中֩会社

取締役ձ

支ԉ・ݗ制

報告

連ܞ

重要߲ࣄの報告・ঝೝ

監査

取締役	社外出身

監査役	社外出身


؂ࠪ෦໳

؅ཧ෦໳ۀࣄ෦໳

子会社

取締役ձ

支ԉ・ݗ制

報告

監査

取締役	社外出身

監査役	社外出身


؂ࠪ෦໳

؅ཧ෦໳ۀࣄ෦໳

子会社

取締役ձ

支ԉ・ݗ制

報告

監査

మಓؾਆిࡕ࢈ਆෆಈࡕٸࡕ

マネジメント
（ྫ）ࡦࢪ

当社グループのガバナンス体制

社外出身の取締役を
新たに選任

社外出身の取締役・
監査役を新たに選任
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௕ܦظӦߏ૝グループΨόφϯεのڧԽʹ͍ͭͯ /ๅ௩Վܶʹ͓͚Δվֵのऔ૊ʹ͍ͭͯ

https://kageki.hankyu.co.jp/news/20250327_002.html


վֵの֓要

	年
ߦڵ�行ˠڵ9 

	ि
10公ԋˠ�ެԋ

株式会社へのҠ行等

Ψόφϯεͷߴ౓Խ

すべての関܎者が
҆৺ͯ͠ ྗΛൃشͰ͖Δ

環境を整備

過密なスέジュールの؇࿨

ԋٕ者のܖ༺ޏ໿へのҠ行

独自の෣୆ܳज़の఻ঝ と
時代に合わせた

ルールɾ指ಋํ๏の見直し

ΑΓྑ͍෣୆ͮ Γ͘のための
の整備ڥ؀ݹܤ

҆৺して活動にଧちࠐめる
ͷ੔උڥ؀

ԋٕ者がܳࣄにू中できる
業務分担

心身ともに݈΍͔ʹ׆ಈ͢Δ
ためのέΞ΍αϙーτମ੍の

拡充

より良い෣୆を
おಧけし続けるための
ମ੍੔උやਓࡐҭ੒強化

業務のԁ׈化・効཰化のための
*5�πールͷಋೖ

行計画を見直し、より安心・安全な環境Լで、一層充実した෣୆をおಧけできる体制を整備ڵ

・年間9ڵ行から8ڵ行体制へ変更	公ԋ間のٳՋやٳཆに充てられる日数が૿加

・1ि間あたりの公ԋ数を10回から9回に変更

˛

શてのؔ܎者が҆৺してࣄ業にܞΘり、ࣄ業を通じて࣋ଓ的に成長し׆༂することができる体制を構築

イメージߋ体制の変ߦڵ ެԋճ਺のイメージ

1
劇ஂ員の
ෛ୲ܰݮ

2
҆৺感のある

組৫体制・
ಁ໌ੑのߴい

運営体制

3
継ଓ的な意識վֵ・

サポート体制

取組のશ体૾

� 計画の見௚しߦڵ

௚͠ݟըͷܭߦڵ

๏ਓԽͷ推ਐ

৺ཧత҆શੑͷ֬อ

௚͠ݟӡӦͷݹܤ

ਓ੍ࣄ౓ɾ܎ؔ༺ޏͷݟ௚͠

࣌୅ʹ߹Θͤͨ૊৫จԽͷৢ੒

務ޮ཰Խۀ

αϙーτମ੍ͷڧԽ

࣋ଓతͳ੒௕ʹ͚ͨ޲ମ੍ڧԽ

ԋٕ者やスタッフが良޷なコンディションのもと、活動にଧちࠐめる環境を整備

役割分担の見直しや*Tツールのಋ入により、ԋٕ者やスタッフのෛ担をܰ減し、ٕܳや創࡞活動にू中できる環境を整備

௚͠ݟ೔ఔͷࢪεέδϡールɺ৽ਓެԋͷ࣮ݹܤ˔

˔ԋٕऀɾελοϑͷ໾ׂ෼୲	ۀ務෼୲
ͷݟ௚͠

˔*5πールͷಋೖ

˔ೖୀؗ࣌ؒͷมߋ
開࢝日を変更ݹܤ期間をԆ長するとともに、本公ԋの४備にू中できるよう新人公ԋの実施日及ͼݹܤ行計画の見直しと併せてڵ・

場運営業務の効཰化に向けて継続的に見直しを実施中ݹܤ、用小道۩の४備やஈ取りに関する役割を見直すとともにݹܤ・

・タブレット୺຤をԋٕ者とスタッフ全員にି与し、情報・データ共有をԁ׈化

・入ୀؗ時間の管理を強化するとともに、入ؗ時間を஗らせୀؗ時間を早めることで在ؗ可能時間を୹ॖ

� 運営の見௚しݹܤ

� 業務効཰化

1݄ �݄ �݄ �݄ �݄ �݄ �݄ �݄ �݄ 1�݄ 11݄ 1�݄

行体制ڵ�

行体制ڵ�

"

"

C

C

"

"

C

C

#

#

#
Πϯλーόル

Πϯλーόル

インターバルの৳長

ެԋճ਺のݮগ宝塚大劇場　　　東京宝塚劇場　　　そのଞの公ԋ

月 ԋ೔ٳ
Ր ˓ ˓

ਫ ˓

木 ˓ ˓

金 ˓

土 ˓ ˓

日 ˓ ˓

月 ԋ೔ٳ
Ր ˓

ਫ ˓ ˓

木 ˓

金 ˓

土 ˓ ˓

日 ˓ ˓

1ճެԋ

1ճެԋ

1ճެԋ

1ճެԋ

1ճެԋ

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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௚͠ݟशɾ͖ͨ͠Γɾ指ಋํ๏ͷ׳˔
・ԋٕ者の中でルール化していた慣習やしきたりのうち、時代にそ͙わないものや過৒なルールをഇ止・変更
・一方で、より良い෣୆づくりやٕܳの伝ঝのため、適切な指ಋを行う�受けるためのスキルアップや
　コϛュニέーションの向上についても継続して取り組んでいく。

˔ಗ໊Ͱ౤ߘͰ͖Δҙݟശͷઃஔ
・劇団員	ԋٕ者
によるಗ名の意見ശを施設内	2か所
に設置するとともに、専用8E# フォームを設け、
　要๬事߲に対してԋٕ者や関܎者とڠ議の上、ॱ次改善を実施
・寄せられた意見に対してڠ議・対応を重ね、結果をフィードバック	これまでに計9回実施


˔ग़ԋऀ͚޲νέοτͷऔѻํ๏ͷมߋ
・2025年9月から、出ԋ者向けチέットの取ѻ方法について、組ごとに取りまとめた一ׅでの申ࠐみから出ԋ者ごとの申ࠐみに変更

より良い෣୆をおಧけし続けるために、一人ひとりが活躍し、成長できる体制を構築
˔ܶஂελοϑ΍プϩσϡーαーิͷ૿һɺ૊৫ମ੍ͷมߋ
˔ਓࡐҭ੒ͷڧԽ

・ԋٕ者やスタッフを対৅としたハラスメント研म、ハラスメント相談૭ޱ研मなど各छ研मを拡充
・多様化する社会に適応した働き方が実現できる組織風土のৢ成や体制整備に継続的に取り組む。

� 時代に߹Θせた組৫จ化のৢ成

� ࣋ଓ的な成長に向けた体制強化

グループ全体のガバナンス強化の一環として、宝塚歌劇団を法人化	株式会社化
し、経営の透明性と改革の実効性をさらに向上
˔株式会社΁ͷ移ߦ	����年�݄ ʮʹ株式会社ๅ௩Վܶஂʯͱͯ͠ 株式会社Խ

˔�ઢϞσルͷ੔උɺ社֎ग़਎ͷऔక໾ͷબ೚

・公ԋ企画、制࡞などの実務を担う「事業部門	ୈ1線
」、総務・人事・経理などを担う「管理部門	ୈ2線
」、
　「内部監査部門	ୈ3線
」をそれぞれ設置
・3線モデル全体を監督すべく、取締役の過൒数を社外出身者で構成

劇団員が健やかに安心してより良い෣୆づくりにਫ਼進できる環境を整備
Խڧ௚͠ɺ࿑ಇ࣌ؒ؅ཧͷݟͷ܎ؔ༺ޏ˔

・従来は入団6年目以降はタレント（業務委ୗ）ܖ໿としていたが、6年目以降のԋٕ者についてもޏ用ܖ໿を締結（専科所属者はআく。）
・ԋ出ॿ手・プロデューサー補へのྔࡋ࿑働制の適用を見直し　・タイムレコーダーにより、࿑働時間管理を強化

˔ॲ۰ɾ෱རްੜͷ֦ॆ
・公ԋの制࡞や出ԋに関する一部手当の૿ֹやベースアップ、ೋ次商඼への出ԋྉの૿ֹを実施
・主に若年層への支ԉ施策の一環としてॅ୐補ॿ手当をಋ入

劇団員が良޷なコンディションで෣୆づくりにू中できるよう、心身をサポートするための体制を整備
˔਍ྍॴ౳ʹ͓͚Δαϙーτମ੍ͷ֦ॆ

・常設カウンセリングルームを開設　・専門医への相談ルートを拡充　・਍療所医ࢣの勤務時間を拡大、常勤医ࢣを૿員
˔ԋٕऀ༻৯ಊͷϦχϡーΞル

・管理ӫཆ士監मのもとで健康ࢤ向の৯材を用いたメニューを提供　・ԋٕ者のར用をແঈ化

各छ相談૭ޱやアンέート等を通じて心理的安全性・ॊೈ性の高い৬場環境を実現
˔ܶஂઐ༻ͷ֎෦૬ஊ૭ޱͷ։ઃɺ֤छ૬ஊ૭ޱͷप஌పఈ�
˔৬৔ڥ؀	৺ཧత҆શੑ
ʹؔ͢Δಗ໊ΞϯέーτΛ࣮ࢪ�˞����年1݄ʙ �݄	ୈ1ճ
ɺಉ年11݄ʙ1�݄	ୈ�ճ
ࢪ࣮

� 法人化の推進

� 人ࣄ制౓・ޏ用ؔ܎の見௚し

� サポート体制の強化

� ৺理的҆શੑの֬อ

ಗ名Ξンέートの݁果（ԋٕ者）
「所属する組内のコϛュニέーション
や人間関܎などに関する現在のงғ
気」がୈ1回実施時とൺֱしてどのよう
な変化があったかʁ

˛

෣୆ͮくりに΋ྑいӨڹをٴ΅している
ܳ事にू中できる環境が整ってきており、
最高の෣୆をつくろうというงғ気がある

・

・෣୆に直઀関܎のない習慣や࡞法にエネル
ギーを取られることが減った

65%
35%

ポジティブな変化があったとճ౴ ʛɹίメントでدせられた意見ɹʛ
いにଚ重し、相手を思いやる姿ޓ
੎が大切

・

良い෣୆を࡞るために切᛭ୖຏ
するべく、一定のۓு感は必要

・
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阪急電鉄では、2024年4月に外部の専門家で構成されるアドバイβリーϘードを設置し、2025年3月まで、計5回の全体会合を
開࠵。そのほか、各分野の専門家の観点から、様々なॿ言・提言を௖ଷし、改革に活かしています。

これまでの劇団は組織的なҐ置付けや੹任の所在がᐆດであり、ガバナンスの高度化をਤるべき
कるべきڝ૪力の源ઘは維持する必要があるが、ด࠯的・同質的な組織は様々な問題を๊えやすいため、
外部の目を入れることで、経営の透明性・客観性を高めることが重要

ԋ劇のੈք、特に宝塚歌劇の特घ性に見合った管理体制の確保と、࿑基法上の対応をバランスできるよう進めるべき


࿑働時間	時間ݹܤ管理の強化と併せて、ԋ出ॿ手のෛ担ܰ減などݹܤ場運営を見直す必要がある。

サステナブルな劇団運営体制を構築するには、ԋٕ者やスタッフの੠をरい、状況を継続的に把握する必要がある。
また、健康管理やパフォーマンス向上のために、৯事面のέアも重要である。

Ϙードメンバー・専門分໺ 会議೔ఔ

加藤 治඙࠲�長
稲野 和ར
佐؏ ༿子
Ԟ山 ྘
ੴ井 ྒྷ介
大久保 奈ඒ

ガバナンス・内部統制
ガバナンス・内部統制
法律関܎
ԋ劇制࡞
組織風土改革・心理的安全性
組織風土改革・心理的安全性

ୈ1回 　2024年4月25日	木

ୈ2回 　2024年6月5日	ਫ

ୈ3回 　2024年9月30日	月

ୈ4回 　2024年12月6日	金

ୈ5回 　2025年3月17日	月


※上هの全体会議のほか、ਵ時ॿ言・提言を௖ଷした。

վֵの取組の一覧とスέジϡール

ΞドバイβリーϘードについて

ΞドバイβリーϘードからのओなごॿݴฒͼにվֵへの൓өঢ়گ

˛

劇ஂをࣜג会社化するとと΋に、劇ஂ಺෦に΋ � ઢモσルを構築し、また取締役のա൒਺を社外ग़身とした。

˛

、用、ԋग़スタッϑの૿員や意識վֵ౳׆時ؒ管理の強化、外෦スタッϑのݹܤͼٴ೔਺の֬อݹܤ
ɹ継ଓ的に見௚しを実ࢪ中

˛

専Պをআくશてのԋٕ者をޏ用ܖ໿へҠߦするとと΋に、スタッϑについて΋ྔࡋ࿑働制のద用を見௚し、
ɹۈ務実ଶにଈした࿑働時ؒ管理をߦうこととした。

˛

ಗ名で投ߘできる意見ശ	໨҆ശ
をઃけఆ期的にճ౴すると΋に、「৺理的҆શੑサーベイ」を実ࢪ
ɹまた、৯ಊをリニϡーΞルするとと΋にԋٕ者のར用をແঈ化した。

01

02

03

04  

����೥ ����೥ ����೥

�� �� � � � � � � � � � �� �� �� � � � � � � � � �

� 計画の見௚しߦڵ ˒

� 運営の見௚しݹܤ ˒ ˒

� 業務効཰化 ˒ ˒

� 法人化の推進 ˒ ˒

� 人ࣄ制౓・ޏ用ؔ܎の見௚し
（●ɿख当૿ֹ౳） ● ● ● ●

˒
● ●

� サポート体制の強化 ● ● ● ●

� ৺理的҆શੑの֬อ
（●ɿಗ名Ξンέート実ࢪ） ●

˒
● ●

� 時代に߹Θせた組৫จ化のৢ成
（●ɿ意見ശにؔする಺༰の報告）

˒
● ●

˒
● ● ● ● ● ●

˒
●

� ࣋ଓ的な成長に向けた体制強化
（ ɿ̇スタッϑ૿員、●ɿݚम実ࢪ）

˙
● ● ●

˙
● ● ● ● ● ●

˙

શ
体

社外知見の׆用
（ΞドバイβリーϘード） ˒ ˒ ˒ ˒ ˒

ݮ࡟਺ɾެԋ਺ߦڵ

εέδϡールͷ見直͠ݹܤ

ԋٕऀͷۀ຿෼୲ͷ見直͠ *5πールͷಋೖ

৽ձ社ઃ立

ߦ໿ʹҠܖ༺ޏ

常றҩࢣͷ૿員

ҙ見ശઃஔ ルールͷഇࢭɾมߋ

ୈ�ճ ୈ�ճ ୈ�ճ ୈ�ճ ୈ�ճ

ઐ༻ͷ外෦૬ஊ૭ޱ։ઃ
常ઃΧ΢ϯηϦϯグ
ルーϜઃஔ

਍ྍॴҩࢣͷ
勤຿֦࣌ؒେ ৯ಊϦχϡーΞルˍແঈԽ

ग़ԋऀνέοτ取ѻํ๏มߋ

৽ձ社Ҡߦ

৽ਓެԋͷεέδϡールมߋ

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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■ 都市交通事業　■ 不動産事業　■ エンタテインメント事業　■ 情報・通信事業　■ 旅行事業　■ 国際輸送事業　■ その他

18%

32%

7%
6%

22%

9%
6%

29%

49%

10%

6%
4%

△1%

3%

■ 都市交通事業　■ 不動産事業　■ エンタテインメント事業　■ 情報・通信事業　■ 旅行事業　■ 国際輸送事業　■ その他

18%

32%

7%
6%

22%

9%
6%

29%

49%

10%

6%
4%

△1%

3%

27%

59%

4%
3% 4%

2%
1% ౎ަࢢ௨ۀࣄ

ෆಈۀࣄ࢈

ΤϯλςΠϯϝϯτۀࣄ

情報ɾ௨৴ۀࣄ

ۀࣄߦཱྀ

ۀࣄ༌ૹࡍࠃ

˛
˛
˛
˛
˛
˛

P.44

P.49

P.54

P.57

P.59

P.61

Contents

　それぞれの事業が確かなブランド力を持ち、着実な成長を実現してきた当社グループ。しかし、これからは、গ子高ྸ化をはじめと

する事業環境の変化に伴い、企業価値の継続的な向上とऩӹ力の最大化を྆立していくためには、これまでのようなݸ々の事業の

総和のみならず、グループ一体での価値創଄をより一層加速させていく必要があります。長期経営構想では、強いݸを確保しながら

も、有機的につながる強いグループへの変革を進め、ຽ鉄企業を超えたエクセレントカンパニーを目指します。

強いݸから、強いグループへの変ֵ

2024年度業੷の֓要

　2024年度は、2023年度のスポーツ事業におけるプロ野ٿ関連特需やཱྀ行事業における自治体の支ԉ業務受
஫等の一時的な要Ҽの൓動があったことに加えて、国際༌ૹ事業において貨物の取ѻいが低໎したものの、不
動産事業においてマンション分ৡ戸数が૿加したことや、都市交通事業や海外ཱྀ行の需要回෮等により、2023
年度にൺべて૿ऩ・૿ӹとなりました。

営業ऩӹ

セグメント資࢈

業རӹの推Ҡࣄ

業རӹࣄ

■ 都市交通事業　■ 不動産事業　■ エンタテインメント事業　■ 情報・通信事業　■ 旅行事業　■ 国際輸送事業　■ その他

18%

32%

7%
6%

22%

9%
6%

29%

49%

10%

6%
4%

△1%

3%

651ԯԁ

481ԯԁ

˚13ԯԁ

38ԯԁ

701ԯԁ

853ԯԁ

8
936ԯԁ

114ԯԁ

825ԯԁ

1
344ԯԁ 19
052ԯԁ

589ԯԁ3
678ԯԁ

2
096ԯԁ

連結߹ܭ
1ஹ1,069

ԯԁ

連結߹ܭ
1,121

ԯԁ

1
047ԯԁ

693ԯԁ

53ԯԁ 350ԯԁ

2
611ԯԁ

1
145ԯԁ

69ԯԁ

（ԯԁ）

�
�00

�00

�
000

�
�00

�00

�
000

（ԯԁ）

202�年度
࣮੷

2024年度
࣮੷

ʴ��ԯԁ

ʴ��ԯԁ

都
市
交
通

エ
ン
タ
テ
イ
ン

メ
ン
ト

情
報
・
通
信

旅
行

国
際
輸
送

そ
の
他
・
調
整

202�
年度
࣮੷

2024
年度
࣮੷

1,083 1,083 ʴ�

ʴ�4
ʴ�

˚2�
ʴ�

˚�� ˚2
1,1211,121

不
動
産

（஫）構成ൺは、セグメント間取引を含む各セグメントの୯७合ֹࢉを基にࢉ出しています。

（஫）事業རӹʹ営業རӹ�海外事業投資に伴う持分法投資ଛӹ

（2024年度຤時点）

連結߹ܭ
3ஹ2,835

ԯԁ

セグメントผ戦略
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2024
実績

2025
（予想）

0

2,500
（億円）

1,000

500

1,500

2,000

（億円）

0

150

300

450

600

750
2,033

343

2021
実績

2022
実績

2023
実績

1,616
1,856

56

224

2,052 2,124

351 333

営業利益（右軸）営業収益（左軸）

（年度）

業態別営業利益（別途、本社費等あり） その他
流通
自動車
鉄道

（億円）

0

100

200

300

400

500

－100

2024
実績

（年度）

9

24
14

2021
実績

2022
実績

2023
実績

△42

7
8

6

7
10

147
265

371

2025
（予想）

8

25
16

378

7

29
12

365

҆શɾ̓ ৺ɾշదͳަ௨αーϏεͷఏڙΛ௨ͯ͡ԊઢՁ஋ͷ޲上ʹݙߩ

当事業を取りרく環境

関西圏全体の人ޱは減গ܏向にあるものの、大阪ക田を
中心とした当社グループの沿線は引き続き人気が高いエリア
として評価されています。しかしながら、コロナՒをܖ機と
したҠ動需要の変化や๚日外国人の૿加、働き手不଍など、
事業環境の変化は一ஈと加速しており、そうした変化にॊೈ
に対応していくとともに、さらに質の高い༌ૹサービスの提
供を通じて公共交通のར用を促進していく必要があります。

こうした状況Լでは、多様化するニーζに対応したཱྀ客
サービスの提供、需要に応じたダイヤの見直し、新ٕज़の活
用による業務効཰化を通じた生産性向上がٻめられます。ま

˙ध要構଄の変化や働きखのݮগへの対応とߴ඼࣭な༌ૹサーϏスへの期待のߴまり

た、沿線まちづくりの推進等により、新たなҠ動需要を創出
する౒力も必要です。さらに、より高度な安全性やSD(T・カー
Ϙンニュートラルへの意識の高まりを踏まえ、多様なお客
様に安全に鉄道をごར用いただくためのホームࡤの整備や、
CO2ഉ出ྔの࡟減につながるলエネं྆のಋ入などの取組
もٻめられます。加えて、鉄道は一人あたりのҠ動に܎るエ
ネルギーが非常に低い༌ૹモードであることから、一定のཱྀ
客数が見ࠐめる都市部においては、鉄道を核とした公共交
通のར用促進により、社会の୤୸ૉ化に大きく貢献すること
ができます。

౎ ࢢ ަ 通 ࣄ 業

109％ 113％ 118％

77% 83%
97％100% 103% 104% 107% 108% 108%

100% 103% 103% 104% 104% 104%
92% 100% 103% 106%

75% 80%

2014年度運輸収入（合計）=100%

120�

100�

�0�

60�
2024 2025

（予想）
（年౓）2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

阪急電鉄 阪神電気鉄道

120�

�0�

60�

ʢ஫1ʣ����年౓ͷ௨ۀظ੷༧૝ʹ͍ͭͯ͸ɺ����年�݄�1೔ൃදͷ情報ʹ͍͍ͯͮج·͢ɻ
ʢ஫�ʣ౎ަࢢ௨ηグϝϯτʹ͓͚Δྲྀ௨ۀࣄͷ一෦ࢠ会社ͷऩӹٴͼඅ༻ʹ͍ͭͯɺ����年౓ΑΓͦͷଞηグϝϯτʹؚΊͯදࣔͯ͠ ͓ΓɺൺֱظͰ͋Δ����年౓ͷ
ɹɹ��࣮੷਺஋΋૊Έସ͑ͯදࣔͯ͠ ͍·͢ɻ

（஫1）2025年度の༧想については、2025年7月31日発表の情報に基づいています。
（஫2）2023年度から「鉄道Ӻバリアフリーྉ金制度」を活用し、運௞に同ྉ金を加ࢉしてऩ受しており、定期外ऩ入・定期ऩ入（通学আく。）には同ྉ金を含んでいます。

長期経営構想にͮجく౎ަࢢ通ࣄ業の戦略

1. 鉄道・バス・タクシーにおいて、安全性の強化やサービスの深度化など、環境変化に対応できる強ਟで
 持続可能な事業に変革する。

2. Ӻ・交通ネットϫークの拡大やモーダルシフトによって新ن需要を創଄し、ސ客を拡大する。

3. 既存事業で֫得したノウハウやブランド力を活かし、まちづくりやより高い付加価値サービスを生み出す。

4. グループ内の連携を深め、事業間シナジーを高めるとともに、޿いྖ域で外部パートナーとのڠ働を推進する。
 併せて、ノウハウを活かし海外などの成長市場への進出について継続的に取り組む。

మಓ運༌ऩೖの推Ҡ

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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長期経営構想に基づく都市交通事業の取組

長期経営構想では、事業戦略における取組の方向性の一
つとして「ѹ౗的No�1の沿線の実現」をܝげ、গ子高ྸ化が
進む中でも、自治体等のパートナーと連携した沿線各所での
まちづくりや、新ٕज़の積極的な活用によるརศ性・サービ
スレベル向上等を通じて、沿線のັ力をඈ躍的に高めていく
こととしています。

都市交通事業では、これまで以上に交通ネットϫークを強
固なものとするべく、新線・新Ӻ計画等の検౼・ڠ議を進
めています。

こうした状況の中で、2024年3月には๺大阪急行電鉄の

都市交通事業では、需要やニーζが変化していく中にあっ
ても、安全・安心・快適なサービスの提供を引き続き௥ٻ
していきます。その中で、阪急電鉄・阪神電気鉄道では、
2023年4月1日からऩ受を開࢝した鉄道Ӻバリアフリーྉ金
制度を活用することで、全Ӻに可動式ホームࡤ等を設置す
るなど、バリアフリー設備の整備を迅速かつ着実に進めます。
また、ホームࡤ等によって安全性を十分に確保した上で、阪
急ຳ面線・ཛྷ山線においてϫンマン運సを計画するなど、鉄
道サービスの持続可能性向上にも取り組みます。

鉄道運༌ऩ入の૿加に向けては、࠲੮指定サービスや、

˙ަ通ネットϫークの֦充によるԊઢ価値向上を໨指して

˙より࣭のߴいަ通サーϏスの提ڙを໨指して

Ԇ৳線が開業しました。また、なにわے連བྷ線・新大阪連
བྷ線の整備に向けた検౼を進めており、これらが実現すれ
ば、ۭと཮のݰ関ޱから大阪ക田へのアクセスのඈ躍的な
向上につながり、国土࣠の活力やੈքのパϫーを沿線地域
に取りࠐむことができると考えています。なお、新大阪Ӻप
ลは「都市࠶生ۓ急整備地域」に指定されており、޿域交通
の一大ハブڌ点として大きくポテンシャルが向上する新大阪
Ӻを中心に、ۙ઀する阪急十三Ӻや阪急୶࿏Ӻのपลを含
めた一体のエリアで、新しいまちづくりを官ຽ一体で進めて
いくこととしています。

また、阪急神戸線「෢ݿ೭૳Ӻʙ西宮๺ޱӺ」間において
は、2031年度຤を開業目標として、新Ӻ設置事業に着手し
ました。ೌ࡚市及ͼ西宮市と相ޓにڠ力しながら、新Ӻप
ลにおいて公共交通ネットϫークを整備するなど、ॅみやす
く活力にຬちたまちづくりに貢献していきます。

さらに、阪急バス・阪急観ޫバス・阪神バスでは、大阪・
関西ສതの開࠵に合わせて、新大阪Ӻや大阪国際ۭߓなど
関西の主要なڌ点からのバス༌ૹを行いました。これからも、
適切に需要を捉えてऩӹにつなげる取組を進めていきます。

クレジットカード等のタッチܾ済による৐ंサービスの提供、
阪急線でのӺ܎員によるサポートを事前に8E#でご༧໿い
ただけるサービスのಋ入など、多様化するニーζに適切に対
応したサービス向上施策を推進していきます。

さらに、2025年4月から阪急・阪神全線でカーϘンニュー
トラル運行（実質的にCO2ഉ出ྔθロ）を実施するなど、環
境施策にも積極的に取り組むことで、鉄道༌ૹの環境性能
をさらに向上させるとともに、これらを効果的にP3すること
を通じて、公共交通のར用促進を目指していきます。

JR大阪
環状線

十三神戸三宮 阪急神戸線

阪神本線

大阪メトロ

大阪メトロ山陽新幹線 東海道新幹線

阪急京都線

阪神なんば線

阪神なんば線

至宝塚

梅田

大阪難波

京都河原町千里中央

箕面萱野

JR難波

JR・南海線

新大阪
江坂

なにわ筋線

阪
急
宝
塚
線 北大阪急行線

関西国際空港

神戸空港

大阪国際空港
（伊丹空港）

⑤武庫川新駅

JR大阪駅（地下駅）

①北大阪急行線の延伸

①北大阪急行線の延伸
　［千里中央～箕面萱野］

②なにわ筋連絡線
　［JR大阪（地下駅）～十三］
③新大阪連絡線［十三～新大阪］
④大阪空港線［宝塚線から分岐］
⑤武庫川新駅［武庫之荘～西宮北口間］

③新大阪連絡線

検討・協議中
開業

②なにわ筋連絡線

④大阪空港線

大阪梅田大阪梅田

෢ݿ઒新Ӻ設置場所（着色部分）
新線・新Ӻ計画のマップ

阪急神戸線
西宮๺ޱӺ方面ˢ

（西宮市ଆ）

阪急神戸線
෢ݿ೭૳Ӻ方面ˣ

（ೌ࡚市ଆ）
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重要テーマ アクションプラン 非財務,P* 目標値 2024年度実੷範ғ

多様化するニーζに配ྀした安全・快適・高඼質なサービスの提供に向けて、ハード・ソフト྆面でのバリアフリー化を
推し進めることで、当社グループの信頼・ブランドをより強固なものとするため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

都市交通事業の非財務,P*

保安に関する教育の
࿅及ͼ運స保安܇
機器の性能の向上

଱਒補強（高Ս橋・Ӻ）の
推進

橋ྊの改築によるߑਫ
リスクの低減

重要な施設の浸ਫ対策の
実施（ं྆避೉を含む。）

法面防護の推進

橋ྊの健全性の把握

お客様の安全・安心への関心の高まりに応え、安全༌ૹの確立は当વのものとして、安定༌ૹをさらに௥ٻすることで、
お客様に安心を実感していただき、当社グループの信頼・ブランドをより強固なものとするため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

鉄道事業における
有੹事݅ނ数 θロの継続

θロ

θロ自動ं事業におけるނ๢事ࢮ
数݅ނ๢事ࢮ

自વ֐ࡂによる長期
運ٳ数

（長期運2ʹٳ日間
以上の運ٳ）

鉄道ं྆における
バリアフリー化཰

（ฤ成୯Ґ）
着実な૿加を目指す

・༠ಋླ設置཰

・ଆ引戸開ด༧告౮設置཰

ஈࠩղফ཰※1

100�

鉄道運༌従事員（Ӻ܎員・
৐務員等）におけるサービ
ス介ॿ士資֨保有཰
100�

鉄道Ӻにおける
バリアフリー化཰

人的バリアフリー化཰

阪急電鉄
阪神電気鉄道
๺大阪急行電鉄
能੎電鉄

阪急電鉄
阪神電気鉄道
๺大阪急行電鉄
能੎電鉄

阪急ɿ49�
阪神ɿ77�
๺急ɿ70ˋ
能੎ɿ20�

阪急ɿ70�
阪神ɿ77�
๺急ɿ90�
能੎ɿ80�

阪急ɿ99ˋ
阪神ɿ100ˋ
๺急ɿ100ˋ
能੎ɿ100ˋ

阪急ɿ79ˋ
阪神ɿ100ˋ
๺急ɿ100ˋ
能੎ɿ32ˋ

阪急電鉄
阪神電気鉄道
๺大阪急行電鉄
能੎電鉄
神戸࿡ߕ鉄道

阪急ɿ0 （݅1979年から継続）
阪神ɿ0 （݅1986年から継続）
๺急ɿ0 （݅1970年から継続）
能੎ɿ0 （݅1982年から継続）
࿡ߕέーブルɿ0 （݅2001年から継続）

阪急バスɿ0݅
阪神バスɿ0݅
阪急観ޫバスɿ0݅
阪急タクシーɿ0݅
阪神タクシーɿ0݅
大阪阪神タクシーɿ0݅

阪急バス
阪神バス
阪急観ޫバス
阪急タクシー
阪神タクシー
大阪阪神タクシー

0݅

地਒や、気候変動に伴いܹਙ化する߽Ӎ・୆風等の自વ֐ࡂに備えた強㔸な鉄道インフラを整備し、֐ࡂ発生後も運行
を継続できるような基൫を構築することで、当社グループの信頼・ブランドをより強固なものとするため

鉄道ं྆における
ंҜ子スϖース、
༠ಋླ等の対応཰の
向上

鉄道運༌従事員
（Ӻ܎員・৐務員等）に
よるサービス介ॿ士
資֨の取得の推進

鉄道における新ܕ
লエネं྆のಋ入

Ӻࣷ等における
র明の-ED化 -ED化཰

777'ं※2化཰ 着実な૿加を目指す

阪急ɿ100 （̀2030年度）
阪神ɿ100 （̀2030年度）
๺急ɿ100 （̀2021年度）
能੎ɿ100�	2026年度


・Ӻর明（バックヤードをআく。）

阪急電鉄
阪神電気鉄道
๺大阪急行電鉄
能੎電鉄

阪急ɿ61ˋ（109�179ฤ成）
阪神ɿ75ˋ（56�75ฤ成）
๺急ɿ100ˋ
能੎ɿ33ˋ（5�15ฤ成）

阪急ɿ72ˋ
阪神ɿ84ˋ
๺急ɿ100ˋ
能੎ɿ86�

・地ٿԹஆ化等の環境問題への関心が高まる中、環境面への対応を加速させることにより、社会からの期待に応えていくため
・環境ن制の強化に伴う電力ྉ等のコスト上ঢリスクに備えるため

҆શɾ̓ ৺ͷ
௥ٻ

҆શɾ̓ ৺ͷ
௥ٻ

҆શɾ̓ ৺ͷ
௥ٻ

อશͷڥ؀
ਪਐ

※1 ஈࠩղফ཰�エレベーターຢはスロープでஈࠩをղফできているӺの割合（1日あたりฏۉ৐降客数が3ઍ人以上のӺにおける割合）
※2 777'ंɿ従来のं （྆モータに必要な電ѹを఍߅器で制ޚするためແବな೤エネルギーが発生）と異なり、モータの電ѹやप೾数をແବなく制ޚすることができる環境効཰の高いं྆のこと

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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T O P I C S

҆શੑの向上への取組

鉄道事業における安全・安心の௥ٻ

　当社グループの鉄道各社では、公共交通機関として、安全・安心の௥ٻを最重要テーマであると認識し、安定的な༌ૹサービ

スの提供に஫力しています。鉄道の安全性を確実に担保するためには、従業員の意識高༲や育成とฒ行して、lώューマンエラー

はどうしても避けられない”ことを前提に、それを補׬するための保安システム整備を着実に進めることが重要です。また、すべ

てのお客様に安心して快適にごར用いただける環境を整備することで、ސ客ຬ଍度の向上とར用拡大にもつなげていきます。特

に、阪急電鉄・阪神電気鉄道では、鉄道Ӻ及ͼྻंにおける以Լのような取組を通じて、安全・安心の௥ٻを推し進めています。

　ホームの安全性の向上施策としてホームࡤの設置を進めています。
2021年12月に創設された「鉄道Ӻバリアフリーྉ金制度」を活用するこ
とで、阪急電鉄では2040年度຤ࠒまでに、阪神電気鉄道では2042年
度ࠒを目్に、それぞれ全Ӻにホームࡤ	可動式ຢは固定式
を設置する
計画です。

　ं内のセキュリティを強化するため、ं内防൜カメ
ラの設置を進めています。通信機能を有するカメラシ
ステムであり、ं内状況のө像を運స指ྩ所などから
リアルタイムで確認できるため、事ނトラブルが発生し
た際に状況に応じた迅速な対応が可能となるほか、൜
や໎࿭行ҝの཈制にもつながります。阪神電気鉄道ࡑ
では2025年4月に保有する全ं྆（ۙ年中に代ସ更新
するं྆をআく。）へのं
内防൜カメラの設置が׬
ྃしました。阪急電鉄は
2027年度຤までに設置
する計画です。

　現在の阪神なんば線ཎ઒橋ྊは、線࿏部分がఅ防の高さよ
り低く、୆風઀ۙ等により高ைが想定されるときにはՏ઒の
൙ཞを防͙ためྻंを運ٳさせて防ை鉄൶をด࠯する必要が
あります。これを߃久的にղফするために新たな橋ྊをݐ設
するとともに、前後の۠間を高Ս化し、޻事۠間（໿2� 4ᶳ）
にある5か所の踏切道をഇ止します。これにより阪神なんば線
のすべての踏切道がなくなります。

˙మಓશӺへのϗーϜࡤઃஔに向けて

˙ं಺の҆શੑ向上に向けた๷൜Χメラのઃஔ ˙҆ఆ༌ૹに向けたϋード໘の強化

ϗーϜࡤ（Մಈࣜຢはݻఆࣜ）の����೥౓のઃஔ実੷と今後のઃஔ計画

阪急西宮๺ޱӺ可動式ホームࡤ

阪神電ंに設置したं内防൜カメラ 成イメージ׬ 高Ս構଄物の構築

Տ઒内の施޻状況

2024年度実੷

阪急電鉄 阪神電気鉄道

8Ӻ21ホーム（西宮๺ޱӺ・ܬ஑Ӻ・ܡӺなど） 1Ӻ2ホーム（ߕ子ԂӺ）

9Ӻ21ホーム 4Ӻ9ホーム
（塚ޱӺ・ੴ橋阪大前Ӻ・京都Տ原ொӺなど） （子ԂӺ・໐ඌӺߕ・٢Ӻॅ・ொӺݩ）

2040年度຤ࠒまでに 2042年度຤ࠒまでを目్に

2025年度計画

全Ӻへの設置時期
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バリΞϑリー化の取組

　阪急電鉄では、ं内で急病人や非常事ଶが発生した場合に、お客様から৐務員に
通報できるよう、全ं྆に非常通報૷置を設置しています。また、ສが一の急ブレー
キ時に、お客様のస౗やিಥを防止するため、1000ܥ及ͼ1300ܥ以降のं྆では࠲
੮୺部のକ仕切りを大ܕに改良するとともに、ॎ手すりを設置しています。最も新し
い形式のं྆である2000ܥ及ͼ2300ܥにおいては、ंいすスϖースの拡大をਤって
おり、ंいす固定۩を設置したり、ंいすスϖース・༏先࠲੮付ۙの௻り手の高さ、
色を変更したりするなど、安全性向上に取り組んでいます。阪神電気鉄道では、৐務
員と通話が可能な非常通報૷置、ं内案内表示器、ं྆連結間のసམを防止するほ
ろを全ं྆に設置しています。また、ී通
ं྆の5700ܥ及ͼ5500ܥは、௻革の高
さを3ஈ֊とすることやॎ手すりを૿やす
ことで、ं྆の༳れに対してお客様が適
切に体を保持できるようにし、安全性向上
に取り組んでいます。

　Ӻ܎員による৐降時のサポートについてウΣブで事前に༧໿できる
サービスを2025年4月から開࢝しました。阪急電鉄線内の87Ӻでの
৐降時が対৅で、༧໿の際、ウΣブ上で৐ं༧定の電ंやサポート内
容を入力することで、その情報がӺ܎員専用のアプリに自動的に連携
されます。Ӻ܎員の೿ݣやサポートの४備等をԁ׈に行えることから、
お客様により安心してご৐ंいただけるようになりました。

　お客様に安心して鉄道をごར用いただけるよう、安全を大切にする従
業員の育成に取り組んでいます。۩体的には、経営トップ層による現業
部門の८視及ͼ従業員との意見交換を通じた安全意識の高༲、過ڈの
事ނや֐ࡂを学ͼ、Ƿ 鉄道会社の従事員としてどう行動すべきか”を考
えるための社員研म施設、安全考学室（阪急電鉄）・安全᷷心室（阪神電
気鉄道）の設置、鉄道施設の保कに関するٕज़向上のための安全大会
の実施、非常事ଶの対応のための総合܇࿅の実施などを行っています。

　阪急電鉄では、2024年11月、宝塚線ฏ井ंݿにおいて、ೆ 海トラフ
地਒の発生に備える܇࿅を実施しました。ྻ ंがӺ間の௡೾浸ਫ༧想
۠域でఀ止する事ଶを想定し、お客様を付ۙの踏切道まで避೉༠ಋす
る܇࿅を行った際は、ं いすごར用の方やۙྡの小学生にも参加して
いただき、避೉の方法を検証しました。また、地਒によりࣼ܏したՍ線
பや大きく変Ґしたي道の෮چに関するٕ能習ख़܇࿅を実施しました。

˙మಓं྆における҆શੑの向上・バリΞϑリー化の取組

˙バリΞϑリーに向けた৐߱時のサポート業務の強化

˙҆શ運ߦのための従業員のҭ成

˙ೆւトラϑ஍਒のൃੜを想ఆしたආ೉༠ಋ܇࿅
ɹٴͼࢪઃの෮܇چ࿅

安全考学室（阪急電鉄）

避೉༠ಋ܇࿅の様子

ंいすをごར用のお客様をサポートする様子

非常通報૷置・大ܕକ仕切り・ॎ手すり
（阪急電鉄）

ं内案内表示器（阪神電気鉄道） 高さを選べる௻革（阪神電気鉄道）

のバリアフリー設備（阪急電鉄）ܥ2300・ܥ2000

安全ܨ心室（阪神電気鉄道）

01

02

ंいすスϖース・༏先࠲੮付ۙの
௻り手の高さ、色を変更

น面の手すりを2ஈに変更

ंいすスϖースの拡大
（先頭ं྆のみ）

ंいす固定۩
の設置

非常通話૷置を
ंいすスϖース
部にҠ設

非常通報૷置

大ܕକ仕切り・ॎ手すり

。রくださいࢀは、֤社の҆શ報告ॻをごࡉৄ
IUUQT���XXX�IBOLZV�DP�KQ�DPNQBOZ�BQQSPBDI�BO[FO�JOEFY�IUNM阪急電鉄 �

IUUQT���XXX�LJUB�LZV�DP�KQ�DPNQBOZ�BUUFNQU�TBGFUZ�๺大阪急行電鉄 �
IUUQT���XXX�IBOTIJO�DP�KQ�TBGFUZ�SFQPSU�

IUUQT���OPTFEFO�IBOLZV�DP�KQ�DPNQBOZ�TBGFUZ�IUNM

阪神電気鉄道 �

能੎電鉄 �
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実績
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実績

2021
実績

2023
実績

2024
実績

301

114

△132
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91

△48
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41
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業態別事業利益（別途、本社費等あり）

௞ିࣄ業౳ ւ外ෆಈࣄ࢈業

ϗテルࣄ業ॅ୐ࣄ業

ັྗ͋Δ·ͪͮ Γ͘΁ͷݙߩͱ๛͔ͳϥΠϑελΠルͷఏҊ

当事業を取りרく環境

　当社グループが保有するオフィスビルは、高い立地༏Ґ性・
機能性等を有していることから、新ن供څが૿加する中でも、
引き続きఈ堅い需要があるものとみています。一方で、多様
化する働き方への対応、防ࡂ対策、環境保全等、オフィス
ビルに期待される役割や機能も変化していくため、それらに
対応していくことがٻめられています。また、商業施設につ
いては、お客様のニーζや
変化を踏まえた上で、प
ล施設とのࠩผ化をਤるべ
く、リニューアルやテナン
ト入ସえ等により、継続的
なバリューアップを行う必
要があります。

　"SE"Nॾ国は、経済成長がஶしく、今後も需要やマーέッ
トが拡大していく見ࠐみです。また、アメリカ・カナダ・オー
ストラリアといった先進国では、市場の透明性やྲྀ動性が確
保されており、安定的な事業展開が可能と見ࠐまれます。こ
れら海外での事業推進は、当社グループが国内で築き上げ
てきたまちづくりのノウハウを十分に活かすことができるだ
けでなく、沿線等のまちづくりに活かせる新たな知見を得る
チャンスでもあります。

　インバウンドの૿加もあり、ۙ年、॓ധ需要が૿加してい
る中、2025年は大阪・関西ສതの開࠵により、特に関西エ
リアでの需要は高まっています。

　当社グループが஫力しているརศ性の高い都心部（Ӻۙ・
立地）の需要は、引き続き堅ௐに推Ҡしており、新築分ৡ޷
マンション・新築戸ݐ共にൢ売価֨は高ਫ४を維持していま
す。一方で、ॅ୐ローン金རの上ঢなどによるߪ入意ཉへ
の影響やݐ設コストの動向は継続して஫視する必要があるほ
か、今後、人ޱ減গによる市場のॖ小が見ࠐまれることから、
デβイン力の向上や高付加価値商඼の開発等を通じて、
ブランド力をさらに強化していく必要があります。

ෆ ಈ ࢈ ࣄ 業

インドネシアの商業施設「セントラルパークモール」

大阪ക田ツインタϫーζ・サウス

ʢ஫1ʣ����年౓ͷ௨ۀظ੷༧૝ʹ͍ͭͯ͸ɺ����
年�݄�1೔ൃදͷ情報ʹ͍͍ͯͮج·͢ɻ

ʢ஫�ʣۀࣄརӹʹӦۀརӹ�ւ֎ۀࣄ౤ࢿʹ൐͏࣋
෼๏౤ࢿଛӹʢ����年౓Ҏલ͸ւ֎ۀࣄʹ
ͯ͠ࡏΔ࣋෼๏ద༻会社͕ଘ܎ ͍ͳ͔ͬͨͨ
ΊɺʮۀࣄརӹʹӦۀརӹʯʣ

ʢ஫�ʣ����年౓͔Β෼ৡۀࣄ౳ʹؚ·Ε͍ͯͨւ
֎ෆಈۀࣄ࢈Λಠཱͨ͠ۀଶͱͯ͠දࣔ͢Δ
͜ͱͱ͓ͯ͠Γɺ����年౓ͷ࣮੷͸૊ସޙͷ
਺஋Λදࣔͯ͠ ͍·͢ɻ

ʢ஫�ʣ����年౓͔Βɺʮ௞ିۀࣄʯΛʮ௞ିۀࣄ౳ʯ
ʹɺʮ෼ৡۀࣄ౳ʯΛʮॅ୐ۀࣄʯ΁ม͍ͯ͠ߋ
·͢ɻ·ͨɺै དྷʮ෼ৡۀࣄ౳ʯʹ ؚΊ͍ͯͨプ
ϩύςΟϚωδϝϯτɾϏルϝϯςφϯεۀࣄ
ͱෆಈ࢈ϑΝϯυɾϦーτۀࣄͷऩӹٴͼඅ
༻Λɺʮ௞ିۀࣄ౳ʯʹ ؚΊͯදࣔ͢Δ͜ͱͱ
͓ͯ͠Γɺ����年౓ͷ࣮੷਺஋΋૊Έସ͑ͯ
දࣔͯ͠ ͍·͢ɻ
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長期経営構想に基づく不動産事業の取組

長期経営構想にͮجくෆಈࣄ࢈業の戦略

௞ିۀࣄ等

1. エリアや物݅の特性に応じた௞ି物݅のバリューアップ

2. インバウンドফඅの着実な取ࠐみ

3. ୹期回ऩܕ事業におけるアセットタイプの多様化や情報ネットϫークの拡大

ւ外ෆಈۀࣄ࢈

8. 事業ن໛の一層の拡大と安定的な事業基൫の構築

  ・ʢ௕ظอ༗ۀࣄܕʣ"4&"/ॾࠃΛத৺ͱͨ͠ऩӹ෺݅ͷऔಘͱ҆ఆతͳऩӹج൫ͷߏங

� � ɾʢճసۀࣄܕʣถࠃΛத৺ʹऩӹ෺݅Λऔಘ͠όϦϡーΞοプޙʹച٫͢Δ͜ͱʹΑΔܧଓతͳརӹͷ૑ग़

� � ɾʢॅ୐෼ৡۀࣄʣ"4&"/ॾࠃʹՃ͑ͯΦーετϥϦΞ΍๺ถʹ͓͚Δۀࣄͷ֦େ

ϗςルۀࣄ

9. 事業ڝ૪力の強化

  ɾΠϯό΢ϯυध要ͷੵۃతͳऔࠐΈ
  ɾߴਫ४ͷ"%3ʹԠͨ͡ઃඋͷߋ৽ɾαーϏεͷ্޲

ॅ୐ۀࣄ

4. ブランドの強化とརӹ཰の向上

5. 首都圏エリアでのビジネス拡大や事業メニューの拡充

6. ସへの取組の強化・拡大ݐ開発やマンション࠶

7. ऩӹ用不動産開発事業の拡大

　グループ最大の事業ڌ点である大阪ക田
エリアでは、2025年3月21日に、多 ࠼ な
機能を兼ね備えたෳ合施設であるグラング
リーン大阪（ೆؗ）がグランドオープンしまし
た。グラングリーン大阪では、「みどりとイ
ノベーションの融合」との理念・方針を踏ま
え、関西、そしてアジアをリードするまちづ
くりに取り組んでいます。
　これからも、「ѹ౗的No�1の沿線の実
現」に向けて、大阪ക田エリアをはじめとし
た沿線の主要ڌ点において開発や施設のバ
リューアップを推し進め、沿線価値の向上
をਤっていきます。

˙ѹ౗的/P��のԊઢの実現に向けて

グラングリーン大阪（2025年3月ೆؗオープン）�"LJSB *Uo�BJGoUo

（参考 特ू①） P.33

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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　海外不動産事業では、"SE"Nॾ国でのॅ୐分ৡ事業を中
心に、商業施設やオフィス、物ྲྀ૔ݿ等の長期保有ܕ事業（不
動産௞ି事業）や回సܕ事業（୹期回ऩܕ事業）に取り組み、
ऩӹ・རӹن໛を拡大・৳長させていきます。2024年度には、
オーストラリアにおいて物ྲྀ૔ݿ等の長期保有ܕ事業やॅ୐
分ৡ事業に新たに取り組んだほか、インドネシアではバリを
代表する商業・ホテルのෳ合施設「ビーチウォークコンプレッ
クス」の一部を取得しました。

　ॅ୐事業では、国内において、分ৡマンション事業を࣠と
しながら、୹期回ऩܕ事業（ऩӹ用௞ିマンション等の投資
家向け売٫事業）を推進するとともに、࠶開発やݐସ案݅等、
事業メニューを拡充しながら事業展開していきます。

　ホテル事業では、૿加するインバウンド需要の取ࠐみをਤ
るとともに、事業ڝ૪力の強化を推進しています。
　2025年3月には、グラングリーン大阪において「ホテル阪
急グランレスパイア大阪」を開業。関西国際ۭߓへのアクセ
スڌ点となるJ3大阪Ӻにほどۙい立地を生かし、観ޫ・レ
ジャー目的のཱྀ慣れた大人のインバウンドツーリストをメイ
ンターゲットとしており、多くのཱྀ行客にごར用いただいて
います。

˙ւ外ෆಈࣄ࢈業の֦େ

˙ॅ୐ࣄ業のن໛֦େとࣄ業メニϡーの֦充

˙֦େするध要の取ࠐΈ

インドネシア　ビーチウォークコンプレックス

オーストラリア　物ྲྀ૔ݿ

宝塚ホテルの੻地における大ن໛開発
「ジオタϫー宝塚グランレジス」（2024年度ʙ引౉開࢝）

ホテル阪急グランレスパイア大阪（2025年3月21日開業）

ホテル阪急グランレスパイア大阪　客室

「ジオタϫー大阪十三」2024年の関西圏の新築分ৡマンションで成໿戸数ୈ１Ґ※と
なった（2026年度引౉開࢝༧定）
※  有限会社Ｍ̧Ｃௐべ。関西圏（࣎賀ݝ、京都෎、大阪෎、ฌݝݿ、奈良ݝ、和歌山ݝ）　　

における2024年ʦ2024年1月ʙ 2024年12月ʧの新築分ৡマンション成໿戸数

（参考 特ू③） P.37
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重要テーマ アクションプラン 非財務,P* 目標値 2024年度実੷範ғ

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

不動産事業の非財務,P*

自વ֐ࡂへの対策を
含めた、お客様が安
心してར用できるよ
うなソフト面・ハー
ド面における各छ施
策の推進

多様なお客様がར用し
やすく、多様な働き方
に対応できる豊かなま
ちづくりの推進

メニュー表示における
「特定৯材」使用の管理

定められたチΣック体制
の९क

メニュー࡞成・表示に
おける従業員教育

安全・安心への関心の高まりに応えるとともに、気候変動に伴いස発化が༧想されるਫ֐や、地਒などの自વ֐ࡂや事ނ
等に備え、ソフト面・ハード面の྆面を整備することで、当社グループの信頼・ブランド価値向上をਤるため

「安心・快適」「夢・感動」をおಧけし、外国人を含む多様なお客様がར用しやすい施設やサービスを提供するとともに、
働き方改革や多様な働き方のニーζの高まりに先行して対応していくことで、ଞ社とのࠩผ化・ڝ૪力の強化をਤるため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

཰ߨ習受ߨ命ٹ急ٹ
（不動産௞ି事業に
従事する社員対৅）

大阪ക田エリアにおける
主要商業施設の多言ޠ
案内対応཰

100ˋ（2030年度）

100�

θロの継続

従業員及ͼお客様の
3日分を確保

（2030年度）
備஝඼の४備֐ࡂ

100�

着実な૿加を目指す

大阪ക田エリアにお
ける 大 ܕ ビ ル※1の
#CP対応※2཰

多様なライフスタイルに
対応した新たな৬ॅ༡
の形と安心・安全・快
適性の向上を実現する
サービスのಋ入に向けた
スタートアップ等とのڠ
業݅数

「৯」に関する表示におけ
る重大な有੹事݅ނ数

自治体との連携の強化

備඼ࡂ備஝඼や防֐ࡂ
の管理体制の整備

ライフラインः断時の対
応マニュアルの整備

避೉方法、避೉༠ಋ場
所等のマニュアルの整備

阪急阪神ホテルζ
阪神ホテルシステムζ

阪急阪神ホテルζ

阪急阪神不動産
阪急阪神ビルマネジメント

阪急電鉄
阪神電気鉄道
阪急阪神不動産

94�

134 （݅2018年度以降）

0݅

従業員3日分 �
100ˋՔ働཰での
॓ധ客1日分

100ˋ
※対৅施設ɿ阪急三൪֗、)EP
　'*7E、ハービスP-";"�
　ENT（施設)P・
　パンフレット4か国ޠ対応、
　インフォメーションでの
　通༁サービス対応）

100�
※対৅物݅ɿ大阪ക田ツイン
　タϫーζuサウス

阪急電鉄
阪神電気鉄道
阪急阪神不動産

阪急電鉄
阪神電気鉄道
阪急阪神不動産

お客様に「安全・安心」な৯を提供するため、「৯」に関する適切な表示について、積極的かつ継続して取り組むことで、
当社グループの信頼・ブランド価値向上をਤるため

、等のリスクに対する各छ対応策を強化し、お客様に安心してホテルをごར用いただける環境を整備することで֐ࡂ
当社グループの信頼・ブランド価値向上をਤるため

҆શɾ̓ ৺ͷ
௥ٻ

๛͔ͳ
·ͪͮ͘Γ

҆શɾ̓ ৺ͷ
௥ٻ

҆શɾ̓ ৺ͷ
௥ٻ

※1 大ܕビルɿ2021年度以降ॡ޻・Ԇ床面積30
000ᶷ以上のビル
※2 #CP対応ɿ非常用電源を3֊以上へ設置、かつ72時間分の電源を確保

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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重要テーマ アクションプラン 非財務,P* 目標値 2024 年度実੷範ғ

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

社会的՝題のղܾへの
貢献とࠩผ化の推進の
ため、エネルギー効཰
改善等によるCO̎ ഉ出
減や、グリーンビ࡟ྔ
ルディング・環境ࢤ向
ॅ୐の推進

৯඼ഇغ物の発生཈制
（加޻時に出るഇ材の有
効活用、提供方法・੝り付
けの޻夫）

使いࣺてプラスチックア
イテム設置ഇ止の検౼

ഇغ物計ྔに関する仕組
みの整備

代ସૉ材商඼の選定

ഇغ物の「減ྔ」及ͼ
「リサイクル」の推進
ফ໓ܕ生ΰϛॲ理機のಋ入

୤୸ૉ社会の実現に向けた取組を積極的に進めることにより、保有不動産の資産価値の維持・向上や、ސ客からの評価・
ブランド価値の向上をਤるため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

各年度にൢ売するすべて
の新築分ৡマンション及
ͼ௞ିのืूを開࢝する
新築௞ିマンションにお
ける;E)化཰

（;E)-. OSJFOUFE※3以上）

100ˋを継続
（2024年度以降）
※ଞ社との共同事業など
　一部の物݅をআく。

2013年度ൺ
˚50�（2030年度）

2021年度ൺ
˚70�（2030年度）

100�

オフィス・商業等用్の
大 ܕ ビ ル※4にお けるグ
リーンビルディング等の
環境認証※5取得཰

৯඼ഇྔغ

客室の特定20඼目のプラ
スチック使用੡඼の一人
当たりの提供ྔ

阪急阪神ホテルζ

阪急阪神ホテルζ

阪急電鉄
阪神電気鉄道
阪急阪神不動産

100ˋ

2013年度ൺ ˚76ˋ

2021年度ൺ˚46ˋ

100�
※対৅物݅
・神戸三宮阪急ビルʦD#J3つ੕ʧ
・大阪ക田ツインタϫーζ・サウス
  ʦD#J5つ੕ʧ

阪急電鉄
阪神電気鉄道
阪急阪神不動産

৯඼ഇغ物の૿加が問題視されている中、「৯」をѻう事業会社として積極的にその࡟減に取り組むことで、
持続可能な社会づくりに貢献するため

マイクロプラスチックによる環境ഁյが問題視され、ੈ ք的に୤プラへの関心が高まる中、プラスチックの࡟減に積極的に
取り組むことでお客様からの期待に応え、持続可能な社会づくりに貢献するため

※3 ;E)-. OSJFOUFE（θッチ・マンション・オリエンテッド）ɿ一次エネルギーফඅ （ྔ2016年のলエネ基४で定められた「ஆ๪」「ྫྷ๪」「換気」「র明」「څ౬」に܎るエネルギーফඅྔ）において、共
用部を含むマンション全体のফඅྔを20�以上࡟減するマンションのこと

※4 大ܕビルɿ2020年度以降ॡ޻・Ԇ床面積30
000ᶷ以上のビル（ଞ社共有物݅等আく。）

※5 環境認証ɿD#J、C"S#EE、#E-S、-EED等の環境認証制度

อશͷڥ؀
ਪਐ

อશͷڥ؀
ਪਐ

อશͷڥ؀
ਪਐ

機会とリスクを
踏まえた設定理由

「ジオ（マンション・戸ݐ）」
のߪ入検౼意向度及ͼ入
者ຬ଍度ډ

入検౼意向度※1ߪ・

・入ډ者ຬ଍度

入検౼意向度ߪ・

・入ډ者ຬ଍度

圏におـ圏マンションɿۙـۙ
けるブランドの中で1Ґ維持
首都圏マンションɿ首都圏に
おけるブランドの中で7Ґ以内

（2030年度）

圏マンションɿ90�以上の継続ـۙ
首都圏マンションɿ90�以上
	2030年度）
（2030年度	ɿ90�以上ݐ圏戸ـۙ

圏マンションɿـۙ
1Ґ�18ブランド
首都圏マンションɿ
9Ґ�17ブランド

�圏マンションɿ94ـۙ
首都圏マンションɿ97�
ɿ95�※2ݐ圏戸ـۙ

お客様の多様な価値観
に応え、快適さや感動
を提供し、地域の活性
化につながる฻らしの
提案・まちづくりの推
進によるސ客ຬ଍度の
向上を推進

"SE"Nॾ国における
ॅ୐分ৡ戸数（ྦྷ計） 着実な૿加を目指す

阪急電鉄
阪神電気鉄道
阪急阪神不動産

阪急阪神不動産

໿67
920戸
（タイ31、ベトナム23、
インドネシア7、フィリピン6、
マレーシア1（ઍ戸））

・多様化するお客様の価値観やニーζに応える฻らしの提案、地域活性化や次ੈ代まちづくりにより、ސ客ຬ଍度と当社
   ブランドへのロイヤリティ向上をਤるため
・国内で஝積してきたノウハウを"SE"Nॾ国に展開して現地のまちづくりに貢献することで、海外においても当社グループ
   のブランド価値向上とক来のސ客の開୓につなげていくため

ະདྷ΁ͭͳ͕Δ
฻Β͠ͷఏҊ

※2 2023年4月ʙ2024年3月に引き౉したジオガーデンが対৅

※1 。入検౼意向度ɿ阪急阪神マーέティングソリューションζのウΣブௐ査によるߪ
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（千人）

（年）

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

阪神タイガース 主催試合入場人員数（シーズンベース）

2,619

2022

3,035

2016 2017

2,911 2,899
3,091

2018 2019

2,878

2015

518

2020

749

2021

2,916

2023

3,010

2024

（千人）

（年度）

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

ๅ௩Վܶɹܶ؍ਓһ਺ ๅ௩େܶ৔ɾ౦ژๅ௩ܶ৔ ͦͷଞܶ৔

ϥΠϒதܧ˞�ɾϥΠϒ഑৴˞2

2,781

2022 2023

2,996

2016 2017

2,844
3,128 2,991

2018 2019

1,565

2020

2,825

2015

2,727

2021

2,737

2024

2,817

・公演回数
  宝塚大劇場：343回（対前期+29回）
  東京宝塚劇場：398回（対前期+12回）

ਓʑΛັྃ͢ΔʮເʯͱʮײಈʯΛプϩσϡーε

当事業を取りרく環境

エンタテインメント市場では、リアルでしか味わえない「ޒ
感で感じる臨場感や高༲感」や「ސ客同士の一体感」といった
体験の価値がさらに高まるなど、ライブエンタテインメントが
活況をఄしています。

スポーツ事業では、2024年シーζンऴ൫まで首Ґ૪いを
ԋじた阪神タイガースが、2025年シーζンには2年ৼりの
リーグ༏উを果たし、本ڌ地である阪神ߕ子Ԃٿ場を中心

リΞル体ݧの価値のさらなるߴまりに対応していく

Τ ン タ テ イ ン メ ン ト ࣄ 業

ʢ஫ʣ�����年౓ͷ௨ۀظ੷༧૝ʹ͍ͭͯ͸ɺ����年�݄�1೔ൃදͷ情報ʹ͍͍ͯͮج·͢ɻ

※1 全国各地のө画ؗでの有ྉライブ中継
※2 ネット回線をར用し、ご自୐でテレビやスマートフォン等で視ௌすることができる有ྉライブ配信（2020年度から開࢝）

2024
実績

2025
（予想）

（年度）

200

150

100

50

0

（億円） （億円）
800

600

400

200

0

826 825

141

2021
実績

2022
実績

2023
実績

629
723

93
126

114

840

107

営業収益（左軸） 営業利益（右軸） 業態別営業利益（別途、本社費等あり） ステージ
スポーツ

2024
実績

（年度）

112

48

2025
（予想）

101

32

100

27

2021
実績

2022
実績

2023
実績

37

69
74

68

（億円）
200

150

100

50

0

に、多くのフΝンのօ様にご来場・応ԉいただいています。
ステージ事業では、2025年7月に宝塚歌劇団を法人化し、

サステナブルな事業基൫を構築するとともに、良質な࡞඼を
安定的に供څできる体制の強化に౒めています。宝塚歌劇
は2025年に111प年をܴえました。今後も、新しい時代に
相応しい形へとઈえず進化させ、ক来にわたってl夢”とl感
動”を提供し続けます。

長期経営構想にͮجくΤンタテインメントࣄ業の戦略

1. 「阪神タイガース・阪神ߕ子Ԃٿ場」ブランドの価値最大化
ɾৗʹ༏উ૪͍Λ͢ΔνーϜͮ Γ͘ɺࡕਆࢠߕԂٿ৔ɾࢠߕԂΤϦΞͷັྗ্޲ͱελδΞϜϏδωεͷ֦େ

2. 「タカラρカ」ブランドの価値最大化
ɾαεςφϒルͳجۀࣄ൫ͷߏஙɺܶ৔ެԋͷ඼࣭΍ັྗͷҡ࣋ɾ্޲ฒͼʹܶ৔αーϏεͷ্޲
�σδλルٕज़Λ׆༻ͨ͠ίϯςϯπۀࣄͷੵۃల։ɺ৽٬֫ސنಘΛݟਾ͑ͨ٬ސ઀఺ͷڧԽ

3. そのଞエンタテインメント事業、レジャー事業の成長推進
ɾԻָۀࣄɺ࿡ۀࣄࢁߕɺԋܶۀࣄ౳ͷ֦େ

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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長期経営構想に基づくエンタテインメント事業の取組

2025年に創設90प年をܴえた阪神タイガースは、「ޑ動を
໐らせ。ދ道を進め。」をキャッチコピーとして、ه念事業を展
開するなど、アニバーサリーイヤーを੝り上げています。また、
3月には、新たなフΝーム施設「θロカーϘンベースϘールパー
ク」が開業。࿅習環境を大෯に充実させ、さらなる強いチーム
づくりを目指していきます。

一方、阪神ߕ子Ԃٿ場においては、ٿ場内の通信環境の強
化、電子チέットのಋ入などのデジタル対応によりརศ性の
向上をਤるほか、ۜ をアルプ（੮を෴う԰ࠜ࠲内野の一部）ࡿ
ススタンドまで拡ுする計画も推進し、さらなる安心・快適
な観戦環境の提供に౒めています。

宝塚大劇場では、2025年3月に劇場ؗ内の「ショップ＆レ
ストランκーン」のリニューアルを実施しました。対৅エリア
の内૷デβインを統一するとともに、分ࢄしていた店ฮ・サー
ビス機能を࠶配置し、ご観劇前後の時間をよりָしく快適に
お過ごしいただけるۭ間を提供します。

　長期経営構想では、事業戦略における取組の方向性の一つとして「コンテンツのັ力の最大化と新コンテンツの開୓」をܝげてお

り、エンタテインメント事業においては、コンテンツ自体の価値をຏき上げるとともに、デジタルٕज़の活用等によるސ客層の拡大や

配信・関連商඼など、新たなऩӹ源の拡大を目指します。

ڙ৔などັ力あ;れるίンテンπの提ٿԂࢠߕਆࡕ・ਆタイガースࡕ˙

˙劇৔Ϗジネスのັ力の࠷େ化

また、拡大するインバウンド需要を取りࠐむべく開業した
「T)E S6.O )"-- 日ָ࠲ OS","」は、相๾ の ັ力を

気ܰにָしめる体験ܕ施設としてご޷評いただいていること
から、2026年1月、東京・ۜ࠲に2号店「T)E S6.O -*7E
3EST"63"NT 日ָ࠲ (*N;" TO,:O」を開業することを
ܾ定しました。ਮな相๾エンタテインメントを࣠に、和৯やṗ
の໏ञを融合させた།一ແೋの体験を創出し、東京଺在中に
いつでも相๾文化に৮れられる、新たなランドマークを目指
します。

また、2029年度に開業༧定である「ീ重ऱ2ஸ目中地۠ୈ
一छ市֗地࠶開発事業」の࠶開発ビルにおいては、最新の設
備を備えた໿1
300੮の劇場を新設。高い交通རศ性を有す
る本劇場において、これまでの劇場経営・運営で培ったノウ
ハウやネットϫークを最大限活用し、ϛュージカルやԋ劇・宝
塚歌劇・コンサートなど、ੈ քにも発信できる様々なԋ目の
上ԋを通じて、より多くのお客様に夢と感動をおಧけします。

リニューアルした宝塚大劇場のロビー

日ָ࠲ロΰ

新劇場イメージ（外観）

阪神タイガース90प年ロΰ

（参考 特ू②） P.35
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重要テーマ アクションプラン 非財務,P* 目標値 2024年度実੷範ғ

エンタテインメント事業の非財務,P*

劇場܎員の઀客スキルの向上を
目指した研मの実施

阪神ߕ子Ԃٿ場におけるナイ
ターর明・場内র明の-ED化、
のଠཅޫ発電の運用、カーࡿۜ
Ϙンオフセットࢼ合の実施

学ߍ団体への積極的な宝塚歌
劇の観劇機会の提供

ө画ؗ等でのライブビューイング
や携ଳ୺຤等へのライブ配信の
実施など、デジタルٕज़や配信
サービスを活用した取組の推進

タイガースアカデϛー※1を通じ、
子どもたちに野ٿの本֨的なັ
力に৮れてもらう機会を提供

コϛュニέーションツール等を
活用した多言ޠ対応（ӳޠ・中
国ޠ・ؖ国ޠの3カ国ޠ対応）

ҿ৯売店のҿ৯แ材のバイオマ
スૉ材への変更、レジା࡟減に
向けた取組の実施

キッζセϛナー等の若年層を対
৅としたイベントの実施

:oVTVCF等を活用した、෣୆
ө像等のコンテンツの配信

場内施設や案内表示の整備・改म

メディアとの連携も活用した、
宝塚歌劇団O(によるߨԋ会や
セϛナーの実施

「タカラρカ・スカイ・ステージ※3」
によるө像の配信

最新ٕज़を活用したサービスಋ
入の検౼

プラスチックカップの回ऩ及ͼ
リサイクルの推進

宝塚Իָ学ߍにおける宝塚コド
モアテネ※2の継続開࠵

:oVTVCF等を活用したө像の配信

োがい等、身体に事情をお持ちのお客様や、外国からおӽしのお客様等、様々なニーζに配ྀし、୭もが安心・快適に観
劇できる劇場を実現するとともに、観劇機会の提供を޿げることで、宝塚歌劇をはじめとするԋ劇のސ客層を拡大するため

阪神ߕ子Ԃٿ場において環境面での取組を推進するとともに、それらをแׅ的に外部に発信することにより、୤୸ૉ社会
や॥環ܕ社会の実現に貢献するため

次代を担う若年層や女子野ٿの育成などを通じた「野ٿৼڵ」に取り組み、野ٿフΝンの੄野を拡大するため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

Ϣニバーサルサービスに
関する研मの実施回数

ҿ৯แ材における୤プラ
แ材の使用཰

プラスチックカップの回
ऩ཰

公ԋ及ͼその関連プロ
グラムを体験する学生・
ಐ数ࣇ

ライブビューイング、ライ
ブ配信の観劇・視ௌ者数、
タカラρカ・スカイ・ス
テージ加入者数（ੈଳ）、
:oVTVCFチャンネル登録
者数等の合計

「タイガースアカデϛー」
におけるベースϘールス
クールのクラス数

各年1回
（宝塚大劇場、
東京宝塚劇場、
ക田ܳज़劇場）

プロ野ٿ・高ߍ野ٿ�
各70�

（2030シーζン）

70�
（2030シーζン）

6ສ人以上
（ຖ年度）

80ສ人以上
（ຖ年度）

60クラス以上を
ক来的に維持

阪急電鉄
ക田ܳज़劇場

阪神電気鉄道
阪神タイガース
ウエルネス阪神

阪急電鉄
ക田ܳज़劇場
タカラρカ・
ライブ・ネクスト
宝塚Իָ学ߍ

阪急電鉄
宝塚クリエイティブアーツ
宝塚෣୆
宝塚Իָ学ߍ

阪神タイガース

宝塚大劇場�年1回
東京宝塚劇場�年1回
ക田ܳज़劇場�年1回

プロ野ٿɿ50ˋ
高ߍ野ٿɿ52ˋ

（2024シーζン）

46�（2024シーζン）

໿4�4ສ人
（公ԋ・関連プログラム体
験者数、宝塚Իָ学ߍ受験
者数、宝塚コドモアテネ生
ె数）

໿89ສ人

68クラス

҆શɾ̓ ৺ͷ
௥ٻ

อશͷڥ؀
ਪਐ

ະདྷ΁ͭͳ͕Δ
฻Β͠ͷఏҊ

ະདྷ΁ͭͳ͕Δ
฻Β͠ͷఏҊ

ະདྷ΁ͭͳ͕Δ
฻Β͠ͷఏҊ

※1 タイガースアカデϛーɿ2018年度に設立した、子どもを対৅に野ٿやダンスを指ಋするスクール事業
※2 宝塚コドモアテネɿ小学4年生ʙ中学2年生（ຖ年40名）を対৅に、宝塚Իָ学ߍの教員が੠ָ・バレエ・日本෣གྷを指ಋするスクール
※3 タカラρカ・スカイ・ステージɿCS์ૹ・έーブルテレビを通じて、公ԋ෣୆ө像や出ԋ者が登場するオリジナル൪組等を視ௌできるサービス

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

・෣୆ܳज़と৮れ合える機会を若年層に提供し、豊かな感性や想像力等を育むなど、文化教育に貢献するため
・宝塚Իָ学ߍのັ力を発信することで、多くの子どもたちに夢を提供し、また、入学後の充実したカリキュラムにより、
   夢を׎える支ԉを行うとともに、人材育成に貢献するため

・෯޿い地域の方々や劇場に଍を運べない方々にも、進化するデジタルٕज़の活用等を通じて、
   より身ۙに宝塚歌劇に਌しんでいただくことで、෣୆ܳज़に৮れる機会を創出していくため
・全国各地に宝塚Իָ学ߍのັ力を発信し、子どもたちに෣୆に立つ夢を伝え、夢やر๬のある社会づくりに貢献するため

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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৘ใɾ௨৴ٕज़ͷ׆༻Λ௨ͯ͡ɺ社ձͷൃలʹݙߩ
৘ 報 ・通 ৴ ࣄ 業

ʢ஫ʣ�����年౓ͷ௨ۀظ੷༧૝ʹ͍ͭͯ͸ɺ����年�݄�1೔ൃදͷ情報ʹ͍͍ͯͮج·͢ɻ

当事業を取りרく環境

情報サービス事業は、"*や*oTをはじめとする新たなٕज़
の進展に伴い、社会環境の変化に対応したෳ合的かつ高度
なサービスの提供がٻめられており、情報サービスの市場は
今後も成長が見ࠐまれています。また、企業や自治体のDX・
লエネ・安全などに関連する投資がより一層高まることが想
定されます。交通分野における鉄道の安全・安心に対する関
心の高まりに応じたニーζなど、さらなる成長に向けて、今後
も社会の変化によって生じる新たなニーζを捉えて需要につ
なげていくことが重要です。

์ૹ・通信事業は、インターネットサービスを中心に引き

ٕज़ֵ新とと΋に֤ࣄ業のࢢ৔は֦େجௐ

続き堅ௐな推Ҡが見ࠐまれるとともに、今後も૿加が༧想さ
れる通信需要に対応するため、通信ٕज़の進าやデータセン
ターのニーζの૿加を事業機会と捉えています。

あんしん・教育事業は、見कりサービスにより子どもの安
全を確認したいという保護者のニーζの高まりや、小学ߍで
のプログラϛング教育必म化、STE".教育※の推進などによ
り今後も市場のさらなる拡大が見ࠐまれます。

※ STE". 教育ɿ
「SDJFODFɿ科学」、「TFDIOoMoHZɿٕज़」、「EOHJOFFSJOHɿ޻学」、「"SUɿ教ཆ・ܳज़」、
「.BUIFNBUJDTɿ数学」の頭文ࣈをとった言༿で、これらの各教科での学習を実社会
での՝題ղܾに生かしていくための教科ԣ断的な教育

情報サービス事業1.

2.

3.

์ૹ・通信事業

あんしん・教育事業

長期経営構想にͮجく৘報・通৴ࣄ業の戦略

ɾ社会ͷมԽʹΑΔ৽ͨͳχーζΛత֬ʹଊ͑ɺ%9ʹΑΓ社会త՝୊Λղܾ͢Δ͜ͱͰɺۀࣄʹؔΘΔ
��ʮ͢΂ͯͷͻͱΛসإʹ͠·͢ʯΛ࣮͢ݱΔɻ

ɾ์ૹɾ௨৴ωοτϫーΫͷ͞ΒͳΔ֦ॆʹΑΓɺ஍Ҭͷ情報ΠϯϑϥΛ͑ࢧɺχーζʹԠ͖ͨ͡Ί͔ࡉͳ௨৴αーϏεΛ
���௕҆ظఆతʹఏ͢ڙΔͱͱ΋ʹɺ஍ҬϝσΟΞͱͯ͠ ஍Ҭͷੑ׆Խ΍ϒϥϯυՁ஋دʹ্޲༩͢Δɻ

ɾ๛෋ͳ࣮੷Λ༗͢Δ҆৺ɾ҆શιϦϡーγϣϯͷ։ൃɾల։΍ɺϩϘοτプϩグϥϛϯグΛ௨ͯ͡ഓͬͨ
���࣭ͷڭ͍ߴҭͷఏڙʹΑΓɺ஍Ҭ社会΁ͷݙߩΛՌͨͯ͠ ͍͘ɻ

営業利益（右軸）営業収益（左軸）

2024
実績

（年度）

200

150

100

50

0

（億円） （億円）
800

600

400

200

0

646

61

2025
（予想）

701

69

739

78

2021
実績

2022
実績

2023
実績

592 604

59 59
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長期経営構想に基づく情報・通信事業の取組

情報サービス事業では、Ｅコマースや8FC制࡞などのイン
ターネットビジネスに加え、当社グループの一員として長年培っ
てきた鉄道やスマートビルなどの社会インフラに関するシス
テム開発を෯޿く行い、社会に安心と快適をおಧけするとと
もに、先進的なデジタルٕज़を活用することでお客様のDX
をさらに推進しています。2024年9月にはグラングリーン大
阪の๺ؗにおいて、携ଳ電話事業者向け 4(�5(インフラシΣ
アリングサービスの提供を開࢝しました。これによりݐ物内
におけるলスϖース化、ল電力化に貢献するとともに、԰内の
通信環境の効཰的な整備を実現しています。

このように、鉄道事業で培った電気・通信ٕज़のノウハウ
を基൫に、*Tの活用を通じたソリューションを提供できる強
みを活かすとともに、先進的なٕज़やノウハウ、人材といった
経営資源に加え、市場の成長力を取りࠐみ、事業ྖ域を拡大
させるため、.�"に戦略的に取り組んでいきます。これにより、

あんしん・教育事業では、子ども向けロϘットプログラϛン
グ教室「プログラϘ」において、一人でも多くの子どもたちの

「夢を実現するチカラ」を育めるよう良質なプログラϛング教
育を実施しています。その結果、2025年にはオリコンސ客ຬ
଍度ௐ査の「子どもプログラϛング教室」部門で2年連続総合
ୈ1Ґを受৆するなど、外部からも高い評価を得ています。今
後も教育プログラムをより一層向上させ、次ੈ代を担う子ど
もたちにより質の高い教育を提供します。

Ճ଎する%9ध要の取ࠐΈや.�"により
さらなるརӹの৳長を実現

࣍ੈ代を୲うࢠど΋たͪに対する࣭のߴい教ҭの提ڙ

重要テーマ アクションプラン 非財務,P* 目標値 2024年度実੷範ғ

情報・通信事業の非財務,P*

京阪神地域及ͼ首都圏におい
て、防ࡂに関するڠ定を締結す
る自治体の֫得に向けた取組の
強化

あんしん事業の主࣠である「登
Լߍϛマモルメ※2」において、ڝ
合とのࠩผ化をਤる上Ґサービ
スである(PSサービスの拡大

情 報セキュリティに関する外
部認証（プライバシーマーク、
*S.S※4）の取得

地域#8"事業の用్の一つと
して、機会を捉えた「まちなかϛ
マモルメ※3」サービスの拡大

・地域の通信インフラ事業者として、֐ࡂ発生時に迅速かつ適切に対応し、地域の安全・安心に貢献するため
・地域#8"※1事業の拡大に向けて、自治体のニーζ（防ࡂ・減ࡂ、防൜など）への対応を強化するため

・安全・安心への関心の高まりに応えることで、沿線価値向上に寄与するため
・グループのແ線・有線の通信ネットϫーク、外部回線及ͼ施޻のノウハウ等を活用し、サービスの拡大をਤるため

・情報・通信事業者として、ݸ人情報及ͼ電子情報の取ѻいにສ全を期し、お客様からの信頼を強化するため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

防ڠࡂ定締結自治体数

(PSサービス及ͼ「ま
ちなかϛマモルメ」等
の見कりサービスの提
供自治体数

情報セキュリティに関
する外部認証（プライ
バシーマーク、*S.S）
の取得状況

ʕ
（実੷をモニタリング）

ʕ
（実੷をモニタリング）

ʕ
（実੷をモニタリング）

ベイ・コϛュニέーションζ
#"N-#"Nネットϫークス
阪神έーブルエンジニアリング
アイテック阪急阪神

ϛマモルメ

アイテック阪急阪神、Ϣ
ϛルリンク、アールϫー
クス、日本プロテック、ベ
イ・コϛュニέーション
ζ、ඣ࿏έーブルテレビ、
#"N-#"Nネットϫーク
ス、阪神έーブルエンジ
ニアリング、ϛマモルメ

ベイ・コϛュニέーションζɿ
4自治体

#"N-#"Nネットϫークス�
4自治体

阪神έーブルエンジニアリングɿ
17自治体

アイテック阪急阪神ɿ7自治体

(PSサービスの提供ɿ
45自治体

まちなかϛマモルメの提供ɿ
7自治体

アイテック阪急阪神、Ϣϛルリン
ク、アールϫークス、日本プロテッ
クはプライバシーマーク・*S.Sと
も、ベイ・コϛュニέーションζ、
ඣ࿏έーブルテレビ、#"N-#"N
ネットϫークス、阪神έーブルエ
ンジニアリング、ϛマモルメはプラ
イバシーマークのみ

҆શɾ̓ ৺ͷ
௥ٻ

Ψόφϯεͷ
充࣮

※1 地域#8"ɿ޿ଳ域Ҡ動ແ線アクセスのシステム
※2 登Լߍϛマモルメɿߍ門に設置したセンサーとランドセルに入れた*Cタグが連動して、子どもたちの登Լߍの状況をアプリや携ଳ電話へお知らせするサービス
※3 まちなかϛマモルメɿ発信機（ビーコンタグ）を持った家଒が、学ߍや交ࠩ点など、まちなかに設置されたビーコン受信機付ۙを通過すると、アプリຢはメール通知でお知らせするサービス
※4 *S.Sɿ情報セキュリティマネジメントシステム

๛͔ͳ
·ͪͮ͘Γ

情報サービス事業の非連続な成長を実現するとともに、社会
の変化によって生まれる新たなニーζに応え、社会的՝題の
ղܾに貢献していきます。

これらに加え、์ ૹ・通信事業やあんしん・教育のن໛拡
大等により、今後も情報・通信事業の営業རӹは着実に৳長
すると見ࠐんでいます。

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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Ͱ非೔常ͷָ͠ΈΛಧ͚Δߦ෇ՃՁ஋ཱྀߴ
ཱྀ ߦ ࣄ 業

当事業を取りרく環境

長期経営構想に基づくཱྀ行事業の取組

ཱྀ行市場においては、๚日外国人の加速的な૿加により、
観ޫ産業や地域経済の活性化が進みました。一方、日本人の
ཱྀ行動向については、国内ཱྀ行は֓ね堅ௐだったものの、物
価上ঢに伴うফඅ者のઅ໿ࢤ向、ԁ安、೩༉の高止まりなど
から、当社の2024年度の海外ཱྀ行の売上高は、コロナՒ前
の7割程度の回෮となりました。

こうした状況の中で、阪急交通社では、スピードを重視した
商඼企画とൢ売を通じて市場の変化に対応し、ސ客のニーζ
に応じた商඼の開発・提供を進め、新ސن客を֫得するだけ
でなく、ސ客との関܎性を深化させることで市場の拡大に取

業の強化ࣄध要のଟ༷化とιリϡーションߦཱྀ
り組みました。また、企画性の高いप༡ܕ商඼のൢ売を国内
外で強化するとともに、国内ཱྀ行を中心に高付加価値商඼の
開発・ൢ売に஫力することで、事業基൫の強化に取り組んで
います。

また、コロナՒにおける自治体からの支ԉ業務の受஫をܖ
機としたつながりを活かして、新たな՝題やニーζに応えるソ
リューション事業の事業機会を捉え、行政や自治体との連携
強化をਤっています。

1.

2.

長期経営構想にͮجくཱྀࣄߦ業の戦略

ཱྀ行事業では、国内ཱྀ行・海外ཱྀ行をこの先も中核事業と
Ґ置付け、添৐員付きグループツアーにおいて「市場でのѹ
౗的 No�1」の地Ґを確立するとともに、中長期的な視点で、
ཱྀ行モデルの多様化に積極的に取り組むこととしています。
これに向けては、࢛ んだ付ࠐりやイベントを組みࡇ々のંق

中֩ࣄ業であるࠃ಺ཱྀߦ・ւ外ཱྀߦの強化

ʢ஫ʣ����年౓ͷ௨ۀظ੷༧૝ʹ͍ͭͯ͸ɺ����年�݄�1೔ൃදͷ情報ʹ͍͍ͯͮج·͢ɻ

૪力強化ڝ企画ཱྀ行のܕूื

経営基൫の強化

ɾࠃ಺ɾւ֎グループπΞーͷ͞ΒͳΔڧԽʗಛԽܕʢςーϚܕʣͷ঎඼ڧԽʗഔମͷ֦େʢσδλル෼໺ͷ׆༻ʣʗ
Խڧ٬઀఺ͷސ���

ɾΠϯό΢ϯυध要ΛऔΓࠐΉ๚೔ཱྀߦͷڧԽʗιϦϡーγϣϯۀࣄͷڧԽ

加価値の高い商඼の開発を進めるほか、日本各地の०の৯
材を活用したグルメツアーやオールインクルーシブのリκー
トホテルに॓ധするツアーなど、ফඅ者の需要をש起する商
඼の開発に౒めています。また、海外ཱྀ行では、需要回෮が
進むアジアや、ԁ安の影響がൺֱ的ܰඍなトルコ・エジプト
のൢ売を強化したほか、प༡ཱྀܕ行の需要が高いԤभや๺
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ཱྀ行事業では、経営基൫の強化に向けて、ポストシニアな
ど新たなސ客層の֫得に౒めるほか、ސ客ニーζに応じた商
඼の提供によってސ客との関܎性を深化させることで、市場
の拡大に取り組みます。また、長期経営構想の事業戦略にお
ける取組の方向性の一つ「ビジネスソリューションへの஫力」
のとおり、コロナՒで構築した各自治体とのつながりを活かし、
各自治体との֐ࡂ時における連携ڠ定を結Ϳなど、自治体が

中長期的な成長に向けた経営ج൫の強化

重要テーマ アクションプラン 非財務,P* 目標値 2024年度実੷範ғ

ཱྀ行事業の非財務,P*

重大事ނ対応マニュアルや各छマニュア
ルの整備（気候変動に伴う自વ֐ࡂのܹ
ਙ化も考ྀし、֐ࡂ発生時の対応をࡌه
した#CPも必要に応じて改గ）

従業員と取引先に対する安全運行のܒ໤

安全運行に関する情報の発信

ツアー参加者へのアンέートの実施

お客様相談室・カスタマーセンターの体
制の充実

従業員によるツアーモニターや新コースの
ॳ回࠵行時のチΣックによる඼質の改善

海外安全運行会議の現地での実施

コールセンターやウΣブ等の受付૭ޱに
おける対応の改善

取引先の評価

自治体と連携した地域ৼڵにつながるཱྀ
行の企画

（国内長期଺在のཱྀ、インフラ見学ツアー、
地域密着ܕで現地ू合・ղࢄのツアー等）

「阪急たͼコト塾※」における地域ৼڵ・
文化ৼڵに関するセϛナーの開࠵

一般社団法人地域未来企画による地域
ৼڵ支ԉ

ツアー運行中における事ނや自વ֐ࡂ発生時に、迅速かつ適切に対応することにより、お客様の信頼を得て、
当社グループのブランド価値向上をਤるため

自治体・当方の྆者にとって有ӹな連携を強化し、ཱྀ行の重要な要ૉである地域や文化のັ力を積極的に発信することで、
地域活性化に寄与するため

「ཱྀ行」という形のない商඼に関して、お客様の੠にਅ伨に向き合い、多様化するニーζに応えることで、
客ຬ଍度を向上させ、商඼価値のさらなる向上をਤるためސ

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

重大事ނ報告݅数

連携自治体等の数

アンέートのຬ଍度

θロの継続

年間300団体
（2030年度）

客ຬ଍度ސ・
  （2030年度）
   海外�添৐員あり� 90�
   海外�添৐員なし�90�
   国内�॓ധ�85�
   国内�日ؼり�85�

阪急交通社

阪急交通社

阪急交通社

0݅

380団体

客ຬ଍度ސ・
  海外�添৐員ありɿ92ˋ
  海外�添৐員なしɿ85ˋ
  国内�॓ധɿ84ˋ
  国内�日ؼりɿ83ˋ

҆શɾ̓ ৺ͷ
௥ٻ

※ 阪急たͼコト塾ɿཱྀに役立つノウハウやཱྀをָしむための情報を発信するため、阪急交通社が東京・大阪をはじめ全国で主࠵する࠲学・体験࠲ߨ

Ψόφϯεͷ
充࣮

ະདྷ΁ͭͳ͕Δ
฻Β͠ͷఏҊ

ถについてもืू告知を継続的に行うなど、ັ 力的な商඼の
企画に取り組んでいます。

2025年度においては、大阪・関西ສതを組みࠐんだ全国
発ཱྀ行商඼によって、日本在ॅ者のみならず、๚日外国人に
向けても、大阪・関西ສതに加えて日本各地の歴史や文化、
各地のڷ土ྉ理をָしんでいただけるツアーのൢ売に஫力し
ています。

持つ՝題のղܾを事業につなげるソリューション事業を着実
に進めています。そのほか、大阪・関西ສതの見学ツアーなど、
高まる๚日ཱྀ行（インバウンド）需要の積極的な取ࠐみをਤっ
ています。

加えて、DX化を推進し、デジタルٕज़を活用することで業
務体制の効཰化とސ客データ分ੳによるืू効཰の向上を
ਤり、ڝ૪力をさらに強化していきます。

こうした取組を通じて、生産性の向上をਤりながら新たな
価値を創଄し、長期にわたる安定的な経営基൫の構築をਤり
ます。

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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ਂԽͱ成長Ͱɺબ͹ΕΔ-PHJTUJDT 1BSUOFS΁
ࠃ 際 ༌ ૹ ࣄ 業

当事業を取りרく環境

長期経営構想に基づく国際༌ૹ事業の取組

アメリカの通商政策の不確実性や地政学リスク等により、
グローバルでのサプライチΣーンの動向は見通しの೉しい状
況が続いています。

このような状況のもと、阪急阪神ホールディングスの長期
経営構想の実現に向けて国際༌ૹ事業は「お客様のサプライ

お٬༷のグローバルでのサプライνΣーンマネジメント（4C.）の課題をղܾ

チΣーンマネジメント全体の՝題ղܾにより、グローバルに
高඼質な価値を提供するロジスティクスパートナーへ成長す
る」を目指すべき姿にܝげ、ੈ ք中に޿がる阪急阪神エクス
プレスのグローバルネットϫークを活かして、強化する産業と
。んでいきますࠐ点での成長を自社の成長に取りڌ

1.

2.

長期経営構想にͮجくࠃ際༌ૹࣄ業の戦略

これまで෯޿いお客様にご支持いただくことに஫力してい
ましたが、その中でも特にू中すべきྖ域について、お客様
のSC. 全体に物ྲྀサービスを提供できるように、ة険඼や
保ྫྷ඼、非ॅډ者在ݿ等、取ѻいの೉しい商材へのノウハウ
をଞ社とのࠩผ化のツールとして高め、これをಥഁޱとして
事業ن໛を拡大させます。଍ݩで進めているグループ全社で
のシステム統合は、お客様への迅速な情報提供や、஫力する
ビジネスの明確化等に効力を発揮すると期待しており、併せ
て業務フローの統一による࿑働生産性の向上も進めます。

フォϫーディング業քでは、コロナՒにおいてSC.のࠞཚ
に対ॲするため高ऩӹであった一方、その間のお客様の在ݿ
の積み上げにより、଍ݩでは厳しいڝ૪環境が続いています。
そのような中、速やかに業੷を回෮させるため、改めて当社
グループの主要なお客様で相応のن໛が見ࠐまれる自動ं
産業や機ց・ݐ機のSC.全体でのシΣア拡大に஫力します。
併せて、今後も成長が期待される൒ಋ体や次ੈ代モビリティ
への取組も加速します。

、効果を拡充するためࡌ点については貨物のू໿によるࠞڌ
現在でも相応の取ѻのあるアメリカ、シンガポール、タイでの
シΣア拡大をਤるとともに、成長地域として、アフリカ・インド・
中東、メキシコでのSC.全体での深化を進めます。そのため
には、現地でのロジ૔ݿの充実も重要であるため、不動産事
業とも連携して拡充に取り組みます。

「ロジʷϑΥϫーσィング」の૬৐効果による٬ސの
4C.શ体でのシΣΞ֦େ

を࣠としたબ୒とू中「点ڌ」と「業࢈」

ʢ஫ʣ����年౓ͷ௨ۀظ੷༧૝ʹ͍ͭͯ͸ɺ����年�݄�1೔ൃදͷ情報ʹ͍͍ͯͮج·͢ɻ

「ロジスティクス（ロジ）̫ フォϫーディング」の相৐効果によるސ客のSC.全体でのシΣア拡大

「産業」̫「ڌ点」を࣠にした選୒とू中
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業がల։するグローバルネットϫークࣄ際༌ૹࠃ

重要テーマ アクションプラン 非財務,P* 目標値 2024年度実੷範ғ

国際༌ૹ事業の非財務,P*

#CPの整備

通関඼質の向上

エッセンシャル産業として、֐ࡂ発生時にも物ྲྀを止めない体制を構築することで、事業への信頼を高め、
社会に貢献するため

通関業者としてਫ際対策に౒め、安心・安全な社会の維持に貢献するため

機会とリスクを
踏まえた設定理由

機会とリスクを
踏まえた設定理由

#CPの整備཰

通関ޡṩ཰

100�

0�1�程度の維持

阪急阪神エクスプレス
阪急阪神ロジパートナーζ

阪急阪神エクスプレス

྆社とも整備済み

0�05�

҆શɾ̓ ৺ͷ
௥ٻ

҆શɾ̓ ৺ͷ
௥ٻ

Dalian
Shenyang
Tianjin
Tangshan
Qingdao
Wuxi

Suzhou
Ningbo
Hangzhou
Wuhan
Chongqing
Chengdu

Shenzhen
Xiamen
Fuzhou
Zhongshan
Beijing
Guanzhou

தࠃΤϦΞのࢧళʗࣄ຿所

Queretaro

Beijing

Seoul

Shanghai
Taipei

Hong Kong

Guangzhou

Bangkok

Yangon

Hanoi

SingaporeKuala Lumpur

Jakarta

Delhi
Chicago

Mexico City

Amsterdam

FrankfurtLondon

Rotterdam

Hamburg

General Santos

Sydney
Melbourne

Brisbane

Perth

DavaoTanjung Priok
Bekasi

Sricity

Manesar

● 現஍法ਓ
● ຿所ࣄళʗࢧ
● ற在員ࣄ຿所

Dusseldorf

Brussels

Paris

Milan

Prague
Munich

Kaohsiung

Incheon
Bucheon

Manila

Laguna
Clark
Cavite

Cebu

Hai Phong

Danang
Chiang Mai
Dhaka

Neemrana Bawal

Mumbai

Ahmadabad
Dubai

Nairobi
Mombasa

Bangalore
Coimbatore

Pune

Chennai

Penang

Port Klang

Kuantan
Johor Bahru

ButterWorth

Johannesburg
Durban

Cape Town

Taichung

Binh Duong
Ho Chi Minh
Phnom Penh

Laem Chabang

Seattle

Bajio

San Francisco
Los Angeles

New York
Boston

New Jersey

Atlanta

Sao Paulo

Toronto
Detroit

Cincinnati

Dallas
MiamiMcAllen

Monterrey
San Luis Potosi

��಺�7ʗւ外1ࠃ
（2025年�月1日現在）

● ロジスティクス事業の強化
　ෆಈۀࣄ࢈のւ外ਐ出の଍ֻ͔りとして、2016年にΠϯυωγΞ૔ݿを、2017年にγϯΨϙー
ル૔ݿをそれぞれ։ઃし、当ۀࣄはΞϯΧーςφϯτとしてۀࣄのڧԽに౒めて͖ましͨ。まͨ、
201�年の੒ాࡍࠃϩδεςΟΫεηϯλー、202�年のࡍࠃؒ࠲ϩδεςΟΫεηϯλー౳、͓ ٬༷
のχーζを取りࠐΉ෺ྲྀࢪઃをࠃ಺外で֦充して͖ましͨ。ޙࠓも、஫力するڌ఺をத৺にϩδε
ςΟΫεۀࣄのڧԽに౒めてい͖ます。

　2025年6月 に Φ ーετ ϥϦ Ξ の*/5&3/"5*0/"- $"3(0 &913&44 15: 
-5%�のશࣜגを取ಘし子会社としましͨ。201�年に取ಘしͨೆΞϑϦΧ・έχΞの
*/53"41&&%と߹Θせ、当社グループではੈքの主ཁな஍Ҭ΁のグϩーόルωοτ
ϫーΫのߏஙがྃ׬し、ੈ քを໘としてଊ͑ͨ෺ྲྀαーϏεを͓٬༷に提ڙで͖るΑ
͏になりましͨ。ޙࠓは、ڌ఺΍ػ能をਂԽ͞せる取૊をਐめてい͖ます。

● アフリカ・インド・中東での事業強化
　*/53"41&&%ೆΞϑϦΧ・έχΞの子会社Խ以߱のۀࣄ
੒௕にΑり、当社のΞϑϦΧϏδωεはଟ͘の͓٬༷の͝ࢧ
࣋をいͨͩいています。੒௕༨力を有するΠϯυ、த東のத
、࿈๜の現஍法ਓとซせてࠃ఺であるΞϥϒट௕ڌ๵қܧ
当社のۀࣄ੒௕のڧΈとで͖るΑ͏ҭ੒してい͖ます。

● オーストラリア連邦のフォワーダー買収

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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Con t e n t s

価 値 ૑ ଄ を ࢧ え る 経 営 ج ൫

C
ha

pt
er

E

S

G

65

105

࣋ଓՄ能ͳ社ձʹڥ؀͚ͨ޲෼໺ͷ取૊ͷਪਐ

ɾਓతࢿ本ʙ一ਓͻͱΓͷ׆༂ʙ
ɾグループͷ社ձ׆ݙߩಈʮࡕٸࡕਆ ະདྷͷΏΊɾ·ͪプϩδΣΫτʯ
ɾʮϏδωεͱਓݖʯʹ ؔ͢Δ取૊

ɾΨόφϯεͷ充࣮ʹ͚ͯ޲
ɾ役員一ཡ
ɾ社外取締役ϝοηーδ

ɾ5C'%ఏͮ͘جʹݴ৘ใ։ࣔ

ɾ5/'%ఏͮ͘جʹݴ৘ใ։ࣔ

ɾ୤୸ૉ

ɾݯࢿ॥؀

ɾੜ෺ଟ༷ੑ

67

82

91

  ɹڥ؀

  ɹ社ձ

  ɹΨόφϯε

αεςφϒルܦӦͷਪਐ

社外͔ΒͷධՁɾΠχγΞνϒ΁ͷࢀը
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K e y  p o i n t s

6つの重要テーマ(マテリアリティ)に基づく、グループ一体となったサステナブル経営の推進

「長期経営構想」における環境分野の取組の方向性を明示し、新たにKPI を設定。
事業活動を通じた社会課題の解決に取り組んでいます。

当社グループの成長の源泉であり、「長期経営構想」の実現に欠かせない従業員の活躍。
3つの人材戦略のもと、人的資本の確保・充実に向けた幅広い施策を展開しています。

経営の透明性・健全性を一層高めることや、法令等の遵守、適時適切な情報開示等を通じて、コーポレートガバナンスの強化・充実を図っています。
今回、社外取締役6名全員のメッセージを掲載しました。

●

●

●
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サステナビリティએ言

　当社グループは、持続的な成長を目指していくためのベースとして2020年に策定した「サステナビリティએ言」に基づき、ES(に
関する取組をさらに加速させるとともに、事業を通じて社会՝題のղܾに౒め、持続的な企業価値の向上、ひいては持続可能な
社会の実現を目指します。

※SD(Tのアイコンは重要テーマに関連が強いものを先頭にࡌܝ

IUUQT���XXX�IBOLZV�IBOTIJO�DP�KQ�TVTUBJOBCJMJUZ�NBUFSJBMJUZ��UIFNF

サステナブル経営の推進

　私たちは、100年以上積み重ねてきた「まちづくり」・「ひとづくり」を未来へつな͗、地ٿ環境をはじめとする社
会՝題のղܾに主体的に関わりながら、すべての人々が豊かさとتͼを実感でき、次ੈ代が夢を持って成長でき
る社会の実現に貢献します。

฻らしをࢧえる「҆৺・շద」、฻らしを࠼る「ເ・感ಈ」を、未来へồ
ج
ຊ
ํ
਑
ồ

重要テーマ	マテリΞリティ
と取組ํ਑ 4%(T 
ؔ࿈するྖҬ˞ ۩体的な取組のํ向ੑ

鉄道をはじめ、安全で֐ࡂに強い
インフラの構築を目指すとともに、
୭もが安心してར用できる施設・
サービスを日々௥ٻしていきます。

鉄道や営業施設における事ނの๾໓と安全性の更なる向上

防ࡂ・減ࡂに向けた取組の推進と֐ࡂ発生時の迅速かつ適切な対応

さま͟まな人々のニーζに配ྀした、安心で快適な施設・サービスの充実

①

②

③

①

②

③

④

⑤

⑥

①

②

③

④

⑤

⑥

①

②

③

④

⑤

①

②

③

④

⑤

①

②

③

④

人の交ྲྀを生み出す商業・ビジネスエリアの整備・拡大

女性が働きやすく、子育てしやすい沿線環境の整備

高ྸ者の健康ण命の૿進に向けた施策の推進

๚日外国人・在ॅ外国人のニーζに対応したサービスの提供

大学や研究機関・ベンチャー企業・地域コϛュニティ等とのڠ業・連携強化

自વとௐ和するライフスタイルを実現する商඼・サービスの提案

地域の活性化や文化ৼڵにつながる商඼・サービスの提案

多様な価値観に応え、快適さや感動を生む商඼・サービスの提案

次代を担う若年層のための商඼・サービスの提案

スポーツやエンタテインメントを通じた文化の創଄とී及

*CTイノベーションを活かした既存サービスの改善と新نビジネスの創出

働きがいの向上およͼ࿑働環境の整備

健康経営の推進

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

人ݖのଚ重およͼハラスメントの防止

次ੈ代を育成する機会の提供

CO2などԹ室効果ガスのഉ出ྔの࡟減

エネルギー効཰の改善	লエネの推進


生可能エネルギー࠶ 	ଠཅޫ発電など
の活用

環境配ྀݐܕ物	グリーンビルディング
の拡大

ഇغ物発生の཈止およͼリサイクルの推進

企業統治の実効性・透明性の向上

コンプライアンスŋ෗ഊ防止のపఈ

気候変動リスクを含めたリスクマネジメントの強化

各ステークホルダーの意見を踏まえた事業਱行

「重要テーマ（マテリΞリティ）のಛఆプロセス」
グローバル共通の社会՝題（SD(T・S"S#等）と当社グループが特に対ॲすべき社会՝題を基に、事業部門・外部有識者等へώアリングの上、取締役会でܾ議しました。

良質なॅ環境の整備（༏良なॅ୐の供څ、྘地や公共スϖースの整備、
文化・教育施設などの充実）

未来ࢤ向のライフスタイルを提案
し、日々の฻らしに快適さと感動
を創出します。

すべてのステークホルダーの期待
に応え、੣実で公正なガバナンス
をపఈします。

自વや文化と共に、人々がいきい
きとूい・働き・ॅみ続けたくな
るまちづくりを進めます。

୤୸ૉ社会や॥環ܕ社会に資する
環境保全活動を推進します。

多様なݸ性や能力を最大限に発揮
できる企業風土をৢ成するととも
に、޿く社会の次ੈ代の育成にも
取り組みます。

҆શ・̓ ৺の௥ٻ

未来へつながる
฻らしの提案

ガバナンスの充実

๛かなまͪͮくり

環境อશの推進

一人ͻとりの׆༂
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※人事総務室の担当執行役員は、リスクマネジメント推進室の担当執行役員も
　兼任しています。

重要テーマに関する取組の進捗
状況の確認

˔

˔ 当社グループのES(情報の開示
に対する評価分ੳ

˔ サステナビリティに関する社会動
向の分ੳ

˔ 上هを踏まえ、方針の策定と計画
の確認

次年度以降の計画や非財務,P*の達成に
向けた՝題を確認

・

阪急阪神ホールディングス グループCEO

付議・報告 	重要なもの


監督

方針提示 実施・報告

付議・報告（重要なもの）

グループ経営企画室 サステナビリティ推進部（主管）・
経営計画部・コーポレートコϛュニέーション推進部、人事総務室

ܦ
Ӧ
ܭ
ը
ʹ
৫
Γ
ࠐ
Έ
෇
ٞ

阪急阪神ホールディングス 代表取締役、
グループ経営企画室担当執行役員、
人事総務室担当執行役員、委員長が指名する者

委員長	議長
・

・ہ務ࣄ

・ 2月の委員会の後、3月のグループ経営会議
における審議を経て、取締役会で計画ܾ定

9月の委員会の審議・ܾ定事߲を踏まえ、
各コア事業の実行計画への൓өやアクション
プラン・非財務,P*の見直しを検౼

3月にܾ定した計画・アクション
プランに基づき、非財務,P*の達
成に向けた۩体的な取組を実施

非財務,P*の前年度の実੷を確
認、グループ全体の経営計画に
൓өすべき事߲を審議・ܾ定

サステナブル経営の推進体制

当社グループでは、2020年度からサステナビリティ推進委員会
	委員の構成等はӈਤのとおり
を、年2回	原ଇとして9月・2月
開
しています。同委員会では、サステナビリティに関する外部環境࠵
	行政・投資家・ଞ社の動向等
やES(評価機関の評価状況等を踏
まえ、当社グループのサステナブル経営の重要テーマに関する方針
を策定したり、取組の進捗状況について確認したりするほか、経営
計画に൓өすべき事߲等について審議・ܾ 定しています。

また、同委員会における審議内容は、グループ経営会議に付議さ
れるとともに、取締役会に報告してその監督を受けています。このよ
うに、グループ全体のマネジメント体制に組みࠐんで、サステナブル
経営を推し進めています。

　サステナビリティ推進委員会を中心に、事務局（主管）であるサステナビリティ推進部が経営企画部門・人事総務部門や各事業部門と
連携しながら、サステナブル経営のPDC"サイクルを回しています。

　6つの重要テーマ（マテリアリティ）を実現するために、グループ共通のほか、各コア事業でも非財務,P*を設定し、改善の取組を進
めています。

˙サステナブル経営の1%C"サイクル

˙サステナϏリティ推進体制ਤ

˙ඇ財務,1*のઃఆ

グループڞ通のओなඇ財務,1*

֤ίΞࣄ業のඇ財務,1*

サステナϏリティ推進委員会
での報告・৹議߲ࣄ

サステナϏリティ
推進委員会

P

C

A D

委員会（�݄）P

グループ֤社A

グループ֤社D

委員会（�݄）C

※主要6社ɿ阪急電鉄・阪神電気鉄道・阪急阪神不動産・阪急交通社・阪急阪神エクスプレス・阪急阪神ホテルζ

重要テーマ 対応ϖージඇ財務,1* ໨ඪ値 ൣғ

ᶃ҆શ・̓ ৺の௥ٻ

ᶇ環境อશの推進

ᶆ一人ͻとりの׆༂

మಓۀࣄʹ͓͚Δ༗੹݅ނࣄ਺

ԹࣨޮՌΨεʢ()(ʣഉग़ྔͷݮ࡟཰
ʢ4DPQF̍ɾ̎ʣ

෺ഉग़غഇۀ࢈ ʢྔݐઃड஫ࣄ޻Λআ͘ɻʣ
ͷ連結ച্ߴൺ཰

һຬ଍౓ۀै

ঁੑ؅ཧ৬ൺ཰

ঁੑ৽࠾ن༻ऀൺ཰

ిྗͷ࠶Τωൺ཰

θロの継続

2035年度　2019年度ൺ˛60ˋ
2050年度　実質θロ

2030年度　2023年度ൺ˛10ˋ

10ˋ程度まで向上（2030年度）

30�以上を継続

2035年度　90ˋ以上 国内のみ

阪急電鉄・阪神電気鉄道・
๺大阪急行電鉄・能੎電鉄

当社及ͼ連結子会社

当社及ͼ連結子会社

継続的に前回ௐ査を上回る 当社及ͼ主要6社※で2年に一度実施

当社及ͼ主要6社

バリアフリー化཰、
লエネं྆のൺ཰など

౎ަࢢ通ࣄ業

P.46

ෆಈࣄ࢈業

大ܕビルの#CP対応཰、
環境認証取得཰、;E)化཰など

P.52

Τンタテインメントࣄ業

野ٿ教室数、
ಐ・学生観劇者数などࣇ

P.56

৘報・通৴ࣄ業

防ڠࡂ定締結自治体数、
情報セキュリティ認証状況など

P.58

業ࣄߦཱྀ

ツアー参加者ຬ଍度、
連携自治体数など

P.60

業ࣄ際༌ૹࠃ

#CPの整備཰、
通関ޡṩ཰（の改善）など

P.62

取締役会

サステナϏリティ推進委員会

グループ֤社

グループ経営会議

委員・

P.46

P.87

P.68

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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重要テーマ
（マテリΞリティ）

　長期経営構想において、ステークホルダーの関心が高い社会՝題である「地ٿ環境問題」について、୤୸ૉに向けた取組に加え、
ۙ年஫目されている生物多様性・自વ資本の保護や資源॥環についても取組の方向性を明示しました。こうした方向性のもと、事
業活動を通じた社会՝題のղܾに取り組んでいきます。

阪急阪神ホールディングスグループは、よりよい地ٿ・生活環境を次ੈ代に引き継͙ため、事業活動による環境ෛՙを継続
的に低減するとともに、良質な商඼・サービスを提供し、お客様に選ばれ続けることで、人々がサステナブルな行動を自વと
選୒できる社会の実現を目指します。

・ エネルギーを効཰的にར用するとともに、社会全体の୤୸ૉ化を推進し、カーϘンニュートラルに貢献します。
・ 地域のັ力向上につながる྘化、自વ保護及ͼ生物多様性の保全を推進します。
・ ল資源、ഇغ物࡟減及ͼリサイクルを促進するとともに、より質の高いリサイクルに౒めます。
・ お客様による環境貢献活動への参加機会の提供や、コϛュニティ形成の促進に貢献します。
・ ステークホルダーとのエンゲージメントを通じ、社会の環境ෛՙ低減に౒めます。
・ 事業の環境に対する影響及ͼ環境ෛՙ※を把握し、開示するとともに、重要な߲目については࡟減目標を設定のうえ、
　低減に౒めます。
・ 環境法ྩ及ͼ国内・国際社会の環境に対する要੥を正しく理ղし、それを९कします。
・ 従業員が、事業活動による環境ෛՙを理ղし、環境基本理念及ͼ環境基本方針に沿って行動するよう、意識向上に౒めます。
   ※エネルギー、ഇغ物、ਫ使用ྔ、大気Ԛછ・ਫ質Ԛછ、化学物質・有֐物質、૽ Ի・ৼ動等

ライフスタイルや価値観に合わせた環境配ྀ
の商඼・サービスを提供することで、社会ܕ
全体のԹ室効果ガスഉ出ྔを࡟減し、カーϘ
ンニュートラルに貢献する。

健康や心の豊かさ・地域の価値向上などウΣ
ルビーイングの充実につながる྘化・自વ保
護・生物多様性の保全を推進する。

ഇغ物の࡟減に加え、資源の有効活用・॥
環を目指すリサイクル（ਫฏリサイクル・アッ
プサイクルを含む。）を促進するとともに、よ
り質の高いリサイクルに౒めていく。

環 境
Environmental

࣋ଓՄೳな社会に向けた環境分໺の取組の推進

環境ج本理೦

環境ج本ํ਑

サプライνΣーンを௒えた
「社会શ体の୤୸ૉ化の推進」

྘化・自વอޢによる
「஍Ҭのັ力向上」

ഇغ෺のݮ࡟・リサイクルの促進を通じた
「環境ෛՙ௿ݮと෇Ճ価値向上のཱ྆」

長期経営構想における環境分野の取組

୤୸ૉ ੜ෺ଟ༷ੑ 資源॥環

ؔ࿈するྖҬ

શൠ

環境ෛՙの見える化による環境貢献行動の促進や、お客様参加ܕの環境貢献活動メニューの整備、
活動を通じたコϛュニティ形成を促進することで、共感・共創のྠを޿げていく。

環境׆ݙߩಈへの「ࢀՃػ会の提ڙとίϛϡニティܗ成の促進」

P.69 P.75 P.81

（2025年10月改定）
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ඇ財務,1* ໨ඪ値 ൣғ ����೥౓実੷

Թ室効果ガス（()(）ഉ出ྔ
（SDoQF１・̎ ）

2019年度ൺ60ˋ࡟減（2035年度）
実質θロ（2050年度）（2025年3月公表） 当社及ͼ連結子会社 2019年度ൺ

減࡟ˋ10�4

電力の࠶エネൺ཰ 90ˋ以上（2035年度） 国内のみ 22�3ˋ

サプライチΣーン上の()(ഉ出ྔ
（SDoQF̏） ౼減を検࡟出を継続し、取引先と共にࢉ 当社及ͼ連結子会社 4
164
386U-CO2

鉄道事業（阪急・阪神）の
()(ഉ出࡟減貢献ྔ※ モニタリングを実施 阪急電鉄

阪神電気鉄道 1
207
445U-CO2

沿線ॅຽへのアンέートを通じた、
自વの豊かさによる地域のັ力度 モニタリングを実施 ー ー

特定地域（大阪ക田・࿡ߕ山など）の২物छ数�
生物छ数 モニタリングを実施 ー ー

産業ഇغ物ഉ出 の（。事をআく޻設受஫ݐྔ）
連結売上高ൺ཰ 2023年度ൺ10ˋ࡟減（2030年度） 当社及ͼ連結子会社 2023年度ൺ

減࡟�5�9

ਫฏリサイクルやアップサイクル
（PETϘトル・ഇ༉等）のプロジΣクト数 着実な૿加及ͼプロジΣクトの質の向上 当社グループ 11݅

「未来のゆめ・まちプロジΣクト」等を通じた環境
貢献活動への参加者数�市ຽ団体ॿ成数	ྦྷ計
 モニタリングを実施 当社グループ Ԇべ604
298人�

48団体

環境分野の取組で実現したいこと（実現イメージ）

,P*と目標（グループ共通）

サプライνΣーンを
௒えた

「社会શ体の
୤୸ૉ化の推進」

୤୸ૉ

྘化・自વอޢによる
「஍Ҭのັ力向上」

ੜ෺ଟ༷ੑ

ഇغ෺のݮ࡟・
リサイクルの促進

を通じた
「環境ෛՙ௿ݮと

෇Ճ価値向上のཱ྆」

資源॥環

IUUQT���XXX�IBOLZV�IBOTIJO�DP�KQ�EPXOMPBE�TVTUBJOBCJMJUZ�NBUFSJBMJUZ�FOWJSPONFOU�MPOH�UFSN@GVUVSF@DPODFQU�QEG
長期経営構想における環境分野の取組方針 �

　各取組方針のありたい姿や各事業における取組など、長期経営構想における環境分野の取組方針については
ウΣブサイトでৄしくご঺介しています。

と΋に૑Ζう。੅ΈΘたる未来と、৺はͣむ฻らしを

・2030年度を目標年度とする指標は以Լのとおりです。
　当社及ͼ子会社の国内事業所におけるCO2ഉ出 （ྔSDoQF1・2）　目標ɿ2013年度ൺ46ˋ࡟減（2030年度）　2024年度実੷ɿ2013年度ൺ37�6ˋ࡟減

※鉄道事業（阪急・阪神）の()(ഉ出࡟減貢献ྔɿ࡟減貢献ྔとは、 ੡඼・サービスのී及を通じ、 企業が社会全体のCO2を含むԹ室効果ガスഉ出࡟減にどれだけ貢献した
かというl 貢献ྔ ”を定ྔ的に評価しようという考え方。 Թ室効果ガスഉ出཈制の考え方の一つ。阪急電鉄・阪神電気鉄道の2社の࿏線（計໿193LN）を対৅にࢉ出。ൺ
ֱ対৅は、対৅࿏線のお客様のҠ動ڑ཭のすべてにおいて、自家用ंのར用によるҠ動が行われたとԾ定した状況。鉄道୤୸ૉ官ຽ連携プラットフォームのར用促進・見
える化8(による「ཱྀ客の鉄道ར用に܎るCO2ഉ出ྔのࢉ定ガイドライン」（2024年̏月）に基づきࢉ定（自家用ंར用による༌ૹ人キロあたりの CO2ഉ出ྔは、国土交通ল
ウΣブサイト「運༌部門におけるೋࢎ化୸ૉഉ出ྔ」から引用）

©Hankyu Hanshin Holdings,Inc. All rights reserved.©Hankyu Hanshin Holdings,Inc. All rights reserved.

～長期経営構想における環境分野の取組方針について～

ともに創ろう。

澄みわたる未来と、心はずむ暮らしを

阪急阪神ホールディングス株式会社

2025年7月

୤
୸
ૉ

ੜ
෺
ଟ
༷
ੑ

ࢿ
ݯ
॥
؀

શ
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価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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脱炭素

Scope別の比率 Scope3の内訳

Scope3

Scope3
排出量

千

91.0%

4,164 t -CO2

Scope1
2.3%

Scope2 その他
6.6%

カテゴリー4
7.8%

カテゴリー2
10.4%

カテゴリー1
70.0%

11.7%

Scope別の比率 Scope3の内訳

Scope3

Scope3
排出量

千

91.0%

4,164 t -CO2

Scope1
2.3%

Scope2 その他
6.6%

カテゴリー4
7.8%

カテゴリー2
10.4%

カテゴリー1
70.0%

11.7%

まずはベースとなるグループのエネルギー使用量の削減に向けて、
財務の健全性と投資効率をみながら、省エネの着実な推進に取り
組む。

技術革新の動向や事業採算性を踏まえて、創エネ(再エネ発電設
備等の導入)の検討を進める。

①、②の取組だけで目標を達成することが難しい場合は、再エネ電
力(環境価値)の購入によりカバーリングすることで対応していく。

　2025年3月に策定した長期経営構想において、2050年カーボンニュートラルに向け、2050年度の温室効果ガス（Scope1・2）
排出量の目標を「実質ゼロ」と定めています。また、2035年度へ向けては、2019年度比60％削減を目標に掲げ、引き続き省エネ・
創エネの推進、再エネの活用に取り組んでいくほか、サプライチェーンを含めた取組による社会全体の脱炭素化を推進し、カーボ
ンニュートラルに貢献していきます。

サプライチェーンを超えた「社会全体の脱炭素化の推進」

カーボンニュートラルの実現に向けた基本的な取組方針

温室効果ガス（GHG）排出量のScope別の状況（2024年度）

①省エネの推進

②創エネの検討

③再エネの活用

Scope1 : 燃料の燃焼等、自らによる温室効果ガスの直接排出

Scope3 : 自らの活動に関連する自社以外での間接排出

Scope2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出

（千t-CO2）

カテゴリー 排出量該当する活動

自社が購入、取得した製品、
サービスに係る排出量

購入、取得した資本財の製造など
に係る排出量

他社による製品等の輸送に係る排
出量 （カテゴリー 1 に含まれるものを除く。）

2,915

435

326

1

2

4

Scope別の比率

Scope3の内訳

Scope3主要カテゴリー排出量

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

■都市交通　■不動産　　■エンタテインメント　■情報・通信
■旅行　　　■国際輸送　■その他

（t-CO2）

2019年度
（実績）

・・・ ・・・ ・・・2024年度
（実績）

2035年度
（目標）

2050年度
（目標）

2019年度比

△60％

実質ゼロ

457,142
409,515

182,857

当社グループの温室効果ガス（GHG）排出量
（Scope1・2）削減目標

▲

https://www.hankyu-hanshin.co.jp/docs/databook2025_j.pdf
各コア別の排出量など、より詳しいデータを「サステナビリティデータブック」にて公開しております。
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　当社グループでは、エネルギー使用において、鉄道の運行
に係るエネルギーが約40％を占めるため、鉄道の運行におけ
る省エネの取組を重要視しています。例えば、阪急電鉄・阪
神電気鉄道では、車両機器メーカーとの開発協議などを行い
ながら、省エネ性能の高い車両の導入や更新に注力しており、
最新の省エネ性能が最も高い車両において、モーターに全閉

　阪急バスでは、2021年10月から大阪大学学内連絡バスと
して2両のEVバスを導入しました。現在では千里営業所管
轄路線で2両、茨木営業所管轄路線で12両、猪名川営業所
所管で4両運行しています。阪神バスでも、2023年5月から
EVバス2両の運行を開始し、現在では合計6台運行していま
す。これは兵庫県内の乗合路線バスとしては初の事例となり
ます。阪急バス・阪神バスをはじめとしたグループ各社では、
従業員への教育をはじめ、アイドリングストップ装置のつい
た車両の導入やエコドライブコンテストの開催など、様々な
取組を通じて、エコドライブを推進しています。

鉄道・駅における省エネの取組

EVバスの導入・エコドライブの推進

省エネの着実な推進

式高効率主電動機を用いた高効率のVVVFインバータ制御装
置のほか、前照灯を含むすべての照明機器にLED照明を採
用し、従来型車両と比較して約60%の消費電力削減を実現し
ています。また、車体重量を軽くし、より少ない電力で運行
できるよう、従来の鋼製車両に比べて軽量化を図ったアルミ
車両やステンレス車両の導入を進めています。

VVVF
車化率

省エネ車両導入実績

阪急 61%

68%阪神

LED照明
導入率

軽量化車両
導入率

阪急 71%

68%阪神

阪急 69%

51%阪神

創エネ・再エネの活用

　また、阪急電鉄では、お客様と一緒に環境に配慮したま
ちづくりを目指し、駅舎への太陽光パネルの設置をお客様に
応援いただくプロジェクト「阪急ソラエル」を2025年6月から
開始しました。お客様に応援グッズをご購入いただき、その
売上を太陽光パネルの設置費用の一部に活用させていただ
く取組です。

　当社グループの各施設では、再エネの活用として、太陽光
発電設備の設置を進めています。

太陽光パネルの設置

阪神大石駅、阪神大物駅、阪神杭瀬駅、阪神尼崎センタープー
ル前駅、阪急摂津市駅、阪急西宮北口駅、阪急正雀車庫

HEPファイブ、阪急西宮ガーデンズ、大阪梅田ツインタワーズ・
サウス、Hankyu Hanshin Logistics Centre（シンガポール
物流倉庫のオンサイトPPA）

阪神甲子園球場、ゼロカーボンベースボールパーク（日鉄鋼板 SGL
スタジアム 尼崎、室内練習場、選手寮兼クラブハウス「虎風荘」）

都市交通事業

不動産事業

エンタテインメント事業

https://www.hankyu.co.jp/story/solaelu/index.html阪急ソラエル :

　2024年7月に宝塚大劇場・宝塚ホテル、2025年3月に阪
神甲子園球場で使用する電力について、コーポレートPPAを

宝塚大劇場・阪神甲子園球場等での
コーポレートPPAの導入

活用して、追加性のある再エネ電力に切り替えました。追加
性のある電源として遠隔地の太陽光発電所で発電した電力
を使用する「オフサイトコーポレートPPA」や、「再エネECO
プラン」を活用し、実質的に100％ CO2排出ゼロの再エネ電
力を導入しています。
　この取組により、宝塚大劇場・宝塚ホテルでは年間約
4,600t、阪神甲子園球場では年間約3,000tのCO2排出量削
減を見込んでいます。

　2025年４月から、阪急・阪神全線の列車運行及び駅施設
等で使用するすべての電力を実質的に再エネ由来の電力とし、
CO2排出量ゼロで運行しています。この取組により、年間約
20万tのCO2排出量削減を見込んでいます（2023年度実績換
算）。さらに、阪急電鉄では、コーポレートPPAを活用して追
加性のある再エネ電力を導入しており、阪神電気鉄道でも、
2026年度から導入予定です。

鉄道事業におけるカーボンニュートラル運行

カーボンニュートラル運行を記念するラッピング列車
（左：阪急電鉄、右：阪神電気鉄道）

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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　阪急電鉄では、ご家ఉでのଠཅޫ発電の༨৒電力（ଔ'*T
エネ電力※）を同社が買い取るプログラム「阪急エネトス」を࠶
2025年7月から開࢝しました。

　鉄道は、自家用৐用ंにൺべ、༌ૹྔあたりのCO2ഉ出
ྔが໿1�7と、環境ෛՙの低い交通機関です（特に、阪急電鉄・
阪神電気鉄道は、都市部を૸っているため໿1�8）。

公共交通のརศ性が向上することで、自家用৐用ंのར

　大阪ക田ツインタϫーζ・サウスでは、#E.S（ビルエネ
ルギーマネジメントシステム）によりエネルギー使用ྔ・効཰
を「見える化」してビル設備のলエネ運స・制ޚに役立てて
いるとともに、発電効཰の高い「コージΣネレーションシステ
ム」、ݐ物の外部にۙいκーンから執務室にかけてஈ֊的な
Թ度設定を自動的に行う「シークエンスۭௐ」、デシカント（ס
૩ࡎ）でۭ気中の࣪度をコントロールすることによりۭ気環
境を整える「デシカントۭௐ」等により、快適性を維持しなが
らলエネを促進しています。

ଠཅޫൃిでの༨৒ి力ങ取プログラϜ
「Τネトスٸࡕ」

環境ෛՙの௿いަ通ネットϫークのܗ成

#E.4౳の׆用

サプライνΣーンを含めた取組による社会શ体の୤୸ૉ化の推進

※ଔ'*T࠶エネ電力ɿ'*T（࠶エネ固定価֨買取制度）適用期間をऴえたଠཅޫ
発電システムで発電された༨৒電力

※1 共用部とオフィス専用部の૒方にಋ入
開発༧定の物݅、使用電力が極めて小さい物݅、当社グループが࠶・ସݐ 2※

エネルギー管理ݖ原を有しない物݅等、一部の物݅をআく。
※3 ガスコージΣネレーションシステムによる自家発電分をআく。

IUUQT���XXX�IBOLZV�DP�KQ�TUPSZ�FOFUIPT�JOEFY�IUNM阪急エネトス �

用が཈制されれば、我が国における運༌部門のCO2ഉ出ྔ
が࡟減されます。当社グループでは、阪神なんば線や๺大阪
急行電鉄のԆ৳に代表されるような鉄道ネットϫークの拡充
に今後も౒めるとともに、バス・タクシーはもちろんのこと、
レンタサイクル・றྠ場などの自సंのར用環境の充実を通

　また、同ビルではテナントもି室内の日ごと・時間ごとのエ
ネルギー使用ྔをウΣブ上で確認でき、トレンドや前年ൺֱ
等のグラフ化も可能な、一า進んだ「見える化」システムを実
現しています。これにより、テナントのলエネ意識の向上をॿ
け、日々のলエネ活動が行える仕組みを構築しています。

　当社グループは、新築するオフィス・商業用్等の大ܕビ
ルで、環境への配ྀがなされた不動産に対して付与される
認証※1の取得を推進しています。

　当社グループの分ৡマンションʪジオʫにおいては、環境性
能の向上を推し進め、2024年度以降にൢ売・௞ିのืू
を開࢝するすべてのマンション※2を;E)-. OSJFOUFE※3以上
とすることとしています。また、当社グループが分ৡする戸ݐ

ʪジオガーデンʫにおいても、2025年度には分ৡ戸ݐの50�
以上をh ;E) ຢɦはNFBSMZ ;E)とし、2030年度には原ଇす
べての 分 ৡ 戸 ݐ を;E)※4	ʰ;E) 、ɦNFBSMZ ;E)、;E) 
OSJFOUFE
とすることを目標としています。

※1 D#J、C"S#EE、#E-S等の環境認証制度
※2 ଞ社との共同事業など一部の物݅をআく。
※3 一次エネルギーফඅྔ	ྫྷஆ๪・換気・র明・څ౬に܎るエネルギーফඅྔ


において、現行のলエネ基४値から共用部を含むマンション全体のফඅྔ
の20�以上を࡟減するマンションのこと。

※4 設計一次エネルギーফඅྔ	ྫྷஆ๪・換気・র明・څ౬に܎るエネルギーফ
අྔ
において、現行のলエネ基४値からの࡟減཰が100�以上の戸ॅݐ୐を

ʰ;E) 、ɦ75�以上をNFBSMZ ;E)、20ˋ以上を;E) OSJFOUFEといいます。
※5 快適な室内環境を保ちながら高効཰設備等によりলエネルギーに౒めること

で、同ن໛の標४的な設備仕様のݐ築物とൺֱし、一次エネルギーの年間
ফඅྔが大෯に࡟減されているݐ築物。࡟減ྔに応じて、h ;E# 、ɦNFBSMZ 
;E#、;E# 3FBEZ、;E# OSJFOUFE の4つに定義される。;E# 3FBEZ は、
50ˋ以上の一次エネルギーফඅྔを࡟減したݐ築物

　当社グループでは、環境・社会への配ྀがなされた不動産に対して付与される認証の取得を推進し、環境へ配ྀしたݐ物の拡
大に取り組んでいます。

環境ೝূの取ಘ

そのଞの環境に഑ྀしたݐ෺

環境഑ྀݐܕ෺（グリーンϏルσィング）の֦େ

5つ੕ɿ

3つ੕ɿ

大阪ക田ツインタϫーζ・サウス、阪急西宮ガーデンζ、
)EP フΝイブ

神戸三宮阪急ビル

ʮ%#+�(SFFO�#VJMEJOHೝূʯऔಘ෺݅

　物ྲྀ施設のロジスタ・ロジクロスἚ木࠼都#౩、ロジスタ
京都上ௗӋでは、;E# 3FBEZ※5の認証を取得しています。
ۙ年、企業のサプライチΣーン見直しをܖ機とした物ྲྀڌ点
の࠶ฤ・統合が加速するとともに、F-コマース市場の継続的
な成長により、高機能な物ྲྀ施設への需要が高まっているこ
とから、こうしたニーζに対応するべく物ྲྀ施設の開発に取
り組んでいきます。

　2022年4月に、大阪ക田ツインタϫーζ・ノースʗサウス
の྆ビルにおいて、実質的に࠶エネ由来の電力をಋ入※1しま
した。対৅物݅を拡大し、2025年度には大阪ക田地۠及ͼ
阪急阪神沿線で運営するオフィスビル・商業施設等※̎にお
ける電力使用ྔ※̏の大部分を実質的に࠶エネ電力に置き換
えました。

ΦϑィスϏル・঎業ࢪઃ౳への
Τネ༝来のి力のಋೖ࠶
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　2025年3月、阪神タイガースのフΝーム施設をೌ࡚市・小
田ೆ公ԂへҠసし、「θロカーϘンベースϘールパーク」とし
て開業。「日鉄߯൘ S(-スタジアム ೌ࡚」、タイガース࿅習場、
室内࿅習場、選手ྈ兼クラブハウス「ދ風૳」を新設しました。

　ハンシンݐ設及ͼ中ԝ電設では、官公庁、ຽ間企業への
豊෋な施޻経験を基に、当社グループ内外の施設における
ଠཅޫパネル等のಋ入・運用を提案・施޻しています。当
社グループの୤୸ૉ化に向けた取組を強化するとともに、社
会の࠶生可能エネルギーの拡大に貢献していきます。

　阪急電鉄は、西日本ཱྀ客鉄道株式会社（J3西日本）、大阪
市高速電気ي道株式会社（OTBLB .FUSo）と「地域୤୸ૉ推
進コンソーシアム　関西まち8FbMM」を組成し、沿線自治体と
連携した地域の୤୸ૉ化の推進に取り組んでいます。自治体
との連携ڠ定に基づくプロジΣクトとして、2025年9月から
J-クレジット創出プロジΣクト「関西エネϫ」を開࢝しました。
沿線地域のご家ఉや事業者に、ଠཅޫパネルで発電された
電力のうち自家ফඅ電力に含まれる環境価値を提供いただ
き、J-クレジットを創出するもので、創出したJ-クレジットは
公共交通のCO�ഉ出ྔのオフセットに充て、環境ෛՙのさら
なる低減をਤるなど、各社で୤୸ૉ施策に活用します。

՟෺༌ૹ時にൃੜするԹࣨ効果ガスഉग़ྔのݮ࡟

θロΧーϘンベースϘールパーク
ଠཅޫパネル౳のಋೖ・運用の提案・޻ࢪ

Ԋઢのお٬༷や自࣏体と࿈ܞした஍Ҭの୤୸ૉ化

「θロカーϘンベースϘールパーク」では、ଠཅޫ発電・஝電
஑のಋ入やഇغ物発電の活用、লエネపఈによる「୤୸ૉ化」、
ϖットϘトル・プラスチックカップの回ऩ・リサイクルやӍਫ・
井ਫの活用といった環境に配ྀした取組を行っています。
　なお、「日鉄߯൘ S(-スタジアム ೌ࡚」は;E# OSJFOUFE※1

認証を、「室内࿅習場・ދ風૳	1֊部分
」はNFBSMZ ;E#※2

認証を、野ٿ施設としてはॳめて取得。また、「θロカーϘン
ベースϘールパーク」は、環境লの「ୈ1回୤୸ૉ先行地域※3」
に選定されています。

減貢献ྔɿ੡඼・サービスのී及を通じ、企業が社会全体のCO2を含むԹ࡟※
室効果ガスഉ出࡟減にどれだけ貢献したかというl貢献ྔ”を定ྔ的に評価しよ
うという考え方。Թ室効果ガスഉ出཈制の考え方の一つ

※1 Ԇべ面積が10
000ᶷ以上のݐ物で、基४一次エネルギーফඅྔから40�ຢは30�
築物に与えられる認証ݐ減に適合した࡟以上のエネルギーফඅྔ（物用్によるݐ）

※2 基४一次エネルギーফඅྔから75�以上のエネルギーফඅྔ࡟減に適合したݐ築物
に与えられる認証

※3 2050年カーϘンニュートラルに向け、先行的な取組により、家ఉや店ฮ・ビル等	ຽ
生部門
での電力ফඅに伴うCO2ഉ出ྔを実質θロにすることなどを実現する地域と
して、環境লが選定するもの

西代

新開地
元町

神ߓۭށ

今津
甲子園

武庫川今津

武庫川
団地前

甲陽園

神戸本線

伊丹線

川西能勢口

日生中央 妙見口

能
勢
電
鉄

兵庫県

京都府

桂

嵐山
京都河原町

大阪府

北千里

摂津市

箕面萱野

関੢ߓۭࡍࠃ

大阪難波

天神橋筋
　六丁目尼崎

大物 十三

淡路新大阪

石橋阪大前

伊丹

箕面

北
大
阪
急
行
電
鉄

神戸高速線

େ阪ߓۭࡍࠃ
（ҏ୮ۭߓ）

箕面線

千里線

宝塚本線

武庫川線

阪神なんば線

今津線

大 阪 湾

神戸電鉄

京都本線

嵐山線

阪神本線

神戸三宮

神戸三宮

西宮北口
夙川

宝塚 千里
中央

江坂

塚口

大阪梅田

甲陽線
大
阪
メ
ト
ロ

西山天王山

大阪都心部まで৐り換えなしの鉄
道アクセスを׎える๺大阪急行電
鉄ೆ๺線のԆ৳線開業

（ઍཬ中ԝӺʙຳ面ל野Ӻ）

大阪・೉೾を経由して神戸方面と
奈良などのۙ鉄沿線を結Ϳ阪神な
んば線開業

高速道࿏と鉄道との結અ機能を
考ྀした阪急西山ఱԦ山Ӻ開業

日本ॳのカーϘン・ニュートラル・
ステーションとして阪急ઁ௡市Ӻ開業

����年�݄

����年�݄

��1�年1�݄ ��1�年�݄

༌ૹྔ౰ͨΓͷ$0�ͷഉग़ʢྔཱྀ٬ʣ

$0�ഉग़ݪ୯ҐʦH�$0�/ਓLNʧʢ����年౓ʣ

自家用৐用ं

໿�分の�

1��

��

��

1�

1�

ۭߤ

バス

鉄道

ਆࡕٸࡕ

IUUQT���LBOTBJ�NBDIJXFMM�KQ�関西まちXF�MM �

環境ෛՙの௿いަ通ネットϫークのܗ成

じて、「Ӻまで」や「Ӻから」の交通手ஈをよりศརにし、公共
交通を࣠とした環境ෛՙの低い交通ネットϫークの形成に取
り組んでいます。
　鉄道を核とした安全・安心でརศ性の高い公共交通ネッ
トϫークを構築し、お客様に鉄道をごར用いただくことによ
り、同じڑ཭を自動ंでҠ動した場合とൺֱしてCO2ഉ出ྔ
を཈制でき、࡟減貢献ྔ※を拡大させていくことができると
考えており、「鉄道事業（阪急・阪神）のԹ室効果ガスഉ出࡟
減貢献ྔ」をモニタリング,P*として設定しています。

　企業活動における୤୸ૉ化がٻめられる中、੡඼༌ૹ等
のサプライチΣーン（SDoQF3）を含めたԹ室効果ガスのഉ
出ྔ࡟減が重要となっています。そのサプライチΣーンの一
୺を担う国際༌ૹ事業では、取引先企業に対し、貨物のܰ
ྔ化、༌ૹルートの最適化、ۭߤ会社や東京都と連携した
S"'※をར用したۭߤ༌ૹなど、様々なԹ室効果ガスഉ出ྔ
の࡟減提案を行い、取引先企業とともにSDoQF3のԹ室効果
ガス࡟減に取り組んでいます。
　また、阪急阪神エクスプレスは東京都が実施する「ྩ和7
年度 企業のSDoQF3対応に向けたۭߤ貨物༌ૹでのS"'活
用促進事業」に参画しています。トラック༌ૹ、鉄道༌ૹ、
ધഫ༌ૹ等にൺべてԹ室効果ガスഉ出ྔが大きいとされて
いるۭߤ༌ૹにおいて、ഉ出ྔの࡟減が期待されるS"'を
活用したۭߤ貨物༌ૹにも取り組んでいます。

※（出典）国土交通লウΣブサイト「運༌部門におけるೋࢎ化୸ૉ
ഉ出ྔ」2025年4月25日更新

※阪急・阪神のഉ出ྔは、鉄道୤୸ૉ 官ຽ連携プラットフォーム
ར用促進・見える化8(h ཱྀ客の鉄道ར用に܎るCO2ഉ出ྔの
定ガイドラインࢉ 	ɦ2024年3月
に基づきࢉ定 

※S"'ɿ持続可能なۭߤ೩ྉ（SVTUBJOBCMF "WJBUJoO 'VFM）であり、ഇ৯༉、サ
トウキビ等のバイオマスや都市ごみ、ഇプラスチック等を用いて生産される೩ྉ

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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く৘報։ࣔͮجにݴ࿈財務৘報։ࣔタスクϑΥース（5C'%）提ؔީؾ

ガバナンス

戦略

当社グル一プは、2021年5月に「気候関連財務情報開示タスクフォース	TC'D
」
へ賛同の意を表明し、「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」の各߲目に沿っ
た情報開示を進めています。今後も、気候変動への対応を事業戦略に組みࠐみ、事
業の強㔸性を高めることで、୤୸ૉ社会へのҠ行を着実に推し進めていきます。

当社グループでは、気候変動を含むES( 	環境・社会・ガバナンス
への対応をグループ全体で推し進めるため、グループCEOを
委員長に、サステナビリティ推進委員会を年2回（原ଇ9月・2月）開࠵しています。同委員会における審議内容は、全代表取締役及ͼ各
コア事業の代表者が出੮するグループ経営会議に付議されるとともに、取締役会に報告してその監督を受けています	ৄࡉはP�66
。

IUUQT���XXX�IBOLZV�IBOTIJO�DP�KQ�TVTUBJOBCJMJUZ�UDGE�

TC'D提言に基づく情報開示について、よりৄしい情報を当社ウΣブ
サイトで公開しております。

リスク・ػ会のಛఆ

シナリΦ分ੳٴͼ財務的なӨڹのࢉࢼ

ʛ　鉄道　ʛ

気候変動への対応を検౼するにあたり、当社グループのコア事業のうち、特に気候変動の影響が大きいと想定される鉄道事業と
不動産事業のほか、取引先企業からのニーζが高い国際༌ૹ事業について、事業に影響を及ぼす可能性のあるリスクと機会の特定
を行いました。

鉄道事業、不動産事業において特定したリスクと機会のうち、特に影響が大きいと想定されるものについて、2035年度における事
業への影響を把握するため、シナリオ分ੳを実施しました。۩体的には、୤୸ૉ政策の強化が見ࠐまれる1�5ˆシナリオ、物理的リス
クのݦ在化が見ࠐまれる4ˆシナリオにおける事業への財務的な影響のࢉࢼを行いました。

1�5ˆのシナリオでは、政策等により環境関連のن制が強化され、୸ૉ੫の上ঢ等の影響が大きくなることが確認できました。引
き続き、লエネルギー྆ंܕへの更新や-EDর明のಋ入等によるエネルギー使用ྔの࡟減、またӺ等へのଠཅޫパネルの設置な
ど࠶生可能エネルギーの活用に取り組むことで、これらの影響を低減していきます。

4ˆシナリオでは、自વ֐ࡂのܹਙ化	ن໛・ස度）により、物理的ඃ֐の可能性が高まることが確認されました。当ࢉࢼでは、当
社沿線でඃֹ֐が最も大きいと見ࠐまれる෢ݿ઒を選定し、ඃֹ֐をࢉ出しました。一方、෢ݿ઒の൙ཞ発生時にं྆避೉を実施
することにより、ඃ֐を大෯にܰ減できることを確認しました。引き続き、各छ安全投資やं྆避೉計画の着実な運用等により、長
期運ٳを回避できる強ਟな事業運営に౒めていきます。

˙మಓۀࣄ΁ͷӨڹͱޙࠓͷରԠ

ಛఆしたओな߲໨ 時ؒ࣠

ϦεΫ

మಓ
୸ૉ੫等のො՝やエネルギーϛックスの変化等により、動力コス๼が૿加する。 தظʙ௕ظ

୆風の超大ܕ化や降Ӎྔのܹ૿により、ंݿ・地ԼӺ・電気設備等への浸ਫや
੝土の่յによる鉄道の運ٳなど、ඃ֐の発生可能性が高まる。 ୹ظʙ௕ظ

ෆಈ࢈ ୸ૉ੫等の価֨సՇに伴うݐ設資材の高ಅ等により、ビル等のݐ設・改मコス๼が
૿加するほか、電力අ・೩ྉඅ等の上ঢにより、施設運営コストが૿加する。 தظʙ௕ظ

༌ૹࡍࠃ 環境意識の高いސ客に対しては、物ྲྀサービスにおける環境ෛՙの低減や
関連情報の提供が஗れると、ސ客との取引機会が減গするおそれがある。 தظʙ௕ظ

会ػ

మಓ エネルギー効཰の良い鉄道の価֨༏Ґ性が高まり、ސ客の鉄道༌ૹへのసҠが
期待される。

தظʙ௕ظ
ෆಈ࢈ 環境性能の高いビル・ॅ୐や֐ࡂに強いビル等へのニーζに応えることができれば、

。૪力の維持・強化をਤることができるڝ

༌ૹࡍࠃ 環境に配ྀしたサービスメニューを充実させることや、ू໿保管、ू໿༌ૹを
提案することにより取引拡大が期待される。 தظʙ௕ظ
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リスク管理

指標と目標

ʛ　不動産　ʛ

当社グループでは、グループ全体のリスクマネジメントを統ׅするリスク管理委員会を設置するとともに、実務を担う「リスクマネジ
メント推進部」がຖ年リスクௐ査を実施しています。同ௐ査では、気候変動（自વ֐ࡂ・エネルギーや資材価֨の高ಅ等
を含む組織
運営等に関するリスクをચい出し、発生可能性と影響度によるアセスメント等を行った上で、適切な対応策を定めることとしています。
これらのリスク分ੳやリスク対応の状況については、ຖ年取締役会に報告するとともに、気候変動関連のリスクやそれらが事業に与
える影響等については、サステナビリティ推進委員会でも審議しています	ৄࡉはP�96
。

当社では、サステナブル経営の重要テーマに「環境保全の推進」をܝげ、グループ共通の非財務,P*としてԹ室効果ガス（()(）ഉ
出ྔの࡟減目標	「2050年度に実質θロとする」、その中間目標として「2035年度に2019年度ൺで60࡟�減する」）を設定しています。
財務の健全性と投資効果をみながら、লエネの着実な推進に取り組むとともに、ٕ ज़革新の動向や事業ࢉ࠾性を踏まえて、創エネ	࠶
エネ発電設備等のಋ入
の検౼も進めていきます	ৄࡉはP�69
。上هの方針のもと、各事業では、気候変動への対応を含む非財務
のアクションプランや進捗管理を適切に行うための指標を設定しています。さらに、CO2࡟減に向けた投資の促進等を目的に、2023
年度から、インターナルカ一Ϙンプライシングをಋ入	5
000ԁ�U-CO2
しています	活用事ྫɿ「লエネルギー性能の高い鉄道ं྆
の代ସ新଄」、「阪急・阪神の鉄道全線のカーϘンニュー๼ラル運行」に関する意思ܾ定
。今後も、୤୸ૉ社会に向けた取組を積極
的に進めていきます。

1�5ˆのシナリオでは、୸ૉ੫等の価֨సՇに伴い、ݐ設資材の高ಅ等によるݐ設コストの૿加のほか、電力අ・೩ྉඅ等の上ঢ
による施設運営コストの૿加の影響があることが確認できました。適正な価֨設定や、継続的なলエネの取組を含むコスト཈制の
పఈ等により、できるだけ影響の低減に౒めていきます。また、4ˆシナリオにおける不動産事業への財務的な影響は、限定的である
ことを確認しました。

今後も、新たに開発する大ܕビルを中心に#CP対応཰やグリーンビルディング認証の取得཰、新نマンション開発における;E)
化཰などの指標をܝげ、いずれのシナリオにおいても対応できるよう取組を進めていきます。

˙ෆಈۀࣄ࢈΁ͷӨڹͱޙࠓͷରԠ

߲໨ を༩える߲໨ڹ業へӨࣄ
営業རӹへのӨֹڹ˞�

�ˆ ���ˆ˞�

移ߦϦεΫ ୸ૉ価 （֨୸ૉ੫・୸ૉഉ出࿮） CO2ഉ出ྔへの୸ૉ੫の՝੫ - ˚19ԯԁ※3

෺ཧతϦεΫ
異常気৅
	自વ֐ࡂのܹਙ化）

෢ݿ઒のߑਫඃ֐
による資産ඃࡂと
運༌ऩ入の減গ

ं྆避೉なし ˚44ԯԁ ˚11ԯԁ
	ं྆避೉によるඃ֐回避ֹ） 	�40ԯԁ
 	�10ԯԁ

ं྆避೉あり ˚4ԯԁ ˚1ԯԁ

降ਫ・気৅パターンの変化 大Ӎによる運ٳの૿加※4 ˚3ԯԁ ˚1ԯԁ

グループڞ௨ ʲ非財務,P*ʳ

Թ室効果ガス（()(）ഉ出 （ྔSDoQF1・2）の࡟減目標ɿ　
　2035年度60࡟�減	2019年度ൺ）
　2050年度実質θロ
　	範ғɿ当社及ͼ連結子会社）
CO2ഉ出 （ྔSDoQF １・̎）の࡟減目標ɿ
　2030年度46࡟�減（2013年度ൺ）
　（範ғɿ当社及ͼ子会社の国内事業所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

మಓ

・লエネܕの鉄道ं྆への更新、޻場の԰ࠜやӺࣷにおけるଠཅޫ発電の設置、回生電力ஷଂ૷置のಋ入
・#CP	事業継続計画
を踏まえた自વ֐ࡂへの対応の推進

ʲ非財務,P*ʳ 777'ं※化཰、-ED化཰、自વ֐ࡂによる長期運ٳ数θロなど
※777'ं�モータの電ѹやप೾数をແବなく制ޚすることができる環境効཰の高い鉄道ं྆

ෆಈ࢈

・௞ି施設における୤୸ૉ化への取組	লエネ・創エネ及ͼ࠶生可能エネルギーのௐ達）
・新ن開発ビル・ॅ୐における;E#や;E)への対応の推進

ʲ非財務,P*ʳ 大阪ക田エリアにおける大ܕビルの#CP対応཰、オフィス・商業等用్の大ܕビルにおけるグリー
ンビルディング等の環境認証取得཰、国内新築の分ৡ及ͼ௞ିマンションにおける;E)化཰など

༌ૹࡍࠃ
・的確な#CPに基づき、最適な代ସ༌ૹ策	�止めない物ྲྀ
を提供して、ڝ૪力の維持・強化をਤる。
ʲ非財務,P*ʳ #CPの整備཰

߲໨ を༩える߲໨ڹ業へӨࣄ
営業རӹへのӨֹڹ˞�

�ˆ ���ˆ

移ߦϦεΫ ୸ૉ価 （֨୸ૉ੫・୸ૉഉ出࿮）
୸ૉ੫のಋ入に伴うݐ設資材の価֨上ঢ - ˚26ԯԁ※2

CO2ഉ出ྔへの୸ૉ੫の՝੫ - ˚12ԯԁ※2

※1 いずれのコス๼アップも価֨సՇを加味しない場合のࢉࢼ
※2 物理的リスクは、1�5ˆシナリオのパラメ一タがないため、2ˆシナリオと同様の影響を想定

※1 いずれのコス๼アップも価֨సՇを加味しない場合の2※　　ࢉࢼ *E" 	国際エネルギー機関
の1�5ˆシナリオ推計値を基にࢉࢼ（鉄道事業と同様）

※3 *E" 	国際エネルギー機関
の1�5ˆシナリオ推計値（180��U-CO2
を基に、1ドル150ԁ
　   	2025年3月຤のҝସレート）でࢉࢼ
※4 大Ӎ૿加཰の推計値は2076ʙ2095年ฏۉ

P.68

P.46

P.52

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報

74Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2025



ੜ෺ଟ༷ੑ

評価を実施しています。
　以Լでは、TN'Dの推঑開示߲目（ガバナンス・戦略・リ
スクと影響の管理・指標と目標）のうち、戦略及ͼ指標と目標
について開示します。また、ガバナンス及ͼリスクと影響の管
理については、気候変動と同様の体制・仕組みを構築してい
ます（

˛

P�73・74）。
　なお、TN'Dでは、自વ資本と人ݖが密઀に関܎すること
から、地域ॅຽを含む෯޿いステークホルダーの人ݖଚ重が
のଚ重に関するݖめられています。当社グループでは、「人ٻ
基本理念」と「人ݖのଚ重に関する基本方針」を策定し、お客
様やお取引先、株主様、地域のօ様、そして事業活動を担う
役৬員など、ステークホルダーの人ݖをଚ重して事業活動を
行うとともに、「阪急阪神ホールディングスグループ　サプラ
イチΣーン方針」（

˛

P�98）を策定し、サプライチΣーン全体
で人ݖを含むサステナビリティの取組を推進しています。

྘化・自વ保護による「地域のັ力向上」

自વؔ࿈財務৘報։ࣔタスクϑΥース（5/'%）提ݴにͮجく৘報։ࣔ

　当社グループは、自વや文化と共に、 人々がいきいきとू
い・働き・ॅみ続けたくなる「豊かなまちづくり」に向けた取
組として、自વ環境・生物多様性の保全につながる活動をグ
ループ全体で推し進めてきました。また、2025年̏月に公表
した「長期経営構想」において環境分野の取組の方向性の一
つとして「྘化や自વ保護による地域のັ力向上」をܝげてい
ます。
　今回、当社グループの事業における自વ資本・生物多様
性へのґ存・影響、リスク・機会を適切に把握するため、「自
વ関連財務情報開示タスクフォース（TN'DɿTBTLGoSDF oO 
NBUVSF-SFMBUFE 'JOBODJBM DJTDMoTVSFT）」のフレームϫーク
に沿って、ダブルマテリアリティの考え方で分ੳ・評価を実
施しました。
　当社では、TN'Dが推঑している「-E"Pアプローチ」に沿っ
て、自વ資本・生物多様性に関するリスク及ͼ機会の分ੳ・

　ENCO3E※ツールにより、当社グループのコア事業について、自વへのґ存や影響を評価しました。その結果に加え、事業ن໛
や直઀ૢ業ڌ点での自વとの઀点を踏まえ、都市交通事業・不動産事業・エンタテインメント事業（以Լ、当֘̏事業を「対৅事業」
といいます。）を対৅に、さらなる分ੳを進めました。
※ENCO3Eɿ国連環境計画ੈք自વ保全モニタリングセンター（6NEP-8C.C）等により開発された、事業活動の自વへのґ存や影響の大きさを把握するためのツール

۩体的な当社における分ੳステップ

戦略
評価対৅のઃఆ（֤ίΞࣄ業のґଘ・Өڹの評価ٴͼࣄ業のߜりࠐΈ）

Locate
自然との接点の発見

Scoping
評価対象の設定

・STEP１～STEP４の内容を開示内容に落とし込み

当社での検討内容LEAPアプローチ

[STEP 2]
対象事業拠点の分析

[STEP 3]
対象事業の依存・影響の分析

[STEP 1]
事業全体を俯瞰/対象事業の絞り込み

[STEP 4]
リスク・機会の整理
/優先地域の詳細分析

[STEP 5]
開示の検討

Evaluate
依存・影響の診断

Assess
リスク・機会の評価

Prepare
対応と開示の準備

・ENCOREツールによりコア事業の依存・影響を評価
・事業規模や事業内容を加味し、対象事業を決定
・分析範囲の設定及び社内リソースの確保・調整

・㈱シンク・ネイチャーのデータベースにより、対象事業の拠点について、
  自然の状態（「自然度」「保全優先度」）を数値化し、保全上の重要な拠点や
  自然豊かな拠点を抽出

・STEP１で評価した、対象事業の依存・影響項目について、
  STEP２で抽出した拠点を中心に、ロケーション情報を重ね合わせて、詳細に分析

・STEP３で特定した依存・影響の項目に基づき、対象事業のリスク・機会を整理
・優先地域を設定し、植物種分布や植栽情報等から具体的な取組効果を数値化
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　対৅事業について、᷂シンク・ネイチャーのデータベース※等により、国内及ͼ海外の事業ڌ点（໿500ڌ点）のҐ置情報に基づき、
そのपลにある自વの状ଶ等を生物多様性の重要度（保全༏先度）及ͼ生ଶܥの׬全性（自વ度）の観点から評価しました。その結果、
多くの事業ڌ点がू中する京阪神地域において、同地域で運行する阪急電鉄や阪神電気鉄道の沿線や不動産施設のपลは、都市部
にあり自વ度は低いものの、保全上の重要性が高いエリアが多いことが分かりました。また、エンタテインメント事業のڌ点がある࿡
。山や、能੎電鉄の沿線पลは、自વ度が高いことが分かりましたߕ
※グローバルで公開されている文献等の生物多様性・自વ資本データと、それらを用いた機ց学習により༧ଌしたۭ間データからなる独自のデータベース

自વとの઀点のચग़し（対৅ࣄ業のڌ点の評価）

7̇) �7FSZ�)JHIʢඇৗʹ͍ߴʣɹ )̇ �)JHIʢ͍ߴʣɹ .̇ �.FEJVNʢதఔ౓ʣɹ -̇ �-PXʢ௿͍ʣɹ 7̇- �7FSZ�-PXʢඇৗʹ௿͍ʣ

自 વ へ の ґ ଘ

セクター Ϩクリ
Τーション

視֮的Ξ
メニティ

教ҭ・
ௐࠪ

ਫ਼ਆ的、
ܳज़的、
৅௃的
サーϏス

ਫڅڙ ௐ੔ީؾ ߱Ӎௐ੔ ஍Ҭީؾ
ௐ੔ ਗ਼ড়ؾۭ

౔৕・ଯ
ੵ෺อ࣋
サーϏス

غഇܗݻ
෺म෮ ਫ࣭ௐੑ ਫྲྀௐઅ ࢭਫ๷ߑ ๫෩؇࿨ ૽Ի཈制

ੜଶ的
ίント
ロール

そのଞの
ௐ੔・
ҡ࣋

サーϏス

౎ަࢢ通 7) 7- . . - 7- ) - . . 7- 7-

ෆಈ࢈ 7) 7) 7) 7) . . 7) - 7- ) . 7) . . . . 7- .

Τンタメ 7) 7) 7) . . . - - 7- . 7) . . . 7- 7- 7-

৘報・通৴ 7- 7- 7- - - - 7- 7- 7- 7- 7- 7-

ߦཱྀ 7) 7) 7) 7) 7- . . - ) . . 7- 7- - 7- . 7-

際༌ૹࠃ - . 7) - 7- - . . ) ) 7- 7- 7-

自 વ へ の Ө ڹ
セクター ੜଶܥの᎟ཚ ୶ਫੜଶར用 ()(ഉग़ ւҬར用 େؾԚછ ෺غഇܗݻ ཮Ҭੜଶܥར用 ਫ ・࣭౔৕Ԛછ ਫར用 外来छ

౎ަࢢ通 . . . - . - . 7)

ෆಈ࢈ 7) . ) - . - ) - .

Τンタメ . 7- - 7- . . - - 7-

৘報・通৴ . 7- 7- 7- - . - -

ߦཱྀ . 7- . . - - . - - .

際༌ૹࠃ 7) - ) . ) . . - . 7)

保全༏先度ɿ国内で1ສछ以上の཮上生物の分෍に基づく生物多様性の重要度を示す指標

生
態
系
の
完
全
性（
自
然
度
）

中

低
低 高生物多様性の重要度（保全優先度）

࿡ߕ山上の
Ϩδϟーࢪઃ

京ࡕਆの
౎ݍࢢの

ෆಈࢪ࢈ઃ
ܶ৔・ٿ৔

能੎ిమԊઢ

౎ަࢢ௨ۀࣄ
మిٸࡕ

మ道ؾਆిࡕ
๺େిߦٸࡕమԊઢ

自
然
豊
か
な
拠
点

重要な拠点

ΤϯλςΠϯϝϯτ
ۀࣄ

ෆಈۀࣄ࢈

当社グループの自વへのґଘ・Өڹの಺༰

อશ༏ઌ౓とੜଶܥの׬શੑの܏向

分ੳڌ点のマップ

出典ɿNBUVSBM EBSUI（OBUVSBMFBSUIEBUB�DoN）
੺点が分ੳڌ点

（஫）カラーマップは、日本国内における「保全༏先度」と「生ଶܥの
。全性」の組み合わせのू中度（分෍密度）を示しています׬

ੜ
ଶ
ܥ
の
׬
શ
ớੑ
ࣗ
વ
度
Ờ

ੜ෺ଟ༷ੑの重要౓（อશ༏ઌ౓）

自વ度　　ɿ 原生自વの状ଶにどれだけۙいかを示す指標（高いほうが原生自વにۙい。）

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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࿡ߕ山地۠における当社グループの所有地について、
1990年から現在までのӴ੕画像等を用いて、機ց学習モデ

（分ੳ݁果・ಛ௃）

ENCO3Eツールで特定した対৅事業と関܎の深い生ଶܥサービスや自વへの影響要Ҽについて、これらのۭ間データ（地ਤ情
報）を事業ڌ点と重ね合わせて分ੳし、ڌ点पลの生ଶܥサービスの健全性・豊かさ及ͼ人間活動が自વに与える影響の深ࠁさ
を定ྔ的に評価しました。その結果、自વ֐ࡂを؇和する生ଶܥサービス（降Ӎௐ整やߑਫ؇和など）へのґ存度が高い各事業の
の᎟ཚや外来छの৵入についܥ点の一部が、これらの機能が十分ではない地域にҐ置していることが分かりました。また、生ଶڌ
て自વ環境への影響度が高いことが分かりました。

さらに、ґ存・影響の評価結果を踏まえ、TN'Dのフレームϫークでྫ示されている分ྨに従って、科学研究論文や報告ॻ、報
道等による事ྫを考ྀのうえ、対৅事業ごとに想定される主な事業リスク・機会を整理しました。

自વへのґଘ・Өٴڹͼリスク・ػ会のಛఆ・評価

ʲリスク・ػ会へのओな対応ʳ

リスク۠分 リスク֓要
対৅ࣄ業

ओなӨڹ
౎ަࢢ通 ෆಈ࢈ Τンタメ

෺ཧతϦεΫ ੑٸ ਫ֐や土࠭֐ࡂによる事業運営の中断及ͼ設備・施設のᆝଛ ̋ ˓ ˓
業によるऩ入の減গٳ
設備更新・मસඅ等の૿加
資産価値の低Լ

移ߦϦεΫ

ຫੑ ਫ供څの不安定化 ˓ ਫのௐ達・ॲ理コストの૿加

ධ൑ɾ๏త੹೚ 開発や事業運営による生ଶܥへの影響 ˓ ˓ ˓ ブランド価値・評判の低Լ
ഛঈඅ用のෛ担

੓ࡦ 各छن制（土地開発・ਫ質・ഇغ物等）の強化 ˓ ˓ ˓ 対応අ用の૿加

会۠分ػ 会֓要ػ
対৅ࣄ業

ओなӨڹ
౎ަࢢ通 ෆಈ࢈ Τンタメ

੡඼ͱαーϏε

྘豊かなまちや施設へのニーζの高まり
保全生ଶܥを活用した体験価値（イベントやエコツーリζム等）
の創出

˓ ˓ ˓
ऩ入の૿加
地域連携強化
ブランド価値向上

ਫ資源の有効活用
ഇغ物の࡟減
防ࡂ機能の強化

˓ ˓ ˓
運営コストの࡟減
ブランド価値の向上
事業継続性の強化

物理的リスクについては、鉄道事業において、線࿏࿬で土่࠭れが発生するة険性の高いՕ所について、ࣼ面の่յやམੴの
防止、ഉਫ機能の強化等の対策޻事や、Ӎྔ計の૿設等を実施しているほか、Տ઒の൙ཞによるंݿ及ͼं྆の浸ਫඃ֐を回避
するため、ं྆避೉計画等の浸ਫ対策を進めています。また、Ҡ行リスクについては、都市交通事業及ͼ不動産事業の新ن開発
を行うにあたって、開発ෑ地内に保存・保全すべき樹木・樹林等の自વ環境の有ແを確認し、必要に応じて保存・保全等を行っ
ています。また、২࠿の配置及ͼ樹छの選定については、開発地۠の自વとௐ和するように޻夫しています。なお、ഇغ物࡟減や
ਫ資源の有効活用の取組については、「資源॥環」（

˛

P�81）をご参রください。
機会については、エンタテインメント事業において、࿡ߕ山の自વやோ๬等のັ力をお客様にૌٻすることで、同山上のレジャー

施設のू客拡大を目指しています。また、不動産事業において、後述のとおり、大阪ക田ツインタϫーζ・サウスやグラングリー
ン大阪の開発により、都市の中に自વを感じられるۭ間をつくりだし、施設のັ力や快適性を向上させるとともに、多くの人がू
う೐わいの創出にもつなげています。さらに、分ৡマンションブランドʪジオʫでは、都市の中に自વを積極的に取りࠐみ、人と生
き物が共生できる豊かな環境を創出することで、物݅の付加価値の向上に取り組んでいます。

༏ઌ஍Ҭにおけるৄࡉな分ੳ・現ঢ়の取組

࿡ߕ山஍۠

自વとの઀点のચ出しの結果や、京阪神地域の当社グルー
プの主なڌ点における྘ྔの変化の分ੳなどを踏まえ、自
વ度の高い࿡ߕ山の所在する神戸から、当社の重要ڌ点が
ू積し、保全༏先度が高い大阪ക田にかけての阪神エリア
を、当社グループの༏先地域として設定しました。さらに、

重要ڌ点となる࿡ߕ山及ͼ大阪ക田については、২生状況
や২࠿の生ଶܥに与える効果等をৄࡉに分ੳしました。࿡
。山及ͼ大阪ക田における分ੳ結果は、次のとおりですߕ

ルにより྘ྔの経年変化や২生状況を評価しました。その
結果、1990年以降、所有地全体において྘地が૿加܏向
にあり、特に人޻林エリアでは૿加܏向がݦஶに現れていま
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六甲ガーデンテラス

ਓ޻林

Ԃ内にあるઈ໓ةዧ২物「έスハマソウ」

࿡ࢁߕ（当社グループॴ༗஍・人ྛ޻ΤリΞ）の྘ྔの変化

࿡ࢁߕ（当社グループのॴ༗஍）の২ੜঢ়گ

େࡕക田஍۠

　࿡ߕ山地۠で運営する࿡ߕ高山২物Ԃでは、ੈքの高山
২物やྫྷפ地২物、࿡ߕ自生২物、そのଞઈ໓ةዧ২物を
含む山野૲等を໿1
500छ࠿培しています。໿50
000ᶷのԂ
内にそれぞれの২物を環境に合わせて野生にۙい状ଶで২
等を通じて、自વ保護意識࠵し、自વ体験プログラムの開࠿
のܒ発に౒めています。
　また、同Ԃは、1947年の創立当ॳから公ӹ社団法人日本
২物Ԃڠ会に加ໍし、その地域ڌ点Ԃとして、日本のઈ໓ة
ዧ২物を生ଉ域外で保全する事業にも取り組んでいます。

（現ࡏのओな取組）

大阪ക田地۠の不動産物݅のうち、大阪ക田ツインタϫー
ζ・サウス及ͼ当社グループが事業者 J7 として参画した「グ
ラングリーン大阪」について、২࠿情報に基づきपลの生物
に与える効果として、ௗྨやチョウྨのछのฏัۉ捉཰※１や
。体૿加཰※̎を推計・分ੳしましたݸ

その結果、छのฏัۉ捉཰は、ௗྨ・チョウྨ共に高く、
地域の在来छを呼ͼࠐむ効果があると評価されました。ま
た、ݸ体૿加཰については、チョウྨが大෯に૿加している
と評価されました。྆施設では、後述のとおり在来छを中
心に২࠿を行っており、その取組がपลの生ଶܥにポジティ
ブな効果をもたらしていることを確認しました。

（分ੳ݁果・ಛ௃）

（஫）ௗྨは、㕒資源やར用する環境の෯が大きいため、छ数・ݸ体数に対する
২࠿の効果がチョウྨよりも限定的であった可能性が考えられます。

グラングリーンେࡕ

ฏัۉଊ཰ 体૿Ճ཰ݸ

ௗྨ 43�5� 0�4�

νョ΢ྨ 95�8� 108�3�

େࡕകాπインタϫーζ・サ΢ス

ฏัۉଊ཰ 体૿Ճ཰ݸ

ௗྨ 37�0� 0�1�

νョ΢ྨ 81�3� 56�9�

※１ ฏัۉ捉཰ɿ物݅पล5LN圏内に生ଉするௗྨ・チョウྨのうち、物݅に২࠿した樹छをར用するछの割合
※ によってどの程度૿加したかを示す指標࠿体数が、২ݸ体૿加཰ɿ物݅पล1LN圏内に生ଉするௗྨ・チョウྨのݸ̎ 

した。また、২生としては、アカマツのほか、޿༿樹を中心
とした多様な২生が形成されていることが分かりました。྘
地の૿加は、野生動২物の生ଉ地を૿やして生物多様性の
保全に寄与するとともに、২生によるCO2吸ऩをはじめ、土
৕ྲྀ出防止や局所的な気候ௐ整等による自વ֐ࡂ؇和機能
など、多様な生ଶܥサービスの向上にもつながっていると考
えられます。さらに、当֘地域で޿い面積を઎めるアカマツ

林は、野生生物にとっての重要な生ଉ地とされ、各地でオオ
タカなどのرগ生物のར用が確認されています。

　2025年には、「࿡ߕ高山২物Ԃ২࠿管理計画」が既に生物
多様性が豊かな場所を維持する活動として認められ、環境ল
の「自વ共生サイト」に認定されました。

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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グラングリーン大阪
うめきた公Ԃ（サウスパーク）
�"LJSB *Uo�BJGoUo

ジオԮۼ アクティブガーデン

"#*NC認証

大阪ക田ツインタϫーζ・サウス
԰上޿場

�"LJSB *UP�BJGPUP

　大阪ക田ツインタϫーζ・サウスでは、น面྘化として、
低層部の外นバルコニー全体へ大ن໛にプランターを設置
し、࿡ߕ山ܥやཎ઒ਫܥに自生する樹छ等を配置しています。
また、12֊の԰上ఉԂにも同様の樹छを選ͼ、έヤキをシ
ンϘルツリーとしてܠ観とௐ和させ、オフィスϫーカーや๚
れる人々にくつろ͗やܜいのۭ間を提供しています。これら
の取組が評価され、2024年には同物݅が環境লの「自વ共
生サイト」に認定されました。
　また、当社グループが事業者J7として参画した「グラング
リーン大阪」では、໿4�5IBのうめきた公Ԃを中心に、໿
320छ（在来छ໿270छを含む。）、1
500本以上の樹木で多
様な྘地を形成し、生物多様性に配ྀしたまちづくりを進め
ています。ཎ઒や大阪৓公Ԃにおける生ଶௐ査から༠க目
標छをܝげ、これら生物の生ଉに配ྀした環境を計画（ޫ環
境への配ྀ、ਫลから後എの樹林へと連続していく多様性
の高い環境創出等）することで、大阪都心を取りרく生ଶܥ
ネットϫーク形成への貢献を目指しています。
　さらに、本公Ԃの管理運営は、「一般社団法人うめきた
..O」※が、指定管理者として50年にわたり、पลのエリア
マネジメントと一体的に行っていきます。安全・安心はもと

ੜ෺ଟ༷ੑอશへのϏジョン「.JOOB JLJNPOP "DUJPO」にͮجく取組
阪急阪神不動産は、分ৡマンションʪジオʫにおいて、生物多様性保全のビジョン「.JOOB 

JLJNoOo "DUJoO（みんな いきもの アクション）」を策定しています。本ビジョンは、人とௗ・
஬・২物など多様な生き物が共に฻らす未来を目指し、都市の中に自વを積極的に取りࠐ
み、生物多様性を育むランドスέープづくりを進めるもので、ܠ観・気候・色࠼・動線・生
ଉ環境の5つの計画方針を相ޓに連携させることにより、人と生き物が共生できる豊かな
環境を創出します。まず東京都ਿฒ۠でݐ設中の「ジオԮۼ」の4つのガーデンに本ビジョ
ンを࠾り入れ、ଞのʪジオʫシリーζにも展開༧定です。なお、「ジオԮۼ」は、ʪジオʫでॳめて、

「いきもの共生事業所認証（"#*NC認証※ ）」を取得しています。

৿林Ϙランティア体験の様子

ʛ　そのଞ当社グループの取組　ʛ

より、自વ豊かな公Ԃにूいܜうۙྡॅຽ・ϫーカー・観
ޫ客や買い物客など多様な来֗者に対し、公Ԃར活用によ
る日常への࠼り、イベントによる非日常体験等、新たな発見
や文化的なܹࢗに出会える機会を提供しています。

ਆࢢށ「キーナの৿」で取り組む৿ྛอશ׆ಈ
阪急阪神不動産は、分ৡマンションʪジオʫにおいて、共用部の化হ材等に国産木材を活

用し、木質化を推進しています。国産木材を積極的に活用することで、৿林が持つਫ源か
んཆ機能の向上※1やೋࢎ化୸ૉ吸ऩ機能の向上※2、生物多様性の保全※3の効果が期待で
きます。また、共用部の化হ材に使用する木材について、原ଇとして地産地ফとすることで、
地域の৿林環境保全に寄与しています。さらに、神戸市の「キーナの৿」の一部を「阪急阪
神不動産の৿」と名付け、Լ層২生の育成を્֐している常྘樹等のআെや、࡞業に必要
となるา道の整備等の৿林保全活動を実施しています。また、െ࠾木を用いたϫークショッ
プや৿林Ϙランティア体験の研मなどを開࠵することで、৿林資源の活用や৿林環境教育
を推進しています。

（現ࡏのओな取組）

※開発事業者9社で組成された、本公Ԃのパークマネジメントと֗全体のエリア
マネジメントを一体的に運営する組織

※"#*NC 認証とは、生物多様性保全と自વと共生するੈքの実現を目的とする「一般社団法人いきもの共生事業推進
議会の審査を経てڠ議会」が設定した人といきものの共生を実現できる環境づくりや維持管理の基४をຬたし、同ڠ
認証を受けた物݅に与えられる認証です。

※１ 地表২物が豊෋になることで、Ӎਫがそれらの༿で受け止められるとともに、૿えた২物のࠜによって土৕がスポ
ンジ状になり、 Ӎਫが一気にྲྀれ出ず、৿林土৕の中で保ਫされるというਫ源かんཆ機能の高まりが期待できます。 

※  ̎間െによって、木と木のۭ間が޿がり、木がଠることでೋࢎ化୸ૉの吸ऩྔが૿すことが期待できます。
※  ̏ޫ環境の改善により多様な২物の出現が期待できるとともに、動২物にとって良޷な環境になるなど、生物多様性

の保全が期待できます。
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当社グループでは、生物多様性の向上への取組が事業に与えるプラスの効果を把握するため、྘化・自વ保護・生物多様性の
保全の推進が、人の健康や心の豊かさ・地域の価値向上につながることをモニタリングする、以Լの指標をܝげています。なお、
TN'Dで開示が推঑されている指標のうち、Թ室効果ガスഉ出ྔ（SDoQF1・2・3）、ഇغ物の指標と目標については、P�68 をご
参রください。また、ഇغ物・化学物質・ਫ資源等については、αεςφϏϦςΟσーλϒοΫに実੷を開示しています。

TN'Dの࿮組みに基づき、当社グループの事業活動と自વ環境との関わりを分ੳすることで、自વ資本の充実につながる取組を
進めることが当社グループの事業にとってもプラスの影響を与えることが分かりました。今後も自વ環境の状況・変化をモニタリン
グしながら、当社グループの事業基൫となる地域の価値向上につながる取組を進め、ネイチャーポジティブに貢献してまいります。

ॿ成先ྫɿ஬生઒पลの自વをकる会

෋士山࿢における環境保全活動の様子

指ඪ ໨ඪ

沿線ॅຽへのアンέートを通じた、自વの豊かさによる地域のັ力度 モニタリングを実施

特定地域（大阪ക田・࿡ߕ山など）の২物छ数�生物छ数 モニタリングを実施

指標と目標

今後に向けて

ԉࢧಈ׆ຽஂ体へのॿ成を通じたੜ෺ଟ༷ੑのอશࢢ
　グループの社会貢献活動「阪急阪神 未来のゆめŋまち基金」を通じて、阪急阪神の沿線
地域で২樹・育林等の৿林保全活動やཬ山保全・ઈ໓ةዧछの保護活動を推進する市
ຽ団体をॿ成しています。活動支ԉや定期的な対話を通じて、「未来にわたりॅみたいま
ち」のために生物多様性の保全に向けて連携しています。

෋࢜ࢁ࿢における環境อશ׆ಈ
　෋士山はそのඒしいܠ観に加え、豊かな生物多様性を育む自વ環境としても知られてい
ます。阪急交通社では、2015年に「෋士山࿢における環境保全活動」を開࢝し、「認定NPO
法人 ෋士山クラブ」とڠ働で、年に1回、東京からバスをチャーターして෋士山࿢のਗ਼૟活
動を実施しています。
　2024年10月に同社グループ従業員とその家଒が活動に参加しており、ۭ き؈やϖット
Ϙトル、ഇタイヤなど໿80LHのΰϛを回ऩしました。これまでの活動で回ऩしたΰϛは໿1�3
トンに上ります。
　本活動は、「ୈ2回J"T" SD(Tアϫード」の地ٿ環境部門で঑ྭ৆を受৆しています。

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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資源॥環

ഇغ物の࡟減・リサイクルの促進を通じた「環境ෛՙ低減と付加価値向上の྆立」ഇغ物の࡟減・リサイクルの促進を通じた「環境ෛՙ低減と付加価値向上の྆立」

ഇغ෺ݮ࡟の推進

ਫฏリサイクル、Ξップサイクルによる社会の環境ෛՙ௿ݮ

ਫ資源の取ਫྔݮ࡟と༗効׆用

　阪神ߕ子Ԃٿ場では、2021年から実施している「,OS)*EN 
lFDo” CIBMMFOHF」の一環として、「ഇغ物発生の཈止とリサ
イクルの推進」をܝげ、様々な取組を推し進めています。
　生ビールなどのൢ売に使用し、お客様のごڠ力により回ऩ
したプラスチックカップを、ఇ人フロンティア株式会社や株
式会社シモジマとڠ働し、ビアカップホルダーなどのノベル
ティ・ごみା・ٿ場ラバーフΣンス（クッション材）の原材ྉ
の一部としてリサイクルし、同ٿ場で使用するという॥環ܕ
の取組をಋ入しています。さらに、行政指定のごみାとして
の使用を認められたことで、同ٿ場外に使用を拡大するなど、
行政との連携により資源ར用の࡟減を推進しています。

　大阪ക田ツインタϫーζ・サウスやハービスOS","、ハー
ビスENTでは、ҿ৯店ฮのਥ๪ഉਫや井ਫ・Ӎਫをড়化ॲ理
してࡶ用ਫ（྘化用ࢄਫやトイレのચড়ਫ）として活用する中ਫ
道施設を࠾用し、ਫのリサイクルによる上ਫの取ਫྔ低減に寄
与しています。ਥ๪ഉਫのॲ理では、ࢷ質ŋでん΀ん・たんͺく
質等の分ղ能力が高いඍ生物を添加することで、ਥ๪ഉਫ特有

　当社グループでは、株式会社サーキュラーϖットやアサώҿ
ྉ株式会社等とڠ働し、使用済みPETϘトルから࠶生PET樹ࢷ
を੡଄し、PETϘトルにリサイクルするਫฏリサイクルプロジΣ
クト「ϘトルUoϘトル」の取組を行っています。実施ڌ点は、阪
急電鉄Ӻ施設（主にҿྉ自動ൢ売機ԣのリサイクルϘックス）、
)EPフΝイブ、アプローζタϫー（ホテル阪急インターナショナ
ルを含む。）、宝塚大劇場、阪神ߕ子Ԃٿ場（Նの高ߍ野ٿ選手
。にわたりますذ大会）等、多ݖ
　この取組により、リサイクルされない場合とൺֱしてCO2ഉ出
ྔを໿40ˋ࡟減することができるため、資源の有効活用及ͼ環
境ෛՙの低減が期待できます。今後も取組ڌ点の拡大をਤり、
資源の活用をより一層推進していきます。

　当社グループの各施設では、使用済み৯用༉を、国産の
持続可能なۭߤ೩ྉS"'（SVTUBJOBCMF "WJBUJoO 'VFM
 ੡
଄の原ྉとして供څすることで、資源の有効活用に取り組ん
でいます。

　阪急阪神ホテルζでは、「プラスチック資源॥環促進法」に基
づき、客室内にご用意している一部使いࣺてアメニティーをフロ

　阪急阪神ホテルζでは、৯඼ഇغ物の発生཈制（加޻時
に出るഇ材の有効活用、提供方法・੝り付けの޻夫）や計ྔ
に関する仕組みの整備、࠶ར用可能な生ごみの有効活用等
により、৯඼のഇ࡟ྔغ減と資源の有効活用をਤっています。

੓とのߦ・৔におけるଞ社ٿԂࢠߕਆࡕ
働によるリサイクルڠ

঎業ࢪઃ、Ӻࣷ౳における中ਫ・Ӎਫの׆用

1E5Ϙトルのਫฏリサイクル ഇ৯༉の4"'੡଄ݪྉとしての提ڙ

ϗテルࣄ業におけるプラスνックݮ࡟の取組

৯඼ഇغ෺のݮ࡟

マンションブランドʪジオʫ※、ホテル阪急インターナショナル、ઍ
ཬ阪急ホテル、宝塚ホテル、京都新阪急ホテル、大阪ക田ツイ
ンタϫーζ・サウス（オフィス部分）

阪神ߕ子Ԃٿ場、日鉄߯൘ S(-スタジアム ೌ࡚

※マンションの共用部に回ऩϘックスを設置

ෆಈۀࣄ࢈

ΤϯλςΠϯϝϯτۀࣄ

ントロビーでの提供※に変更しています。お客様が必要とする分
だけをお取りいただくことによる「ごみのഉ出ྔの࡟減」のほか、

「環境に֐のある物質をなるべく࡟減」するために、プラスチッ
クૉ材のアメニティーアイテムのܰྔ化や環境に配ྀした商඼
にॱ次切りସえています。
　また、直営レストラン・ԅ会場で使用するプラスチック੡スト
ローのૉ材を環境に配ྀしたものに切りସえ、ストローを必要
とするお客様にのみ提供する取組を行っています。

の有機ഉਫのॲ理を可能にしています。
　阪急電鉄のઁ௡市Ӻと西山ఱԦ山Ӻでは、ホームの上԰に
降ったӍをूめてஷଂするタンクをホームԼに設置し、Ӻの২
。ਫやトイレのચড়ਫに活用していますࢄへの࠿
　阪神ߕ子Ԃٿ場でも、ۜࡿに降ったӍਫを地Լタンクにஷਫ
し、グラウンドへのࢄਫやトイレのચড়ਫにར用しています。

※ୈ一ホテル東京及ͼホテル阪急インターナショナルは客室内に設置しています。
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重要テーマ
（マテリΞリティ）

ؔ࿈するྖҬ

社 会
Socia l

　長期経営構想の実現に向けては、沿線やコンテンツのັ力をさらに高め、事業フィ一ルドをより拡げる等、グル一プが一体となっ
て変革を推し進めていく必要がありますので、その原動力となる従業員一人ひとりが活躍することは、ܽかせない重要なフΝクタ
一です。こうしたことを踏まえ、当社グループでは、多様な人材が自身の持つ能力を最大限に発揮し、活躍できる環境整備を通じて、
従業員一人ひとりがやりがいと安心感を持っていきいきと働ける組織環境を創っていきます。

人的資本 ʙ一人ͻとりの׆༂ʙ

当社グループの人材の全体像

　当社グループでは、現在、グループ経営機能を担う当社のもと、6つのコア事業を展開しています。̐つの人材から成る人材ポー
トフォリオを形成し、多様なݸ性や能力を最大限に発揮できる企業風土（�一人ひとりの活躍）をৢ成することで、これからも急速
な事業環境の変化にૉ早く対応しながら、各コア事業、ひいてはグループ全体において継続的な価値向上をਤっていきます。

人ࡐポートϑΥリΦ
ࡐ人װج⁞  専門人ࡐ

⁠グループ経営人ࡐ

⁠グループ経営人ࡐ

業・֤社においてઈえͣ業務のࣄ֤
見௚しをߦいながらࣄ業を推進する人ࡐ

、い専門ੑを༗しߴ
新たなࣄ業の૑ग़౳を実ߦする人ࡐ

֤ίΞࣄ業の強化に取り組む、
グループԣஅ的な経営人ࡐ

各コア事業では、事業ڝ૪力の強化とともに、
事業རӹの最大化を目指してスピーディーな
事業運営を推進。基װ人材はその中で、事業ڝ
૪力の強化・事業རӹの向上を支える役割を
担います。

「長期経営構想」を実現するために各コア事業
及ͼ事業をԣ断して高度な知見・専門性を発
揮し、当社グループの持続的な成長を支える役
割を担います。

各事業会社に出向し、グループ全体最適の視点
を各組織に浸透させるとともに、「長期経営構
想」のݗ引役として各事業を強化し、グループ
全体のརӹ・評価の最大化をਤる役割を担い
ます。

主に各事業会社社員 主に阪急阪神ホールディングス社員

主に阪急阪神ホールディングス社員

⁠グループ経営人ࡐ
 専門人ࡐ

⁡%9人ࡐ

ࡐ人װج⁞

⁞

⁞

⁞

⁞

⁞

⁡%9人ࡐ

σータとσジタルٕज़を׆用して
価値૑଄やੜੑ࢈向上を

ࡐҾ・推進する人ݗ

DX専門部ॺのメンバーだけでなく、研म等を
通じてDXの知識を身に付け、日々の業務に活
用している全社員がその役割を担います。

DX専門部ॺ社員�当社グループ全社員

౎ަࢢ通

ෆಈ࢈ Τンタテインメント

৘報・通৴

ߦཱྀ

際༌ૹࠃ

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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各戦略に基づいた取組

人材戦略の実現に向けた「一人ひとりの活躍」の基本的な考え方

　当社グループでは、従前から従業員満足度調査を実施して
おり、その結果に基づいた組織改善、より良い職場づくり等
を通じて、従業員満足度を継続的に向上させていくことを目
指しています。
　2023年度に実施した従業員満足度調査では、当社の結果
において、現行の人事制度に対する社員の納得感・満足感に
課題感が見られました。その要因と考えられる問題点や課題
を解消するとともに、長期経営構想の実現に向けて、当社社
員が働きがいと安心感を持って、より積極的に様々な取組に
チャレンジしていけるよう、2025年7月に人事制度改定を行
いました。

　当社グループでは、当社及び主要6社を含む40社を超えるグ
ループ各社に従業員持株会制度を導入し、従業員に対する財産
形成の支援と長期的なインセンティブの付与を図っています。
　なお、当社においては、2025年9月から、持株会奨励金率を
5％から20％に引き上げました。従業員のロイヤリティ向上を
目指すほか、自社株の保有を通じて、グループ全体の業績や経
営に関心と責任を持ってもらうことを企図しています。

・求める人材像の実現に向けた役割定義を体系的に再構築
・人材育成と連動した適切なタイミングでの役割変更

・業績・貢献度を反映したメリハリのある賃金体系へ
・会社業績と個人評価の賃金への反映部分を明確化
・全社貢献利益の一部を原資とするプロフィットシェア導入

・「行動・能力」と「成果」に分けた評価体系へ
・本人へのフィードバック強化による考課の透明性を向上
・「チャレンジ目標」を新設し「チャレンジを褒める」
   「失敗からも学ぶ」組織風土を醸成

　社員の理解度・納得度を高めるための制度説明会（対面・
ウェブ併用）を、階層別に内容をチューニングしながら、20
回にわたって実施しました。また、制度の趣旨・内容につい
て認識の相違が生じないよう、事後アンケートや質問対応に
よるフォローアップを行いました。

新人事制度

従業員持株会奨励金の引上げ

1.1 人事制度の見直し（阪急阪神ホールディングス）

1.2 エンゲージメント向上施策の導入

会社と社員が相互理解を深めて共に成長していく

高い目標に向けて
前向きにチャレンジ

社員のウェルビーイングを
実現しつつ、経営者や各分野

のプロを計画的に育成

｜　制度変更ビジョン　｜

｜　新人事制度の概要　｜

｜　浸透施策　｜

資格制度

人事考課
制度

賃金制度

社員 会社

共通

戦 略 1

エンゲージメントを高める組織づくり 具
体
的
な
施
策

従業員一人ひとりがやりがいと安心感を持っていきいきと働ける組
織環境づくりのため、組織への信頼感・帰属意識や働きやすさの向
上に資する制度の導入・環境の整備を行っています。

1.1 人事制度の見直し
1.2 エンゲージメント向上施策の導入
1.3 多様な働き方・職場環境の整備
1.4 育児・介護・治療の両立
1.5 健康経営の推進
1.6 ハラスメントへの対応

長 期 経 営 構 想 の 実 現を目指してグル ープ が 一 体となって変 革を推 進

一人ひとりの活躍

戦 略 1

DX

Characteristics

Work
engagement

DX

Characteristics

Work
engagement

DX

Characteristics

Work
engagement

戦 略 3

DX

Characteristics

Work
engagement

戦 略 2

GROW TH
継 続 的な継 続 的な

企 業 価 値 の 向 上企 業 価 値 の 向 上

・働きやすい環境
・仕事のやりがい
・安定した処遇

・制度の不透明感
・制度の浸透不足
・過度に一律な処遇による
   チャレンジ意欲の低下

強み 弱み（課題）
従業員満足度調査等に基づく人事制度の実態
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　当社グループでは、すべての従業員が安心して働き続けられ
るよう、一人ひとりのライフステージや状況に寄り添い、仕事
と育児・介護・治療を両立するための各種制度を整えています。

　当社グループは、従業員やその家族の健康がグループの豊
かな未来の礎であると考え、一人ひとりの健康意識の向上と
働きがいのある職場を実現するため、健康経営を推進していま
す。グループとして健康経営を戦略的に推進するため、グルー
プCEOを委員長とする「健康経営推進委員会」を設置し、主要
6社の代表取締役や人事部門担当取締役が健康経営の推進、
実施計画、推進体制に関してグループ横断的に協議しています。
また、社会健康医学・健康経営に専門的知見のある社外取締
役監査等委員がオブザーバーとして出席することで、その実効
性を高めています。

　当社グループでは、環境変化に柔軟に対応し、グループ一
体となって価値を共創できる体制の構築を目指して、組織風土
の変革に取り組んでいます。その実現に向けて、「横（他事業・
他部署）を見る」「外（グループ外）を見る」機会を増やすことで
インナーコミュニケーションを活性化させ、従業員一人ひとり
の意識・行動変容を促します。
　具体的には、社内交流イベントを企画運営する「変革を起こ
す土壌づくりプロジェクト」の立上げや従業員エンゲージメント
調査による現状把握と
改善策の検討、経営層
とのタウンホールミー
ティング の 実 施 など、
多様な施策を推進して
います。

※ABW（Activity-Based Working）：業務内容や気分に応じて働く場所や時間
を柔軟に選べるワークスタイル

　当社グループでは、年度単位で会社・従業員を表彰する制
度を設けており、業績貢献度の高い会社・事業に加え、成長
が期待される会社や長期経営構想の実現につながる独創的な
取組、グループ経営理念の価値観（お客様原点・先見性・創
造性など）に基づいた従業員の積極的な取組などを表彰してい
ます。
　受賞会社及び受賞者には表彰状と賞品が贈られ、社報やグ
ループ広報誌等を通じてグループ従業員に紹介しています。グ
ループ全体で称えるとともに、他の取組にも活かしていきます。

　当社グループでは、事業・業務の特性に応じて、時間や場所
にとらわれない多様な働き方を可能とする制度や、自由闊達で
働きやすい職場環境づくり等、能力や成果を最大限に発揮でき
る環境整備に取り組んでいます（内容は、会社・部署等によっ
て異なります）。

インナーコミュニケーションの強化

表彰制度

健康経営推進体制

健康経営優良法人認定

｜　主な施策　｜

｜　当社における主な施策（2024年度）　｜

｜　健康優良法人　認定数の推移　｜

｜　当社における主な施策（2024年度）　｜

1.4 育児・介護・治療の両立

1.5　健康経営の推進

1.3 多様な働き方・職場環境の整備

部門

大規模法人

中小規模法人

計

2020

5

6

11

2021

8

7

15

2022

10

10

20

2023

11

14

25

2024

12

18

30

2025

12

18

30

・若年層の生活習慣病
   リスク者への保健指導

・セルフケア・ラインケア
   研修

・社内カウンセリングルーム

・勤務時間中の禁煙化 ・禁煙啓発セミナー

・禁煙外来・薬剤費用補助

・女性がん検診
  （定期健診と同時）

・呼吸法セミナー

・ウォーキングイベント ・女性の健康セミナー

・マインドフルネス
   アプリ

1.
カラダの

健康

2.
ココロの

健康

3.
職場の
健康

・法定以上の育児休暇制度（子が3歳に達するまで）
・男性従業員に対する特別有給休暇（15日）の付与

育児

・法定以上の介護休暇制度（通算3年まで）介護

・通院休暇の付与治療

フリーアドレス オフィス

集中スペース

　このような推進体制のもと、グループの健康経営の裾野が広
がってきており、グループ30社が「健康経営優良法人2025」に
認定され、うち阪急電鉄・阪神電気鉄道・アイテック阪急阪神
がホワイト500、阪急阪神リート投信がブライト500を取得し
ています。

経営層とのタウンホールミーティングの様子

ミーティングスペース

時間や場所にとらわれない働き方を可能とする制度

・リモートワーク制度

・フレックスタイム制度・時差出勤制度

・半日単位、時間単位の年次有給休暇の取得制度

自由闊達で働きやすい職場環境の整備

・フリーアドレス

・ABW※エリアの設置（一人での集中作業やウェブ会議に適した個
室スペース、少人数でのミーティングに適したフリースペース等）

・服装の自由化

立ち会議スペース

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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　当社グループは、各事業に精通した人材育成を重視しつ
つ、グループ全体を担う人材も必要と考え、コアを超えた人

　当社社員の経営力や人材力の強化を目的として、階層別
研修において経営戦略やマネジメント、財務・会計、グロー
バルトレンドなどを学び、実践する機会を設けています。
　また、外部派遣として国内MBAや産学連携プロジェクト
などへの参加も推進しています。さらに、グループ全体で新
入社員、新任管理職、新任取締役などの階層別研修を実施
し、メンタルヘルス、サステナビリティ、コンプライアンス、
ビジネスと人権を含む各種の人権に関する話題など多岐に
わたるテーマを取り上げています。

2.2 計画的なジョブローテーション

2. ３ 教育メニューの拡充
　　（阪急阪神ホールディングス）

2. ４ キャリア支援施策の拡充
　　（ 阪急阪神ホールディングス） 

　内発的な動機付けを重視したキャリア形成を支援するた
め、階層別研修としてキャリアデザイン研修を導入していま
す。管理職には希望制でキャリアコーチングやカウンセリン
グも提供しています。

　若手社員のキャリア形成や挑戦を後押しするため、メン
ター・メンティー制度を導入し、部門や階層を越えた「ナナ
メの関係」構築を推進しています。メンティーの参加は募集
制としています。

　社員自身によるキャリアアップや職場での実践を支援する
ため、自己啓発支援制度を設けています。重点分野とする
資格を定め、取得した社員には祝金を支給する仕組みとして
います。

　ダイバーシティ＆インクルージョンの観点を重視し、各事
業の競争力強化を図るため、2025年度以降は経験者採用の
枠組みを一層拡充しています。業界経験者のみならず、異業
種出身者やDX・IT分野のプロフェッショナルなど、多様な
価値観・知識・スキル・経験を有する人材を積極的に受け
入れることで、組織の活性化を図っています。
　また、転職潜在層へのアプローチ強化にも取り組んでおり、
採用ホームページのキャリア登録（タレントプール）窓口の機
能拡充や、SNSを活用した情報発信を強化し、タイミングを
問わず幅広い方 と々接点を持てる体制としています。

　近年の学生の価値観やキャリア志向の多様化を受け、学生
一人ひとりの考え方や志向を丁寧に把握することを重視し、エ
ントリーから選考、内定に至る各段階で個別面談やフィードバッ
クを実施しています。
　また、入社後のミスマッチを防ぐため、事業理解を深めるた
めの各種イベントや現場社員との交流の場を設けるなど、入社
後のイメージをより具体的にもってもらえるような取組を行って
います。
　さらに、将来の労働人口減少を見据えた若年層アプローチと
して、中高生向け職場体験に加え、大学のキャリアセンターと
連携したキャリア教育も実施する等、早期から当社グループの
事業・働き方の魅力を伝え、次代を担う人材との関係構築を
強化しています。

　当社では、持続的な成長と企業価値の向上を目指し、多
様な人材を確保するため、新卒・キャリア採用活動を戦略
的に推進しています。

2.1 戦略的な採用活動の実践
　  （阪急阪神ホールディングス）

　当社グループでは､ ２年に一度､ 職場環境アンケート調査
を国内のグループ全社で実施しており､ その結果は､ 各社が
作成する「ハラスメント防止対策計画」の策定に活用するとと
もに､ 職場環境の改善や教育に活かしています｡

・グループ各社社長対象の人権啓発研修
・各階層の昇格者・新入社員向け研修
・カスタマーハラスメントに関する教育研修

・ハラスメント相談窓口の設置及び相談員の育成
  （当社及びグループ各社）
・採用活動時の面会ルールの策定
・カスタマーハラスメントに対する基本方針の策定

｜　主な施策（2024年度）　｜1.6 ハラスメントへの対応

推進体制
の整備

浸透施策
の一例

事異動や計画的なジョブローテーションを推進しています。
人材配置においては、コミュニケーションシートや面談を通
じて、社員の意向もキャッチしています。

戦 略 2
新たな価値創造に資する多様な人材の確保・育成 具

体
的
な
施
策

当社グループの将来を担う、多様な価値観・知識・スキル・経験を有
する人材を確保・育成するため、戦略的な採用活動（新卒・キャリア
の両軸）や育成施策の実施、自律的なキャリア形成を支援する制度
の導入・整備を行っています。

2.1 戦略的な採用活動の実践
2.2 計画的なジョブローテーション
2.3 教育メニューの拡充
2.4 キャリア支援施策の拡充
2.5 ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

新卒採用

キャリア採用

キャリアデザイン研修

メンター・メンティー制度の導入

自己啓発支援制度・資格取得祝金

DX

Characteristics

Work
engagement
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職責別 目的別

　2022年にDXプロジェクト推進部を創設し、同部を中心に
グループ共通のプラットフォームの構築などを推し進めると
ともに、「HH cross ID」の導入や、当該IDに紐づいた顧客
データの分析等の取組を積極的に推し進めています。

　当社グループ全体でDXを推進していくために、DX高度専
門人材の採用に加え、デザイン思考、デジタルマーケティン
グ、DX・AI関連の研修の実施等を通じてDX人材の育成を
行っています。

　当社及び主要6社では、積極的な女性採用を継続的に実
施するとともに 、
①ライフイベントとの両立支援
②キャリア形成支援
③周囲の理解促進
を柱として各種施策を推進しており、女性リーダー育成に関

　当社グループでは､ 障がいがある方が働きやすい環境を整
備するとともに､ 将来にわたり､ 積極的に障がいがある方の
雇用機会の創出を図るため､ 特例子会社である ｢あしすと阪
急阪神｣を中心に障がいがある方の雇用を促進しています｡

３.1 DX推進基盤の強化 ３. ２ DＸ人材の採用・育成
　　（阪急阪神ホールディングス）

2. ５ ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

主体的なキャリア形成と能力開発を支援する
・グループ全体最適の視点で将来像を描き、実現に邁進する

・「高い志」と「強い信念」をもち、既成概念に囚われず
  挑戦し続ける
・誠実かつ謙虚な姿勢で周囲と関わり、自らも学び続ける

阪急阪神ホールディングス社員のあるべき姿とは1.

2.

3.

「求める人材像」を明瞭にし、職場における育成を支援する

長期的な視点で、新たな価値の創造を促す

人材育成方針・求める人材像（阪急阪神ホールディングス）

研修体系（阪急阪神ホールディングス及びグループ合同）

当社社員向け研修
グループ合同研修

昇格研修
フォロー研修
管理職研修

昇格研修
フォロー研修
新入社員研修

マーケティング基礎
経営戦略基礎
労働法基礎
財務実務基礎

キャリア形成支援 自己研鑽支援

キャリア支援

管
理
職

管
理
職

一
般
社
員

一
般
社
員

経営力・人材強化

職責別 経営知識・人脈形成 デジタル
教育

デ
ジ
タ
ル
教
育

新価値創造力・
構想力の養成
MBA大学院派遣
外部派遣研修

キャリアデザイン
支援
カウンセリング・
コーチング

評価者研修

キャリアデザイン
研修

メンター制度

自己啓発支援制度
資格取得祝金
ライフイベントとの
両立支援
（育休復帰セミナーなど）

新任取締役研修
新任監査役研修

コンプライアンス
メンタルヘルス
人権啓発
ハラスメント相
談窓口対応
労働法

新任管理者研修

新入社員研修

人材育成
基本方針

求める
人材像

する社外研修への派遣や、社外メンターを活用した仕事と
家庭の両立支援施策の充実等により、従業員が性別を問わ
ずいきいきと活躍できる環境の整備に努めています。

戦 略 3
当社グループのDXを牽引・推進する人材の育成 具

体
的
な
施
策

当社グループとして、急速なビジネス環境の変化に対応し、データとデジ
タル技術を活用して新たな価値創造や生産性向上の実現を牽引する人材

（DX専門部署）・推進する人材（全社員）を育成するため、当社グループ社
員に対するDX研修の実施等を通じた教育を行っています。

3.1 DX推進基盤の強化
3.2 DX人材の採用・育成

女性活躍推進

障がいのある方の就労支援

DX

Characteristics

Work
engagement

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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戦
略
１

非財務,P* 目標値	2025年度） 2024年度実੷
	前年ࠩ異） 備考

従業員ຬ଍度

ฏۉ勤続年数

٤煙཰

特定保健指ಋ実施཰

人ݖ研म受ߨ཰
	当社主࠵の֊層ผ研म）

度数཰֐ࡂ業ٳ

直ۙの入社3年以内཭৬཰

継続的に前回ௐ査を上回る

ー

15�以Լ

60�以上

100�を継続

ー

ー

3�50�5ஈ֊	˚0�07


20�1年	�0�1年


16�6�	˚0�8QU


54�1� 	ʴ6�3QU


100ˋ 	ʴ2�9QU


0�60	˚0�79


13�4�	ʴ1�3QU


ִ年実施（2024年度は実施していません。）
実੷は2023年度実੷、（）内は2021年度実੷とのࠩ異

対৅者は2023年度の健康਍断の結果からந出
	特定保健指ಋをऴྃした者ʗ特定保健指ಋ対৅者）

100ສԆべ実࿑働時間あたりの࿑働֐ࡂによるࢮই者数

業1日以上ٳ	
ୈ三者行ҝ֐ࡂ・通勤֐ࡂをআく。

戦
略
２

உ女間௞金֨ࠩ

外国人社員ൺ཰
	外国人社員数の対前年૿加཰）

உ性育ٳࣇ業等取得཰

女性新࠾ن用者ൺ཰

女性管理৬ൺ཰

োがい者ޏ用཰

新࠾ن用者におけるキャリア࠾用ൺ཰

ー

ー

100�

30�以上を継続

10�程度まで向上	2030年度）

法定ޏ用཰以上を継続

ー

73�2�	�1�0QU
※

0�71�	ʴ0�19QU


98�1�	˚1�0QU


45�2�	�1�9QU


6�4�	�0�5QU


3�07�	ʴ0�06QU


40�9�	�5�1QU


当社におけるஉ性従業員の௞金支෷実੷に対する
女性従業員の௞金支෷実੷の割合

2024年度の育ٳࣇ業w育ࣇ目的ٳՋの取得者数ʗ
2024年度に配ۮ者が出産したஉ性従業員数

対৅範ғɿ特ྫ子会社適用会社

2024年度新࠾ن用者のうちキャリア࠾用者の割合

戦
略
３

DX教育අ཰

DXオンライン教育मྃ者割合

15�程度を継続

100�を継続

17�0ˋ（˚0�7QU）

100�

人材育成අ用に઎めるDX教育අの割合
	対৅範ғɿ当社）

※ 相対的に௞金ਫ४の高い管理৬層において、女性の割合が低くなっています。一方、勤続年数、年代ผにൺֱしたஉ女の௞金のࠩ異はほとんどありません。
対৅範ғは、備考にࡌهがあるものをআき、当社及ͼ主要6社	阪急電鉄、阪神電気鉄道、阪急阪神不動産、阪急交通社、阪急阪神エクスプレス、阪急阪神ホテルζ）

そのଞ　社会へ向けた取組

非財務,P*一ཡ

当社グループでは、地域の活性化や安全・安心で環境に配
ྀしたまちづくりなどを目指して、沿線の市やொとのแׅ連
携ڠ定を締結しています。 ڠ定の締結により、それぞれの市
やொとこれまで以上にۓ密に連携・ڠ力し合いながら、引き
続き沿線の価値向上やSD(Tが目指す持続可能な社会の実
現に向けて取り組んでいきます。

　当社グループは、社会貢献活動「阪急阪神 未来のゆめwま
ちプロジΣクト」の一環として、小学生向けキャリア教育プロ

鉄道の現場やホテル・宝塚歌劇・阪神ߕ子Ԃٿ場など、
当社グループの事業や施設・人材を活かし、Նٳみ期間中の
小学生に多࠼で本֨的な仕
事体験や学ͼの機会を提供
しています。2024年度まで
にྦྷ計555のプログラムに
21
317人の子どもたちをট
待しました。

ʪแׅ連ڠܞఆͷྫࣄʫ
豊中市（2022年2月）、ຳ面市（2022年4月）、
宝塚市（2022年9月）、高௬市（2024年10月）、
島本ொ（2025年3月）、஑田市（2025年5月）

࣋ଓՄೳな社会の実現に向けた自࣏体との࿈ܞ強化

࣍ੈ代をҭ成するػ会の提ڙ

「ਆ ΏめŋまͪνϟϨンジୂࡕٸࡕ」

鉄道の保線࡞業の仕事体験

グラムを実施しています。「阪急阪神 ゆめwまちチャレンジୂ」
及ͼ小学生向け出ு授業「阪急ゆめwまち わくわく8O3,プ
ログラム」は、2017年度に経済産業লが主࠵する「ୈ8回キャ
リア教育アϫード」で経済産業大ਉ৆（大৆）を受৆したほ
か、2020年度に文部科学ল主࠵の「੨গ年の体験活動推進
企業表জ」で文部科学大ਉ৆（最༏ल৆）を受৆しました。

一人あたりの教育時間 ー 9�34時間	˚2�0時間


各छ研म受ߨ者数	Ԇべ） ー 20
462人	ʴ4
155人
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T O P I C S 0 1

　グループ従業員の寄付を基に、会社が同ֹを上৐せし、重
点ྖ域である「地域環境づくり」「次ੈ代の育成」に沿った活動
を行う阪急阪神沿線の市ຽ団体をॿ成する「阪急阪神 未来の
ゆめwまち基金」を運営しています。ୈ16回となる2024年度は、
非営ར団体15団体に総ֹ900ສԁをॿ成しました。また、新
たなࢼみとして、これまで同基金からのॿ成を通じて関܎を築
いた市ຽ団体のうち10団体を対৅に、h 資金ௐ達 をɦ応ԉする
寄付ܕクラウドフΝンディング「ゆめwまちクラウドフΝンディン
グ」を実施しました。本取組は、市ຽ団体への継続的な寄付の

　阪急電鉄と阪神電気鉄道は、SD(Tの達成に向けたܒ発メッセージを発信する特
ผ企画ྻ 「ंSD(Tトレイン 未来のゆめwまち号」を、国や自治体・企業・市ຽ団体
等と連携して運行しています。ं体の外観には SD(Tをイメージしたイラストを施し、
ं内ポスターもすべてSD(Tに関するものに統一しています。2020年9月からは東急
グループとڠ働運行を行っており、૸行にかかる電力をすべて（実質的に100�）࠶
生可能エネルギーで࿫っています。これら一連の取組が評価され、ୈ4回「ジャパン 
SD(Tアϫード（主࠵ɿ日本政෎のSD(T推進本部）」において、特ผ৆「SD(Tパート
ナーシップ৆」を受৆しました。さらに、2024年4月からは、阪急観ޫバス・阪神バス・
東急バスの一部࿏線で、SD(Tトレインと連動したデβインを施した「SD(Tバス」の
運行を開࢝することにより、東西での取組を拡大しています。同取組は、2025年度
຤まで継続する༧定です。

　本プロジΣクトでは、定期的に阪急阪神沿線でお客様
ௐ査を行っており、2025年度のௐ査では、同プロジΣク
トや「SD(Tトレイン 未来のゆめwまち号」を認知する層ほ
ど、当社グループへの޷感度や同沿線へのॅډ意向が高
まるとの結果が出ています。

2025年5月に、国連事務次長（グローバル・コϛュニέーション担当）のメリッサ・
フレϛングࢯが「SD(Tトレイン未来のゆめ・まち号」を視察されました。そして、「地
域にࠜࠩしたຽ間企業が、自治体や様々なセクターをרきࠐみながら、コϛュニ
ティや子どもたちの未来のために取組を進めていることは大変意義が大きいと思
います。」との感想をいただきました。

　当社グループでは「未来にわたりॅみたいまち」づくりを目指して、2009年から社会貢献活動「阪急阪神 未来のゆめwま
ちプロジΣクト」に取り組んでいます。本プロジΣクトは「地域環境づくり」と「次ੈ代の育成」を重点ྖ域としており、2020
年5月に発表した「サステナビリティએ言」に基づく、SD(Tの達成に向けた取組の一つです。

取組ྫ

取組ྫ

ܞԉ・࿈ࢧຽஂ体へのࢢ

ಈを通じた成果׆

「4%(TトϨイン 未来のΏめwまͪ߸」「4%(Tバス」の運ߦ

「ਆ 未来のΏめŋまͪプロジΣクトࡕٸࡕ」

グループの社会׆ݙߩಈ

きっかけとなり、これらの団体がক来にわたり活動を維持でき
るようにすることを目的にするとともに、「未来にわたりॅみた
いまち」をつくりたいという想いに共感する、まちに関わる様々
な人々とのڠ働につながると考えています。 2024年12月から
2025年2月にืूし、合計492名から໿480ສԁを支ԉいた
だきました。今後も、「未来にわたりॅみたいまちづくり」への
共感や機運を高めることを目指し、従業員や沿線地域のօ様
とのڠ働に取り組んでいきます。

ௐ査対৅ ɿ 阪急阪神沿線23市ொ在ॅ18 ʙ  உ女 ௐ査方法 ɿ アンέートモニターに対するインターネットௐ査ࡀ69
回答者数 ɿ 1
000人 　ௐ査期間 ɿ 2025年7月31日ʙ 8月5日
※୺数ॲ理により、合計が一கしない場合があります。

国連事務次長メリッサ・フレϛングࢯ
のSD(Tトレイン視察の様子

「SD( ト͂レイン 未来のゆめ・まち号」（上ஈ）と
「SD(Tバス」（Լஈ）

IUUQT���XXX�IBOLZV�IBOTIJO�DP�KQ�ZVNF�NBDIJ阪急阪神 未来のゆめwまちプロジΣクトウΣブサイト

ʛɹجຊํ਑ɹʛ ʛɹ主ͳ׆ಈ಺༰ɹʛ

ʪ஍Ҭ社会とのڠ働ʫ ʪ従業員とのڠ働ʫ

ʛɹॏ఺ྖҬɹʛ

　阪急阪神沿線を中心に、私たち一人ひとりが関わる地域に
おいて「未来にわたりॅみたいまち」をつくることを目指します。

　企業・地域社会・従業員
の3つのڠ働をபとし、様々
な活動を行っています。 ʪ企業でのڠ働ʫ

①グループ各社の
社会貢献活動の推進

②資金や޿報ڠ力を
通じた市ຽ団体の支ԉ

③従業員・ݩ社員の
社会貢献活動の促進

ʰ஍Ҭ環境ͮくりʱ
まちを持続可能に発展させる

ʰ࣍ੈ代のҭ成ʱ
未来のまちの担い手を育てる

0
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�0
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�0

100

શମ

当社グループへの好感度
（�）

64.064.0

42.842.8
21.221.2

76.576.5

49.949.9
26.626.6

83.983.9

47.547.5
36.536.5

る͡ײる　˙΍΍͡ײ౓をײ޷˙

（O�1
000）
（O�77�） （O��7�）

当社グループ
認知層

ゆめ･まちPJ
認知層

0
20
�0
60
�0

100

શମ

阪急阪神沿線への居住意向
（�）

40.240.2
26.226.2
14.014.0

47.047.0
29.929.9
17.117.1

60.660.6

36.736.7
23.923.9

˙ॅΈͨい・ॅ Έଓ͚ͨいと͏ࢥ ˙গし͏ࢥ

（O�1
000）
（O�77�） （O��7�）

当社グループ
認知層

ゆめ･まちPJ
認知層

˞
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T O P I C S 0 2

　当社グループは「人のଚ重」をグループ経営理念の価値観の一つとしており、すべての従業員がそのझࢫを深く理ղできるよう、
「人ݖのଚ重に関する基本理念」と「人ݖのଚ重に関する基本方針」を明文化しています。2023年4月には、国際連合の「ビジ
ネスと人ݖに関する指ಋ原ଇ」等を踏まえ、基本理念と基本方針を改定しました。

　当社では、「ビジネスと人ݖ」の視点をより意識し、グ
ループ全体	サプライチΣーンを含む。）において、人ݖリ
スクのચ出しと༏先ॱҐ付け	重要リスクの特定
をした
上で、人ݖ৵֐の防止・ෛの影響のܰ減の取組を進め
ています。また、取組にあたっては、社外の視点を重視し、
大学教授やN(Oの代表者等の外部の有識者と対話しな
がら進めています。

IUUQT���XXX�IBOLZV�IBOTIJO�DP�KQ�TVTUBJOBCJMJUZ�NBUFSJBMJUZ�IVNBO�SJHIUT�
人ݖଚ重に関する基本理念と基本方針 �

人ݖデュー・ディリジΣンス

　当社グループのコア事業に関܎する従業員により、人
し、各事࠵リスクのચ出しに関するϫークショップを開ݖ
業の人ݖリスクをચい出しました。また、ચい出した人
度ࠁへのෛの影響の深ݖリスクについて、જ在的な人ݖ

೉度ࠔ໛・範ғ・ੋ正ن	とෛの影響が生じる可能性の

人ݖリスクのચग़し・重要リスクのಛఆ

重要な人ݖリスク
�˞するステークϗルμー܎ؔ

対応のओなํ向ੑ
自 サ ར ٻ ॅ

ར用者の安全※2 ˔ ・安全施策（施設・設備の安全対策、従業員教育等）の継続・強化

ハラスメント
（カスタマーハラスメントを含む。） ˔ ˔ ˔

・ハラスメント防止施策（教育・ܒ発、アンέートௐ査等による実ଶ把握・
  改善等）の継続・強化

ʲ࠾用活動時のハラスメント対策ʳ
・応ื者への相談૭ޱのप知
・従業員への継続的な教育の実施
ʲカスタマーハラスメント対策ʳ
・カスタマーハラスメント防止体制の構築、対応マニュアルの整備
・従業員への継続的な教育の実施

ࠩผ ˔ ˔ ˔ ˔ ˔ ・従業員への継続的な教育の実施

強制࿑働・外国人࿑働者の
֐ར৵ݖ ˔ ˔ ・外国人࿑働者の現状把握（アンέート・ώアリング等）及ͼ状況改善

用管理上のཹ意点等の継続的なप知ޏ・

過重࿑働 ˔ ˔ ・࿑働時間対策（࿑働時間管理・36ڠ定の९क状況の確認等）の継続・強化

࿑働安全Ӵ生 ˔ ˔ ・法ྩ等に基づいた、従業員の健康・安全管理対策のపఈ

ಐ࿑働ࣇ ˔ ˔ ಐ࿑働の現状把握（アンέート・ώアリング等）及ͼ状況改善ࣇ・
用管理上のཹ意点等の継続的なप知ޏ・

人ݖ৵֐相談等への
不適切な対応 ˔ ˔ ˔ ˔ ˔ ・外国ޠ対応を含めた相談૭ޱのあり方の検౼

・相談૭ޱ担当者への継続的な教育の実施

プライバシーのݖར ˔ ˔ ˔ ˔ ˔ 人情報保護や情報セキュリティを中心とした対策の継続的な実施ݸ・
 （情報セキュリティ対策の一層の強化等）

ۙྡॅຽの安全 ˔ ・安全施策（ۙྡとのڠ議、従業員教育等）の継続・強化

ฆ૪等による心身の安全※2 ˔ ・グループԣ断的なカントリーリスク情報のऩू、発信体制の整備・強化
・インシデント対応力の強化　

※１　自ɿ自社従業員、サɿサプライヤー従業員、རɿར用者・ফඅ者、ٻɿٻ৬者、ॅɿ地域ॅຽ
※̎　「ར用者の安全」ɿ国際༌ૹ事業をআくコア事業が対৅、「ฆ૪等による心身の安全」ɿ都市交通・不動産・ཱྀ 行・国際༌ૹの各事業のうち、海外事業従事者が対৅。　　
　　　それ以外のリスクは、全コア事業が対৅

「Ϗジネスと人ݖ」にؔする取組

ॏ要ͳਓݖϦεΫ

ɾۙྡॅຽͷ҆શ潜
在
的
な
人
権
へ
の
負
の
影
響
の
深
刻
度

人ݖへのෛのӨڹがੜじるՄೳੑ

高

高低

ɾաॏ࿑ಇ ɾར༻ऀͷ҆શ

ɾプϥΠόγーͷݖར

ɾࠩผ

ɾ࿑ಇ҆શӴੜ ɾϋϥεϝϯτ
ʢηΫϋϥɾύϫϋϥ౳ʣ

ɾ੍ڧ࿑ಇɾ֎ࠃਓ
ɹ࿑ಇऀͷݖར৵֐

ɾฆ૪౳ʹΑΔ
���৺਎ͷ҆શ ɾਓݖ৵֐૬ஊ౳΁

ɹͷෆద੾ͳରԠ

ɾࣇಐ࿑ಇ

重要な人ݖリスク

˞໿11�ͷϦεΫΛચ͍ग़্ͨ͠Ͱɺؔ 連ੑͷ߲͍ߴ໨Λू໿͠ɺ
ɹ্11هͷॏ要ϦεΫΛಛఆ͠·ͨ͠ɻ
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重要な人ݖリスクのうち、「ハラスメント」について、引き続き、当社及ͼグループ各社において役৬員向けの研मを実施するほか、
当社社長及ͼグループ各社のトップからハラスメント防止メッセージを従業員に発信するとともに、ຖ年、グループ各社がハラ
スメン๼防止対策計画を策定し、それに沿った取組を計画的に実施しています。また、当社グループの従業員を対৅に「৬場環
境に関するアンέート」をִ年で実施	直ۙでは、2024年6月に実施
し、アンέートを通じてハラスメント防止のܒ発やハラス
メント相談૭ޱのप知をਤるとともに、アンέート結果を、グループ各社におけるハラスメント防止対策の立案に活用しています。

IUUQT���XXX�IBOLZV�IBOTIJO�DP�KQ�
TVTUBJOBCJMJUZ��DVTUPNFS@IBSBTTNFOU

カスタマーハラスメントに対する基本方針ɿ

ハラスメント防止に向けた取組

教育・ܒ発

ޱ済の૭ٹ

用活動時のハラスメント防止対策として、当社及ͼ中࠾
核会社では、応ื者と面会する࠾用担当者やそのଞの社
員に対し、公正࠾用選考に関するܒ発を実施しています。
その中で、応ื者に対するハラスメント行ҝを明確に禁止
するとともに、面会場所・時間や連བྷ手ஈなど社員と応ื
者の面会ルールを策定しています。また、࠾用サイト等で
応ื者向けにハラスメント相談૭ޱを案内し、安心して選
考に臨んでいただける環境の整備に౒めています。

当社グループでは、グループ各社の経営トップと当社の全管理৬を対৅として、外部有識者による人ܒݖ発研मをຖ年実施
	直ۙでは、2025年̏月に、グループ各社の社長等を対৅に研मを実施）し、マネジメントを担う者が知っておくべき様々な人ݖ
՝題について、定期的にܒ発しています。また、グループ各社の新任取締役・新任監査役・新任管理者・新入社員等、各֊層の
新任者や各社の人ݖ担当者に対して人ܒݖ発研मを実施し、人ݖのଚ重に関する基本理念・基本方針の浸透やハラスメントの
防止について、継続的にܒ発しています。

当社では、人ݖ৵֐行ҝを含む法ྩ等ҧ൓行ҝ・൓ྙ理的行ҝが行われていた場合ຢはそのおそれがある場合に、当社グルー
プ及ͼ取引先の役৬員とその家଒がར用可能な内部通報制度として、内部相談受付૭ޱ及ͼ外部の弁護士を૭ޱとする外部
相談受付૭ޱから成る「企業ྙ理相談૭ޱ」を設置しています（企業ྙ理相談૭ޱのৄࡉは、P�96参র）。

さらに、当社グループでは、当社グループの従業員を対৅とした「ハラスメント相談૭ޱ」を設置し、৬場におけるハラスメント
についての相談を受け付けています。また、グループ各社のハラスメント相談૭ޱの担当者が、相談内容や状況に応じ、適切に
対応できる知識とスキルの取得のため、ロールプレイを取り入れた研मを実施すること等を通じて、グループ従業員が安心して
相談できる体制づくりに౒めています。

྆૭ޱについては、ಗ名でのར用が可能であり、相談者のプライバシーが保護されることはもちろんのこと、相談したことを
理由とする不རӹな取ѻいがないࢫをن程等で明示しています。

当社グループでは、お客様に良質なサービスを安定して
提供し続けていくために、従業員の人ݖがकられ、心身と
もに健康で安心して働くことができる৬場環境を整えるこ
とが大切であるとの考えのもと、2024年11月に「阪急阪
神ホールディングスグループ カスタマーハラスメントに対
する基本方針」を策定しました。۩体的には、カスタマーハ
ラスメントには組織としてؽવと対応することを明確にし
たうえで、カスタマーハラスメントへの対応方法・手ॱを

ࡦ対ࢭಈ時のϋラスメント๷׆用࠾

人ݖ教ҭの実ࢪ

૬ஊ૭ޱのઃஔ

Χスタマーϋラスメント๷ࢭ対ࡦ

観点から評価を行い、当社グループにおける重要な人ݖリ
スクを特定しました。
　なお、人ݖリスクのચ出しや重要な人ݖリスクの特定に
あたっては、当社޿ௌセンターや企業ྙ理相談૭ޱ等へ
のご意見・相談内容など、お客様・地域ॅຽ・従業員等

カスタマーハラスメントへの対応セϛナー

のステークホルダーの੠を考ྀしています。
　重要な人ݖリスクについては、今後の対応の方向性（هࠨ
表参র）に基づき、༧防・低減に向けた取組をॱ次進めてい
きます。

定めŊ 従業員に必要な教育研मを実施するとともに、従業
員がカスタマーハラスメントを受けた場合は、そのέアに
౒めますŇまた、従業員自らが取引先等に対しカスタマー
ハラスメントを行うことのないよう、ܒ発を行っています。

2025年̑月には、当社グループの従業員を対৅に、カス
タマーハラスメントへの対応をテーマにした弁護士による
セϛナーを開࠵しました。

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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ؔ࿈するྖҬ

ガ バ ナ ン ス
Governance

重要テーマ
（マテリΞリティ）

　「お客様をはじめとするօ様から信頼される企業でありつづける」ために、経営の透明性・健全性を一層高めることや、法ྩ等の९क、
適時適切な情報開示等を通じて、コーポレート・ガバナンスの強化・充実をਤっています。そうした基本的な考え方に基づき、以Լの5つ
の方針を定め、コーポレートガバナンス・コードの各原ଇに取り組み、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指します。

⁞株主ͷݖརΛଚॏ͠ɺฏ౳ੑΛ֬อ͍ͨ͠·͢ɻ
 株主ΛؚΉεςーΫϗルμーͷརӹΛྀ͠ߟɺͦΕΒεςーΫϗルμーͱద੾ʹڠಇ͍ͨ͠·͢ɻ
⁠会社情報Λద੾ʹ։ࣔ͠ɺಁ໌ੑΛ֬อ͍ͨ͠·͢ɻ
⁡औక໾会ͷ໾ׂɾ੹務Λద੾ʹ਱͠ߦɺߴ౓ͳ؂ಜػೳͱҙܾࢥఆػೳͷ֬อʹ౒Ί·͢ɻ
⁢౰社ͷ࣋ଓత੒௕΍த௕ظతͳۀاՁ஋্޲ͷ؍఺͔Βɺ株主ͱݐઃతͳର࿩Λ͍ߦ·͢ɻ

ガバナンスの充実に向けて

ガバナンス体制

　当社グループは、७ਮ持株会社体制を࠾用しており、事
業執行は基本的にࡿԼのグループ会社が担当し、当社はグ
ループ全体の監視・監督を主要な৬務とすることで、監視・
監督機能と執行機能とを分཭した体制としています。
　そのような体制のもと、当社は、当社及ͼ当社グループの
経営方針、経営戦略等に関わる事߲や各コア事業の中期・
年度経営計画につきঝ認するݖ限を保持するとともに、事
業執行会社に対して適時その進捗状況に関する報告をٻめ
るほか、一定金ֹ以上の投資を行う場合など、グループ会
社がグループ経営の観点から重要な事߲を実施する場合に、
事前に当社のঝ認を得るか報告することをٻめることなどに
より、各会社を監視・監督し、グループ全体のガバナンスの
向上をਤっています。
　そのため、上ه事߲については、社外取締役を加えて構
成された当社取締役会をঝ認ຢは報告の場とするとともに、
その前置機関として、当社グループの各コア事業の代表者等
もメンバーに加えた「グループ経営会議」を設置しています。
　このほか、事業執行会社においても、より実質的な議論
や意見交換等を行うことを通じて各事業へのリスク管理の実
効性を高めるため、主要な中核会社において、社外出身の
取締役・監査役を選任しています。
　また、取締役人事及ͼ取締役（監査等委員である取締役

औక໾会ʹ͓͚Δ
ಠཱ社֎औక໾ൺ཰

当社ٴͼ当社グループにおけるίーポϨート・ガバナンス体制の֓要

をআく。）の報酬の透明性及ͼ客観性を確保するため、代表
取締役会長（ܽ員ຢは事ނがあるときは、代表取締役社長）
及ͼ当社から独立した立場にある社外取締役全員を構成員
とし、社外取締役を委員長とする指名・報酬委員会を設置
しています。指名・報酬委員会は、取締役人事及ͼ取締役（監
査等委員である取締役をআく。）の報酬に関する事߲につい
て、取締役会からのࢾ問を受け、審議・ܾ議の上、答申し
ています。
　さらに、当社グループでは、グループとしての総合力強化
の一環として、資金ௐ達を原ଇとして当社に一ݩ化し、事業
執行会社には、当社がঝ認した経営計画の範ғ内において
必要な資金が配分される仕組みの整備を推進するなど、資
金面でのガバナンスの強化にも౒めています。

46.2% 23.1% 85.7%46.2% 23.1% 85.7%46.2% 23.1% 85.7%

औక໾会ʹ͓͚Δ
ঁੑൺ཰

指໊ɾ報ुҕһ会ʹ͓͚Δ
ಠཱ社֎औక໾ൺ཰
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˞౰社グループͰ͸ίーϙϨーτΨόφϯεɾ
ίーυʢプϥΠϜࢢ৔͚޲ͷ಺༰ΛؚΉɻʣͷ
ଇʹ͍ͭͯɺ͢ݪ֤ ΂࣮͍ͯͯ͠ࢪ·͢ɻ֤ ݪ
ଇͷ࣮ࢪ಺༰ٴͼͦͷଞίーϙϨーτɾΨό
φϯεʹؔ͢Δ߲ࣄʹ͍ͭͯ͸ɺʮίーϙϨー
τɾΨόφϯε報ࠂॻʯΛ͝ࢀর͍ͩ͘͞ɻ

IUUQT�//XXX�IBOLZV�IBOTIJO�DP�KQ/
EPXOMPBE/TVTUBJOBCJMJUZ/NBUFSJBMJUZ/
DPSQPSBUF/HPWFSOBODF/JOGP@HPWFSOBODF�QEG

コーポレート・ガバナンス体ܥਤ

役員一ཡ P.99

ʦ取締役会・取締役ʧ
取締役会は、当社及ͼ当社グループの経営方針、経営戦

略等に関わる事߲や各コア事業の経営計画につきঝ認する
限を保持するとともに、グループ会社における重要な投資ݖ
案݅等について適時事業執行会社から報告をٻめることで、
各会社を監視・監督し、グループ全体のガバナンスの向上
をਤっています。

また、監視・監督機能の強化と意思ܾ定の質の向上をਤ
るため、13名の取締役により取締役会を構成し、うち女性3
名を含む6名を独立社外取締役として選任しています。また、
13名の取締役のうち3名は監査等委員である取締役であり、
監査等委員会を構成しています。

ʦ؂ࠪ౳委員・؂ࠪ౳委員会ʧ
監査等委員及ͼ監査等委員会については、3名の監査等

委員のうち、当社から独立した立場にあり、かつ高度な専門
性を有した社外取締役2名を選任することで、業務執行に܎
る意思ܾ定の適正性のより一層の確保に౒めるとともに、グ
ループ経営会議をはじめとするグループ内の会議体に常勤の
監査等委員が出੮するなど、監査等委員会による監査・監
督の環境整備にもཹ意しています。

経営の透明性・ガバナンスの実効性の向上

当社の経営上の意思ܾఆ、ࣥ る経営管理組৫܎ͼ؂ಜ౳にٴߦ

代表取締役

グループ経営会議

グループ各社

株主૯会

監査等 報告

報告

報告

参画
（オブβーバー）

監査

報告

答申

問ࢾ 会計監査

টू

টू�執行状況報告 選定�ղ৬�監督

選任�ղ任 選任�ղ任 選任�ղ任

参画

ࢦ ɾ໊ใु委員ձ ձܭ監査ਓ

監査等委員会
スタッフ

グループ監査室

取締役
（監査等委員Ҏ外）

؂ࠪ౳委員会
取締役

（監査等委員）

取締役会

久須 勇介 上田 靖 遠藤 典子
（学者）

鶴 由貴
（弁護士）

小林 充佳
（経営者）

宮原 幸一郎
（経営者）

島谷 能成 荒木 直也 福井 康樹嶋田 泰夫
議長

˙独立社外取締役　
˔ உ性　
˔ 女性

髙橋 裕子
（医ࢣ・学者）

小見山 道有
（弁護士）

橋本 一範
委員長

؂ࠪ౳ҕһ会	�໊


髙橋

鶴嶋田

小林 宮原

小見山

遠藤
委員長

指໊ɾ報ुҕһ会	�໊
औక໾会	1�໊


ʦ指名・報酬委員会ʧ
指名・報酬委員会は、取締役の選ղ任やグループCEOの

後継者計画の策定・運用等の取締役人事及ͼ取締役（監査
等委員である取締役をআく。）の報酬の透明性及ͼ客観性を
確保するため、代表取締役会長（ܽ員ຢは事ނがあるときは、
代表取締役社長）及ͼ当社から独立した立場にある社外取締
役全員を構成員とし、社外取締役を委員長として、取締役
人事及ͼ取締役（監査等委員である取締役をআく。）の報酬に
関する事߲について、取締役会からのࢾ問を受け、審議・
ܾ議の上、答申しています。

ʦグループ経営会議ʧ
グループ経営会議は、グループCEOを議長とし、常勤取

締役（監査等委員である取締役をআく。）及ͼ執行役員ฒͼに
当社グループの各コア事業の代表者等を構成員として、取締
役会のܾ議事߲のほかに、当社グループの経営戦略、経営
計画や、グループ会社における重要な投資案݅等、当社の
グループ経営に関わる重要事߲の審議・ঝ認等を行ってい
ます。

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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ʦ社外取締役の取締役会・؂ࠪ౳委員会へのग़੮ঢ়گ（����೥౓）ʧ

໊ࢯ ஍Ґ
ग़੮ঢ়گʢग़੮ճ਺/։࠵ճ਺ʣ

औక໾会౳ʹ͓͚Δൃݴɺͦ ͷଞͷঢ়گ
औక໾会 ؂ࠪ౳ҕһ会

ԕ౻�యࢠ 取締役 11回�11回 ー
主に、公共政策や環境・エネルギー分野の研究を通じて培った豊෋な経験・知見に基づいて有
ӹな発言を行っています。

௽�༝و 取締役 11回�11回 ー 主に、コンプライアンスの視点から有ӹな発言を行っています。

খྛ�ॆՂ 取締役 11回�11回 ー 主に、経営者としての豊෋な経験・視点と実੷に基づいて有ӹな発言を行っています。

খࢁݟ�ಓ༗ 取締役監査等委員 11回�11回 12回�12回 主に、コンプライアンスの視点から有ӹな発言を行っています。

ࢠ�༟ڮ∁ 取締役監査等委員 11回�11回 12回�12回
主に、社会健康医学や健康経営の研究・臨床を通じて培った豊෋な経験・知見に基づいて有ӹ
な発言を行っています。

（஫）社外取締役については取締役会の事務局が、監査等委員である社外取締役については監査等委員会の事務局が、それぞれ補佐を行うこととしており、特に、監査等委員会
事務局には専任のスタッフを配置しています。さらに、取締役会に付議される議案の内容については、取締役会事務局が、原ଇとして会日の7日前を目్に資ྉをૹ付するなど、
社外取締役の監視・監督機能の向上をਤっています。

※Լ線は、2024年度評価から新設された߲目

①取締役会の役割・構成（取締役会の人数や構成、期待された役割の評価）
②取締役会の運営・議論（スέジュール、議案・報告事߲の選定、事前の情報提供、説明、資ྉの内容、審議時間）
③取締役会の議論の内容（中期的な経営方針、株式市場からの評価を踏まえた資本コスト経営の推進・

事業ポートフォリオの見直し、サステナブル経営の推進、リスク管理体制の推進等）
④企業統治委員会・報酬委員会（྆委員会の構成及ͼ運営、グループCEOの後継者計画の議論）
⑤宝塚歌劇団のガバナンス改善への取組

取締役会・؂ࠪ౳委員会の実効ੑの֬อ

ʦ取締役会の実効性評価ʧ
　当社はຖ年、取締役会の実効性について分ੳ・評価を行い、取締役会のさらなる監督機能及ͼ意思ܾ定機能の向上に౒めています。

全取締役にݸผに事前アンέートを実施した上で、取締役会において当֘アンέート結果について報告の上ڠ議

˙����年౓ͷධՁ結ՌΛ౿·͑ͨ����年౓ͷ主ͳվળͷऔ૊
　2023年度取締役会の実効性評価において、2024年度の取締役会の՝題としてڍげられた次の事߲に対して、
改善の取組を行いました。

評価ख法

評価߲໨

՝୊ վળऔ૊ͷྫ

1ɽΨόφϯεମ੍ͷߴ౓Խ

B�宝塚歌劇団改革を含めた当社グループのガバナンス
の࠶構築

w 事業環境が急速に変化する中で、適切にリスク管理
を行いながら経営を行うことについて

w 宝塚歌劇団の改革を、実効性を持ち推進することに
ついて

w 取組の内容については、2025年1月14日に公表
（IUUQT���XXX�IBOLZV-IBOTIJO�Do�KQ�SFMFBTF�EoDT�D9574GF9404CD5DF615D2EFE05B3F6E3E12FFC79�QEG）

w なお、宝塚歌劇団の改革について、社外取締役からは、次の評価を得ています。

˛

必要と考えられる改善は実施されており、宝塚歌劇団の今後の発展につながる取組と言える。

˛

一方で、宝塚歌劇団における取組の見直しや当社取締役会における成果の確認を引き続き実施する
　　などしてPDC"サイクルを回し、改善を続けていくことが必要である。

C�取締役の構成等
w 企業経営や国際性に関する経験及ͼスキルを持つ取

締役を選任することについて
w グループCEOの後継者計画の見直しの議論を行うこ

とについて

w 2025年度以降の取締役会の体制を整えるべく、次の方針について議論

˛

当社取締役として企業経営経験者を૿員すること

˛

中核会社の一つで海外不動産事業を強化する阪急阪神不動産株式会社に国際性に関するスキルを
　　備えた社外出身の取締役を選任すること
w グループCEOの後継者計画の見直し及ͼ後継者選定手続きの実施

ʦ2024年度取締役会の՝題と改善取組のྫʧ
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報酬制度

˙����年౓ͷධՁ結Ռͱ����年౓ͷऔ૊ํ਑
　2024年度の取締役会は、֓ね適切に運営されており、実効性は確保されているとの評価を得ています。一方、取締役会の実効
性評価に関するڠ議を経て、次の՝題を認識したため、2025年度取締役会において、継続的に改善に取り組むこととしています。

՝୊ վળऔ૊ͷྫ

̎ɽ੒௕ઓུʹؔ͢Δٞ࿦ͷॆ࣮౳

w 事業ポートフォリオ等を踏まえた成長戦略の策定に向
けて充実した議論を行うことについて

w グループ従業員等へ浸透させることの重要性及ͼそ
の方法について

w 持続的な3OE8ˋの達成等に向け、当社グループの「ありたい姿」と現状のギャップをຒめていくための
「長期経営構想」の策定にあたり、取締役会において繰り返し議論

w 長期経営構想のグループ全体への浸透に向けた施策の検౼

̏ɽऔక໾報ुͷݟ௚͠

w 業੷連動報酬への非財務指標のಋ入について

w 取締役報酬制度を、長期経営構想を実現するためのインセンティブとして機能させるため、業੷連
動報酬において非財務指標をಋ入することを含め報酬制度を改定する方向性について議論

w 制度改定を視野に、議論の深化に向けた環境整備の一環として、取締役人事と取締役報酬を一体的
に審議するため、企業統治委員会及ͼ報酬委員会を統合し、指名・報酬委員会として新設

̐ɽऔక໾会ʹ͓͚Δٞ࿦ͷ一૚ͷॆ࣮

w 中長期的な方針策定等に関する審議を行うための十
分な時間を確保することについて

w 事前資ྉの配付時期の早期化について

w 取締役会付議事߲の見直しにより業務執行者へのݖ限委ৡを進め、さらに充実した議論を実施する
ための時間を確保

w 取締役会において、ܾ議前に継続的に審議し、内容をਫ਼査すべき事߲について十分に議論する時間
を確保するため、既存のܾ議事߲、報告事߲に加えて、ڠ議事߲を新設

w クラウドストレージサービスの活用等による資ྉ配付の早期化

̍ɽΨόφϯεମ੍ͷߴ౓Խ
w 宝塚歌劇団改革の継続的なモニタリング
w 指名・報酬委員会による議論の活性化
w 社外取締役による՝題認識の共有

̎ɽऔక໾報ुͷݟ௚͠ w 報酬制度の改定に向けた議論の深化 
 （業੷連動報酬の業੷指標として非財務指標をಋ入することの検౼を含む）

̏ɽऔక໾会ʹ͓͚Δٞ࿦ͷ一૚ͷॆ࣮

w 長期経営構想の実現に向けた取組のモニタリング
w 取締役会の議論の前提となる各コア事業の՝題・取組説明の充実
w 投資家や株主の関心事を把握するためのＩ̧ 活動に関する報告の強化
w リスクマネジメントやサステナブル経営に関する報告の拡充
w 取締役会の付議基४の見直し

ʦ2025年度取締役会の՝題ʧ

取締役の報酬౳
　取締役	監査等委員である取締役をআく。
の報酬について
は、企業価値及ͼ業੷の向上に対する意ཉを一層高めると
ともに、株主価値の向上に対するインセンティブを働かせる
ことができる報酬体ܥとし、その役Ґ及ͼ৬੹に対して支څ
される固定報酬である金મ報酬と、代表取締役に支څされ
る信ୗを用いた業੷連動ܕ株式報酬とから構成しています。
۩体的な報酬ֹのܾ定手続については、取締役会の੹任の
もとで、客観性及ͼ透明性のある手続によって行うことを目
的として、指名・報酬委員会においてあらかじめ報酬制度
及ͼ内容についてࢾ問した上で、取締役会においてܾ議し

ています。また、取締役（監査等委員である取締役をআく。）
のݸ人ผの報酬等の内容については、指名・報酬委員会が
ܾ定方針との整合性を含めた多֯的な検౼を行っているこ
とから、取締役会も基本的にその答申をଚ重しܾ定方針に
沿うものであると判断しています。なお、報酬制度のৄࡉに
ついては、「取締役（監査等委員である取締役をআく。）のݸ人
ผの報酬等の内容に܎るܾ定方針」においてࡌܝしています。
※業੷連動ܕ株式報酬制度は、グループ CEOを含むすべての代表取締役（2名）

を対৅としています。なお、すべての対৅者に対して、株式交付等を受けるݖ
ར（受ӹݖ）確定前に、支څ対৅となる対৅者が、取締役としての৬務に関し
て重大なҧ൓があった場合そのଞ一定の事由に֘当する場合には、受ӹݖを
付与しないマルス৚߲を設定しています。

取締役（監査等委員である取締役をআく。）のݸ人ผの報酬等の内容に܎るܾ定方針ɿ
IUUQT���XXX�IBOLZV�IBOTIJO�DP�KQ�EPXOMPBE�TVTUBJOBCJMJUZ�NBUFSJBMJUZ�DPSQPSBUF�HPWFSOBODF�SFXBSE@QPMJDZ�QEG

ͳ͓ɺऔక໾会ʹ͓͚Δ࣮ޮੑධՁʹ͍ͭͯ͸ɺίーϙϨーτɾΨόφϯε報ࠂॻʹͯ͠ࡌه ͍·͢ɻ
ίーϙϨーτɾΨόφϯε報ࠂॻɿIUUQT���XXX�IBOLZV�IBOTIJO�DP�KQ�EPXOMPBE�TVTUBJOBCJMJUZ�NBUFSJBMJUZ�DPSQPSBUF�HPWFSOBODF�JOGP@HPWFSOBODF�QEG
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内部統制システム

コンプライアンス・෗ഊ防止のపఈ

಺෦౷制システϜにؔする
گͼその੔උঢ়ٴ本的な考えํج

当社では、企業活動を行う上で、業務の適正を確保する
ことを重要なものと認識し、グループ全体を対৅として内部
統制システムを整備し、適ٓ見直しを行うことが必要である
と考えています。

そのうち、特に、コンプライアンス経営に関する体制とし
ては、コンプライアンス担当部ॺを設置し、コンプライアン
スܒ発マニュアルの࡞成・配付や、コンプライアンスに関す
る研मの実施により、当社及ͼグループ会社のコンプライア
ンスに関する意識の高༲をਤっています。

さらに、内部通報制度として、「企業ྙ理相談૭ޱ」を設置し
て、コンプライアンス経営の確保をڴかす事৅を速やかに認識
するよう౒めるとともに、重大な事৅が発生した場合、対ॲ方
法等を検౼する委員会を速やかに設置することとしています。

コンプライアンス推進部署
಺෦௨ใ૭ޱ、ηϛφー౳ൃܒ
౳ࢪ࣮・ը立Ҋاಈの׆

コンプライアンスリーダー
த֩会社のίϯプϥΠΞϯε෦
ॺに対する૭ޱ

●グループ会社΁の৘ใൃ৴
●グループ会社΁のࢦಋ・ڭҭ
●ϦεΫϚωδϝϯτ౳の౷ׅ
●ϦεΫ؅ཧҕ員会ࣄ຿ہ
ޱཧ૬ஊ૭ྙۀا●
　（಺෦௨ใ૭ޱ）
●಺෦؂ࠪ

阪急阪神ホールディングス 中核会社

その他のグループ会社

コンプライアンス体制概念図

また、当社グループでは、監査専任スタッフから成る社長
直׋の内部監査部門を設置して、ن程を整備した上で、当
社及ͼグループ会社の業務全般を対৅に、内部監査を実施
しています。

このほか、グループ各社の監査役について、監査ݖ限を
会計監査に限定せず、業務監査ݖ限まで付与するとともに、
いわゆる「内部統制システム」の構築に関する取締役会ܾ議
を行うよう、大会社に֘当しないグループ各社についても指
ಋしています。

また、金融商඼取引法に基づく「財務報告に܎る内部統制
の評価及ͼ監査」制度については、ن程を整備した上で、連
結ベースで選定した評価対৅範ғについて経営者評価を実
施することで適切に対応しています。

当社グループは、すべてのステークホルダーの期待にお応
えし、信頼され、শ賛される企業ू団となることを目指して
います。その前提の一つとなるのがコンプライアンスを重視
した経営姿੎です。

当社では、経営理念（使命・価値観・行動ن範）及ͼ各छ
の基本方針やن程を整備し、そのపఈをਤっています。こ
のうち、行動ن範については、取締役会においてその९क
状況について、従業員へのアンέートを基に、2年ごとにレ
ビューを行っているほか、適ٓ、行動ن範の有効性を定期
的に評価、検証しています。また、コンプライアンス経営に
関する体制としては、当社にコンプライアンス担当部ॺを設
置するとともに、グループの中核会社にコンプライアンス推進

そのଞガバナンス強化に向けた取組

政策保有株式銘柄数の推移 （2018年度末を100とした場合）

2018
0

20

40

60

80

100

2019 20212020 2022 2023 2024 （年度຤）

部ॺを設けるほか、それ以外の会社にもコンプライアンスリー
ダーを選任し、グループ全体でコンプライアンスの推進に౒め
ています。

੓ࡦอ༗ࣜגに対する考えํ
　当社は、様々なステークホルダーとの信頼関܎を構築しな
がら、中長期的な視点で企業価値の向上をਤっていくため、
相手企業との取引関܎維持や連携強化、地域社会との関܎
維持などを目的として、政策保有株式を取得・保有します。
　政策保有株式については、保有目的のほか、配当ར回り等
の経済合理性を踏まえて、ຖ年、取締役会において、ݸผの
໏ฑごとに保有の適൱を検証します。その結果、保有が適切
でないと判断された໏ฑについては、当社の財務や市場に対
する影響等を総合的に考ྀの上、ॱ次売٫を推し進めます。
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阪急阪神ホールディングス

中核会社

取締役会

リスク管理委員会 重要リスク

各社事業部門
その他グループ会社

リスクオーナー

リスクオーナー経営会議／リスク管理委員会

社 長
（委員長）

リスクマネジメント推進部
（事務局）

社 長 リスク管理部門取締役会

報告

報告

報告

連携

報告

選定

決定
管理を統括

連携して 重要リスクに対応

連携して リスク対策を実行

モニタリング

モニタリング

モニタリング

モニタリング

当社グループでは、リスクマネジメントを重要な経営՝題
とҐ置付け、「リスク管理ن程」に基づき、リスクを「グルー
プにおける組織目標の達成を્֐する事৅」と定義した上
で、リスクの現実化を未વに防止し、また、そのリスクが現
実化したときのଛ֐を最小化することで、健全なグループ経
営に資することを目的に、リスクマネジメント体制を整備して
います。

リスクマネジメント体制の੔උ
当社では、専任部ॺであるリスクマネジメント推進室を設

置するとともに、グループ全体のリスクマネジメントを統ׅす
る、社長を委員長とするリスク管理委員会を定期的に開࠵し、
リスク管理に関する事߲を審議しています。また、当社グルー
プの事業戦略やサステナブル経営の観点を踏まえて、グルー
プ経営上重要かつグループԣ断での対応が必要なリスクとし
て、自વ֐ࡂをはじめとするリスクを選定するとともに、当

リスクマネジメント

当社グループの
リスクマネジメント体制ਤ

「企業ྙ理૬ஊ૭ޱ」（಺෦通報専用૭ޱ）のઃஔ
当社では、日常業務の中で、法ྩ等ҧ൓行ҝ・൓ྙ理

的行ҝが行われていた場合、ຢはそのおそれがある場合に、
当社グループ及ͼ取引先の役৬員とその家଒がར用可能な
内部通報制度として、内部相談受付૭ޱ及ͼ外部の弁護士
を૭ޱとする外部相談受付૭ޱから成る「企業ྙ理相談૭ޱ

（ಗ名の相談も可能）」を設置しています。
なお、2024年度におけるグループ全体の受付݅数は86݅

でした。相談内容に܎るリスクをצ案し、重要と判断した場
合は、リスク管理委員会を開࠵し対ॲ方法をڠ議・ܾ定す
ることとしています。

֘リスクの管理を統ׅするリスクオーナーをܾ定し、これら
のリスクにグループをڍげて対応するようにしています。そし
て、リスクオーナーが立案及ͼ実施する対策の進捗状況を
モニタリングし、適時取締役会に報告しています。

なお、特に気候変動問題をはじめとする環境・社会に関
するリスクやそれらが事業に与える影響等については、サス
テナビリティ推進委員会でも審議しています。

リスクマネジメントのج本的な取組
当社グループでは、グループ全体でຖ年リスクௐ査を実施

しており、気候変動（自વ֐ࡂ等）・事ނ・情報管理・法ྩ९क・
そのଞ組織運営等に関するリスクをચい出し、リスクを特定・
分ੳし、適切な対応策を定めるようにしています。また、こ
れらのリスク分ੳやリスク対応の状況については、ຖ年取締
役会で報告しています。

企業倫理相談窓口への通報件数

通報件数

86件
（2024年度）

࿑働৚݅�݅

法 ・ྩ社内ن程
ҧ൓等のٙい

��݅

そのଞ�݅

৬場環境
（ハラスメントの
ٙいを含む。）
��݅

෗ഊ行ҝ（ଃऩ࿫等）の防止に関する基本方針ɿ
IUUQT���XXX�IBOLZV�IBOTIJO�DP�KQ�TVTUBJOBCJMJUZ�NBUFSJBMJUZ�
DPSQPSBUF�DPNQMJBODF�

役৬員へのݚम・׆ൃܒಈ
当社グループでは、役৬員に対するコンプライアンス意識

の向上をਤるため、様々な研मや情報発信を実施しています。
特にコンプライアンスに関する研मにおいては、ステークホ
ルダー（お客様・取引先・株主等）や場面（৬場・プライベー
ト等）ごとにཹ意すべきコンプライアンスを整理し、より実ફ
的なܒ発に取り組んでいます。

෗ഊ๷ࢭのపఈ
当社グループは、ن程ྨに基づき、役৬員の෗ഊ行ҝ（役

৬員が有している地Ґや立場をར用した不正、ҧ法ຢは非ྙ
理的な行ҝ）を禁止しています。۩体的には、「෗ഊ行ҝ（ଃऩ
࿫等）の防止に関する基本方針」を定めるとともに、内部者取
引防止ن程やଃऩ࿫防止ن程・ガイドライン等の෗ഊ行ҝ防
止を目的としたن程・ガイドラインを整備しています。

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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危機対応に関する体制の整備
リスク評価と適切なリスク対策をਚくしてもなお、重大な

リスクが現実化した場合には、「リスク管理ن程」に基づき、
社長を対策本部長とするة機対策本部を設置して迅速かつ
適切に対応するなど、ଛ֐の拡大を防止し、これを最小限
に止める体制を整備することとしています。

株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての
取組状況
　株主総会の活性化及ͼ議ܾݖ行使のԁ׈化をਤるため、
ू中日を回避した定時株主総会の日程設定、インターネット
による議ܾݖ電子行使プラットフォームへの参加、টू通知
及ͼܾ議通知（ӳ༁൛含む。）の当社ホームϖージへのࡌܝ、
そのଞ機関投資家の議ܾݖ行使環境向上などに取り組んで
います。

ステークホルダーの立場の尊重に係る取組状況
　当社グループでは、持続可能な社会の実現に向け、「阪急
阪神ホールディングスグループ サステナビリティએ言」（P65
参র）に基づき、当社グループのES(に関する取組をさらに
加速させるとともに、お客様や地域社会・株主様・お取引先・
従業員等のステークホルダーのօ様との信頼関܎を構築しな
がら、事業を通じて社会՝題のղܾに౒めています。また、
環境保全活動や地域・社会貢献活動については、基本方針
を定め、グループ経営企画室及ͼ人事総務室に専任部ॺを
置いて、上هの「サステナビリティએ言」に沿った取組を進め
ています。また、主な活動実੷や今後の方針を示すものとして、

「サステナビリティデータブック」を発行するとともに、ৄࡉ
な情報を当社ホームϖージにࡌܝしています。

IRに関する活動状況
ʦ*3׆ಈのํ਑ʧ
　株主との対話については、グループ経営企画室が担当し、
同室を管ঠする執行役員が*3活動全般を統ׅします。
　グループ経営企画室には専任の*3担当者を置き、財務・
経理部門、総務・法務部門、޿報部門、サステナビリティ
推進部門と定期的に情報共有を行うこと等を通じて、連携し
て*3 活動を推進します。
　株主に対しては、ホームϖージによる情報開示や定期的な
機関投資家向け説明会の開࠵等、当社の事業戦略や財務方
針等に関する理ղを深めていただくような活動を実施します。
また、株主との対話（面談）については*3担当者が行います
が、株主の所有株式数や関心事߲等をצ案し、必要に応じ
て担当執行役員等が面談します。
　株主や機関投資家等から寄せられた意見や質ٙ応答の内
容、そのଞ*3活動の状況については、定期的に取締役会で
報告します。

ʦגओとの対話の実ࢪঢ়گ౳ʧ
　上هにࡌهの方針にଇり、代表取締役社長ຢはグループ
経営企画室を管ঠする執行役員が出੮するܾࢉ説明会を࢛
൒期ごとに開࠵しているほか、*3担当者が、国内外の機関
投資家・アナリストとの間で、年間Ԇべ໿150回（2024年度）
のݸผ面談を実施しました。
　株主との対話においては、ܾࢉや業੷༧想の֓要に加え、
中長期的な成長戦略や資本効཰を意識した経営状況、ガバ
ナンスの充実等が主なテーマとなっており、これらの内容は、
࢛൒期ごとに経営ਞにフィードバックしています。また、こう
した対話も踏まえて長期経営構想を策定するなど、必要に応
じて株主の意見を経営や*3活動に࠾り入れています。

サイバーセキϡリティ対ࡦについて
政治的な主ுや国家をഎܠとする高度でົ޼なサイバー

念の一つとなっている中、当社グルݒが安全保ো上のܸ߈
ープは、重要インフラである鉄道の運行に関わるシステムを
はじめ、各事業において様々な情報システムをར用しており、
サイバーセキュリティ対策の強化をリスク管理の重要な要ૉ
とҐ置付けています。

当社グループでは、お客様・地域社会・株主様・取引先・
従業員等のステークホルダーの੠にਅ伨にࣖを܏け、それを踏
まえて事業を਱行していくことが重要であると考えています。

こうした情報システムに関するサイバーセキュリティ対策と
して、当社の「電子情報セキュリティ基本方針」に基づき、
グループ各社において各छن程や体制を整備しています。役
৬員に対する教育や情報セキュリティに܎る評価、点検及ͼ
改善を定期的に実施するとともに、行政等の関܎機関とも
積極的に連携して情報ऩूに౒めるなど、継続的にインシデ
ントの防止に౒めています。

また、ສ一、インシデントが発生した場合に、速やかに連བྷ・
対ॲしてඃ֐の局所化をਤるとともに、適切な࠶発防止をߨ
じるため「グループ CS*3T ※」を整備しています。

各ステークホルダーの意見を踏まえた事業਱行

　株主との対話にあたっては、当社の持続的な成長や中長
期的な企業価値向上に関する内容を主要テーマとするほか、
発表前にサイレント期間を設けて対話を制限する等によࢉܾ
り、インサイダー情報の管理にཹ意します。

※ CS*3TɿCoNQVUFS SFDVSJUZ *ODJEFOU 3FTQoOTF TFBN の略

サステナビリティデータブックɿ
IUUQT���XXX�IBOLZV�IBOTIJO�DP�KQ�TVTUBJOBCJMJUZ�SFQPSU�
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お客様からのご意見の反映
当社グループでは、お客様からのご意見を受け付ける޿

ௌセンターを設置しているほか、鉄道沿線の市ຽ団体との
対話の機会を設けるなど、そのご意見を社内に共有する仕
組みを整えています。

阪急電鉄では、交通ご案内センターや޿報部޿ௌセンター
を設置し、お客様のご意見に対応する体制を整備しています。
阪神電気鉄道では、޿報担当や各施設でご意見を受け付け
ているほか、ホームϖージにご意見フォームを設け、お客様
のご意見に対応する体制を整備しています。

寄せられたご意見・ご質問に対しては、担当部ॺと連携
の上、必要に応じてௐ査・回答するとともに、事業運営の
改善に活用しています。

阪急阪神ホールディングスグループ サプライチェーン方針
　当社グループは、持続可能な社会の実現に向け、取引先
と相ޓの信頼関܎・強固なパートナーシップを構築して、サ
プライチΣーン全体でサステナビリティの取組を推進する
ことが重要であると考えています。このような考えのもと、
2024年̐月にサプライチΣーン方針を策定し、グループ全
体で取引先と共にサステナビリティの取組を推進しています。
　なお、サプライチΣーン方針の९कの実効性をより高め
るため、継続的な取引関܎にある取引先に対してサプライ
チΣーン方針をप知するとともに、同取引先とのܖ໿ॻにお
ける「サプライチΣーン方針の९क」৚߲の明هをॱ次進めて
います。

当社グループは、経営の透明性・健全性の向上に向け、
੫務ポリシーを策定しています。また、適用される੫務関連
法のਫ਼神を理ղし、事業活動を行う国の੫務関連法ྩを९
कし、適切に੫務運営を行うことで、企業の社会的੹任を
果たします。また、事業活動と整合したೲ੫を実施し、ዞ
意的なે੫回避は行いません。

なお、当社グループの੫務に関するコーポレート・ガバナ
ンスは、グループ全体のガバナンス体制にแ含されており、
੫務リスク等に関しては必要に応じて取締役会ฒͼに監査等
委員会に報告を実施するなどの監督体制を構築しています。

長年の事業活動を通じて育まれたブランドや商標、ஶ࡞
物そのଞノウハウを含めた営業ൿ密等の知的財産は、阪急
阪神ホールディングスグループの重要な会社財産です。当社
グループでは、お客様に安心して当社グループが提供する商
඼やサービスを選んでいただけるよう、また今後、事業を展
開していく上でも経営資源を適切に配分し、知的財産の創
出に౒めるとともに、これを適切に管理・活用していくことが、
必要不可ܽであると認識しています。

このような考え方のもと、当社グループでは、次のとおり
知的財産の管理等をਤりながら、その価値を一層高めてい
きます。

なお、当社グループでは、ୈ三者の知的財産についても
最大限にଚ重していきます。

（1）当社グループにおいて創出した知的財産は、ୈ三者か
らのݖར৵֐等のリスク回避や防Ӵにとどまらず、当社グ
ループの事業活動の展開に資するようݖར化をਤり、これら
を積極的かつ戦略的に事業に活用していきます。

（2）取引先を含むୈ三者が、当社グループが有する知的財
産を使用してビジネスを行おうとする場合、当社グループの
୚を要することとし、適正に審査を行った上で、内容に応ڐ
じてڐ୚を行っていきます。

（3）当社グループが有する知的財産に対して、ୈ三者から
のݖར৵֐の事実ຢはそのおそれがある事実が確認された
場合、厳֨にા置をߨじていきます。

੫の透明性（੫務ポリシー）

知的財産についての考え方

（஫1） 上ه金ֹはԯԁ未ຬを࢛ࣺޒ入しています。
（஫2） ೲ付੫ֹは所得に対する国੫及ͼ地方੫の合計ֹをࡌهしています。

金ֹは「国ผ報告事߲」に基づくものであり、連結財務ॾ表とのࡌه
直઀的な関連はありません。

国内 海外 合計
2022年度 96 23 119
2023年度 71 9 80
2024年度 151 5 156

（୯Ґɿԯԁ）納付税額

阪急阪神ホールディングスグループ サプライチΣーン方針ɿ
IUUQT���XXX�IBOLZV�IBOTIJO�DP�KQ�EPXOMPBE�TVTUBJOBCJMJUZ�
NBUFSJBMJUZ�DPSQPSBUF�HPWFSOBODF�TVQQMZ�DIBJO@KQ�QEG

੫務ポリシーɿ
IUUQT���XXX�IBOLZV�IBOTIJO�DP�KQ�TVTUBJOBCJMJUZ�NBUFSJBMJUZ�
DPSQPSBUF�HPWFSOBODF�

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報

98Hankyu Hanshin Holdings Integrated Report 2025

https://www.hankyu-hanshin.co.jp/download/sustainability/materiality/corporate/governance/supply-chain_jp.pdf
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/download/sustainability/materiality/corporate/governance/supply-chain_jp.pdf
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/materiality/corporate/governance/
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/materiality/corporate/governance/


2025年6月17日現在

●…当社グループ出身の取締役が有する主な知識・経験・能力
◎…上記以外の取締役に特に期待する知識・経験・能力（□E ・□S はそれぞれ、環境・社会の専門性を表します。）
※上記一覧表は、各取締役が有するすべての知識・経験・能力を表すものではありません。

役員一覧

取締役会のスキルマトリックス

企業経営 財務・会計 法務・
リスクマネジメント

専門的知見
（「環境・社会」を含む。）

嶋田 泰夫 ● ● ●

久須 勇介 ● ● ●

上田 靖 ● ● ●

遠藤 典子 社外 独立 ◎公共政策
環境・エネルギー　□E

鶴 由貴 社外 独立 ◎

小林 充佳 社外 独立 ◎ ◎DX

宮原 幸一郎 社外 独立 ◎ ◎金融

島谷 能成 ◎

荒木 直也 ◎

福井 康樹 ● ● ●

橋本 一範 監査等委員 ● ● ●

小見山 道有
監査等委員

社外 独立 ◎

髙橋 裕子
監査等委員

社外 独立
◎社会健康医学

健康経営　□S

社外取締役 独立役員社外 独立

取締役

嶋田 泰夫
 しまだ　 やすお

代表取締役社長 グループCEO
1988　阪急電鉄株式会社入社
2019　同 取締役
2021　同 常務取締役
2022　同 代表取締役社長（現在）
2022　阪神電気鉄道株式会社取締役（現在）
2022　当社代表取締役副社長
2023　同 代表取締役社長
2023　阪急阪神不動産株式会社取締役（現在）
2024　当社代表取締役社長 グループCEO（現在）

久須 勇介
く す　ゆうすけ

代表取締役副社長
1984　阪神電気鉄道株式会社入社
2013　同 取締役
2017　同 常務取締役
2020　同 専務取締役
2023　同 代表取締役社長（現在）
2023　阪急電鉄株式会社取締役（現在）
2023　当社代表取締役副社長（現在）
2023　阪急阪神不動産株式会社取締役（現在）
2025　株式会社阪急交通社取締役（現在）
2025　株式会社阪急阪神エクスプレス取締役（現在）

上田 靖
うえだ　やすし

取締役
1988　阪急電鉄株式会社入社
2021　同 取締役
2023　同 常務取締役（現在）
2025　当社取締役（現在）

独立宮原 幸一郎
みやはら　こういちろう

取締役（社外取締役※）
1979　電源開発株式会社入社
1988　東京証券取引所入所
2015　株式会社東京証券取引所代表取締役社長
2020　株式会社日本取引所グループ取締役兼　　　　　　
　　　  代表執行役グループCo-COO
2022　株式会社JPX総研代表取締役社長
2023　株式会社日本取引所グループ取締役
2025　株式会社JPX総研参与（現在）
2025　当社取締役（現在）

社外遠藤 典子
えんどう　のりこ

取締役（社外取締役※）
1994
2013

2015
2019
2024

株式会社ダイヤモンド社入社
東京大学政策ビジョン研究
センター客員研究員
慶應義塾大学特任教授
当社取締役（現在）
早稲田大学研究院教授（現在）

社外 独立

2000
2016 
2020

鶴 由貴
つる　ゆき

取締役（社外取締役※）
弁護士（現在）
一橋大学監事
当社取締役（現在）

社外 独立

※2025年７月１日付で西日本電信電話
　株式会社から商号変更

小林 充佳
こばやし　みつよし

取締役（社外取締役※）
1982
2018

2021

2022
2022

日本電信電話公社入社
西日本電信電話株式会社
代表取締役社長
同 代表取締役社長　
社長執行役員
当社取締役（現在）
NTT西日本株式会社（※）相談役（現在）

社外 独立
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※ 取締役 遠藤典子、鶴由貴、小林充佳、宮原幸一郎、小見山道有、髙橋裕子は会社法第2条第15号に定める社外取締役です。
　 当社は、東京証券取引所に対し、遠藤典子、鶴由貴、小林充佳、宮原幸一郎、小見山道有、髙橋裕子を独立役員とする独立役員届出書を提出しています。

島谷 能成
しまたに　よししげ

取締役（非常勤）
東宝株式会社入社
同 代表取締役社長
当社取締役（現在）
東宝株式会社代表取締役社長　
社長執行役員
同 代表取締役会長（現在）

1975
2011
2015
2021

2022

荒木 直也
あらき　なおや

取締役（非常勤）
1981
2012
2012

2017
2020

2020

株式会社阪急百貨店入社
株式会社阪急阪神百貨店代表取締役社長
エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社
代表取締役
当社取締役（現在）
エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社　　　　　　
代表取締役社長（現在）
株式会社阪急阪神百貨店代表取締役会長

（現在）

福井 康樹
ふくい　やすき

取締役（非常勤）
1988　阪急電鉄株式会社入社
2018　阪急阪神不動産株式会社取締役
2019　同 常務取締役
2022　同 専務取締役
2024　同 代表取締役社長
2025　同 代表取締役社長執行役員（現在）
2025　当社取締役（現在）

取締役監査等委員

橋本 一範
はしもと　かずのり

取締役監査等委員（常勤）
阪神電気鉄道株式会社入社
同 取締役
同 常務取締役
当社執行役員
阪神電気鉄道株式会社常任監査役（現在）
当社取締役監査等委員（常勤）（現在）

1983
2011
2016
2017
2021
2024

小見山 道有
こみやま　みちあり

取締役監査等委員（社外取締役※）
検事任官
最高検察庁検事
佐賀地方検察庁検事正
神戸地方検察庁検事正
大阪法務局所属公証人
弁護士（現在）
当社監査役
阪急電鉄株式会社監査役
当社取締役監査等委員（現在）

1971
1999
1999
2002
2003
2013
2017
2017
2020

独立社外 髙橋 裕子
たかはし　ゆうこ

取締役監査等委員（社外取締役※）
京都大学医学部附属病院医員
社会保険大和郡山総合病院内科医長
大和高田市立病院内科医長
京都大学医学部附属病院呼吸器内科
禁煙外来担当医（現在）
奈良女子大学保健管理センター教授
同 大学院人間文化研究科教授
国立病院機構京都医療センター 
臨床研究センター客員室長（現在）
京都大学大学院医学研究科特任教授（現在）
当社取締役監査等委員（現在）

1978
1986
1994
2001

2002
2003
2007

2016
2022

独立社外

グループCEOの後継者計画（サクセッションプラン）について

グループCEO

取締役会

指名・報酬委員会

・グループCEOが、グループCEOとしてふさわしい人物像の明確化、後継者の選出・育成・評価等を行い、
　指名・報酬委員会は、後継者計画のプロセスの監督を行います。
・後継者の指名にあたっては、指名・報酬委員会が審議を行い、審議の結果を取締役会に報告します。
・取締役会が、指名・報酬委員会の報告の結果を踏まえて、グループCEOの選定を行います。

サクセッションプランの全体像

①後継者選定プロセスの立案
②グループCEO像の明確化
③後継者候補の選出
④後継者育成計画の策定・実施
⑤後継者候補の評価等

プロセスの監督
議論

提案

報告

審議⑥後継者の選定

グループＣＥＯの選定

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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社 外 取 締 役 メッ セ ー ジ

社外取締役として、グローバルな
ブランドへの成長を後押しし、
企業価値の向上につなげていく

当社の取締役会は質問者と回答者という形ではなく、各取
締役がそれぞれの専門分野に基づいて多様な視点から意見
を述べるなど、フラットに行われています。取締役は活発に議
論する中でも厳しい目線を持っており、充実した取締役会が
運営されています。私は中でも、当社が中長期的に成長してい
くため、事業におけるリスクだけでなく、新たなチャンスにつ
ながる視点を提供できればと考えています。適切にリスクを
モニタリングしながらも、当社の中長期的な価値向上につな
がるよう議論を深めたいと思います。

長期経営構想では、鉄道事業をはじめ当社が培ってきた伝
統的な事業の深化に加え、不動産事業を中心としたまちづく
りをグローバルに展開する姿が示されており、大いに期待し
ています。また、海外展開にあたっては、十分なリスク評価・
検証を重ね、着実に進める方針であり、その方向性にも賛同
しています。「阪急阪神」ブランドは関西にとどまらず、日本全
体で通用するブランドです。当社のブランドがグローバルに
も浸透し、さらなる成長が実現する未来を共に描いていきた
いと思います。

東京大学政策ビジョン研究センター客員研究員、慶應義塾大学特

任教授を経て、現在、早稲田大学研究院教授

2019年から当社取締役

遠藤 典子
取締役（社外取締役）

Profile

M
e

s s
a

g
e

当社の取締役会をどう評価されていますか。
また、その中でどういった点を意識して
取締役会に臨まれていますか。

当社の長期経営構想についての期待を教えてください。
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時代や環境の変化に応じた
ガバナンス体制の構築を

従業員のマイ・パーパスへの思いを
成長の推進力に

長期経営構想については、若手・中堅社員を中心にシナリ
オプランニングを行い、未来のありたい姿を明確にした上で、
そこからバックキャストで策定したという点を評価しています。
こうした策定過程を経ることにより、長期経営構想を従業員
が自分事として捉えることができるようになると思います。

また、従業員のマイ・パーパスと会社の経営方針がシンク
ロすれば、事業を進める推進力は大きなものになります。経
営層が従業員に向けて経営方針を継続的に伝えていくととも
に、従業員のマイ・パーパスと関連する適切な非財務の指標
を設定し、その進捗状況を開示していくことが大切と考えます。

宝塚歌劇には、長い歴史の中で受け継がれてきた伝統があ
ります。一方、宝塚歌劇に限ったことではありませんが、これ
まで形成された風土や慣習の中で常識だったことが、時代や
環境の変化に伴って非常識になることがあります。したがって、
常に変化している価値観を敏感に捉え、迅速かつ適切に対応
することが必要となりますが、残念ながら、宝塚歌劇では伝
統に重きを置いていたため、これらが十分ではなかった部分
があったと思います。

ただ、宝塚歌劇では、スピード感を持って改革に取り組んで
きたほか、劇団を株式会社化し、透明性が向上するとともに、
環境の変化にも組織的に対応できる体制が整備されました。

当社には、長期経営構想を通じてグループ経営理念を実現
し、マルチステークホルダーに対して、価値を提供し続けてい
ただくことを期待しています。

長期経営構想の実現に向けては、各事業会社に任せる点と
フォローする点を明確にし、事業会社が主体的に動けるよう
なグループマネジメントを行う必要があります。

今回のガバナンスの強化では、中核となる事業会社に各分
野で専門的な知見のある社外出身の取締役を選任しています。
そういった方々の知見を活かしていくことで、事業会社として、
主体性を持って取り組めるようになるのではないでしょうか。

今後は適切な運用が重要となりますので、持株会社の社外取
締役としても、継続的にモニタリングしていきます。

適切なリスク管理のためには当社が取り組む各事業につい
ての十分な情報が必要ですが、当社では、海外不動産事業な
ど業容が拡大し専門性も高まる中で、社外取締役への説明
機会も十分確保してもらっています。今後は、こうした情報を
基に社外取締役間の意見交換や議論をより充実させ、社外
取締役としても適切なリスク管理に取り組んでいきたいと考
えています。

2000年弁護士登録

2020年から当社取締役

1982年日本電信電話公社入社、西日本電信電話株式会社 代表取

締役社長 社長執行役員を経て、2022年から当社取締役

鶴 由貴

小林 充佳

取締役（社外取締役）

取締役（社外取締役）

Profile

Profile

当社の長期経営構想についての評価と、
今後取組を進めていく上でのポイントをお聞かせください。

宝塚歌劇におけるガバナンス体制の強化について
どのように評価しますか。

当社のガバナンス強化の
取組についての考えをお聞かせください。

当社のリスク管理に対する考えを教えてください。

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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十分なモニタリングを通じて、
ガバナンス体制・リスク管理体制を
実効的に運用していく

人的資本の充実が企業価値向上の源泉
従業員がいきいきと働ける環境が

「未来のありたい姿」につながっていく

1971年検事任官。佐賀地方検察庁検事正、神戸地方検察庁検事

正を歴任し、2013年弁護士登録

2020年から当社取締役監査等委員

京都大学医学部附属病院呼吸器内科禁煙外来担当医、京都大学

大学院医学研究科特任教授

2022年から当社取締役監査等委員

小見山 道有

髙橋 裕子

取締役（社外取締役）

取締役（社外取締役）

Profile

Profile

私は社会健康医学が専門ですので、従業員の健康の維持・
促進を中心に健康経営に関して様々な意見を申し上げていま
す。

長期経営構想の実現に向けて重要なことは、人的資本の
充実、特に従業員の「一人ひとりの活躍」です。当社は、長年
にわたり安心・快適に働ける環境を提供してきました。2023
年には「健康経営推進委員会」を立ち上げるなど、組織的に、
かつ本気で健康経営の推進に取り組んでいます。こうした状
況を通じて、従業員が、夢や感動、そして誇りを持って、いき
いきと働くことができていると思います。これらの積重ねは、
阪急阪神沿線、ひいては関西を豊かにすることにつながります。

強く意識しなければならないことは、会社で問題が発生し
た場合、たとえそれが子会社の一つで起こったものであって
も、グループ全体に大きな影響を及ぼし得るということです。
当社グループでも、残念ながら宝塚歌劇で問題が発生し、グ
ループ全体が影響を受けました。こうした観点からも、主要な
中核会社で社外出身の取締役が選任されるなど、グループ全
体のガバナンス体制が強化されています。ただ、大切になるの
は今後の運用です。社外取締役として、法律の専門家の立場
から、様々な施策の実効性の検証・改善の提言等を含めたモ
ニタリングを通じて、中長期的な企業価値向上に貢献するこ
とが私の使命です。

これは、まさに長期経営構想で描く未来のありたい姿ではな
いでしょうか。

これまで当社は様々な取組を実行してきていますが、今後
も全ての従業員に寄り添ってもらいたいと思います。そのため
には、緻密な制度設計を行い、各部門が一体となる必要があ
るでしょう。

また、トップによる継続した情報発信も重要です。情報発
信を通じて阪急阪神グループの価値を高めることを通じて、
沿線地域の価値向上にも貢献してほしいと思います。

当社を念頭に置いて、企業におけるガバナンスとは何かと
考えると、企業の社会的・経済的存在価値を高める重要性を
認識した上で、そのために健全な企業経営を目指す企業自身
による管理体制を意味するものと言えます。これは、一般にコー
ポレートガバナンスあるいは企業統治と呼ばれ、多くの企業
で健全に経営されるよう監督・評価される仕組みが構築され
ています。

当社は既に100年を超える歴史を有し、我が国を代表する
大会社として成長していますが、今後の成長を支える分野の
一つが海外不動産事業です。海外での取引では、国内とは異
なる様々なルール・手続・商習慣があり、こうした多方面にわ
たる情報を確実に把握し、今後起こり得る問題や社会的変化
を先読みして対応しなければなりません。リスクは”不確実性”
とも言われますが、こうした対応の繰返しにより、リスクの回
避・低減が可能になると思います。現地の最新情報を積極的
に把握し、適切な対応を期待しています。

長期経営構想の実現に向けて、社外取締役として
重要と考えていることをお聞かせください。

当社のガバナンス体制の強化について
どのように評価しますか。

人的資本の充実に向けてのポイントをお聞かせください。

長期経営構想に向けた
リスクマネジメントに対する考えを教えてください。
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投資家の視点を踏まえながら、
ベストプラクティスの実現に向けた役割を果たしたい

当社は鉄道や不動産などのインフラを運営していますので、
安全性の確保が最も重要です。それを前提として、今後、長期
経営構想の実現に向けては、首都圏や海外などにも事業フィー
ルドを拡げていくことになるでしょう。その際に、当社が持つ
歴史やブランド・ノウハウなどは、必ずやプラスに働くと思い
ます。また、Ｍ＆Ａも含めて外部にあるリソースを積極的に活
用することも重要です。

こうした成長戦略を推進するにあたって大切なことの一つは、
効果的な経営資源の配分です。財務・人材などの経営資源は
有限です。持株会社である当社が中心となって、適切な配分を
実現しなければなりません。

また、グループ内での事業シナジー・財務シナジーの実現も
非常に大切であり、シナジーを最大限発揮するためには、適
切な事業ポートフォリオの構築が肝要です。そうした観点から
は、事業ポートフォリオが最適かどうかを継続的に検証する
必要があります。当社の創業者である小林一三翁が築いた鉄
道のビジネスモデルの要諦は、沿線で需要を創出して鉄道と
のシナジーを生み出したことにあります。当社には、創業以来
のＤＮＡが受け継がれています。新たなビジネスモデルを構
築し、グループ全体で成長していくことを大いに期待しています。

2024年の東証プライム市場の売買高において海外投資家
が７割弱に達するなど、我が国において海外の投資家の存在
感はますます高まってきています。そうした中で、当社にもこ
れまで以上に海外投資家との対話を積極的に行ってほしいと
思っています。

併せて、これは海外の投資家に限ったことではありませんが、
長期経営構想のターゲットは2030年度以降であることから、
年度ごとの進捗状況やＫＰＩなどを開示することや、今回発表
した内容に固執するのではなく、環境変化に応じて内容をブ

ラッシュアップすることを通じて、長期経営構想実現に対す
る投資家の信頼を高めることも大切だと思います。

ここ数年でも、これまで想像もしなかった出来事が次々と
起こっています。そうした中で持続的に企業活動を行っていく
ためには、リスクモニタリングがますます重要になります。特に、
当社は鉄道という重要インフラを営んでいますので、サイバー
セキュリティ対策が必須です。また、海外事業をさらに拡大す
るのであれば、カントリーリスクも高まることでしょう。リスク
については、発生の防止はもちろんのこと、実際に発生した場
合のレジリエンスも極めて重要です。当社は多くのグループ会
社を擁していますが、主要な中核会社に社外出身の取締役を
選任しています。事業会社での適切なリスク管理を前提として、
持株会社である当社においても、社外取締役がそれぞれの役
割を果たしながら、適切なモニタリングを実施していかなけ
ればならないと思います。

私は金融・資本市場に長らく携わってきましたので、その経
験を活かして、投資家の視点も踏まえたベストプラクティスに
向けた色々なお手伝いができると思っています。また、私は株
式会社宝塚歌劇団の取締役会議長も拝命しています。宝塚歌
劇の改革を推進するとともに、当社は多くのグループ会社を
有していることもあり、持株会社の社外取締役としても、内部
統制システムが適切に運用されているかどうかをモニタリン
グしていきます。企業の成長のためには、一定のリスクテイク
をしながらそのリスクを適切に管理・運用することが大切です。
こうした視点を意識して、リスクテイクに向けた判断を後押し
できるような役割を担っていければと思っています。

株式会社東京証券取引所代表取締役社長、株式会社

日本取引所グループ取締役兼代表執行役グループCo-

COO、株式会社JPX総研代表取締役社長を歴任し、現

在、株式会社JPX総研参与

2025年から当社取締役

宮原 幸一郎
取締役（社外取締役）

Profile

社外取締役に就任して感じた
当社の課題や期待を教えてください。

投資家との対話の促進に向けて
期待することを教えてください。

成長戦略を進めていく際に
留意しなければならないことは何でしょうか。

ご自身が社外取締役として果たしたい
役割についての考えを教えてください。

新 任 社 外 取 締 役

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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当社は、次のとおり、ESGに関する評価・認定をいただいています。2025年9月には、株式会社ジャパンタイムズ主催の「Sustainable 
Japan Award 2025」ESG部門において最優秀賞を受賞しました。

当社は、年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）が採用している国内株のESG投資指数（６種）のすべてに選定されています。

当社グループは、サステナブル経営の積極的な推進の姿勢を明示すべく、以下のイニシアチブに参画しています。

社外からの評価・イニシアチブへの参画

社外からの評価

ESG指数への組み入れ状況

イニシアチブへの参画

◆Sustainable Japan Award 2025 ◆MSCI ESG RATINGS

◆日経サステナブル総合調査　SDGs経営編

ESG部門 最優秀賞
AAA（最上位）※1

2024　星４（偏差値60以上65未満）

◆FTSE Blossom Japan Index※2

◆GXリーグへの参画

◆30by30アライアンスへの参画

◆FTSE Blossom Japan Sector Relative 
　Index※2

◆気候関連財務情報開示タスクフォース
  （TCFD）への準拠

◆自然関連財務情報開示タスクフォース
  （TNFD）への準拠

◆S&P/JPXカーボン・
　エフィシェント指数

◆国連グローバル・
　コンパクトへの賛同

◆経団連
  生物多様性宣言
  イニシアチブへの参画

十分位数分類で
「第3位」評価5段階評価の2番目である

「グループ２」評価

◆MSCI
　日本株ESGセレクト・リーダーズ指数※1

◆Morningstar 
　日本株式ジェンダー・ダイバーシティ・
　ティルト指数（除く REIT）

◆MSCI日本株女性活躍指数（WIN）※1

※1 The use by Hankyu Hanshin Holdings, Inc. of any MSCI ESG Research LLC or its affiliates (“MSCI”) data, and the use of MSCI logos, trademarks, 
service marks or index names herein, do not constitute a sponsorship, endorsement, recommendation, or promotion of Hankyu Hanshin Holdings, 
Inc. by MSCI.MSCI services and data are the property of MSCI or its information providers, and are provided ‘as-is’ and without warranty. MSCI names 
and logos are trademarks or service marks of MSCI.

※2 FTSE Russell（FTSE International LimitedとFrank Russell Companyの登録商標）は、第三者調査の結果、阪急阪神ホールディングス株式会社が、同指数への組入
れの要件を満たし、構成銘柄となったことを証します。グローバルなインデックスプロバイダーであるFTSE Russellが策定した同指数は、ESG（環境・社会・企業統治）に
関して優れた対応を行っている企業のパフォーマンスを測定するために設計されたもので、サステナブル投資を行うファンド等、様々な金融商品の開発・評価に広く利用さ
れています。 

その他、E（環境）、S（社会）への評価等については、当社ウェブサイトをご覧ください。
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/sustainability/evaluation/
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年度 2014 2015（注9） 2016 2017（注10） 2018 2019 2020 2021（注11） 2022 2023（注12） 2024
経営成績（百万円）

営業収益 ¥� 685,906 ¥� 746,792 ¥� 736,763 ¥� 760,252 ¥� 791,427 ¥� 762,650 ¥� 568,900 ¥� 746,217 ¥� 968,300 ¥� 997,611 ¥� 1,106,854 

営業利益 94,026 110,293 104,058 105,211 114,937 95,170 2,066 39,212 89,350 105,689 110,879 

事業利益（注1） 94,026 110,293 104,058 105,211 114,937 95,170 2,066 39,212 89,350 108,310 112,124 

EBITDA（注2） 150,100 166,500 159,300 160,800 171,400 154,100 60,300 100,700 153,700 173,200 179,200 

経常利益 85,590 104,479 100,607 103,774 110,543 88,795 △7,623 38,450 88,432 109,413 111,242

税金等調整前当期純利益 77,620 96,087 100,805 101,410 88,562 86,746 △41,013 38,592 75,012 84,246 102,795  
親会社株主に帰属する当期純利益 54,201 69,971 71,302 66,361 65,476 54,859 △36,702 21,418 46,952 67,774 67,386 

包括利益 71,034 63,842 79,288 73,991 66,565 44,292 △22,803 17,251 51,991 93,094 84,938

設備投資額 68,115 66,639 86,212 86,404 114,368 81,090 108,472 120,302 63,039 101,753 116,875 

減価償却費 53,143 53,701 52,800 53,276 54,172 56,542 55,733 59,107 62,037 62,582 64,475 

キャッシュ・フロー（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー ¥� 131,881 ¥� 124,838 ¥� 115,633 ¥� 135,821 ¥� 126,035 ¥� 123,086 ¥� △32,501 ¥� 81,844 ¥� 132,091  ¥� 123,513  ¥� 87,417   

投資活動によるキャッシュ・フロー △52,529 △78,843 △84,845 △88,351 △116,160 △128,498 △102,151 △96,442 △113,216 △141,320 △167,637

財務活動によるキャッシュ・フロー △81,746 △47,278 △30,595 △43,242 △11,171 964 134,631 15,141 △8,981 28,461 79,471

現金及び現金同等物の期中増減額 △1,125 △1,978 △480 4,588 △1,848 △4,454 △375 1,983 11,797 11,896 934 

現金及び現金同等物の期末残高 23,497 22,363 22,530 27,501 27,589 23,526 25,222 29,422 41,375 53,808 56,014 

財政状態（百万円）

純資産 ¥� 679,482 ¥� 724,237 ¥� 804,659 ¥� 866,512 ¥� 915,381 ¥� 937,672 ¥� 909,985 ¥� 915,363 ¥� 980,940 ¥� 1,070,432 ¥� 1,132,460   

総資産 2,279,638 2,282,180 2,349,831 2,404,926 2,466,223 2,489,081 2,621,028 2,722,841 2,865,410  3,052,930  3,283,453 

有利子負債 955,828 916,570 899,523 866,758 877,055 903,480 1,063,048 1,095,965 1,106,351 1,174,160 1,282,775

ネット有利子負債（注3） 930,213 892,344 875,267 837,921 848,199 878,456 1,035,502 1,064,633 1,063,474 1,114,550 1,221,723

1株当たり情報（円）（注4）

親会社株主に帰属する当期純利益 ¥� 42.98 ¥� 277.88 ¥� 285.11 ¥� 267.91 ¥� 266.86　 ¥� 225.69　 ¥� △151.72 ¥� 88.89 ¥� 194.88  ¥� 281.73  ¥� 281.77   

親会社株主に帰属する当期純利益希薄化後（注5） 42.95 277.67 284.86 267.81 266.86　 — — 88.83 194.78 281.57 281.45 

純資産 525.56 2,815.96 3,150.67 3,391.35 3,615.52　 3,738.56　 3,598.83 3,612.17 3,764.17 4,074.91 4,340.23 

年間配当金 6.00 35.00 35.00 40.00 40.00　 50.00　 50.00 50.00 50.00 55.00 60.00 

財務指標

営業収益事業利益率（%） 13.7 14.8 14.1 13.8 14.5　 12.5　 0.4 5.3 9.2 10.9 10.1 

ROA（%）（注6） 3.7 4.6 4.3 4.4 4.5 3.6 △0.3 1.4 3.2 3.7 3.5

ROE（%）（注7） 8.6 10.3 9.4 8.2 7.6　 6.1　 △4.1 2.5 5.3 7.2 6.7 

有利子負債/EBITDA倍率（倍） 6.4 5.5 5.6 5.4 5.1　 5.9　 17.6 10.9 7.2 6.8 7.2 

ネット有利子負債/EBITDA倍率（倍） 6.2 5.4 5.5 5.2 5.0 5.7 17.2 10.6 6.9 6.4 6.8

自己資本比率（%） 29.1 31.0 33.5 34.8 35.9　 36.4　 33.1 32.0 31.6 32.1 31.5

D/Eレシオ（倍）（注8） 1.4 1.3 1.1 1.0 1.0　 1.0　 1.2 1.3 1.2 1.2 1.2 

その他の指標

発行済株式総数（千株） 1,271,406 254,281 254,281 254,281 254,281　 254,281　 254,281 254,281 254,281 254,281 253,008 

従業員数（人） 21,037 21,607 21,860 22,152 22,654　 22,800　 23,192 22,869 22,527 22,811 23,033 

連結財務指標11ヵ年推移

（注）
1.　事業利益＝営業利益＋海外事業投資に伴う持分法投資損益（2022年度以前は海外事業に係る持分法適用関連会社が存在していなかったため、「事業利益＝営業利益」）
2.　EBITDA=事業利益＋減価償却費＋のれん償却額。なお、EBITDAのみ、億円未満を四捨五入しています。
3.　ネット有利子負債＝有利子負債－現金及び預金
4.　�当社は2019年度より、当社の子会社である阪急阪神不動産（株）は2018年度より、また阪急電鉄（株）及び阪神電気鉄道（株）は2017年度より役員報酬BIP信託を導入

し、当該信託が所有する当社株式は連結財務諸表において自己株式として計上しています。このため、1株当たりの純資産、1株当たりの親会社株主に帰属する当期純
利益及び希薄化後1株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益の算定にあたっては、当該株式数を控除対象の自己株式に含めて算定しています。

5.　�2019年度の希薄化後1株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載していません。また、2020
年度の希薄化後1株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益については、潜在株式は存在するものの1株当たり当期純損失であるため記載していません。

6.　ROA=経常利益／総資産の期首期末平均
7.　ROE=親会社株主に帰属する当期純利益／自己資本の期首期末平均
8.　D/Eレシオ=有利子負債／自己資本
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年度 2014 2015（注9） 2016 2017（注10） 2018 2019 2020 2021（注11） 2022 2023（注12） 2024
経営成績（百万円）

営業収益 ¥� 685,906 ¥� 746,792 ¥� 736,763 ¥� 760,252 ¥� 791,427 ¥� 762,650 ¥� 568,900 ¥� 746,217 ¥� 968,300 ¥� 997,611 ¥� 1,106,854 

営業利益 94,026 110,293 104,058 105,211 114,937 95,170 2,066 39,212 89,350 105,689 110,879 

事業利益（注1） 94,026 110,293 104,058 105,211 114,937 95,170 2,066 39,212 89,350 108,310 112,124 

EBITDA（注2） 150,100 166,500 159,300 160,800 171,400 154,100 60,300 100,700 153,700 173,200 179,200 

経常利益 85,590 104,479 100,607 103,774 110,543 88,795 △7,623 38,450 88,432 109,413 111,242

税金等調整前当期純利益 77,620 96,087 100,805 101,410 88,562 86,746 △41,013 38,592 75,012 84,246 102,795  
親会社株主に帰属する当期純利益 54,201 69,971 71,302 66,361 65,476 54,859 △36,702 21,418 46,952 67,774 67,386 

包括利益 71,034 63,842 79,288 73,991 66,565 44,292 △22,803 17,251 51,991 93,094 84,938

設備投資額 68,115 66,639 86,212 86,404 114,368 81,090 108,472 120,302 63,039 101,753 116,875 

減価償却費 53,143 53,701 52,800 53,276 54,172 56,542 55,733 59,107 62,037 62,582 64,475 

キャッシュ・フロー（百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー ¥� 131,881 ¥� 124,838 ¥� 115,633 ¥� 135,821 ¥� 126,035 ¥� 123,086 ¥� △32,501 ¥� 81,844 ¥� 132,091  ¥� 123,513  ¥� 87,417   

投資活動によるキャッシュ・フロー △52,529 △78,843 △84,845 △88,351 △116,160 △128,498 △102,151 △96,442 △113,216 △141,320 △167,637

財務活動によるキャッシュ・フロー △81,746 △47,278 △30,595 △43,242 △11,171 964 134,631 15,141 △8,981 28,461 79,471

現金及び現金同等物の期中増減額 △1,125 △1,978 △480 4,588 △1,848 △4,454 △375 1,983 11,797 11,896 934 

現金及び現金同等物の期末残高 23,497 22,363 22,530 27,501 27,589 23,526 25,222 29,422 41,375 53,808 56,014 

財政状態（百万円）

純資産 ¥� 679,482 ¥� 724,237 ¥� 804,659 ¥� 866,512 ¥� 915,381 ¥� 937,672 ¥� 909,985 ¥� 915,363 ¥� 980,940 ¥� 1,070,432 ¥� 1,132,460   

総資産 2,279,638 2,282,180 2,349,831 2,404,926 2,466,223 2,489,081 2,621,028 2,722,841 2,865,410  3,052,930  3,283,453 

有利子負債 955,828 916,570 899,523 866,758 877,055 903,480 1,063,048 1,095,965 1,106,351 1,174,160 1,282,775

ネット有利子負債（注3） 930,213 892,344 875,267 837,921 848,199 878,456 1,035,502 1,064,633 1,063,474 1,114,550 1,221,723

1株当たり情報（円）（注4）

親会社株主に帰属する当期純利益 ¥� 42.98 ¥� 277.88 ¥� 285.11 ¥� 267.91 ¥� 266.86　 ¥� 225.69　 ¥� △151.72 ¥� 88.89 ¥� 194.88  ¥� 281.73  ¥� 281.77   

親会社株主に帰属する当期純利益希薄化後（注5） 42.95 277.67 284.86 267.81 266.86　 — — 88.83 194.78 281.57 281.45 

純資産 525.56 2,815.96 3,150.67 3,391.35 3,615.52　 3,738.56　 3,598.83 3,612.17 3,764.17 4,074.91 4,340.23 

年間配当金 6.00 35.00 35.00 40.00 40.00　 50.00　 50.00 50.00 50.00 55.00 60.00 

財務指標

営業収益事業利益率（%） 13.7 14.8 14.1 13.8 14.5　 12.5　 0.4 5.3 9.2 10.9 10.1 

ROA（%）（注6） 3.7 4.6 4.3 4.4 4.5 3.6 △0.3 1.4 3.2 3.7 3.5

ROE（%）（注7） 8.6 10.3 9.4 8.2 7.6　 6.1　 △4.1 2.5 5.3 7.2 6.7 

有利子負債/EBITDA倍率（倍） 6.4 5.5 5.6 5.4 5.1　 5.9　 17.6 10.9 7.2 6.8 7.2 

ネット有利子負債/EBITDA倍率（倍） 6.2 5.4 5.5 5.2 5.0 5.7 17.2 10.6 6.9 6.4 6.8

自己資本比率（%） 29.1 31.0 33.5 34.8 35.9　 36.4　 33.1 32.0 31.6 32.1 31.5

D/Eレシオ（倍）（注8） 1.4 1.3 1.1 1.0 1.0　 1.0　 1.2 1.3 1.2 1.2 1.2 

その他の指標

発行済株式総数（千株） 1,271,406 254,281 254,281 254,281 254,281　 254,281　 254,281 254,281 254,281 254,281 253,008 

従業員数（人） 21,037 21,607 21,860 22,152 22,654　 22,800　 23,192 22,869 22,527 22,811 23,033 

当社の詳細な財務情報については、当社HPをご覧ください。
https://www.hankyu-hanshin.co.jp/ir/library/factbooks/

9.　�2016年度より国際輸送事業の輸出混載貨物等に係る取引について、営業収益の計上方法を純額表示から総額表示に変更しています。この変更に伴い、 2015年度の
営業収益については、遡及適用後の金額（総額表示）となっています。また、1株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益、希薄化後1株当たりの親会社株主に帰属
する当期純利益、1株当たりの純資産、1株当たりの年間配当金及び発行済株式総数については、2016年8月1日付で実施した株式併合（普通株式5株を1株に併合）を
2015年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定した遡及適用後の金額を記載しています。

10. �「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年2月16日）等を2018年度の期首から適用し、2017年度に係る主要な経営指標等については、
当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっています。

11. ��「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を2021年度の期首から適用し、2021年度以降に係る主要な経営指標等については、当該会
計基準等を適用した後の指標等となっています。

12. �「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号。以下「2022年改正会計基準」という。）等を2024年度の期首から適用し、2023年度に係る主
要な経営指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっています。なお、2022年改正会計基準については第20-3項ただし書きに定める経過
的な取扱いを適用し、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号）については第65-2項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いを適用
しています。この結果、2024年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっています。

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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都市交通事業
会社名

鉄道事業 阪急電鉄（株）
阪神電気鉄道（株）
能勢電鉄（株）
北大阪急行電鉄（株）
神戸高速鉄道（株）

自動車事業 阪急バス（株）
阪神バス（株）
阪急観光バス（株）
阪急タクシー（株）
阪神タクシー（株）

流通事業 阪急電鉄（株）
（株）エキ・リテール・サービス阪急阪神
（株）阪急スタイルレーベルズ

都市交通その他事業 アルナ車両（株）
阪急設計コンサルタント（株）

（株）阪神ステーションネット

不動産事業
会社名

賃貸事業 阪急電鉄（株）
阪神電気鉄道（株）
阪急阪神不動産（株）

分譲事業等 阪急電鉄（株）
阪神電気鉄道（株）
阪急阪神不動産（株）
阪急阪神ビルマネジメント（株）
阪急阪神クリーンサービス（株）
阪急阪神リート投信（株）

（株）阪急阪神ハウジングサポート
海外不動産事業 阪急阪神不動産（株）

PT CPM ASSETS INDONESIA
ホテル事業 （株）阪急阪神ホテルズ

（株）阪神ホテルシステムズ
（株）有馬ビューホテル

エンタテインメント事業
会社名

スポーツ事業 阪神電気鉄道（株）
（株）阪神タイガース 
（株）阪神コンテンツリンク

ステージ事業 阪急電鉄（株）
（株）宝塚クリエイティブアーツ
（株）梅田芸術劇場

情報・通信事業
会社名

情報・通信事業 アイテック阪急阪神（株）
ユミルリンク（株）[証券コード：4372]

（株）ベイ・コミュニケーションズ

その他
会社名

建設・環境事業 （株）ハンシン建設
中央電設（株）
阪神園芸（株）

広告代理・制作事業 阪急阪神マーケティングソリューションズ（株）
人事・経理代行業 （株）阪急阪神ビジネスアソシエイト
グループカード事業 （株）阪急阪神カード
グループ金融業 （株）阪急阪神フィナンシャルサポート

主要な事業の内容 会社名

百貨店事業 エイチ・ツー・オー リテイリング（株）
[証券コード：8242]

鉄道事業 西大阪高速鉄道（株）
神戸電鉄（株）[証券コード：9046]

映画の興行 東宝（株）[証券コード：9602]
不動産賃貸事業 PT Duta Cakra Pesona

旅行事業
会社名

旅行事業 （株）阪急交通社

国際輸送事業
会社名

国際輸送事業 （株）阪急阪神エクスプレス
（株）阪急阪神ロジパートナーズ

HHE （USA） INC.
HHE （DEUTSCHLAND） GMBH
HHE （HK） LTD.
HHE SOUTHEAST ASIA PTE. LTD.
HHE：HANKYU HANSHIN EXPRESS

グループ主要会社一覧
■ 主要連結子会社(2025年3月31日現在)

■ 主要持分法適用関連会社（2025年3月31日現在）
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阪急阪神ホールディングス株式会社（2025年3月31日現在）

本社 資本金
決算期
従業員数
発行可能株式総数
発行済株式総数
株主数
単元株式数
上場証券取引所
株主名簿管理人　

秘書室東京統括部

大株主 所有者別分布状況

〒530-0012
大阪市北区芝田一丁目16番1号
TEL:06-6373-5001

（グループ経営企画室 コーポレートコミュニケーション推進部 IR担当）
FAX:06-6373-5042

99,474百万円

3月31日

23,033人（連結ベース）

640,000,000株

253,008,756株

81,902人

100株

東京

三菱UFJ信託銀行株式会社

〒100-0006
東京都千代田区有楽町一丁目2番2号
東宝日比谷ビル17階
TEL：03-3503-1568
FAX：03-3508-0249

個人その他
40.88%

金融機関
25.55%

金融商品
取引業者
2.03%

その他の法人
7.21%

外国法人等(個人以外)
24.32%

外国法人等
(個人)
0.01%

（年度）

出来高（千株）

株価・年間出来高の推移（東京証券取引所）
株価（円）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
株価 出来高（右軸）

（注）
1 株価は各年度末（3月末）時点、年間出来高は各年度（4月～3月末）の1年間を対象としています。 
2 2016年8月1日を効力発生日とする株式併合及び単元株式数の変更を反映した調整後の数値です。

200,000

160,000

120,000

80,000

40,000

0

20242014 2015 2016 2017 2018 2019 20212020 20232022

株主名 所有株式数
（千株）

割合
(%)

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 37,707 15.69

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 10,118 4.21

STATE STREET BANK WEST CLIENT -TREATY 505234
（常任代理人 株式会社みずほ銀行 決済営業部） 5,707 2.37

日本生命保険相互会社
（常任代理人 日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 4,810 2.00

エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社 4,207 1.75

JP MORGAN CHASE BANK 385781
（常任代理人 株式会社みずほ銀行 決済営業部） 3,109 1.29

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001
（常任代理人 株式会社みずほ銀行 決済営業部） 2,899 1.21

JPモルガン証券株式会社 2,881 1.20

株式会社竹中工務店 1,858 0.77

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505103
（常任代理人 株式会社みずほ銀行 決済営業部） 1,847 0.77

会社概要／株式情報

価値創造ストーリー 価値創造に向けた成長戦略 価値創造を支える経営基盤 財務・会社情報
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